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1.1 長時間労働の削減に向けた取組の徹底  

「日本再興戦略」改訂 2014（平成 26 年６月 24日閣議決定。以下「日本再興戦略」という。）

において、「働き過ぎ防止のための取組強化」が盛り込まれ、また、同じ平成 26 年には過労

死等防止対策推進法が成立した。こうした中、同年に厚生労働大臣を本部長とする「長時間

労働削減推進本部」を設置し、長時間労働削減に向けた取組の強化を図るとともに、長時間

にわたる時間外労働が恒常的に行われ、過重労働による健康障害の発生が懸念される事業場

に対する重点的な指導等の取組を進めている。  

（1）適用猶予業種等への時間外労働の上限規制の施行 
工作物の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医師等については、これまで時

間外労働の上限規制の適用が猶予されていたが、令和６年４月から適用された。 

建設業の労働者、自動車運転者は他の産業の労働者に比べて労働時間が長い実態がある一

方で、長時間労働の背景には、短い工期の設定や、荷積み、荷下ろしのための長時間の待機

など取引慣行上の課題が見られる。国土交通省と連携しながら、施主や荷主などの取引関係

者、ひいては国民一人一人へ、長時間労働の改善へのご理解とご協力を呼びかけている。 

また、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人にとっては

もとより、医療の質・安全を確保するためにも重要である。各都道府県に設置された医療勤

務環境改善支援センター等を通じて、適切な労務管理、タスク・シフト/シェアの推進等に向

けた医療機関の取組について支援を行っている。 

（2）長時間労働が行われている事業場に対する監督指導等 

平成 28 年４月からは、長時間労働が行われている事業場への監督指導の対象を、従来の１

か月当たり 100 時間を超える時間外労働を行っている労働者を把握した場合から、１か月当

たり 80 時間を超える時間外労働を行っている労働者を把握した場合に拡大し、また、過労死

等を発生させた事業場に対しても、監督指導を行い、当該疾病の原因の究明、再発防止対策

の徹底を指導している。 

令和５年度における本取組を取りまとめたところ、26,117 事業場に対して監督指導を実施

し、44.5％に当たる 11,610 事業場に対して、違法な時間外労働について、是正・改善に向け

た指導を行ったところである。 

加えて、Web サイト上の求人情報、書き込み等の情報を監視し、長時間にわたる過重な労

働等の労働条件に問題があると考えられる事業場の情報を収集し、労働基準監督署による監

督指導等に活用しており、令和５年度の対象事業場は 761 件であった。 

さらに、長時間労働の背景として、親事業者の下請代金支払遅延等防止法・独占禁止法違

反が疑われる場合に、中小企業庁や公正取引委員会に通報する制度を積極的に運用するなど、

関係行政機関と連携した取組を進めている。 

（3）長時間労働等に係る企業本社に対する指導 

従来、長時間労働に関する労働基準監督署による監督指導は、基本的に企業の工場や支社

などの事業場単位で行われていたが、平成 29 年１月から、違法な長時間労働等を複数の事業

場で行うなどの企業については、企業本社に対し、全社的な改善を図る指導を行っている。 
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第５章 

過過労労死死等等のの防防止止ののたためめのの対対策策のの実実施施状状況況  

 

国が過労死等の防止のために重点的に取り組まなければならない対策として、過労死等防

止対策推進法第３章に規定されている調査研究等、啓発、相談体制の整備等、民間団体の活

動に対する支援について関係行政機関が緊密に連携するとともに、長時間労働の削減、過重

労働による健康障害防止、勤務間インターバル制度の導入促進、年次有給休暇の取得促進、

メンタルヘルス不調の予防及びハラスメントの防止について、関係法令等に基づき強力に推

進することとしている。 

労働時間は、全体としては減少傾向にあるが、新型コロナウイルス感染症による影響後の

経済社会活動の正常化に伴い、足下では増加している状況が認められる。ウィズコロナ・ポ

ストコロナ時代を迎えるに当たり、生産性を高めつつ、労働時間の短縮等を含む働き方改革

を引き続き実現していくことが重要である。 

さらに、コロナ禍を契機として導入が進んだテレワーク、副業・兼業、フリーランス等の

多様な働き方における労働環境の状況や業務の効率化が期待されている DX、IoT、AI 等の先

端技術の導入の検討等のために負担が発生する影響も注視し、働き方の変化による過労死等

の発生も防止する必要がある。 

全ての事業主に対し、ハラスメントを防止するための雇用管理上の措置を講ずることが義

務付けられていることにも留意し、これらの課題への対応を踏まえた過労死等防止のための

対策が企業の規模にかかわらず実施されるよう、都道府県労働局・労働基準監督署において

は、長時間労働の削減に向けた取組の徹底、過重労働による健康障害の防止、メンタルヘル

ス・ハラスメント防止の対策について、引き続き重点的に取り組んでいる。 

（労働基準監督署の体制整備）  
労働基準監督機関においては、働き方改革関連法により改正された労働基準法等関係法令

の内容を含め、労働時間に関する法制度の周知と法令遵守のための指導に万全を期す必要が

ある。平成 30 年４月１日から、全ての労働基準監督署において、「労働時間改善指導・援助

チーム」を編成し、長時間労働の是正及び過重労働による健康障害の防止を重点とした監督

指導を行うとともに、「労働時間相談・支援コーナー」を設置し、働き方改革推進支援センタ

ーとも連携しつつ、法令に関する知識や労務管理体制が必ずしも十分でないと考えられる中

小規模の事業場に対して、法制度の周知及びその遵守を目的としたきめ細やかな支援を行っ

ている。 

１ 労働行政機関等における対策  労働行政機関等における対策1
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「日本再興戦略」改訂 2014（平成 26 年６月 24日閣議決定。以下「日本再興戦略」という。）

において、「働き過ぎ防止のための取組強化」が盛り込まれ、また、同じ平成 26 年には過労

死等防止対策推進法が成立した。こうした中、同年に厚生労働大臣を本部長とする「長時間

労働削減推進本部」を設置し、長時間労働削減に向けた取組の強化を図るとともに、長時間

にわたる時間外労働が恒常的に行われ、過重労働による健康障害の発生が懸念される事業場

に対する重点的な指導等の取組を進めている。  

（1）適用猶予業種等への時間外労働の上限規制の施行 
工作物の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医師等については、これまで時

間外労働の上限規制の適用が猶予されていたが、令和６年４月から適用された。 

建設業の労働者、自動車運転者は他の産業の労働者に比べて労働時間が長い実態がある一

方で、長時間労働の背景には、短い工期の設定や、荷積み、荷下ろしのための長時間の待機

など取引慣行上の課題が見られる。国土交通省と連携しながら、施主や荷主などの取引関係

者、ひいては国民一人一人へ、長時間労働の改善へのご理解とご協力を呼びかけている。 

また、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人にとっては

もとより、医療の質・安全を確保するためにも重要である。各都道府県に設置された医療勤

務環境改善支援センター等を通じて、適切な労務管理、タスク・シフト/シェアの推進等に向

けた医療機関の取組について支援を行っている。 

（2）長時間労働が行われている事業場に対する監督指導等 

平成 28 年４月からは、長時間労働が行われている事業場への監督指導の対象を、従来の１

か月当たり 100 時間を超える時間外労働を行っている労働者を把握した場合から、１か月当

たり 80 時間を超える時間外労働を行っている労働者を把握した場合に拡大し、また、過労死

等を発生させた事業場に対しても、監督指導を行い、当該疾病の原因の究明、再発防止対策

の徹底を指導している。 

令和５年度における本取組を取りまとめたところ、26,117 事業場に対して監督指導を実施

し、44.5％に当たる 11,610 事業場に対して、違法な時間外労働について、是正・改善に向け

た指導を行ったところである。 

加えて、Web サイト上の求人情報、書き込み等の情報を監視し、長時間にわたる過重な労

働等の労働条件に問題があると考えられる事業場の情報を収集し、労働基準監督署による監

督指導等に活用しており、令和５年度の対象事業場は 761 件であった。 

さらに、長時間労働の背景として、親事業者の下請代金支払遅延等防止法・独占禁止法違

反が疑われる場合に、中小企業庁や公正取引委員会に通報する制度を積極的に運用するなど、

関係行政機関と連携した取組を進めている。 

（3）長時間労働等に係る企業本社に対する指導 

従来、長時間労働に関する労働基準監督署による監督指導は、基本的に企業の工場や支社

などの事業場単位で行われていたが、平成 29 年１月から、違法な長時間労働等を複数の事業

場で行うなどの企業については、企業本社に対し、全社的な改善を図る指導を行っている。 
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第５章 

過過労労死死等等のの防防止止ののたためめのの対対策策のの実実施施状状況況  

 

国が過労死等の防止のために重点的に取り組まなければならない対策として、過労死等防

止対策推進法第３章に規定されている調査研究等、啓発、相談体制の整備等、民間団体の活

動に対する支援について関係行政機関が緊密に連携するとともに、長時間労働の削減、過重

労働による健康障害防止、勤務間インターバル制度の導入促進、年次有給休暇の取得促進、

メンタルヘルス不調の予防及びハラスメントの防止について、関係法令等に基づき強力に推

進することとしている。 

労働時間は、全体としては減少傾向にあるが、新型コロナウイルス感染症による影響後の

経済社会活動の正常化に伴い、足下では増加している状況が認められる。ウィズコロナ・ポ

ストコロナ時代を迎えるに当たり、生産性を高めつつ、労働時間の短縮等を含む働き方改革

を引き続き実現していくことが重要である。 

さらに、コロナ禍を契機として導入が進んだテレワーク、副業・兼業、フリーランス等の

多様な働き方における労働環境の状況や業務の効率化が期待されている DX、IoT、AI 等の先

端技術の導入の検討等のために負担が発生する影響も注視し、働き方の変化による過労死等

の発生も防止する必要がある。 

全ての事業主に対し、ハラスメントを防止するための雇用管理上の措置を講ずることが義

務付けられていることにも留意し、これらの課題への対応を踏まえた過労死等防止のための

対策が企業の規模にかかわらず実施されるよう、都道府県労働局・労働基準監督署において

は、長時間労働の削減に向けた取組の徹底、過重労働による健康障害の防止、メンタルヘル

ス・ハラスメント防止の対策について、引き続き重点的に取り組んでいる。 

（労働基準監督署の体制整備）  
労働基準監督機関においては、働き方改革関連法により改正された労働基準法等関係法令

の内容を含め、労働時間に関する法制度の周知と法令遵守のための指導に万全を期す必要が

ある。平成 30 年４月１日から、全ての労働基準監督署において、「労働時間改善指導・援助

チーム」を編成し、長時間労働の是正及び過重労働による健康障害の防止を重点とした監督

指導を行うとともに、「労働時間相談・支援コーナー」を設置し、働き方改革推進支援センタ

ーとも連携しつつ、法令に関する知識や労務管理体制が必ずしも十分でないと考えられる中

小規模の事業場に対して、法制度の周知及びその遵守を目的としたきめ細やかな支援を行っ

ている。 

１ 労働行政機関等における対策  
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厚生労働省では、労働基準監督署を通じ、長時間労働

が行われている事業場への監督指導に重点的に取り組

んでいます。ここでは、事業場トップが労働時間管理に

対する意識を改め、過重労働をなくすための各種対策を

積極的に実施したことによって、長時間労働の是正が図

られた事例を紹介します。 

関西地方の労働基準監督署が、配送センターとして倉

庫業を営む営業所（労働者数約 20 人）に立入調査を実

施しました。 

労働基準監督官（以下「監督官」といいます。）が、労働時間の状況を確認したところ、

労働者６名について、36 協定で定めた上限時間（特別条項：月 80 時間）を超える違法

な時間外・休日労働（最長：月 127 時間）が認められました。 

そのため、監督官は営業所長に対し、現在の労働時間管理の状況では過重労働による

健康障害のおそれがあることを説明した上で、36 協定で定めた上限時間数を超えて時間

外労働を行わせたこと、時間外労働の上限規制を超えて時間外・休日労働を行わせたこ

と等について是正勧告を行い、時間外・休日労働を月 80 時間以内とするための具体的

な方策を検討・実施するよう指導を行いました。 

営業所長は、監督官の指導を受け、労働時間の削減に向けた各種対策を実施すること

としました。 

まずは、労務管理責任者が日々社員の労働時間を点検し、労働時間の管理を改めて徹

底するとともに、以前から導入している時差出勤制度等の柔軟な労働時間制度の活用を

促しました。 

営業所の業務量は、これまで取引先の貨物量によって大きく左右され、特にインター

ネットショップのセール時期等はその量が想定を上回ることもありました。このため、

取引先と交渉し、一部の業務を同社の別の配送センターに移管することを決めました。

加えて、労働時間の状況について得意先に説明して理解を得たことにより、当日出荷依

頼の締め時間を前倒しすることができました。当日中に行わなければならない出荷作業

が減り、さらなる負担軽減に繋がりました。 

また、社内異動により早期に営業所所属社員を増員したほか、中途採用による人員募

集にも力を入れ、10 人以上が新たに入社・配属される見込みとなりました。 

さらに、社内全体で今後の労働力不足も見据えた検討を行い、倉庫内で荷物を移動さ

せる作業について効率化するシステムの導入を決定しました。既にこの営業所では導入

に向けた工事を開始しています。 

こうした取組が実を結び、時間外・休日労働時間数は最長の者でも月 45 時間に収ま

り、大幅な削減を実現しました。長時間労働の是正は、法律違反の解消にとどまらず、

労働者の健康と職場の働きやすさの向上にも繋がっていきます。 

（厚生労働省労働基準局監督課過重労働特別対策室） 

コラム３ 労働基準監督官の指導を契機に労働環境を改善 
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（4）ガイドラインによる労働時間の適正な把握の徹底 

労働時間の把握の一つの方法として、労働者が自己の労働時間を自主的に申告することに

より把握する「自己申告制」があるが、この「自己申告制」の不適正な運用等により、労働

時間の把握が曖昧となり、その結果、過重な長時間労働や割増賃金の未払いといった問題が

発生している。こうしたことを防止するため、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ず

べき措置に関するガイドライン」を平成 29 年１月 20 日に策定し、労働基準監督署を通じ、

企業に対して遵守のための指導を行うとともに、リーフレットを Web サイトに掲載する等に

より周知を行っている。 

ガイドラインを踏まえて、労働時間の把握については、原則として、使用者が自ら現認す

ること、又はタイムカード、IC カード等の客観的な記録を基礎として労働者の始業・終業時

刻を確認することにより、適正に記録することとする等の指導を行っている。 

（5）是正指導段階での企業名公表制度の運用 

平成 27 年５月より違法な長時間労働が複数の事業場で行われた企業について、その事実

を広く社会に情報提供することにより、他の企業における遵法意識を啓発する等の観点から、

都道府県労働局長が企業の経営トップに対し指導し、その企業名を公表している。 

（6）36 協定に関する法令の周知指導 

労働者を時間外又は休日に労働させる場合には、労使協定（以下「36協定」という。）を締

結し、事前に労働基準監督署に届け出なければならない。違法な長時間労働を解消するため

には、必要な 36協定を締結しない又は届出を行わない事業場をなくしていく必要があり、36

協定に関する法令の周知と遵守の指導を行っている。 

また、36 協定については、労働基準監督署に届出があった際の助言、指導を強化すること

等により、事業主に対し、労働者に 36協定の内容を周知させることを徹底するとともに、月

45 時間を超える時間外労働や休日労働が可能である場合であっても、36 協定における特別

延長時間や実際の時間外・休日労働時間の縮減について「労働基準法第三十六条第一項の協

定で定める労働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事項等に関する指針」（平成

30 年９月７日厚生労働省告示第 323 号）等を踏まえた指導を行っている。 
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厚生労働省では、労働基準監督署を通じ、長時間労働

が行われている事業場への監督指導に重点的に取り組

んでいます。ここでは、事業場トップが労働時間管理に

対する意識を改め、過重労働をなくすための各種対策を

積極的に実施したことによって、長時間労働の是正が図

られた事例を紹介します。 

関西地方の労働基準監督署が、配送センターとして倉

庫業を営む営業所（労働者数約 20 人）に立入調査を実

施しました。 

労働基準監督官（以下「監督官」といいます。）が、労働時間の状況を確認したところ、

労働者６名について、36 協定で定めた上限時間（特別条項：月 80 時間）を超える違法

な時間外・休日労働（最長：月 127 時間）が認められました。 

そのため、監督官は営業所長に対し、現在の労働時間管理の状況では過重労働による

健康障害のおそれがあることを説明した上で、36 協定で定めた上限時間数を超えて時間

外労働を行わせたこと、時間外労働の上限規制を超えて時間外・休日労働を行わせたこ

と等について是正勧告を行い、時間外・休日労働を月 80 時間以内とするための具体的

な方策を検討・実施するよう指導を行いました。 

営業所長は、監督官の指導を受け、労働時間の削減に向けた各種対策を実施すること

としました。 

まずは、労務管理責任者が日々社員の労働時間を点検し、労働時間の管理を改めて徹

底するとともに、以前から導入している時差出勤制度等の柔軟な労働時間制度の活用を

促しました。 

営業所の業務量は、これまで取引先の貨物量によって大きく左右され、特にインター

ネットショップのセール時期等はその量が想定を上回ることもありました。このため、

取引先と交渉し、一部の業務を同社の別の配送センターに移管することを決めました。

加えて、労働時間の状況について得意先に説明して理解を得たことにより、当日出荷依

頼の締め時間を前倒しすることができました。当日中に行わなければならない出荷作業

が減り、さらなる負担軽減に繋がりました。 

また、社内異動により早期に営業所所属社員を増員したほか、中途採用による人員募

集にも力を入れ、10 人以上が新たに入社・配属される見込みとなりました。 

さらに、社内全体で今後の労働力不足も見据えた検討を行い、倉庫内で荷物を移動さ

せる作業について効率化するシステムの導入を決定しました。既にこの営業所では導入

に向けた工事を開始しています。 

こうした取組が実を結び、時間外・休日労働時間数は最長の者でも月 45 時間に収ま

り、大幅な削減を実現しました。長時間労働の是正は、法律違反の解消にとどまらず、

労働者の健康と職場の働きやすさの向上にも繋がっていきます。 

（厚生労働省労働基準局監督課過重労働特別対策室） 

コラム３ 労働基準監督官の指導を契機に労働環境を改善 
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（4）ガイドラインによる労働時間の適正な把握の徹底 

労働時間の把握の一つの方法として、労働者が自己の労働時間を自主的に申告することに

より把握する「自己申告制」があるが、この「自己申告制」の不適正な運用等により、労働

時間の把握が曖昧となり、その結果、過重な長時間労働や割増賃金の未払いといった問題が

発生している。こうしたことを防止するため、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ず

べき措置に関するガイドライン」を平成 29 年１月 20 日に策定し、労働基準監督署を通じ、

企業に対して遵守のための指導を行うとともに、リーフレットを Web サイトに掲載する等に

より周知を行っている。 

ガイドラインを踏まえて、労働時間の把握については、原則として、使用者が自ら現認す

ること、又はタイムカード、IC カード等の客観的な記録を基礎として労働者の始業・終業時

刻を確認することにより、適正に記録することとする等の指導を行っている。 

（5）是正指導段階での企業名公表制度の運用 

平成 27 年５月より違法な長時間労働が複数の事業場で行われた企業について、その事実

を広く社会に情報提供することにより、他の企業における遵法意識を啓発する等の観点から、

都道府県労働局長が企業の経営トップに対し指導し、その企業名を公表している。 

（6）36 協定に関する法令の周知指導 

労働者を時間外又は休日に労働させる場合には、労使協定（以下「36協定」という。）を締

結し、事前に労働基準監督署に届け出なければならない。違法な長時間労働を解消するため

には、必要な 36協定を締結しない又は届出を行わない事業場をなくしていく必要があり、36

協定に関する法令の周知と遵守の指導を行っている。 

また、36 協定については、労働基準監督署に届出があった際の助言、指導を強化すること

等により、事業主に対し、労働者に 36協定の内容を周知させることを徹底するとともに、月

45 時間を超える時間外労働や休日労働が可能である場合であっても、36 協定における特別

延長時間や実際の時間外・休日労働時間の縮減について「労働基準法第三十六条第一項の協

定で定める労働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事項等に関する指針」（平成

30 年９月７日厚生労働省告示第 323 号）等を踏まえた指導を行っている。 
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1.4 ハラスメント防止対策  

過労死等に結びつきかねない職場におけるハラスメントの防止については、メンタルヘル

ス対策に係る企業本社に対する特別指導や長時間労働が行われている事業場に対する監督指

導等の際に、パンフレット等を活用し、パワーハラスメント対策の取組内容について周知指

導を実施してきた。 

職場におけるハラスメント防止対策の更なる強化を図るため、パワーハラスメント防止の

ための事業主の措置義務の新設や、セクシュアルハラスメント等の防止対策の強化等を内容

とする女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年

法律第 24号）が、令和元年５月 29 日に成立し、同年６月５日に公布された（労働施策総合

推進法、男女雇用機会均等法等を改正）。 

また、改正後の労働施策総合推進法（以下「改正法」という。）等に基づき、令和２年１月

15 日に「事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用

管理上講ずべき措置等についての指針」（以下「パワーハラスメントの防止のための指針」と

いう。）等が公布された。 

パワーハラスメントの防止のための指針には、事業主が講ずべき具体的な措置の内容等を

定めたほか、自社で雇用する労働者以外に対する言動に関し行うことが望ましい取組や、顧

客等からの著しい迷惑行為に関し行うことが望ましい取組が盛り込まれている。 

改正法及びパワーハラスメントの防止のための指針等は、令和２年６月１日から施行され

た（パワーハラスメントを防止するための雇用管理上の措置義務については、中小事業主は

令和４年４月１日から施行された。）。 

改正法の施行後は、都道府県労働局雇用環境・均等部（室）において、ハラスメント防止

措置が講じられていない事業所に対して措置を講ずるよう指導するとともに、ハラスメント

事案が生じた事業所に対して、適切な事後の対応及び再発防止のための取組が行われるよう

指導を実施している。また、労働者と事業主との間で紛争が生じている場合、都道府県労働

局長による紛争解決援助や調停会議による調停により紛争解決の促進を図っている。 
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1.2 過重労働による健康障害の防止対策  

長時間働くことにより労働者が健康を損なうことがないよう、疲労の蓄積をもたらす過重

労働を是正するとともに、事業者が労働者の健康管理に係る措置を適切に実施することが重

要である。 

平成 31 年４月施行の改正労働安全衛生法関係法令により、事業者は、労働者の労働時間の

状況を把握しなければならないこととされ、時間外・休日労働時間が１か月当たり 80 時間を

超え、かつ、申出のあった労働者、労働基準法による時間外労働の上限規制が適用されない

研究開発業務に従事する労働者又は高度プロフェッショナル制度が適用され、かつ、長時間

労働を行った労働者に対して、面接指導を実施しなければならないこととされた。また、都

道府県労働局や労働基準監督署が行っている監督指導や個別指導、集団指導において、「過重

労働による健康障害防止のための総合対策」（平成 18 年３月 17 日付け基発第 0317008 号・

令和２年４月１日改正）に基づき、事業者に対して「過重労働による健康障害を防止するた

め事業者が講ずべき措置」について周知や指導の徹底を図っている。 

前記 1.1(２)に記載した令和５年度に監督指導を行った 26,117 事業場のうち 22.4％に当

たる 5,848 事業場で、健康診断を行っていない等、過重労働による健康障害防止措置が未実

施であることを確認したため、是正・改善に向けた指導を行った。さらに、監督指導実施事

業場のうち、49.6％に当たる 12,944 事業場に対して、長時間労働を行った労働者への医師に

よる面接指導等の実施など過重労働による健康障害防止措置を講じるよう指導した。 

 
 

1.3 メンタルヘルス対策  

平成 29 年度から、精神障害による労災支給決定（認定）が行われた事業場に対して、メン

タルヘルス対策を主眼とする個別指導を実施し、特に、総合的かつ継続的な改善の指導が必

要と認められる場合には、衛生管理特別指導事業場に指定し、メンタルヘルス対策に係る取

組の改善について指示している。 

また、おおむね３年程度の期間に、精神障害による労災支給決定（認定）が２件以上行わ

れた企業には、その本社に対して、「過労死等の労災保険給付支給決定が複数行われた企業に

対する過労死等防止計画指導の実施について」（令和５年 12 月 28 日付け基発 1228 第１号、

雇均発 1228 第１号）に基づく過労死等防止計画指導等により、全社的なメンタルヘルス対策

の取組について指導を実施している。 

 

 

 

 

 

過重労働による健康障害の防止対策1.2

メンタルヘルス対策1.3
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1.4 ハラスメント防止対策  

過労死等に結びつきかねない職場におけるハラスメントの防止については、メンタルヘル

ス対策に係る企業本社に対する特別指導や長時間労働が行われている事業場に対する監督指

導等の際に、パンフレット等を活用し、パワーハラスメント対策の取組内容について周知指

導を実施してきた。 

職場におけるハラスメント防止対策の更なる強化を図るため、パワーハラスメント防止の

ための事業主の措置義務の新設や、セクシュアルハラスメント等の防止対策の強化等を内容

とする女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年

法律第 24号）が、令和元年５月 29 日に成立し、同年６月５日に公布された（労働施策総合

推進法、男女雇用機会均等法等を改正）。 

また、改正後の労働施策総合推進法（以下「改正法」という。）等に基づき、令和２年１月

15 日に「事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用

管理上講ずべき措置等についての指針」（以下「パワーハラスメントの防止のための指針」と

いう。）等が公布された。 

パワーハラスメントの防止のための指針には、事業主が講ずべき具体的な措置の内容等を

定めたほか、自社で雇用する労働者以外に対する言動に関し行うことが望ましい取組や、顧

客等からの著しい迷惑行為に関し行うことが望ましい取組が盛り込まれている。 

改正法及びパワーハラスメントの防止のための指針等は、令和２年６月１日から施行され

た（パワーハラスメントを防止するための雇用管理上の措置義務については、中小事業主は

令和４年４月１日から施行された。）。 

改正法の施行後は、都道府県労働局雇用環境・均等部（室）において、ハラスメント防止

措置が講じられていない事業所に対して措置を講ずるよう指導するとともに、ハラスメント

事案が生じた事業所に対して、適切な事後の対応及び再発防止のための取組が行われるよう

指導を実施している。また、労働者と事業主との間で紛争が生じている場合、都道府県労働

局長による紛争解決援助や調停会議による調停により紛争解決の促進を図っている。 
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1.2 過重労働による健康障害の防止対策  

長時間働くことにより労働者が健康を損なうことがないよう、疲労の蓄積をもたらす過重

労働を是正するとともに、事業者が労働者の健康管理に係る措置を適切に実施することが重

要である。 

平成 31 年４月施行の改正労働安全衛生法関係法令により、事業者は、労働者の労働時間の

状況を把握しなければならないこととされ、時間外・休日労働時間が１か月当たり 80 時間を

超え、かつ、申出のあった労働者、労働基準法による時間外労働の上限規制が適用されない

研究開発業務に従事する労働者又は高度プロフェッショナル制度が適用され、かつ、長時間

労働を行った労働者に対して、面接指導を実施しなければならないこととされた。また、都

道府県労働局や労働基準監督署が行っている監督指導や個別指導、集団指導において、「過重

労働による健康障害防止のための総合対策」（平成 18 年３月 17 日付け基発第 0317008 号・

令和２年４月１日改正）に基づき、事業者に対して「過重労働による健康障害を防止するた

め事業者が講ずべき措置」について周知や指導の徹底を図っている。 

前記 1.1(２)に記載した令和５年度に監督指導を行った 26,117 事業場のうち 22.4％に当

たる 5,848 事業場で、健康診断を行っていない等、過重労働による健康障害防止措置が未実

施であることを確認したため、是正・改善に向けた指導を行った。さらに、監督指導実施事

業場のうち、49.6％に当たる 12,944 事業場に対して、長時間労働を行った労働者への医師に

よる面接指導等の実施など過重労働による健康障害防止措置を講じるよう指導した。 

 
 

1.3 メンタルヘルス対策  

平成 29 年度から、精神障害による労災支給決定（認定）が行われた事業場に対して、メン

タルヘルス対策を主眼とする個別指導を実施し、特に、総合的かつ継続的な改善の指導が必

要と認められる場合には、衛生管理特別指導事業場に指定し、メンタルヘルス対策に係る取

組の改善について指示している。 

また、おおむね３年程度の期間に、精神障害による労災支給決定（認定）が２件以上行わ

れた企業には、その本社に対して、「過労死等の労災保険給付支給決定が複数行われた企業に

対する過労死等防止計画指導の実施について」（令和５年 12 月 28 日付け基発 1228 第１号、

雇均発 1228 第１号）に基づく過労死等防止計画指導等により、全社的なメンタルヘルス対策

の取組について指導を実施している。 
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なお、パワーハラスメント防止対策の法制化に伴い、令和２年度に精神障害の労災認定基

準を改正し、パワーハラスメントについて認定基準に明記した。また、令和５年９月の精神

障害の労災認定基準の改正においては、「業務による心理的負荷評価表」にパワーハラスメン

トの６類型すべての具体例、性的指向・性自認に関する精神的攻撃等を含むことを明記し、

具体例の拡充等を行っている。 

（改正後の労働総合施策総合推進法等の概要） 
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なお、パワーハラスメント防止対策の法制化に伴い、令和２年度に精神障害の労災認定基

準を改正し、パワーハラスメントについて認定基準に明記した。また、令和５年９月の精神

障害の労災認定基準の改正においては、「業務による心理的負荷評価表」にパワーハラスメン

トの６類型すべての具体例、性的指向・性自認に関する精神的攻撃等を含むことを明記し、

具体例の拡充等を行っている。 

（改正後の労働総合施策総合推進法等の概要） 
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1.5 過労死等を発生させた企業に対する再発防止対策  

過労死等を発生させた事業場に対しては、これまでも労働基準監督署による監督指導又は

個別指導を実施し、再発防止対策の指導を行ってきたが、過労死等を同一企業に属する事業

場で繰り返し発生させる企業も存在するところであり、こうした企業に対する再発防止対策

の指導を強化する必要がある。 

このため、過労死等を発生させた事業場に対する従来の監督指導又は個別指導とともに、

令和６年１月から、企業本社における全社的な再発防止対策の策定を求める指導を実施して

いる。 

また、令和６年４月から、一定期間内に複数の過労死等を発生させた企業に対しては、企

業の本社を管轄する都道府県労働局長から「過労死等の防止に向けた改善計画」の策定を求

め、同計画に基づく取組を企業全体に定着させるための助言・指導（過労死等防止計画指導）

を実施している。 
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2 調査研究等  

過労死等の実態の解明のためには、労働時間や職場環境だけでなく、商取引上の慣行等の

業界を取り巻く環境、生活時間等の労働者側の状況等の多岐にわたる要因を分析するととも

にそれらの関連性を分析し、そうした分析に基づき効果的な予防対策に資する研究を行う必

要がある。また、多角的、学際的な視点からの実態解明のための調査研究を進めていくこと

によって過労死等の全体像を明らかにする必要がある。 

そのため、大綱にも示されている調査研究等について、国が重点的に取り組む①過労死等事

案の分析、②労働・社会分野からみた過労死等の調査・分析、③疫学研究等、④対策実装研究

による過労死等防止対策支援ツールの開発等及び⑤結果の発信の実施状況について報告する。 

2.1 過労死等事案の分析  

（1）労災事案について 

過労死等の実態を多角的に把握するため、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生

総合研究所に設置されている過労死等防止調査研究センターにおいて、平成 27 年度から、全

国の都道府県労働局・労働基準監督署より、脳・心臓疾患事案と精神障害事案の調査資料を

順次収集し、基礎分析及び経年変化の分析を行うとともに、大綱で「過労死等が多く発生し

ている又は長時間労働等の実態があるとの指摘がある」ものとして挙げられている重点業種・

職種等の分析を行っている。 

令和５年度は、平成 22年度から令和３年度までの 12 年間に支給決定（認定）された脳・

心臓疾患事案 3,100 件及び精神障害事案 5,728 件について分析した。また、拘束時間、勤務

間インターバルや重点業種・職種の医療従事者に関する事案についても分析を行った。  

令和６年度は、労働災害と認定された事案及び重点業種・職種等の分析、過労死等の心理

的負荷要因に関わる分析等を行う。 

（2）国家公務員の公務災害事案について  

人事院では、令和５年度は、一般職の国家公務員について、各府省等から脳・心臓疾患事

案及び精神疾患・自殺（以下「精神疾患等」という。）事案として協議されたもののうち、平

成 22 年度から令和４年度までの 13 年間に公務災害と認定された事案（脳・心臓疾患事案 34

件と精神疾患等事案 120 件）及び平成 22年度から令和元年度までの 10年間において公務災

害と認定されなかった事案（脳・心臓疾患事案 46 件と精神疾患等事案 161 件）について、分

析を行った。 

令和６年度は、公務災害と認定された事案について分析を行うこととしている。 

（3）地方公務員の公務災害事案について 

総務省では、地方公務員の過労死等に係る公務災害認定事案等に関する調査研究を実施し、

令和５年度は、平成 22年１月から令和４年３月までの期間に公務災害と認定された事案（脳・

心臓疾患事案 226 件と精神疾患等事案 412 件）及び平成 27 年度から令和元年度までの期間

に公務災害と認定されなかった事案（脳・心臓疾患事案 169 件と精神疾患等事案 401 件）に

ついて分析を行った。 

令和６年度は、公務災害と認定された事案及び重点業種等のうち、教職員に係る公務災害

認定事案について分析を行うこととしている。 

調査研究等2

過労死等事案の分析2.1
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等が悪化する傾向がみられた。引き続き、協力企業に研究参加を促し、労働時間と健康指標、

心理的指標、睡眠指標との関係を分析したところ、健康診断指標では、さらに ALT(肝機能)、

空腹時血糖(糖尿病)、HbA1c(糖尿病)、中性脂肪との関連が示唆され、ストレスチェックでは

これまでの分析と同様、心理的ストレス反応との関連が示唆され、睡眠との関係でもこれま

での分析と同様、睡眠不足や入眠までの時間、起床時の疲労感、仕事中の眠気との関連が示

唆された。ただし、これらは限られた条件下での分析であり、今後長期間に渡って、多業種

·職種のデータを収集し、随時、健康に関する新たな指標を入力するといった継続的な取組を

通じて、関連性を分析することが重要と考えられる。 

（2）職場環境改善に向けた介入研究 

過労死等を防止する有効な対策を把握するため、特定の事業場において、職場の環境を改

善するための取組を行っている。具体的には、職場において、毎日の労働時間や余暇時間、

客観的な疲労度やストレス度、睡眠などを継続的に測定し、職場環境改善対策の効果を検証

している。 

平成 27 年度から平成 29年度にかけては、これらの調査について実施方法の検討や調査協

力が得られる事業場の選定を進め、選定した事業場（規模約 50人）において職場環境を改善

するための取組を実施する前の調査を行うとともに、取組を実施した後の効果を把握するた

めの調査を行った。 

平成 30 年度からはこの調査を継続し、トラック運転者、看護師等について、職場環境改善

による疲労の軽減等の検証を行っている。令和４年度からは、介護労働者も対象に加え、調

査を継続している。 

（これまでの主な分析） 

① 労働現場における過労リスクの評価ツールの開発と対策の検討 

労働現場での効果的な疲労対策の立案を念頭に、１）働く人々の過労リスクを簡便に測定

するための調査票ツール「過労徴候しらべ」の開発、２）疲労回復に重要な夜間睡眠の取得

状況に着目し、交替制勤務における睡眠マネージメントの検討、３）勤務間インターバルの

確保と夜間睡眠の取得を促す交替制勤務シフトへの現場介入調査を実施した。 

１）の過労死等事案から過労の徴候を抽出して作成した「過労徴候しらべ」に関しては、

1,992 名のドライバー（男性が 1,947 名）と 536 名の看護師（女性が 451 名）を対象に、労

働・生活要因と過労徴候の関連性を明らかにするための調査を行った。その結果、過労徴候

しらべ得点と脳・心臓疾患の既往歴の間に有意な関連性が認められたことから、調査票とし

ての有効性が一部、認められた。また、令和５年度に「過労徴候しらべ」の改訂を行った。 

２）の睡眠マネージメントに関しては、536 名の看護師を分析対象とし、１か月間、毎日、

勤務と睡眠の時間を日誌に記録するように求めた。22 時から８時までの間の４時間以上の睡

眠を夜間睡眠と定義して分析した結果、夜間睡眠が少ない場合、様々な疲労関連指標が悪化

する傾向が見られた。 

３）の現場介入調査に関しては、30 名の看護師及び 35 名の介護労働者を対象にして実施

した。今後、当該調査結果を踏まえて、新たな交替勤務スケジュールへの介入調査を実施予

定である。 

② トラックドライバーの血圧と疲労に影響する働き方・休み方の検討 

長時間拘束や、不規則勤務、夜間勤務等の過重負荷がみられるトラックドライバーを対象

として、以下の３つの現場調査を行うことで、過労死等防止に資する働き方・休み方の改善
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2.2 労働・社会分野からみた過労死等の調査・分析  

過労死等の背景要因の分析、良好な職場環境を形成する要因に係る分析を行うため、労働

時間、労災・公務災害補償、自殺など、過労死等と関連性を有する基本的なデータについて

は、第１章及び第２章において記載しているところである。 

また、労働・社会分野からみた過労死等の調査・分析を行うため、平成 27 年度から令和２

年度まで、委託事業として企業及び労働者等に対するアンケート調査を実施し、令和３年度

からは、本調査・分析は、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所におい

て実施している。調査に当たっては、 

・経年変化をみるため、毎年、全業種に対して調査・分析を行う 

・毎年、特定の業種を定め、特定の業種については、追加の項目を設けて、より詳細な分析

を行う 

という方針で進めることとしている。 

 

過労死等のリスク要因とそれぞれの疾患、健康影響との関連性や職場環境改善対策につい

て、過労死等の防止の効果を把握するため、過労死等防止調査研究センターにおいて疫学研

究*1等を行うこととし、過労死等の発生の実態解明や過労死等を防止する有効な対策の把握

等を進めている。 

過労死等防止調査研究センターでは、長期的な観点から、次のとおり、（1）職域コホート

研究*2及び（2）職場環境改善に向けた介入研究を行い、さらに（3）実験研究を行っていると

ころである。 

（1）職域コホート研究 

過労死等の発生の実態解明を進めるため、どのような因子が過労死等のリスク要因として

影響が強いのかを調査することを目的に、労働時間や労働負荷などの労働要因と、睡眠時間、

運動習慣、休暇などの過ごし方及び肥満などの個人要因を広く長期間（10 年程度）かけて調

べる。また、過労死等のリスク要因と様々な疾患、健康影響の関連性、過労死等の予防に有

効な労働環境、生活環境などについて、長期的な観点から検討している。 

平成 27 年度から平成 29年度にかけては、職域コホート研究で用いる調査項目の検討を行

うとともに、調査に協力が得られる事業場を選定してコホート集団を構築し、初期調査を行

った。平成 30 年度からは、対象集団を拡充しつつ継続的に調査を行っている。令和５年度

は、仕事のストレスと健康との関連について検討した。 

（これまでの主な分析） 

労働者の勤怠データ、健診データ、ストレスチェックデータ、質問紙データ(労働時間、睡

眠など)を入力し、労働時間と各評価指標との関係を分析すると、労働時間が長いほど、健診

数値(BMI、血圧、LDL コレステロール)、心理的ストレス反応、起床時の疲労感、昼間の眠気

 
*1 地域社会や特定の人間集団を対象として、病気の罹患や病気の発生状況などの健康に関する事象の頻度や

分布を調査し、その要因を明らかにする医学研究。 

*2 大人数の労働者集団を長期間、継続的に調査することで、疾病発症の要因を同定（同一であると見きわめ

ること）したり、その影響度を評価したりする研究手法。 

2.3 疫学研究等  

労働・社会分野からみた過労死等の調査・分析2.2

疫学研究等2.3
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等が悪化する傾向がみられた。引き続き、協力企業に研究参加を促し、労働時間と健康指標、

心理的指標、睡眠指標との関係を分析したところ、健康診断指標では、さらに ALT(肝機能)、

空腹時血糖(糖尿病)、HbA1c(糖尿病)、中性脂肪との関連が示唆され、ストレスチェックでは

これまでの分析と同様、心理的ストレス反応との関連が示唆され、睡眠との関係でもこれま

での分析と同様、睡眠不足や入眠までの時間、起床時の疲労感、仕事中の眠気との関連が示

唆された。ただし、これらは限られた条件下での分析であり、今後長期間に渡って、多業種

·職種のデータを収集し、随時、健康に関する新たな指標を入力するといった継続的な取組を

通じて、関連性を分析することが重要と考えられる。 

（2）職場環境改善に向けた介入研究 

過労死等を防止する有効な対策を把握するため、特定の事業場において、職場の環境を改

善するための取組を行っている。具体的には、職場において、毎日の労働時間や余暇時間、

客観的な疲労度やストレス度、睡眠などを継続的に測定し、職場環境改善対策の効果を検証

している。 

平成 27 年度から平成 29年度にかけては、これらの調査について実施方法の検討や調査協

力が得られる事業場の選定を進め、選定した事業場（規模約 50人）において職場環境を改善

するための取組を実施する前の調査を行うとともに、取組を実施した後の効果を把握するた

めの調査を行った。 

平成 30 年度からはこの調査を継続し、トラック運転者、看護師等について、職場環境改善

による疲労の軽減等の検証を行っている。令和４年度からは、介護労働者も対象に加え、調

査を継続している。 

（これまでの主な分析） 

① 労働現場における過労リスクの評価ツールの開発と対策の検討 

労働現場での効果的な疲労対策の立案を念頭に、１）働く人々の過労リスクを簡便に測定

するための調査票ツール「過労徴候しらべ」の開発、２）疲労回復に重要な夜間睡眠の取得

状況に着目し、交替制勤務における睡眠マネージメントの検討、３）勤務間インターバルの

確保と夜間睡眠の取得を促す交替制勤務シフトへの現場介入調査を実施した。 

１）の過労死等事案から過労の徴候を抽出して作成した「過労徴候しらべ」に関しては、

1,992 名のドライバー（男性が 1,947 名）と 536 名の看護師（女性が 451 名）を対象に、労

働・生活要因と過労徴候の関連性を明らかにするための調査を行った。その結果、過労徴候

しらべ得点と脳・心臓疾患の既往歴の間に有意な関連性が認められたことから、調査票とし

ての有効性が一部、認められた。また、令和５年度に「過労徴候しらべ」の改訂を行った。 

２）の睡眠マネージメントに関しては、536 名の看護師を分析対象とし、１か月間、毎日、

勤務と睡眠の時間を日誌に記録するように求めた。22 時から８時までの間の４時間以上の睡

眠を夜間睡眠と定義して分析した結果、夜間睡眠が少ない場合、様々な疲労関連指標が悪化

する傾向が見られた。 

３）の現場介入調査に関しては、30 名の看護師及び 35 名の介護労働者を対象にして実施

した。今後、当該調査結果を踏まえて、新たな交替勤務スケジュールへの介入調査を実施予

定である。 

② トラックドライバーの血圧と疲労に影響する働き方・休み方の検討 

長時間拘束や、不規則勤務、夜間勤務等の過重負荷がみられるトラックドライバーを対象

として、以下の３つの現場調査を行うことで、過労死等防止に資する働き方・休み方の改善
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2.2 労働・社会分野からみた過労死等の調査・分析  

過労死等の背景要因の分析、良好な職場環境を形成する要因に係る分析を行うため、労働

時間、労災・公務災害補償、自殺など、過労死等と関連性を有する基本的なデータについて

は、第１章及び第２章において記載しているところである。 

また、労働・社会分野からみた過労死等の調査・分析を行うため、平成 27 年度から令和２

年度まで、委託事業として企業及び労働者等に対するアンケート調査を実施し、令和３年度

からは、本調査・分析は、独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所におい

て実施している。調査に当たっては、 

・経年変化をみるため、毎年、全業種に対して調査・分析を行う 

・毎年、特定の業種を定め、特定の業種については、追加の項目を設けて、より詳細な分析

を行う 

という方針で進めることとしている。 

 

過労死等のリスク要因とそれぞれの疾患、健康影響との関連性や職場環境改善対策につい

て、過労死等の防止の効果を把握するため、過労死等防止調査研究センターにおいて疫学研

究*1等を行うこととし、過労死等の発生の実態解明や過労死等を防止する有効な対策の把握

等を進めている。 

過労死等防止調査研究センターでは、長期的な観点から、次のとおり、（1）職域コホート

研究*2及び（2）職場環境改善に向けた介入研究を行い、さらに（3）実験研究を行っていると

ころである。 

（1）職域コホート研究 

過労死等の発生の実態解明を進めるため、どのような因子が過労死等のリスク要因として

影響が強いのかを調査することを目的に、労働時間や労働負荷などの労働要因と、睡眠時間、

運動習慣、休暇などの過ごし方及び肥満などの個人要因を広く長期間（10 年程度）かけて調

べる。また、過労死等のリスク要因と様々な疾患、健康影響の関連性、過労死等の予防に有

効な労働環境、生活環境などについて、長期的な観点から検討している。 

平成 27 年度から平成 29年度にかけては、職域コホート研究で用いる調査項目の検討を行

うとともに、調査に協力が得られる事業場を選定してコホート集団を構築し、初期調査を行

った。平成 30 年度からは、対象集団を拡充しつつ継続的に調査を行っている。令和５年度

は、仕事のストレスと健康との関連について検討した。 

（これまでの主な分析） 

労働者の勤怠データ、健診データ、ストレスチェックデータ、質問紙データ(労働時間、睡

眠など)を入力し、労働時間と各評価指標との関係を分析すると、労働時間が長いほど、健診

数値(BMI、血圧、LDL コレステロール)、心理的ストレス反応、起床時の疲労感、昼間の眠気

 
*1 地域社会や特定の人間集団を対象として、病気の罹患や病気の発生状況などの健康に関する事象の頻度や

分布を調査し、その要因を明らかにする医学研究。 

*2 大人数の労働者集団を長期間、継続的に調査することで、疾病発症の要因を同定（同一であると見きわめ

ること）したり、その影響度を評価したりする研究手法。 

2.3 疫学研究等  
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した。その主な結果は、次のとおりであった。 

１) 加齢の影響について、模擬長時間労働時の血行動態反応を比較した結果、30歳代と比

べ、50歳代と 60歳代の作業中の収縮期血圧が有意に高かった。また、正常血圧者と

比べ、高血圧者の収縮期血圧は特に作業の後半で有意に高かった。 

２) 短時間睡眠の影響について、５時間睡眠条件と７時間睡眠条件後の模擬長時間労働

時の血行動態及び心理反応を比較した結果、短時間睡眠によって一回拍出量の増加

や総末梢血管抵抗の低下、眠気、疲労、ストレスの悪化が見られたが、短時間睡眠が

模擬長時間労働の反応をさらに増悪するような交互作用は見られなかった。 

３) 50分以上の長めの休憩は心血管系の負担を軽減し、長時間労働が避けられない場合

は夕方にも長めの休憩を設けることが好ましいことが判明した。 

② 労働者の体力を簡便に測定するための指標開発 

過労死等（特に脳・心臓疾患）の発生には、ヒトの体力（心肺持久力）が深く関わってい

ると考えられる。職場の健康診断等で労働者の体力を適切に評価し、長期的にモニタリング

することは、過労死等の予防に有用であることから、労働者の体力を簡便かつ安全に評価で

きる検査手法の開発を目的とした実験を行うこととした。 

具体的には、心肺持久力の代表的な評価指標とされる最大酸素摂取量を基準とした上で、

検査手法を開発し、その妥当性を検討する実験を行う。また、開発した検査手法による体力

評価を上述の職域コホート研究に一部組み入れることにより、労働者の体力と脳・心臓疾患

発症やその要因となる過重な労働等との関係を明らかにする。 

平成 27 年度から平成 29年度までは関連する先行研究の調査や実験計画の決定等を経て、

100人程の被験者を対象とした実験を行い、体力を簡便かつ安全に評価できる手法を開発し

た。平成 30 年度以降は、開発した当該手法の職場への応用のための検証等を行っており、そ

の結果を踏まえ、引き続き、簡易体力検査、質問紙、ウェアラブル測定機器等の安価で簡易

な手法を組み合わせて、より簡便で正確な体力評価指標を得るための改良を続けている。 

 
 

2.4 対策実装研究による過労死等防止対策支援ツールの開発等  

 これまでの労働安全衛生総合研究所における過労死等の事案分析、疫学研究、実験研究、

労働・社会分野の調査・分析などの過労死等の実態解明と防止対策に関する研究成果を各事

業場における過労死等防止対策に活用できるようにすることが重要である。そのため、令和

３年に同研究所過労死等防止調査研究センターに「過労死等防止対策実装研究班（令和６年

度から「過労死等防止対策実装研究チーム」に改称）」を立ち上げ、過労死等の防止対策の

定着を支援するツール等を開発するための研究を行っている。 

令和４年度から、事業者、業界団体、専門家等のメンバーから構成されるステークホルダ

ー会議を年２回開催し、脳・心臓疾患のハイリスク者管理、重層構造における過重労働対策、

中小規模事業場における産業保健支援方法、労働者の過労死等防止のための行動変容支援、

職場環境改善を支援するチェックリスト（ドライバー版）開発と改善プログラムの開発など

を行っている。 
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方法を探ることとした。 

１）トラックドライバーの働き方による睡眠と血圧、疲労の特徴では、長距離ドライバー

26 人、地場ドライバー11 人を対象とした１人２週間の測定を行った。 

２）トラックドライバーの睡眠が血圧と疲労に及ぼす影響では、３泊以上の長距離ドライ

バー34 人、深夜・早朝出庫の地場ドライバー22人を対象とした１人１週間の測定を行

った。 

３）トラックドライバーの血圧値を上昇させる要因について、長距離ドライバー67人及び

地場ドライバー60 人を対象とした調査を実施した。 

現場調査１）と２）の結果からは、地場運行では長距離運行に比して、短い勤務間インタ

ーバル、早い出庫時刻、短い睡眠時間で働いていることが明らかになった。勤務日の疲労は、

地場の出庫時や長距離の帰庫時といった直前の睡眠時間が短時間になる場合に高かった。血

圧値に関しては、高血圧者が短時間睡眠の場合に血圧値がより一層高くなる傾向が見られ、

また運行形態にかかわらず、特に勤務１日目の出庫時に高くなることが示された。現地調査

３)の結果からは、脳・心臓疾患のリスク要因である血圧値を上昇させる複合要因として、早

朝勤務による負担の大きさや長期的な夜勤への従事の有無等が関連することを明らかにした。 

 

（3）実験研究 

過労死等防止のためのより有効な健康管理の在り方の検討に資するため、①長時間労働と

心血管系負担のメカニズムの解明、②労働者の体力を簡便に測定するための指標開発の２つ

をテーマに行っている。 

① 長時間労働と心血管系負担のメカニズムの解明 

長時間労働が血圧など血行動態に及ぼす影響と、それらの影響が過労死等のリスク要因で

ある高血圧や加齢により、どのように変化するのかを実験の手法を用いて、検証することと

した。 

過労死等の発生には高血圧等の心血管系負担が深く関わっていることが、これまでの研究

においても指摘されてきた。このため、心血管系負担のメカニズム解明を目指して、実験室

実験により、１）長時間労働による血行動態に及ぼす影響の検討、２）高血圧や加齢などの

過労死リスク要因が心血管系負担に及ぼす影響を詳細に調べることとした。 

平成 27 年度は、これらの本実験に向けた予備調査として、数名の参加者を対象に調査項目

の精査を行い、平成 28 年度から平成 29 年度にかけて 50 人程の被験者を対象とした本実験

を行った。平成 30年度からは、長時間労働における心血管系の作業負担、加齢、短時間睡眠

の影響や、これらの影響を軽減するための休息の適切なタイミング及びその効果について研

究を行った。令和３年度からは、ドライビングシミュレータを用いて、様々な休憩パターン

がドライバーの運転中の血行動態反応に与える影響について研究を行っている。今後、高年

齢労働者を対象として、心血管系への負担について研究を行う予定である。 

 

（これまでの主な分析） 

本研究では、過労死等のリスク要因である長時間労働が、心血管系反応に及ぼす影響を明

らかにし、心血管系負担の軽減策を検討するための基礎データを蓄積している。 

これまでの研究では、長時間労働における心血管系負担の軽減対策を検討するために、１) 

加齢と高血圧の影響、２) 短時間睡眠の影響、３) 長めの休憩のタイミングの影響を分析
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した。その主な結果は、次のとおりであった。 

１) 加齢の影響について、模擬長時間労働時の血行動態反応を比較した結果、30歳代と比

べ、50歳代と 60歳代の作業中の収縮期血圧が有意に高かった。また、正常血圧者と

比べ、高血圧者の収縮期血圧は特に作業の後半で有意に高かった。 

２) 短時間睡眠の影響について、５時間睡眠条件と７時間睡眠条件後の模擬長時間労働

時の血行動態及び心理反応を比較した結果、短時間睡眠によって一回拍出量の増加

や総末梢血管抵抗の低下、眠気、疲労、ストレスの悪化が見られたが、短時間睡眠が

模擬長時間労働の反応をさらに増悪するような交互作用は見られなかった。 

３) 50分以上の長めの休憩は心血管系の負担を軽減し、長時間労働が避けられない場合

は夕方にも長めの休憩を設けることが好ましいことが判明した。 

② 労働者の体力を簡便に測定するための指標開発 

過労死等（特に脳・心臓疾患）の発生には、ヒトの体力（心肺持久力）が深く関わってい

ると考えられる。職場の健康診断等で労働者の体力を適切に評価し、長期的にモニタリング

することは、過労死等の予防に有用であることから、労働者の体力を簡便かつ安全に評価で

きる検査手法の開発を目的とした実験を行うこととした。 

具体的には、心肺持久力の代表的な評価指標とされる最大酸素摂取量を基準とした上で、

検査手法を開発し、その妥当性を検討する実験を行う。また、開発した検査手法による体力

評価を上述の職域コホート研究に一部組み入れることにより、労働者の体力と脳・心臓疾患

発症やその要因となる過重な労働等との関係を明らかにする。 

平成 27 年度から平成 29年度までは関連する先行研究の調査や実験計画の決定等を経て、

100人程の被験者を対象とした実験を行い、体力を簡便かつ安全に評価できる手法を開発し

た。平成 30 年度以降は、開発した当該手法の職場への応用のための検証等を行っており、そ

の結果を踏まえ、引き続き、簡易体力検査、質問紙、ウェアラブル測定機器等の安価で簡易

な手法を組み合わせて、より簡便で正確な体力評価指標を得るための改良を続けている。 

 
 

2.4 対策実装研究による過労死等防止対策支援ツールの開発等  

 これまでの労働安全衛生総合研究所における過労死等の事案分析、疫学研究、実験研究、

労働・社会分野の調査・分析などの過労死等の実態解明と防止対策に関する研究成果を各事

業場における過労死等防止対策に活用できるようにすることが重要である。そのため、令和

３年に同研究所過労死等防止調査研究センターに「過労死等防止対策実装研究班（令和６年

度から「過労死等防止対策実装研究チーム」に改称）」を立ち上げ、過労死等の防止対策の

定着を支援するツール等を開発するための研究を行っている。 

令和４年度から、事業者、業界団体、専門家等のメンバーから構成されるステークホルダ

ー会議を年２回開催し、脳・心臓疾患のハイリスク者管理、重層構造における過重労働対策、

中小規模事業場における産業保健支援方法、労働者の過労死等防止のための行動変容支援、

職場環境改善を支援するチェックリスト（ドライバー版）開発と改善プログラムの開発など

を行っている。 
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方法を探ることとした。 

１）トラックドライバーの働き方による睡眠と血圧、疲労の特徴では、長距離ドライバー

26 人、地場ドライバー11 人を対象とした１人２週間の測定を行った。 

２）トラックドライバーの睡眠が血圧と疲労に及ぼす影響では、３泊以上の長距離ドライ

バー34 人、深夜・早朝出庫の地場ドライバー22人を対象とした１人１週間の測定を行

った。 

３）トラックドライバーの血圧値を上昇させる要因について、長距離ドライバー67人及び

地場ドライバー60 人を対象とした調査を実施した。 

現場調査１）と２）の結果からは、地場運行では長距離運行に比して、短い勤務間インタ

ーバル、早い出庫時刻、短い睡眠時間で働いていることが明らかになった。勤務日の疲労は、

地場の出庫時や長距離の帰庫時といった直前の睡眠時間が短時間になる場合に高かった。血

圧値に関しては、高血圧者が短時間睡眠の場合に血圧値がより一層高くなる傾向が見られ、

また運行形態にかかわらず、特に勤務１日目の出庫時に高くなることが示された。現地調査

３)の結果からは、脳・心臓疾患のリスク要因である血圧値を上昇させる複合要因として、早

朝勤務による負担の大きさや長期的な夜勤への従事の有無等が関連することを明らかにした。 

 

（3）実験研究 

過労死等防止のためのより有効な健康管理の在り方の検討に資するため、①長時間労働と

心血管系負担のメカニズムの解明、②労働者の体力を簡便に測定するための指標開発の２つ

をテーマに行っている。 

①  長時間労働と心血管系負担のメカニズムの解明 

長時間労働が血圧など血行動態に及ぼす影響と、それらの影響が過労死等のリスク要因で

ある高血圧や加齢により、どのように変化するのかを実験の手法を用いて、検証することと

した。 

過労死等の発生には高血圧等の心血管系負担が深く関わっていることが、これまでの研究

においても指摘されてきた。このため、心血管系負担のメカニズム解明を目指して、実験室

実験により、１）長時間労働による血行動態に及ぼす影響の検討、２）高血圧や加齢などの

過労死リスク要因が心血管系負担に及ぼす影響を詳細に調べることとした。 

平成 27 年度は、これらの本実験に向けた予備調査として、数名の参加者を対象に調査項目

の精査を行い、平成 28 年度から平成 29 年度にかけて 50 人程の被験者を対象とした本実験

を行った。平成 30年度からは、長時間労働における心血管系の作業負担、加齢、短時間睡眠

の影響や、これらの影響を軽減するための休息の適切なタイミング及びその効果について研

究を行った。令和３年度からは、ドライビングシミュレータを用いて、様々な休憩パターン

がドライバーの運転中の血行動態反応に与える影響について研究を行っている。今後、高年

齢労働者を対象として、心血管系への負担について研究を行う予定である。 

 

（これまでの主な分析） 

本研究では、過労死等のリスク要因である長時間労働が、心血管系反応に及ぼす影響を明

らかにし、心血管系負担の軽減策を検討するための基礎データを蓄積している。 

これまでの研究では、長時間労働における心血管系負担の軽減対策を検討するために、１) 

加齢と高血圧の影響、２) 短時間睡眠の影響、３) 長めの休憩のタイミングの影響を分析

対策実装研究による過労死等防止対策支援ツールの開発等2.4

175

第

55
章

過
労
死
等
の
防
止
の
た
め
の
対
策
の
実
施
状
況

2024_第5章_02_調査研究等.indd   1752024_第5章_02_調査研究等.indd   175 2024/09/26   12:22:472024/09/26   12:22:47



 

 177 

  

第第

５５
章章  

 

 

過
労
死
等
の
防
止
の
た
め
の
対
策
の
実
施
状
況 

 

③トラック運送会社の職場改善ツール 
対策実装研究チームでは、過労死等防止調査研

究センターが実施してきた事案研究の成果に基づ

いて、過労死等を防止するために目標とすべき６

つの柱を設定しました。そしてトラックドライバ

ーによる職場改善活動を想定した６つの柱ごとに

数項目のアクション項目を設定し、参加型の職場

改善チェックリストを開発しました。 

参加型職場改善プログラムでは、チェックリストを使用して改善する項目を従業員自

身が選択し、そのチェック結果も利用しながらグループワークで従業員自身が具体的な

改善事項や改善計画を議論し、改善を実行します。プロドライバーにこのツールを試用

してもらうことを相談した際に、運送会社の管理者の方々からは、ドライバーは書類記

入や意見を言うことが苦手な人も多いといった意見もありました。また、ドライバーは

会社の外で個人で仕事をこなすことが多いため、集まってのミーティングなどの機会に

は制約があるとのことでした。 

そこでゲーム感覚で実施し、短時間で具体的対策の策定をすることができるカードゲ

ーム式の改善ツールを作成しました。このツールを現在までに中規模の運送会社数社に

試用をしていただき、好評を得ていま

す。また、従業員の提案による様々な

対策が実施され、その成果が社内の会

議で報告された例もありました。な

お、カードを使用したミーティングで

はドライバーからも活発な発言があ

りました。 

これらのツールは、小規模の事業場

でも実施しやすい簡便さ、わかりやす

さを重視したものとしています。対策実装研究チームでは、これらのツールを単に配布

するだけではなく、使用状況の観察や調査、改善点の収集を通じて、対策の継続や定着

に結び付ける方策の検討を進める計画です。 

（独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

 過労死等防止調査研究センター） 
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コラム４ 過労死等防止のための職場の取組を支援するツール
開発の紹介 

過労死等防止調査研究センターは令和３年から、過労死等防止対策の普及と定着を目

指す「過労死等防止対策実装研究班（令和 6 年度より「過労死等防止対策実装研究チー

ム」に改称）」による活動をしています。職場での過労死等防止対策の普及・実施の状況

は、業種、事業場の規模や管理体制の整備状況などによって異なります。対策実装研究

チームでは、例えば小規模な事業場の健康管理の支援方法を検討し、小規模な事業場で

も実施でき、取組の継続ができることを企図した改善支援ツールの開発、会社の規模等

に応じて管理体制の整備状況をチェックするツールの提供などを実施してきました。 

対策実装研究チームは、その立ち上げの年に業界のニーズや専門家の意見を把握して

対応するために「対策実装ステークホルダー会議」を設立しました。運輸業と建設業の

それぞれの大手企業、中堅企業、業界団体の代表の方々及び産業保健の実務者と研究者、

労働科学の研究者、労務管理の専門家、キャリアコンサルタント等がメンバーです。これ

までに年２回の会議において活発な議論を継続してきました。そこでの議論や対策実装

研究チームが実施した運輸業及び建設業関係者へのヒアリングなどの調査結果に基づい

て、これまでに試作し、企業で試用をしていただいた 3 つのツールを以下に紹介します。 

 
①ハイリスクドライバーへの対応を支援するツール 

健康診断を実施するだけでなく、疾病のリスクが高い場合に

放置しない・させないフォローアップが重要です。しかし、小規

模の事業場では、従業員の健康が心配ではあるけれどもどう対

応したらよいかわからないという場合も多いと考えられます。

特に運輸業では、ドライバーが意識を失って事故に至るという

「健康起因事故」の問題もあることに加えて小規模な事業場が

多くを占めるという現状もあります。 

ハイリスクのドライバーに病院で受診してもらうための取組

を少しでも支援するためのツールとして、運送会社の事業者や管理者がドライバーの健

康 診 断 結 果 を 見 て 、 脳 ・ 心 臓 疾 患 の ハ イ リ ス ク 者 を 判 定 す る た め の 手 引 き

（https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/rodo/highrisk_tebiki.pdf）を作成

しました。なお、対策実装研究チームはハイリスクドライバーの受診・治療を促進する

産業保健サービス側のあり方の検討にも着手しています。 

 
②建設職場の健康管理体制のチェックツール 

小規模の建設事業者が、健康で安心して働ける職場にするため

に最低限実施すべきことを確認できるチェックツールを開発しま

した。従業員の規模に応じてクリアすべき事項を整理した点に特

徴があります。運送業やその他の業種で使用できるチェックリス

トの開発も進めています。 
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③トラック運送会社の職場改善ツール 
対策実装研究チームでは、過労死等防止調査研

究センターが実施してきた事案研究の成果に基づ

いて、過労死等を防止するために目標とすべき６

つの柱を設定しました。そしてトラックドライバ

ーによる職場改善活動を想定した６つの柱ごとに

数項目のアクション項目を設定し、参加型の職場

改善チェックリストを開発しました。 

参加型職場改善プログラムでは、チェックリストを使用して改善する項目を従業員自

身が選択し、そのチェック結果も利用しながらグループワークで従業員自身が具体的な

改善事項や改善計画を議論し、改善を実行します。プロドライバーにこのツールを試用

してもらうことを相談した際に、運送会社の管理者の方々からは、ドライバーは書類記

入や意見を言うことが苦手な人も多いといった意見もありました。また、ドライバーは

会社の外で個人で仕事をこなすことが多いため、集まってのミーティングなどの機会に

は制約があるとのことでした。 

そこでゲーム感覚で実施し、短時間で具体的対策の策定をすることができるカードゲ

ーム式の改善ツールを作成しました。このツールを現在までに中規模の運送会社数社に

試用をしていただき、好評を得ていま

す。また、従業員の提案による様々な

対策が実施され、その成果が社内の会

議で報告された例もありました。な

お、カードを使用したミーティングで

はドライバーからも活発な発言があ

りました。 

これらのツールは、小規模の事業場

でも実施しやすい簡便さ、わかりやす

さを重視したものとしています。対策実装研究チームでは、これらのツールを単に配布

するだけではなく、使用状況の観察や調査、改善点の収集を通じて、対策の継続や定着

に結び付ける方策の検討を進める計画です。 

（独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

 過労死等防止調査研究センター） 
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コラム４ 過労死等防止のための職場の取組を支援するツール
開発の紹介 

過労死等防止調査研究センターは令和３年から、過労死等防止対策の普及と定着を目

指す「過労死等防止対策実装研究班（令和 6 年度より「過労死等防止対策実装研究チー

ム」に改称）」による活動をしています。職場での過労死等防止対策の普及・実施の状況

は、業種、事業場の規模や管理体制の整備状況などによって異なります。対策実装研究

チームでは、例えば小規模な事業場の健康管理の支援方法を検討し、小規模な事業場で

も実施でき、取組の継続ができることを企図した改善支援ツールの開発、会社の規模等

に応じて管理体制の整備状況をチェックするツールの提供などを実施してきました。 

対策実装研究チームは、その立ち上げの年に業界のニーズや専門家の意見を把握して

対応するために「対策実装ステークホルダー会議」を設立しました。運輸業と建設業の

それぞれの大手企業、中堅企業、業界団体の代表の方々及び産業保健の実務者と研究者、

労働科学の研究者、労務管理の専門家、キャリアコンサルタント等がメンバーです。これ

までに年２回の会議において活発な議論を継続してきました。そこでの議論や対策実装

研究チームが実施した運輸業及び建設業関係者へのヒアリングなどの調査結果に基づい

て、これまでに試作し、企業で試用をしていただいた 3 つのツールを以下に紹介します。 

 
①ハイリスクドライバーへの対応を支援するツール 

健康診断を実施するだけでなく、疾病のリスクが高い場合に

放置しない・させないフォローアップが重要です。しかし、小規

模の事業場では、従業員の健康が心配ではあるけれどもどう対

応したらよいかわからないという場合も多いと考えられます。

特に運輸業では、ドライバーが意識を失って事故に至るという

「健康起因事故」の問題もあることに加えて小規模な事業場が

多くを占めるという現状もあります。 

ハイリスクのドライバーに病院で受診してもらうための取組

を少しでも支援するためのツールとして、運送会社の事業者や管理者がドライバーの健

康 診 断 結 果 を 見 て 、 脳 ・ 心 臓 疾 患 の ハ イ リ ス ク 者 を 判 定 す る た め の 手 引 き

（https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/rodo/highrisk_tebiki.pdf）を作成

しました。なお、対策実装研究チームはハイリスクドライバーの受診・治療を促進する

産業保健サービス側のあり方の検討にも着手しています。 

 
②建設職場の健康管理体制のチェックツール 

小規模の建設事業者が、健康で安心して働ける職場にするため

に最低限実施すべきことを確認できるチェックツールを開発しま

した。従業員の規模に応じてクリアすべき事項を整理した点に特

徴があります。運送業やその他の業種で使用できるチェックリス

トの開発も進めています。 
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度がどの程度なのかを知っていただき疲労回復のためには睡眠が大切であることを説明

しました。 

今回の企画のために用意した「チャレンジカード」や「あんえい

犬」シールは、子どもたちから大好評でした。特に、チャレンジカ

ードは、RECORDs の研究成果等を分かりやすくまとめたクイズ集

で、会場のポスターの中に答えのヒントを隠していたので、興味を

持って子どもたちにも RECORDs の研究成果を知ってもらえたと思

います。そして、クイズにチャレンジした子どもたちには「あんえい犬」シールをプレ

ゼントしました。 

今回の企画を通じて、子どもたちに RECORDs の

研究成果とともに体力と睡眠の重要性を知っても

らう良い機会になったと思います。RECORDs は、

これからも働く人々の健康に役立つ研究の実施や

その成果の普及活動に力を入れていきたいと考え

ています。 

 

（独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

 過労死等防止調査研究センター） 
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2.5 結果の発信  

過労死等防止調査研究センターで 

行う過労死等事案の分析、疫学研究 

及び実験研究を含む研究報告書、ま

た、過労死等に関わる国内外の最新

情報などを令和５年度に開設した過

労死等防止調査研究センターポータルサイト（https://records.johas.go.jp/）で公開して

いる。 

また、前記研究報告書とともに労働・社会分野の調査・分析の結果について

も、厚生労働省の Web サイト

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_04768.html）で公表している。 

さらに、これらで得られた成果は、学会、講演会等でも発表し、その科学的論拠だけでなく

社会的意義を PRして賛同者、協力者を得るとともに、労働法制の見直しを検討する労働政策

審議会をはじめ、労働条件の改善のための各検討会の場でも活用されているところであり、

引き続き積極的な情報発信に努めていく。 

令和５年度こども霞が関見学デーが令和５年８月２日

（水）及び３日（木）の２日間、開催されました。このイベ

ントは親子のふれあいを深めて子どもたちが夏休みに広く

社会を知る体験活動の機会とするとともに、政府の施策に対

する理解を深めてもらうことを目的に様々な省庁で毎年、行

われているものです。 

令和５年度こども霞が関見学デーにおいては、過労死等防

止 調 査 研 究 セ ン タ ー (RECORDs ： Research Center for 

Overwork-Related Disorders)が厚生労働省のブースの１つを

担当することになり、以下の企画を行いました。 

RECORDs のメンバーのうち、主に体力科学チームと現場介入調査チームが中心にな

り、体力測定と疲労測定のイベントを開催しました。 

体力科学チームでは、子どもたちにウェアラブル

デバイスを装着してもらい、自分の体力がどのぐら

いあるのかについて測定を行いました。そして、色々

な仕事を行う上で、必要とされる体力がどのぐらい

なのかを運動強度（METs）の指標で示した表と、自

分の数値を見比べて、仕事を行うために体力がとて

も大切であることを説明しました。 

現場介入調査チームでは、疲労測定アプリを子どもたちや保護者の皆様に体験してい

ただきました。そして自分の結果と徹夜した状態での結果を比較して、今の自分の疲労 

コラム５ こども霞が関見学デーで過労死等防止調査研究セン
ターの取組を紹介 

結果の発信2.5
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情報などを令和５年度に開設した過

労死等防止調査研究センターポータルサイト（https://records.johas.go.jp/）で公開して

いる。 

また、前記研究報告書とともに労働・社会分野の調査・分析の結果について

も、厚生労働省の Web サイト

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_04768.html）で公表している。 

さらに、これらで得られた成果は、学会、講演会等でも発表し、その科学的論拠だけでなく

社会的意義を PRして賛同者、協力者を得るとともに、労働法制の見直しを検討する労働政策

審議会をはじめ、労働条件の改善のための各検討会の場でも活用されているところであり、

引き続き積極的な情報発信に努めていく。 

令和５年度こども霞が関見学デーが令和５年８月２日

（水）及び３日（木）の２日間、開催されました。このイベ

ントは親子のふれあいを深めて子どもたちが夏休みに広く

社会を知る体験活動の機会とするとともに、政府の施策に対

する理解を深めてもらうことを目的に様々な省庁で毎年、行

われているものです。 

令和５年度こども霞が関見学デーにおいては、過労死等防

止 調 査 研 究 セ ン タ ー (RECORDs ： Research Center for 

Overwork-Related Disorders)が厚生労働省のブースの１つを

担当することになり、以下の企画を行いました。 

RECORDs のメンバーのうち、主に体力科学チームと現場介入調査チームが中心にな

り、体力測定と疲労測定のイベントを開催しました。 

体力科学チームでは、子どもたちにウェアラブル

デバイスを装着してもらい、自分の体力がどのぐら

いあるのかについて測定を行いました。そして、色々

な仕事を行う上で、必要とされる体力がどのぐらい

なのかを運動強度（METs）の指標で示した表と、自

分の数値を見比べて、仕事を行うために体力がとて

も大切であることを説明しました。 

現場介入調査チームでは、疲労測定アプリを子どもたちや保護者の皆様に体験してい

ただきました。そして自分の結果と徹夜した状態での結果を比較して、今の自分の疲労 

コラム５ こども霞が関見学デーで過労死等防止調査研究セン
ターの取組を紹介 
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3 啓発  

 

3.1 国民に向けた周知・啓発の実施  

（1）「過労死等防止啓発月間」の実施 

過労死等防止対策推進法第５条では、「国民の間に広く過労死等を防止することの重要性に

ついて自覚を促し、これに対する関心と理解を深めるため、過労死等防止啓発月間を設ける」

として、11月を「過労死等防止啓発月間」と定め、国及び地方公共団体は、過労死等防止啓発

月間の趣旨にふさわしい事業が実施されるよう努めることとされている。 

令和５年度は、本月間を中心に、国主催による「過労死等防止対策推進シンポジウム」を 47

都道府県 48 か所で開催するとともに、ポスターやパンフレットなど多様な媒体を活用した周

知・啓発を実施した。 

 

（2）ポスターやパンフレットなど多様な媒体を活用した周知・啓発 

11 月の「過労死等防止啓発月間」を中心に、大綱の内容や、労働者、事業主及び当事者の

それぞれの立場の方々の意見を踏まえ、ポスター、パンフレット及びリーフレットを作成し

たほか、オンライン新聞広告（全国紙５紙、地方紙２紙）、Web 広告、SNS への掲載などによ

り周知・啓発を実施した。 

ポスターについては、「しごとより、いのち。」のキャッチコピーを用いたものとし、各府

省庁、都道府県労働局、労働基準監督

署、都道府県及び市町村等、労働者団体

や事業主団体へ掲示用として送付した

ほか、全国 47 都道府県の主要駅や港、

道の駅において、「過労死等防止啓発月

間」を中心にポスターを掲示し、高速道

路のサービスエリア・パーキングエリ

ア及び大手建設現場のデジタルサイネ

ージに同ポスターのデータを掲出し

た。 

 

パンフレットは、Q&A 形式で構成し、はじめに過労死等の定義、大綱に定める６つの数値

目標を記載した上で、過労死等防止のための取組として、①長時間労働の削減、②働き過ぎ

による健康障害の防止、③ワーク・ライフ・バランスの推進、④勤務間インターバル制度の

導入促進、⑤職場におけるメンタルヘルス対策の推進、⑥職場のハラスメントの防止のため

の取組、⑦新しい働き方の導入、⑧相談体制の整備等の８項目について、「事業主の取組」及

び「労働者の取組」の見出しをつけて紹介した。 

また、仕事による疲労蓄積度を把握し、改善に役立てるため、「労働者の疲労蓄積度自己診

断チェックリスト」を掲載するほか、各種相談窓口等を一覧として掲載し、周知を行った。 

（駅構内に掲出されたポスター） 
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リーフレットには、パンフレットの抜粋として各種相談窓口

一覧を載せた。 

これらのパンフレット等は都道府県労働局、労働基準監督署、

都道府県、産業保健総合支援センター等を通じて配布したほか、

「過労死等防止対策推進シンポジウム」で配布するとともに過

労死で家族を亡くされた遺族に対する精神保健に関する相談支

援等のため、精神保健福祉センター等においても配布した。 

さらに、相談先を案内する名刺サイズのカードを作成し、人

間ドックや健康診断を行う医療機関において配布を行った。 

 

 

新聞広告については、「過労死等防止啓発月間」である令和５年 11月１日からの１か月間、

全国紙５紙及び地方紙２紙のオンライン版に、約 1,800 万回広告を掲載した。 

Web 広告については、令和５年 11月に、各媒体に約 3,100 万回バナー広告を表示させると

ともに、Yahoo！及び Google の「過労死」をキーワードとした検索連動型広告、特定の業種

をターゲットとした広告を配信した。 

 さらに、「過労死等防止啓発月間」及び「過労

死等防止対策推進シンポジウム」の周知用動画を

制作し、広告配信を行ったほか、厚生労働省公式

Facebook及びX(旧Twitter)並びに厚労省人事労

務マガジンにより、11 月に「過労死等防止対策

推進シンポジウム」の告知及び「過労死等防止啓

発月間」の周知を行った。 

（3）過重労働対策等に取り組んでいる企業の周知 

 「安全衛生優良企業公表制度」は、労働安全衛生に関して積極的な取組を行っている企業

を認定、企業名を公表し、社会的な認知を高め、より多くの企業に安全衛生の積極的な取組を

促進するための制度である。この認定を受けるためには、過去３年間に

労働安全衛生関連の重大な法違反がない、長時間労働が常態化していな

いなどの基本事項に加え、労働者の健康保持増進対策、メンタルヘルス

対策、過重労働防止対策、安全管理など、幅広い分野で積極的な取組を行

っていることが求められる。様々な機会を捉えて制度の周知を図ってお

り、令和５年度は新たに 17 企業を認定し、企業名を公表している。 

 

  

（過労死等防止啓発リーフレット（令和５年度）） 

（安全衛生優良企業認定マーク） 
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11 月の「過労死等防止啓発月間」を中心に、大綱の内容や、労働者、事業主及び当事者の
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り周知・啓発を実施した。 

ポスターについては、「しごとより、いのち。」のキャッチコピーを用いたものとし、各府

省庁、都道府県労働局、労働基準監督

署、都道府県及び市町村等、労働者団体

や事業主団体へ掲示用として送付した

ほか、全国 47 都道府県の主要駅や港、

道の駅において、「過労死等防止啓発月

間」を中心にポスターを掲示し、高速道

路のサービスエリア・パーキングエリ

ア及び大手建設現場のデジタルサイネ

ージに同ポスターのデータを掲出し

た。 

 

パンフレットは、Q&A 形式で構成し、はじめに過労死等の定義、大綱に定める６つの数値

目標を記載した上で、過労死等防止のための取組として、①長時間労働の削減、②働き過ぎ

による健康障害の防止、③ワーク・ライフ・バランスの推進、④勤務間インターバル制度の

導入促進、⑤職場におけるメンタルヘルス対策の推進、⑥職場のハラスメントの防止のため

の取組、⑦新しい働き方の導入、⑧相談体制の整備等の８項目について、「事業主の取組」及

び「労働者の取組」の見出しをつけて紹介した。 

また、仕事による疲労蓄積度を把握し、改善に役立てるため、「労働者の疲労蓄積度自己診

断チェックリスト」を掲載するほか、各種相談窓口等を一覧として掲載し、周知を行った。 

（駅構内に掲出されたポスター） 
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リーフレットには、パンフレットの抜粋として各種相談窓口

一覧を載せた。 

これらのパンフレット等は都道府県労働局、労働基準監督署、

都道府県、産業保健総合支援センター等を通じて配布したほか、

「過労死等防止対策推進シンポジウム」で配布するとともに過

労死で家族を亡くされた遺族に対する精神保健に関する相談支

援等のため、精神保健福祉センター等においても配布した。 

さらに、相談先を案内する名刺サイズのカードを作成し、人

間ドックや健康診断を行う医療機関において配布を行った。 

 

 

新聞広告については、「過労死等防止啓発月間」である令和５年 11月１日からの１か月間、

全国紙５紙及び地方紙２紙のオンライン版に、約 1,800 万回広告を掲載した。 

Web 広告については、令和５年 11月に、各媒体に約 3,100 万回バナー広告を表示させると

ともに、Yahoo！及び Google の「過労死」をキーワードとした検索連動型広告、特定の業種

をターゲットとした広告を配信した。 

 さらに、「過労死等防止啓発月間」及び「過労

死等防止対策推進シンポジウム」の周知用動画を

制作し、広告配信を行ったほか、厚生労働省公式

Facebook及びX(旧Twitter)並びに厚労省人事労

務マガジンにより、11 月に「過労死等防止対策

推進シンポジウム」の告知及び「過労死等防止啓

発月間」の周知を行った。 

（3）過重労働対策等に取り組んでいる企業の周知 

 「安全衛生優良企業公表制度」は、労働安全衛生に関して積極的な取組を行っている企業

を認定、企業名を公表し、社会的な認知を高め、より多くの企業に安全衛生の積極的な取組を

促進するための制度である。この認定を受けるためには、過去３年間に

労働安全衛生関連の重大な法違反がない、長時間労働が常態化していな

いなどの基本事項に加え、労働者の健康保持増進対策、メンタルヘルス

対策、過重労働防止対策、安全管理など、幅広い分野で積極的な取組を行

っていることが求められる。様々な機会を捉えて制度の周知を図ってお

り、令和５年度は新たに 17 企業を認定し、企業名を公表している。 

 

  

（過労死等防止啓発リーフレット（令和５年度）） 

（安全衛生優良企業認定マーク） 
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コラム６ 連合の「過労死等ゼロ」の取組 
700 万人の組合員でつくる労働組合の全国組織「連合」（日本労働組合総連合会）は、

すべての働く者の立場から、賃金・労働条件の改善や良好な職場環境づくりなどに取り

組んでいます。とりわけ、「過労死等ゼロ」実現に向けた取組は重要課題と位置づけ、多

様なツールやメディアを活用しながら、職場における長時間労働の是正やハラスメント

の防止等をはかるとともに、政府や経営者団体等への働きかけや社会全体への周知・啓

発に積極的に取り組んでいます。特に令和５（2023）年は、自動車運転者、勤務医、建

設業で働く者への時間外労働の上限規制の適用直前であることを踏まえ、労働時間の短

縮をはじめ、荷主や注文者等を含めた商慣行の是正、消費者等の理解と協力の促進に向

けて、関係省庁への要請や春季生活闘争における労使協議などの取組を行いました。 

 

過労死等防止啓発月間の取組 
連合は、毎年 11 月の「過労死等防止啓発月間」にあわせて、様々な取組を行っていま

す。令和 5（2023）年の啓発月間では、過労死等ゼロに向けたチラシ・チェックリスト

の作成、機関誌や SNS 等での情報発信、全国一斉の街頭宣伝活動などを通じて「過労死

等ゼロ」実現の重要性についての周知・啓発に取り組みました。 
特 に 、 WEB マ ガ ジ ン 『 RENGO 

ONLINE』（2023 年 11 月）の記事では、

「労災申請・認定件数ともに増加 過

労死等を防ぐため、労働組合ができる

こととは。」をテーマとした有識者イン

タビューを通じて、労働組合による調

査などの実態把握、職場の仲間への「日

頃からの声かけ」、組合員の家族との関

係構築などの重要性を発信し、労働組

合による職場でのさらなる取組を呼び

かけました。 
 

「過労死等ゼロに向けた取り組み」特設サイト： 

https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/karoushi/ 
 

「働く悩み」に寄り添った運動の展開と政策実現に向けた取組 

連合は、「なんでも労働相談ホットライン」（0120-154-052）をはじめ、連合ホームペ

ージや無料通信アプリ「LINE」、チャットボット「ゆにボ」などを通じて、働くことに関

する相談を受け付けています。 

令和 5（2023）年は 19,000 件近くの労働相談がありました。電話相談では、ハラスメ

ントや嫌がらせなど「差別等」に関する内容が最も多く、次いで配置転換などの「労働

契約関係」や「賃金関係」となっているほか、「労働時間関係」も引き続き一定割合を占

めています。なお、小項目でも「パワハラ・嫌がらせ」が約 17％を占めています。 

【【令令和和５５年年過過労労死死等等防防止止啓啓発発月月間間チチララシシ】】 
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労働相談においては、本人や家族から「上司から多数の暴言があり、職場の雰囲気が

悪い」、「明らかに過大な業務を課され、精神疾患を発症した」、「人手不足で残業が多く

過労死ラインを超えている」といった深刻な悩みや訴えが数多く寄せられています。連

合では、個々の事案に応じた行政機関や専門機関等の紹介や、労働組合づくりを通じた

問題の解決など、相談者に寄り添った支援につながるよう取り組んでいます。 

さらに、労働相談や連合の加盟組織の事例から浮き彫りになった問題を取りまとめ、

政府・政党や行政機関に対して要請行動を実施するとともに、厚生労働省の「過労死等

防止対策推進協議会」や「自殺総合対策の推進に関する有識者会議」などにおいて、過

重労働対策や、職場におけるメンタルヘルス対策の取組などを一層強化するよう訴える

など、意見反映に努めています。 

また、（一社）産業カウンセラー協会が、世界自殺防止デー（9 月 10 日）と自殺予防

週間（9 月 10～16 日）にあわせて毎年実施している「働く人の電話相談室・SNS（LINE）

相談室」にも、連合は平成 19（2007）年の開設時から継続的に協力しています。 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

働く人のための「働き方の見直し」に向けた社会的な運動 
連合は、構成組織・地方連合会と連携して、誰もが安心して働き続けられる職場の実

現のため、ワークルールの整備・定着や、過重労働に依存した企業文化・風土の抜本的

な改革に向けて様々な取組を進めています。 

【【連連合合「「ななんんででもも労労働働相相談談ホホッットトラライインン」」令令和和５５年年集集計計ににおおけけるる相相談談内内容容割割合合（（大大項項目目））】】 

【【連連合合「「ななんんででもも労労働働相相談談ホホッットトラライインン」」令令和和５５年年集集計計ににおおけけるる相相談談内内容容割割合合（（小小項項目目））】】 
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コラム６ 連合の「過労死等ゼロ」の取組 
700 万人の組合員でつくる労働組合の全国組織「連合」（日本労働組合総連合会）は、

すべての働く者の立場から、賃金・労働条件の改善や良好な職場環境づくりなどに取り

組んでいます。とりわけ、「過労死等ゼロ」実現に向けた取組は重要課題と位置づけ、多

様なツールやメディアを活用しながら、職場における長時間労働の是正やハラスメント

の防止等をはかるとともに、政府や経営者団体等への働きかけや社会全体への周知・啓

発に積極的に取り組んでいます。特に令和５（2023）年は、自動車運転者、勤務医、建

設業で働く者への時間外労働の上限規制の適用直前であることを踏まえ、労働時間の短

縮をはじめ、荷主や注文者等を含めた商慣行の是正、消費者等の理解と協力の促進に向

けて、関係省庁への要請や春季生活闘争における労使協議などの取組を行いました。 

 

過労死等防止啓発月間の取組 
連合は、毎年 11 月の「過労死等防止啓発月間」にあわせて、様々な取組を行っていま

す。令和 5（2023）年の啓発月間では、過労死等ゼロに向けたチラシ・チェックリスト

の作成、機関誌や SNS 等での情報発信、全国一斉の街頭宣伝活動などを通じて「過労死

等ゼロ」実現の重要性についての周知・啓発に取り組みました。 
特 に 、 WEB マ ガ ジ ン 『 RENGO 

ONLINE』（2023 年 11 月）の記事では、

「労災申請・認定件数ともに増加 過

労死等を防ぐため、労働組合ができる

こととは。」をテーマとした有識者イン

タビューを通じて、労働組合による調

査などの実態把握、職場の仲間への「日

頃からの声かけ」、組合員の家族との関

係構築などの重要性を発信し、労働組

合による職場でのさらなる取組を呼び

かけました。 
 

「過労死等ゼロに向けた取り組み」特設サイト： 

https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/roudou/karoushi/ 
 

「働く悩み」に寄り添った運動の展開と政策実現に向けた取組 

連合は、「なんでも労働相談ホットライン」（0120-154-052）をはじめ、連合ホームペ

ージや無料通信アプリ「LINE」、チャットボット「ゆにボ」などを通じて、働くことに関

する相談を受け付けています。 

令和 5（2023）年は 19,000 件近くの労働相談がありました。電話相談では、ハラスメ

ントや嫌がらせなど「差別等」に関する内容が最も多く、次いで配置転換などの「労働

契約関係」や「賃金関係」となっているほか、「労働時間関係」も引き続き一定割合を占

めています。なお、小項目でも「パワハラ・嫌がらせ」が約 17％を占めています。 

【【令令和和５５年年過過労労死死等等防防止止啓啓発発月月間間チチララシシ】】 
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労働相談においては、本人や家族から「上司から多数の暴言があり、職場の雰囲気が

悪い」、「明らかに過大な業務を課され、精神疾患を発症した」、「人手不足で残業が多く

過労死ラインを超えている」といった深刻な悩みや訴えが数多く寄せられています。連

合では、個々の事案に応じた行政機関や専門機関等の紹介や、労働組合づくりを通じた

問題の解決など、相談者に寄り添った支援につながるよう取り組んでいます。 

さらに、労働相談や連合の加盟組織の事例から浮き彫りになった問題を取りまとめ、

政府・政党や行政機関に対して要請行動を実施するとともに、厚生労働省の「過労死等

防止対策推進協議会」や「自殺総合対策の推進に関する有識者会議」などにおいて、過

重労働対策や、職場におけるメンタルヘルス対策の取組などを一層強化するよう訴える

など、意見反映に努めています。 

また、（一社）産業カウンセラー協会が、世界自殺防止デー（9 月 10 日）と自殺予防

週間（9 月 10～16 日）にあわせて毎年実施している「働く人の電話相談室・SNS（LINE）

相談室」にも、連合は平成 19（2007）年の開設時から継続的に協力しています。 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

働く人のための「働き方の見直し」に向けた社会的な運動 
連合は、構成組織・地方連合会と連携して、誰もが安心して働き続けられる職場の実

現のため、ワークルールの整備・定着や、過重労働に依存した企業文化・風土の抜本的

な改革に向けて様々な取組を進めています。 

【【連連合合「「ななんんででもも労労働働相相談談ホホッットトラライインン」」令令和和５５年年集集計計ににおおけけるる相相談談内内容容割割合合（（大大項項目目））】】 

【【連連合合「「ななんんででもも労労働働相相談談ホホッットトラライインン」」令令和和５５年年集集計計ににおおけけるる相相談談内内容容割割合合（（小小項項目目））】】 
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長時間労働を是正し、すべての職場でより良い働き方を実現していくためには、36 協

定の適切な締結と過半数代表制の適正な運用が不可欠です。連合は、毎年 3 月 6 日を「３

６（サブロク）の日」として記念日登録し、毎年「Ａｃｔｉｏｎ！３６」キャンペーン

を展開しています。令和 6（2024）年は、「Ａｃｔｉｏｎ！３６」特設ページのリニュー

ア ル 、 有 識 者 へ の イ ン タ ビ ュ ー 動 画 や

『RENGO ONLINE』記事の発信をはじめ、SNS

での情報発信、各地域での街頭宣伝活動など

を通じて、36 協定の適切な締結による長時間

労働の是正を進めることの重要性について

の周知・啓発を行いました。また、働き方の

継続的な見直しを進めることが重要である

ことから、各職場における日常的な点検活動

の重要性についても組織内外に発信しました。 
 

春季生活闘争における取組 
春季生活闘争においては、賃金・労働条件の改善だけで

なく、働き方の見直しや年次有給休暇の取得促進について

も、労使による協議や話し合いが行われています。2024 春

季生活闘争でも、労働時間の適正な把握・管理や、勤務間

インターバル制度の導入に向けた取組、年次有給休暇の取

得 100％をめざした計画的付与など、長時間労働の是正に

向けた労使の取組を継続しています。また、連合の「2024

春季生活闘争方針」では、「建設業、自動車の運転業務、医

師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（2024 年 4

月）に向けた労使協議および各制度の周知・遵守徹底」を

掲げ、運輸業等においては、労使双方による取組の強化に

向けた協議等が進められました。 

 

過労死等ゼロ実現に向けた労働組合の取組の重要性 
過労死等をなくすためには、政府や企業による取組だけではなく、職場の実態を把握

している労働組合の役割が重要と考えています。連合は、職場から過労死等を出さない

ために、今後とも労働組合としての取組を一層強化し、すべての働く者の心身の健康を

守るための運動を続けていきます。 

（日本労働組合総連合会） 

ホームページ https://www.jtuc-rengo.or.jp/ 
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コラム７ 働き方改革の継続・深化に向けた経団連の取組 
経団連では、働き手のエンゲージメントと労働生産性の改善・向上の観点から、企業

における働き方改革の継続・深化を促進していきます。 

働き方改革については、2016 年度からセミナー開催や事例集公表等を通じて会員企業

へ推進を呼びかけており、2023 年度は主に以下の活動を行いました。 

（１）過重労働防止対策セミナーの開催 
2023 年 11 月に「過重労働防止対策セミナー」を開催し、企業の人事・労務や安全衛

生担当者など約 200 名が参加しました。 

同セミナーでは、政府の「過労死等防止対策推進協議会」の専門家委員を務める川人

博弁護士（川人法律事務所）と木下潮音弁護士（第一芙蓉法律事務所）から、企業に求

める過重労働防止対策について講演いただくとともに、東泰弘富士通健康推進本部健康

事業推進統括部長から、産業保健における過重労働防止に向けた先進事例をご紹介いた

だき、過重労働防止の重要性や効果的な対応について共有しました。 

https://www.keidanren.or.jp/journal/times/2023/1221_11.html 

（２）会員への周知 
また、2023 年 11 月の「過重労働解消キャンペーン」にあわせて、厚生労働省からの

「長時間労働削減を始めとする働き方の見直しに向けた取組に関する要請書」を会員に

周知し、適切な対応を呼びかけました。 

https://www.keidanren.or.jp/announce/2023/1101a.html 

（３）2024 年版経営労働政策特別委員会報告の公表・周知 
2024 年１月に「2024 年版経営労働政策特別委員会報告」を公表し、全国各地約 50 か

所でその内容の周知を図りました。 

同報告では、インプット（労働投入）を効率化する働き方改革「フェーズⅠ」を推進・

継続しながら、アウトプット（付加価値）の最大化を図るための働き方改革「フェーズ

Ⅱ」の深化を呼びかけました。 

特に「フェーズⅠ」の推進に向けて、柔軟な休暇取得を促進する「休み方改革」が重

要であることを伝えるとともに、具体的な取組につなげるべく、ワーク・ライフ・バラ

ンス施策として、時間外労働の削減、年次有給休暇の取得促進、勤務間インターバル制

度や休暇制度の導入・拡充などを紹介しました。 

これら取組の推進にあたり、各企業に対し、休日・深夜・早期勤務等が必要となる短

納期や不要不急の小ロットでの発注等の商慣行の是正、サプライチェーン全体の働き方

改革への協力を求めました。 

加えて、働き手の週休２日確保など建設業の持続可能性に配慮した適切な工期設定へ

の協力、トラック輸送について、納品回数の削減や荷積・荷卸しの時間削減など、2024

年問題の解決に向けて、企業が政府の対策に積極的に協力し、社会全体で取り組むこと

を強く求めました。 

（一般社団法人 日本経済団体連合会） 

ホームページ https://www.keidanren.or.jp 
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長時間労働を是正し、すべての職場でより良い働き方を実現していくためには、36 協

定の適切な締結と過半数代表制の適正な運用が不可欠です。連合は、毎年 3 月 6 日を「３

６（サブロク）の日」として記念日登録し、毎年「Ａｃｔｉｏｎ！３６」キャンペーン

を展開しています。令和 6（2024）年は、「Ａｃｔｉｏｎ！３６」特設ページのリニュー

ア ル 、 有 識 者 へ の イ ン タ ビ ュ ー 動 画 や

『RENGO ONLINE』記事の発信をはじめ、SNS

での情報発信、各地域での街頭宣伝活動など

を通じて、36 協定の適切な締結による長時間

労働の是正を進めることの重要性について

の周知・啓発を行いました。また、働き方の

継続的な見直しを進めることが重要である

ことから、各職場における日常的な点検活動

の重要性についても組織内外に発信しました。 
 

春季生活闘争における取組 
春季生活闘争においては、賃金・労働条件の改善だけで

なく、働き方の見直しや年次有給休暇の取得促進について

も、労使による協議や話し合いが行われています。2024 春

季生活闘争でも、労働時間の適正な把握・管理や、勤務間

インターバル制度の導入に向けた取組、年次有給休暇の取

得 100％をめざした計画的付与など、長時間労働の是正に

向けた労使の取組を継続しています。また、連合の「2024

春季生活闘争方針」では、「建設業、自動車の運転業務、医

師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（2024 年 4

月）に向けた労使協議および各制度の周知・遵守徹底」を

掲げ、運輸業等においては、労使双方による取組の強化に

向けた協議等が進められました。 

 

過労死等ゼロ実現に向けた労働組合の取組の重要性 
過労死等をなくすためには、政府や企業による取組だけではなく、職場の実態を把握

している労働組合の役割が重要と考えています。連合は、職場から過労死等を出さない

ために、今後とも労働組合としての取組を一層強化し、すべての働く者の心身の健康を

守るための運動を続けていきます。 

（日本労働組合総連合会） 

ホームページ https://www.jtuc-rengo.or.jp/ 
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コラム７ 働き方改革の継続・深化に向けた経団連の取組 
経団連では、働き手のエンゲージメントと労働生産性の改善・向上の観点から、企業

における働き方改革の継続・深化を促進していきます。 

働き方改革については、2016 年度からセミナー開催や事例集公表等を通じて会員企業

へ推進を呼びかけており、2023 年度は主に以下の活動を行いました。 

（１）過重労働防止対策セミナーの開催 
2023 年 11 月に「過重労働防止対策セミナー」を開催し、企業の人事・労務や安全衛

生担当者など約 200 名が参加しました。 

同セミナーでは、政府の「過労死等防止対策推進協議会」の専門家委員を務める川人

博弁護士（川人法律事務所）と木下潮音弁護士（第一芙蓉法律事務所）から、企業に求

める過重労働防止対策について講演いただくとともに、東泰弘富士通健康推進本部健康

事業推進統括部長から、産業保健における過重労働防止に向けた先進事例をご紹介いた

だき、過重労働防止の重要性や効果的な対応について共有しました。 

https://www.keidanren.or.jp/journal/times/2023/1221_11.html 

（２）会員への周知 
また、2023 年 11 月の「過重労働解消キャンペーン」にあわせて、厚生労働省からの

「長時間労働削減を始めとする働き方の見直しに向けた取組に関する要請書」を会員に

周知し、適切な対応を呼びかけました。 

https://www.keidanren.or.jp/announce/2023/1101a.html 

（３）2024 年版経営労働政策特別委員会報告の公表・周知 
2024 年１月に「2024 年版経営労働政策特別委員会報告」を公表し、全国各地約 50 か

所でその内容の周知を図りました。 

同報告では、インプット（労働投入）を効率化する働き方改革「フェーズⅠ」を推進・

継続しながら、アウトプット（付加価値）の最大化を図るための働き方改革「フェーズ

Ⅱ」の深化を呼びかけました。 

特に「フェーズⅠ」の推進に向けて、柔軟な休暇取得を促進する「休み方改革」が重

要であることを伝えるとともに、具体的な取組につなげるべく、ワーク・ライフ・バラ

ンス施策として、時間外労働の削減、年次有給休暇の取得促進、勤務間インターバル制

度や休暇制度の導入・拡充などを紹介しました。 

これら取組の推進にあたり、各企業に対し、休日・深夜・早期勤務等が必要となる短

納期や不要不急の小ロットでの発注等の商慣行の是正、サプライチェーン全体の働き方

改革への協力を求めました。 

加えて、働き手の週休２日確保など建設業の持続可能性に配慮した適切な工期設定へ

の協力、トラック輸送について、納品回数の削減や荷積・荷卸しの時間削減など、2024

年問題の解決に向けて、企業が政府の対策に積極的に協力し、社会全体で取り組むこと

を強く求めました。 

（一般社団法人 日本経済団体連合会） 

ホームページ https://www.keidanren.or.jp 
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3.2 大学・高等学校等の学生等への労働関係法令等に関する啓発の実施  

厚生労働省では、文部科学省と連携しながら中学・高等学校及び大学等の学生等へ労働関

係法令に関する周知・啓発として、以下の取組を実施している。 

（1）都道府県労働局等における中学校、高等学校及び大学等への講師派遣 

 中学校、高等学校及び大学等（以下「高等学校等」という。）からの要請に応じ、労働関

係法令等の授業の講師として都道府県労働局や労働基準監督署の職員を派遣している。 

 令和５年度は 918 の高等学校等において、約 73,000 人に対して労働関係法令に関する講

義を実施した。 

（2）大学・高等学校等における労働条件に関するセミナーの開催 

 大学生や高校生などの若者を対象に、働く際に知っておきたい過重労働による健康障害防

止を含めた労働関係法令などに関する基本的な知識を分かりやすく解説するセミナーや講師

派遣を、令和５年度は、全国の高等学校で 65 回、大学等で 42 回行った。 

（3）若者雇用促進法を踏まえた中学校、高等学校等への講師派遣 

 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45 年法律第 98 号）（若者雇用促進法）を踏ま

え、働く上での前提知識となる「労働時間の決まり」といった労働関係法令などの基礎的な

内容を在学中から学生・生徒に周知啓発するため、令和５年度においては、都道府県労働局

やハローワークの職員により高等学校等で 458 回の講義を行った。 

（4）過労死等防止対策等労働条件に関する啓発事業 

 高等学校等の学生・生徒等に対して、過労死等の労働問題や労働条件の改善等について理

解が深まるよう啓発するため、労働問題に関する有識者及び過労死された方の遺族を講師と

して学校に派遣する事業を平成 28年度から、国の事業として開始し、８年目となる令和５年

度においては、全国で 192 回の講義を行い、15,626 人が参加した。 

（5）労働法教育に関する支援対策事業  

 高等学校、大学等の教職員や自治体等が労働関係法令を学生等に教える際に活用できる指導者

用教材を作成し、全国の高等学校、大学、自治体等に配付（平成28年度高等学校教員等向け、

平成29年度大学教職員等向け、平成30年度自治体等向けに作成・配付）するとともに、実際の

授業等での活用を推進するため、当該資料を用いた労働法の授業等の実際の進め方に関する指

導者向けセミナーを令和５年度には全８回開催するなど、学生等が労働関係法令に関する知識

を適切に習得できるよう、高等学校や大学の職員等に対する支援を実施した。また、令和３年度

に、医学生向けに労働関係法令を教えるための指導者用資料を作成し、令和５年度には医学生向

けに労働法講義を実施する大学医学部等へ講師派遣等を実施するなどの支援も行った。 
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（6）高校生や大学生をはじめとする就職予定の方等を対象とした労働関係法令

に関する e-ラーニング教材等の公開や周知 
主に高校生、大学生等が「労働時間の決まり」といった労働関係法令の基礎

知識を分かりやすく学ぶことができるよう、平成 28 年度からパソコンやスマー

トフォンで閲覧可能な e-ラーニングシステム教材（e-ラーニングでチェック！

今日から使える労働法～Let’s study labor law～（https://laborlaw.mhlw.go.jp/））を無

料で公開し、登録者数は 11,336 人（令和６年３月 31 日時点）となっている。 
 

また、厚生労働省委託事業として、労働基準関係法令の紹介、労働条件に関

する Q＆A 及び事案に応じた相談先の紹介を行うポータルサイト「確かめよう

労働条件」を運営している（https://www.check-roudou.mhlw.go.jp）。 
 

同サイト内において高校生・大学生等や就職後間もない若者が

労働関係法令を手軽にかつ興味をもって学べるよう学習用クイズ

アプリ「労働条件（RJ）パトロール！」を配信しており、令和５

年も、コンテンツ拡充を行った。引き続き、積極的な周知及び内

容の一層の充実に取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

過労死等の防止のためには、若い頃から労働条件をはじめ、労働関係法令に関する理

解を深めることも重要であることから、生徒・学生等に対して、労働問題や労働条件の

改善等について理解を深めてもらえるよう、労働問題に関する有識者及び過労死のご遺

族等を講師として学校に派遣し、啓発授業を実施する事業を平成 28（2016）年度から実

施しています。 

授業としては、過労死のご遺族等から、ご自身の体験や、社会に出る前に労働に関する

知識を身につける大切さをご講話いただいた上で、労働問題に関する有識者である弁護

士から、労働条件や長時間労働に関する法規制等の説明を行っていただくことを基本と

していますが、授業の実施時期や授業時間も含め、内容は、学校側のご都合にあわせて調

整を行った上で、過労死等防止についての理解が深まるものとなるようにしています。 

事業開始から 8 年目の令和 5（2023）年度は全国で 192 回（内訳は中学校 3、中高一

貫教育校 1、高校 80、専門学校 37、短大 2、大学・大学院 69）で、15,626 人の生徒・ 

学生が受講しました。 

コラム８ 

<iOS> <Android> 
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3.2 大学・高等学校等の学生等への労働関係法令等に関する啓発の実施  

厚生労働省では、文部科学省と連携しながら中学・高等学校及び大学等の学生等へ労働関

係法令に関する周知・啓発として、以下の取組を実施している。 

（1）都道府県労働局等における中学校、高等学校及び大学等への講師派遣 

 中学校、高等学校及び大学等（以下「高等学校等」という。）からの要請に応じ、労働関

係法令等の授業の講師として都道府県労働局や労働基準監督署の職員を派遣している。 

 令和５年度は 918 の高等学校等において、約 73,000 人に対して労働関係法令に関する講

義を実施した。 

（2）大学・高等学校等における労働条件に関するセミナーの開催 

 大学生や高校生などの若者を対象に、働く際に知っておきたい過重労働による健康障害防

止を含めた労働関係法令などに関する基本的な知識を分かりやすく解説するセミナーや講師

派遣を、令和５年度は、全国の高等学校で 65 回、大学等で 42 回行った。 

（3）若者雇用促進法を踏まえた中学校、高等学校等への講師派遣 

 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45 年法律第 98 号）（若者雇用促進法）を踏ま

え、働く上での前提知識となる「労働時間の決まり」といった労働関係法令などの基礎的な

内容を在学中から学生・生徒に周知啓発するため、令和５年度においては、都道府県労働局

やハローワークの職員により高等学校等で 458 回の講義を行った。 

（4）過労死等防止対策等労働条件に関する啓発事業 

 高等学校等の学生・生徒等に対して、過労死等の労働問題や労働条件の改善等について理

解が深まるよう啓発するため、労働問題に関する有識者及び過労死された方の遺族を講師と

して学校に派遣する事業を平成 28年度から、国の事業として開始し、８年目となる令和５年

度においては、全国で 192 回の講義を行い、15,626 人が参加した。 

（5）労働法教育に関する支援対策事業  

 高等学校、大学等の教職員や自治体等が労働関係法令を学生等に教える際に活用できる指導者

用教材を作成し、全国の高等学校、大学、自治体等に配付（平成28年度高等学校教員等向け、

平成29年度大学教職員等向け、平成30年度自治体等向けに作成・配付）するとともに、実際の

授業等での活用を推進するため、当該資料を用いた労働法の授業等の実際の進め方に関する指

導者向けセミナーを令和５年度には全８回開催するなど、学生等が労働関係法令に関する知識

を適切に習得できるよう、高等学校や大学の職員等に対する支援を実施した。また、令和３年度

に、医学生向けに労働関係法令を教えるための指導者用資料を作成し、令和５年度には医学生向

けに労働法講義を実施する大学医学部等へ講師派遣等を実施するなどの支援も行った。 
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（6）高校生や大学生をはじめとする就職予定の方等を対象とした労働関係法令

に関する e-ラーニング教材等の公開や周知 
主に高校生、大学生等が「労働時間の決まり」といった労働関係法令の基礎

知識を分かりやすく学ぶことができるよう、平成 28 年度からパソコンやスマー

トフォンで閲覧可能な e-ラーニングシステム教材（e-ラーニングでチェック！

今日から使える労働法～Let’s study labor law～（https://laborlaw.mhlw.go.jp/））を無

料で公開し、登録者数は 11,336 人（令和６年３月 31 日時点）となっている。 
 

また、厚生労働省委託事業として、労働基準関係法令の紹介、労働条件に関

する Q＆A 及び事案に応じた相談先の紹介を行うポータルサイト「確かめよう

労働条件」を運営している（https://www.check-roudou.mhlw.go.jp）。 
 

同サイト内において高校生・大学生等や就職後間もない若者が

労働関係法令を手軽にかつ興味をもって学べるよう学習用クイズ

アプリ「労働条件（RJ）パトロール！」を配信しており、令和５

年も、コンテンツ拡充を行った。引き続き、積極的な周知及び内

容の一層の充実に取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

過労死等の防止のためには、若い頃から労働条件をはじめ、労働関係法令に関する理

解を深めることも重要であることから、生徒・学生等に対して、労働問題や労働条件の

改善等について理解を深めてもらえるよう、労働問題に関する有識者及び過労死のご遺

族等を講師として学校に派遣し、啓発授業を実施する事業を平成 28（2016）年度から実

施しています。 

授業としては、過労死のご遺族等から、ご自身の体験や、社会に出る前に労働に関する

知識を身につける大切さをご講話いただいた上で、労働問題に関する有識者である弁護

士から、労働条件や長時間労働に関する法規制等の説明を行っていただくことを基本と

していますが、授業の実施時期や授業時間も含め、内容は、学校側のご都合にあわせて調

整を行った上で、過労死等防止についての理解が深まるものとなるようにしています。 

事業開始から 8 年目の令和 5（2023）年度は全国で 192 回（内訳は中学校 3、中高一

貫教育校 1、高校 80、専門学校 37、短大 2、大学・大学院 69）で、15,626 人の生徒・ 

学生が受講しました。 

コラム８ 
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夫を過労死で亡くした愛知県の過労死遺族の方の講師体験記を、以下にご紹介します。 

 

過労死防止啓発授業を終えて 

名古屋過労死を考える家族の会 内野博子 

 2023 年 12 月 7 日の午後、愛知県立刈谷東高等学校で行われた過労死防止の啓発授業

に当事者の体験談発言の講師として参加させていただきました。 

 

2002 年 2 月 9 日に夫が会社で倒れて 30 歳で亡くなってから 22 年が経ちました。久

しぶりに体験談を話すということで数日前から緊張していましたが、風の強い寒い日の

体育館でしたが、刈谷東高校の皆さんが真剣に話を聞いてくださりとても嬉しかったで

す。 

夫が大好きな車の仕事に就いたこと、連続二交替勤務という 1 週間ずつ変わる不規則

勤務で家族と過ごす時間が少なかったこと、いつも笑顔だった優しい人だったのに、休

みがとれなくなり残業が増えて笑顔が少なくなっていったこと、工場で明け方に倒れた

時、工場の救急車は脈もとれないまま病院に運んだこと、夫の頑張りを認めてもらうた

め、労災認定を求める裁判など何年も頑張ったこと、など取り留めなく話しました。 

そして最後に「自分を守るためには、いろんな知識を得ておくことが大事。自分の考

えを言うためには知識が必要。そのためには勉強が大事。」そんなことを伝えたつもり

です。 

後日送っていただいた生徒からのアンケートを読むと「旦那さんのために頑張ってす

ごい」と素直に褒めてくれている言葉をはじめ、「大変な中で 2 人の子どもを育てあげ

てすごい」「旦那さん、天国で喜んでくれてると思う」の言葉にはこれまでの努力を認

めてくれた気がして嬉し泣きしました。 

また、「自分も頑張れば報われるのかな」と信念を持つことの大事さに気づいてくれ

ましたし、「お父さんに優しくしようと思った」と思いやりの気持ちも持ってくれまし

た。そして「調子が悪かったら無理しないようにしたい」「他人事じゃない」「勉強す

ることは自分を守ることだから、勉強は大事」とちゃんと理解してくれたことも分かり

ました。 

これが啓発授業の意味ですね。社会に出る前の若い子たちに話すことで、未来の危険

を少しでも減らせるとしたら、とても重要な取組です。頑張って話して良かったと思い

ます。 

今年、夫の 23 回忌を終えました。当時 3 歳だった娘は 26 歳になり、スポーツジムの

インストラクターとして 4 年目。そして当時 1 歳だった息子は 24 歳になり就職 2 年目。

慣れない営業の仕事や雑用や職場の盛り上げ役などで忙しくしています。社会人になっ

て過労の心配もありますが、2 人とも今は笑顔が溢れているので、まだ安心です。大事

な家族が健康で明るく働いていけるように、見守っていきたいと思います。 

 

（岩城 穣・過労死等防止対策推進全国センター事務局長） 
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3.3 長時間労働の削減のための周知・啓発の実施  

「日本再興戦略」において、「働き過ぎ防止のための取組強化」が盛り込まれ、また、同

じ平成 26 年には過労死等防止対策推進法が成立し、長時間労働削減に向けた取組の強化を

図るとともに、長時間にわたる時間外労働が恒常的に行われ、過重労働による健康障害の発

生が懸念される事業場に対する重点的な指導等の取組を進めている。 

 長時間労働が行われている事業場や過労死等を発生させた事業場に対する監督指導を行う

とともに、「過労死等防止啓発月間」である令和５年 11 月に過重労働解消キャンペーンとし

て、以下の取組を実施した。 

① 労使の主体的な取組の促進を図るため、使用者団体や労働組合に対し、長時間労働削

減に向けた取組の周知・啓発などの実施に関する協力要請 

  過重労働解消キャンペーンの実施に先立ち、使用者団体や労働組合に対し、長時間労

働削減に向けた取組に関する周知・啓発などの実施について、協力要請を行い、労使の

主体的な取組を促した。 

② 労働局長によるベストプラクティス企業との意見交換の実施 

  全国の都道府県労働局長が長時間労働削減に向けた積極的な取組を行っている各地域

の企業やそれに協力する取引先企業等との意見交換を行い、取組事例を報道等により地

域に紹介した。 

③ 過労死等を発生させた事業場等に対する重点監督（再掲） 

  全国の 26,117 事業場に対して重点監督を実施し、44.5％に当たる 11,610 事業場に対

して、違法な長時間労働について、是正・改善に向けた指導を行った。 

④ 全国一斉の無料電話相談「過重労働解消相談ダイヤル」の設置 

  フリーダイヤルによる全国一斉の「過重労働解

消相談ダイヤル」を実施し、都道府県労働局の担

当官が、相談に対する指導・助言を行った。 

  「過重労働解消相談ダイヤル」には、合計で 211

件の相談が寄せられ、相談内容としては、長時間

労働・過重労働に関するものが 77件（36.5％）と

最も多かった。 

⑤ 事業主、労務担当者等を対象に、自主的な過重

労働防止対策を推進することを目的としたセミ

ナーの実施企業における自主的な過重労働防止

対策を推進することを目的として、11 月を中心に

全国で計 57 回、「過重労働解消のためのセミナ

ー」を実施した。 

 

 

 

（過重労働解消キャンペーンポスター 
（令和５年度）） 
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夫を過労死で亡くした愛知県の過労死遺族の方の講師体験記を、以下にご紹介します。 

 

過労死防止啓発授業を終えて 

名古屋過労死を考える家族の会 内野博子 

 2023 年 12 月 7 日の午後、愛知県立刈谷東高等学校で行われた過労死防止の啓発授業

に当事者の体験談発言の講師として参加させていただきました。 

 

2002 年 2 月 9 日に夫が会社で倒れて 30 歳で亡くなってから 22 年が経ちました。久

しぶりに体験談を話すということで数日前から緊張していましたが、風の強い寒い日の

体育館でしたが、刈谷東高校の皆さんが真剣に話を聞いてくださりとても嬉しかったで

す。 

夫が大好きな車の仕事に就いたこと、連続二交替勤務という 1 週間ずつ変わる不規則

勤務で家族と過ごす時間が少なかったこと、いつも笑顔だった優しい人だったのに、休

みがとれなくなり残業が増えて笑顔が少なくなっていったこと、工場で明け方に倒れた

時、工場の救急車は脈もとれないまま病院に運んだこと、夫の頑張りを認めてもらうた

め、労災認定を求める裁判など何年も頑張ったこと、など取り留めなく話しました。 

そして最後に「自分を守るためには、いろんな知識を得ておくことが大事。自分の考

えを言うためには知識が必要。そのためには勉強が大事。」そんなことを伝えたつもり

です。 

後日送っていただいた生徒からのアンケートを読むと「旦那さんのために頑張ってす

ごい」と素直に褒めてくれている言葉をはじめ、「大変な中で 2 人の子どもを育てあげ

てすごい」「旦那さん、天国で喜んでくれてると思う」の言葉にはこれまでの努力を認

めてくれた気がして嬉し泣きしました。 

また、「自分も頑張れば報われるのかな」と信念を持つことの大事さに気づいてくれ

ましたし、「お父さんに優しくしようと思った」と思いやりの気持ちも持ってくれまし

た。そして「調子が悪かったら無理しないようにしたい」「他人事じゃない」「勉強す

ることは自分を守ることだから、勉強は大事」とちゃんと理解してくれたことも分かり

ました。 

これが啓発授業の意味ですね。社会に出る前の若い子たちに話すことで、未来の危険

を少しでも減らせるとしたら、とても重要な取組です。頑張って話して良かったと思い

ます。 

今年、夫の 23 回忌を終えました。当時 3 歳だった娘は 26 歳になり、スポーツジムの

インストラクターとして 4 年目。そして当時 1 歳だった息子は 24 歳になり就職 2 年目。

慣れない営業の仕事や雑用や職場の盛り上げ役などで忙しくしています。社会人になっ

て過労の心配もありますが、2 人とも今は笑顔が溢れているので、まだ安心です。大事

な家族が健康で明るく働いていけるように、見守っていきたいと思います。 

 

（岩城 穣・過労死等防止対策推進全国センター事務局長） 
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3.3 長時間労働の削減のための周知・啓発の実施  

「日本再興戦略」において、「働き過ぎ防止のための取組強化」が盛り込まれ、また、同

じ平成 26 年には過労死等防止対策推進法が成立し、長時間労働削減に向けた取組の強化を

図るとともに、長時間にわたる時間外労働が恒常的に行われ、過重労働による健康障害の発

生が懸念される事業場に対する重点的な指導等の取組を進めている。 

 長時間労働が行われている事業場や過労死等を発生させた事業場に対する監督指導を行う

とともに、「過労死等防止啓発月間」である令和５年 11 月に過重労働解消キャンペーンとし

て、以下の取組を実施した。 

① 労使の主体的な取組の促進を図るため、使用者団体や労働組合に対し、長時間労働削

減に向けた取組の周知・啓発などの実施に関する協力要請 

  過重労働解消キャンペーンの実施に先立ち、使用者団体や労働組合に対し、長時間労

働削減に向けた取組に関する周知・啓発などの実施について、協力要請を行い、労使の

主体的な取組を促した。 

② 労働局長によるベストプラクティス企業との意見交換の実施 

  全国の都道府県労働局長が長時間労働削減に向けた積極的な取組を行っている各地域

の企業やそれに協力する取引先企業等との意見交換を行い、取組事例を報道等により地

域に紹介した。 

③ 過労死等を発生させた事業場等に対する重点監督（再掲） 

  全国の 26,117 事業場に対して重点監督を実施し、44.5％に当たる 11,610 事業場に対

して、違法な長時間労働について、是正・改善に向けた指導を行った。 

④ 全国一斉の無料電話相談「過重労働解消相談ダイヤル」の設置 

  フリーダイヤルによる全国一斉の「過重労働解

消相談ダイヤル」を実施し、都道府県労働局の担

当官が、相談に対する指導・助言を行った。 

  「過重労働解消相談ダイヤル」には、合計で 211

件の相談が寄せられ、相談内容としては、長時間

労働・過重労働に関するものが 77件（36.5％）と

最も多かった。 

⑤ 事業主、労務担当者等を対象に、自主的な過重

労働防止対策を推進することを目的としたセミ

ナーの実施企業における自主的な過重労働防止

対策を推進することを目的として、11 月を中心に

全国で計 57 回、「過重労働解消のためのセミナ

ー」を実施した。 

 

 

 

（過重労働解消キャンペーンポスター 
（令和５年度）） 

長時間労働の削減のための周知・啓発の実施3.3
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3.4 過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施  

長時間働くことにより労働者が健康を損なうことがないよう、疲労の蓄積をもたらす過重

労働を是正するとともに、事業者が労働者の健康管理に係る措置を適切に実施することが重

要である。このため、国は、都道府県労働局や労働基準監督署が行っている監督指導や個別

指導、集団指導において、過重労働による健康障害防止の重要性を啓発し、「過重労働によ

る健康障害防止のための総合対策」（平成 18 年３月 17 日付け基発 0317008 号・令和２年４

月１日改正）に基づき、事業者等に対して「過重労働による健康障害を防止するため事業者

が講ずべき措置」の周知を図っている。 

さらに、上記 3.1(２)に記載したパンフレットでは、働き過ぎによる健康障害を防止する

ために、事業者の取組として、労働時間を削減して、労働者の健康管理に係る措置を徹底す

ることや、労働者に必要な睡眠時間を確保し、生活習慣病の予防などの健康づくりに取り組

むことも重要であることを盛り込んだほか、労働者の取組として、労働者自身も睡眠時間の

確保や健康管理を意識する内容とし、これらについて周知啓発を行った。 

加えて、平成 26 年 11 月に、厚生労働省 Web サイトに開設した労働条件ポータルサイト「確

かめよう労働条件」において、引き続き労働基準法等関係法令の概要などについての基礎知

識や労働条件に関する相談窓口などの情報を掲載することにより、労働者、事業主等に対し

て広く過重労働による健康障害防止のための情報発信を行っている。 

また、令和５年９月の全国労働衛生週間準備月間及び 10 月１～７日の本週間において、過

重労働による健康障害防止のための総合対策の推進を重点事項として掲げ、国民、事業者等

に対する意識啓発を行った。 

 

3.5 勤務間インターバル制度の導入促進  

勤務間インターバル制度は、労働者の終業時刻から次の始業時刻の間に一定時間の休息を

設定する制度であり、労働者の生活時間や睡眠時間を確保し、健康な生活を送るために重要

である。 

働き方改革関連法により改正された労働時間等設定改善法により、平成 31 年４月１日か

ら、事業主は、勤務間インターバル制度の導入に努めることとされた。 

さらに、平成 30 年７月に閣議決定された「過労死等の防止のための対策に関する大綱」に

おいて、過労死を防止する１つの手段として、勤務間インターバル制度の普及に向けて数値

目標が設定され、令和３年７月に変更された同大綱において、次のように変更された。 

 労働者数 30 人以上の企業のうち、 

① 勤務間インターバル制度を知らなかった企業割合を５％未満とする（令和７年まで）。 

 ② 勤務間インターバル制度（終業時刻から次の始業時刻までの間に一定時間以上の休息

時間を設けることについて就業規則又は労使協定等で定めているものに限る。）を導

入している企業割合を 15％以上とする（令和７年まで）。 

なお、令和６年８月に変更された大綱においては、目標の期限を令和 10年までと見直され

ている。 

また、オンライン配信によるシンポジウムを開催したほか、勤務間インターバル制度を導

入・運用する際のポイント等を取りまとめた「勤務間インターバル制度導入・運用マニュア

ル」については、全業種版や IT 業種版、建設業版、高齢者福祉・介護事業種版、食料品製造
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業種版に加え、令和５年度には、宿泊業・飲食サービス業版を作成し、これらの活用を図る

ことによって、企業における勤務間インターバル制度の導入促進に取り組んでいる。 

これに加え、勤務間インターバル制度の導入に向けた取組を促進するため、一定以上の休

息時間を設定して勤務間インターバル制度を導入する中小企業への助成金（平成 29 年度に

新設）の活用を通じて、企業の自主的な取組を支援している。令和５年度には 192 件の企業

が助成金を活用しており、平成 29年のコース開設からの総支給件数は 17,392 件となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6 働き方の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有給休暇の取得促進  

（1）業界団体や企業への働きかけ 

長時間労働の削減が喫緊の課題とされる中、企業における自主的な働き方の見直しが重要

となっている。長時間労働の削減のため労働基準法に定められた最低労働条件の遵守にとど

まらず、各企業の実情に応じた働き方そのものの不断の見直しが必要であり、そのためには

企業トップによる強いリーダーシップが不可欠である。そこで、令和５年度は、業界及び地

域のリーディングカンパニー448 社を訪問し、各企業のトップに直接「働き方」の見直しに

向けた働きかけを実施した。 

（2）ポータルサイトの運営による情報発信 

企業の働き方・休み方改革の自主的な取組を促すため、平成 27 年に開設し

た「働き方・休み方改善ポータルサイト」において、働き方・休み方改革に先

進的な取組を行っている企業の取組事例、企業が働き方・休み方の現状と課

題を自己診断できる「働き方・休み方改善指標」を活用した自己診断機能、勤

（平成 30 年 12 月） 

過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施3.4

勤務間インターバル制度の導入促進3.5
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3.4 過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施  

長時間働くことにより労働者が健康を損なうことがないよう、疲労の蓄積をもたらす過重

労働を是正するとともに、事業者が労働者の健康管理に係る措置を適切に実施することが重

要である。このため、国は、都道府県労働局や労働基準監督署が行っている監督指導や個別

指導、集団指導において、過重労働による健康障害防止の重要性を啓発し、「過重労働によ

る健康障害防止のための総合対策」（平成 18 年３月 17 日付け基発 0317008 号・令和２年４

月１日改正）に基づき、事業者等に対して「過重労働による健康障害を防止するため事業者

が講ずべき措置」の周知を図っている。 

さらに、上記 3.1(２)に記載したパンフレットでは、働き過ぎによる健康障害を防止する

ために、事業者の取組として、労働時間を削減して、労働者の健康管理に係る措置を徹底す

ることや、労働者に必要な睡眠時間を確保し、生活習慣病の予防などの健康づくりに取り組

むことも重要であることを盛り込んだほか、労働者の取組として、労働者自身も睡眠時間の

確保や健康管理を意識する内容とし、これらについて周知啓発を行った。 

加えて、平成 26 年 11 月に、厚生労働省 Web サイトに開設した労働条件ポータルサイト「確

かめよう労働条件」において、引き続き労働基準法等関係法令の概要などについての基礎知

識や労働条件に関する相談窓口などの情報を掲載することにより、労働者、事業主等に対し

て広く過重労働による健康障害防止のための情報発信を行っている。 

また、令和５年９月の全国労働衛生週間準備月間及び 10 月１～７日の本週間において、過

重労働による健康障害防止のための総合対策の推進を重点事項として掲げ、国民、事業者等

に対する意識啓発を行った。 

 

3.5 勤務間インターバル制度の導入促進  

勤務間インターバル制度は、労働者の終業時刻から次の始業時刻の間に一定時間の休息を

設定する制度であり、労働者の生活時間や睡眠時間を確保し、健康な生活を送るために重要

である。 

働き方改革関連法により改正された労働時間等設定改善法により、平成 31 年４月１日か

ら、事業主は、勤務間インターバル制度の導入に努めることとされた。 

さらに、平成 30 年７月に閣議決定された「過労死等の防止のための対策に関する大綱」に

おいて、過労死を防止する１つの手段として、勤務間インターバル制度の普及に向けて数値

目標が設定され、令和３年７月に変更された同大綱において、次のように変更された。 

 労働者数 30 人以上の企業のうち、 

① 勤務間インターバル制度を知らなかった企業割合を５％未満とする（令和７年まで）。 

 ② 勤務間インターバル制度（終業時刻から次の始業時刻までの間に一定時間以上の休息

時間を設けることについて就業規則又は労使協定等で定めているものに限る。）を導

入している企業割合を 15％以上とする（令和７年まで）。 

なお、令和６年８月に変更された大綱においては、目標の期限を令和 10年までと見直され

ている。 

また、オンライン配信によるシンポジウムを開催したほか、勤務間インターバル制度を導

入・運用する際のポイント等を取りまとめた「勤務間インターバル制度導入・運用マニュア

ル」については、全業種版や IT 業種版、建設業版、高齢者福祉・介護事業種版、食料品製造
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業種版に加え、令和５年度には、宿泊業・飲食サービス業版を作成し、これらの活用を図る

ことによって、企業における勤務間インターバル制度の導入促進に取り組んでいる。 

これに加え、勤務間インターバル制度の導入に向けた取組を促進するため、一定以上の休

息時間を設定して勤務間インターバル制度を導入する中小企業への助成金（平成 29 年度に

新設）の活用を通じて、企業の自主的な取組を支援している。令和５年度には 192 件の企業

が助成金を活用しており、平成 29年のコース開設からの総支給件数は 17,392 件となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6 働き方の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有給休暇の取得促進  

（1）業界団体や企業への働きかけ 

長時間労働の削減が喫緊の課題とされる中、企業における自主的な働き方の見直しが重要

となっている。長時間労働の削減のため労働基準法に定められた最低労働条件の遵守にとど

まらず、各企業の実情に応じた働き方そのものの不断の見直しが必要であり、そのためには

企業トップによる強いリーダーシップが不可欠である。そこで、令和５年度は、業界及び地

域のリーディングカンパニー448 社を訪問し、各企業のトップに直接「働き方」の見直しに

向けた働きかけを実施した。 

（2）ポータルサイトの運営による情報発信 

企業の働き方・休み方改革の自主的な取組を促すため、平成 27 年に開設し

た「働き方・休み方改善ポータルサイト」において、働き方・休み方改革に先

進的な取組を行っている企業の取組事例、企業が働き方・休み方の現状と課

題を自己診断できる「働き方・休み方改善指標」を活用した自己診断機能、勤

（平成 30 年 12 月） 

働き方の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有給休暇の取得促進3.6
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務間インターバル制度や時間単位の年次有給休暇等の働き方・休み方に関する様々な制度等

について情報発信している。 

 

 
（サイトトップページ） 

 
（自己診断結果例） 

（3）働き方・休み方改革シンポジウムの開催 

働き方・休み方改革に向けた機運の醸成を図ることを目的として、令和５年11月にシンポジウ

ムを開催し、働き方・休み方改革に関する学識者による講演や、企業等による働き方・休み方改革

の取組事例の発表、パネルディスカッションを行った。 

また、令和５年12月からYouTubeにてシンポジウムの動画のアーカイブ配信を行った。 

 

(4) 時季を捉えた年次有給休暇の取得促進 
 翌年度の年次有給休暇の取得計画の策定時期である 10 月の「年次有給休暇取得促進期間」

に加え、年次有給休暇を取得しやすい時季（夏季、年末年始及びゴールデンウィーク）に集

中的な広報を行った。 

 令和５年度は、次のとおり広報を

実施した。 

・都道府県、労使団体（217 団体）

に対する周知依頼 

・「働き方・休み方改善ポータルサ

イト」による周知 

・インターネット広告、ポスターの

駅貼り広報（733 か所）、新聞広告 

・厚労省人事労務マガジン、月刊誌

「厚生労働」による広報   など 

 

 

（5）地域の特色を活かした休暇取得促進 
各地域のイベント等にあわせた計画的な年次有給休暇の取得を促進するため、各地域の特

色を活かした年次有給休暇取得促進のためのポスター・リーフレットを作成し、労使団体等

（時季を捉えた年次有給休暇取得促進ポスター（令和５年度）） 
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を通じて周知することで、各地域における休暇取得促進の機運醸成に取り組んだ。 

 

3.7 メンタルヘルス対策に関する周知・啓発の実施  

仕事や職業生活に関することで、強い不安、悩み、ストレスを感じている事柄がある労働

者の割合は 82.7％（令和５年労働安全衛生調査（実態調査））となっており、また、精神障

害による労災支給決定（認定）件数は、令和５年度は 883 件（令和４年度は 710 件）、うち

自殺件数（未遂を含む。）は 79 件となっている。 

一方、メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所の割合は 63.8％（50人以上の事業所で

は 91.3％）と６割程度にとどまっている（同調査）。 

第 14 次労働災害防止計画においては、「メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合を

2027 年までに 80％以上とする。」、「使用する労働者数 50 人未満の小規模事業場における

ストレスチェック実施の割合を 2027 年までに 50％以上とする。」をアウトプット指標、さ

らに「自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み、ストレスがあるとする労働者

の割合を 2027 年までに 50％未満とする。」をアウトカム指標に位置づけ、職場におけるメ

ンタルヘルス対策の取組の充実、強化を図っている。 

また、IT を利用してオンラインでストレスチェックを実施する場合に活用できる

よう、「ストレスチェック実施プログラム」を作成し、厚生労働省の Web サイト

（https://stresscheck.mhlw.go.jp/）で無料配布しているほか、企業向けの相

談対応としては、独立行政法人労働者健康安全機構による「ストレスチェック

制度サポートダイヤル」（0570-031050（全国統一ナビダイヤル、平日 10:00～

17:00（土曜、日曜、祝日、12 月 29 日～１月３日は除く）））を開設している。 
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務間インターバル制度や時間単位の年次有給休暇等の働き方・休み方に関する様々な制度等

について情報発信している。 

 

 
（サイトトップページ） 

 
（自己診断結果例） 

（3）働き方・休み方改革シンポジウムの開催 

働き方・休み方改革に向けた機運の醸成を図ることを目的として、令和５年11月にシンポジウ

ムを開催し、働き方・休み方改革に関する学識者による講演や、企業等による働き方・休み方改革

の取組事例の発表、パネルディスカッションを行った。 

また、令和５年12月からYouTubeにてシンポジウムの動画のアーカイブ配信を行った。 

 

(4) 時季を捉えた年次有給休暇の取得促進 
 翌年度の年次有給休暇の取得計画の策定時期である 10 月の「年次有給休暇取得促進期間」

に加え、年次有給休暇を取得しやすい時季（夏季、年末年始及びゴールデンウィーク）に集

中的な広報を行った。 

 令和５年度は、次のとおり広報を

実施した。 

・都道府県、労使団体（217 団体）

に対する周知依頼 

・「働き方・休み方改善ポータルサ

イト」による周知 

・インターネット広告、ポスターの

駅貼り広報（733 か所）、新聞広告 

・厚労省人事労務マガジン、月刊誌

「厚生労働」による広報   など 

 

 

（5）地域の特色を活かした休暇取得促進 
各地域のイベント等にあわせた計画的な年次有給休暇の取得を促進するため、各地域の特

色を活かした年次有給休暇取得促進のためのポスター・リーフレットを作成し、労使団体等

（時季を捉えた年次有給休暇取得促進ポスター（令和５年度）） 
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を通じて周知することで、各地域における休暇取得促進の機運醸成に取り組んだ。 

 

3.7 メンタルヘルス対策に関する周知・啓発の実施  

仕事や職業生活に関することで、強い不安、悩み、ストレスを感じている事柄がある労働

者の割合は 82.7％（令和５年労働安全衛生調査（実態調査））となっており、また、精神障

害による労災支給決定（認定）件数は、令和５年度は 883 件（令和４年度は 710 件）、うち

自殺件数（未遂を含む。）は 79 件となっている。 

一方、メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所の割合は 63.8％（50人以上の事業所で

は 91.3％）と６割程度にとどまっている（同調査）。 

第 14 次労働災害防止計画においては、「メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合を

2027 年までに 80％以上とする。」、「使用する労働者数 50 人未満の小規模事業場における

ストレスチェック実施の割合を 2027 年までに 50％以上とする。」をアウトプット指標、さ

らに「自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み、ストレスがあるとする労働者

の割合を 2027 年までに 50％未満とする。」をアウトカム指標に位置づけ、職場におけるメ

ンタルヘルス対策の取組の充実、強化を図っている。 

また、IT を利用してオンラインでストレスチェックを実施する場合に活用できる

よう、「ストレスチェック実施プログラム」を作成し、厚生労働省の Web サイト

（https://stresscheck.mhlw.go.jp/）で無料配布しているほか、企業向けの相

談対応としては、独立行政法人労働者健康安全機構による「ストレスチェック

制度サポートダイヤル」（0570-031050（全国統一ナビダイヤル、平日 10:00～

17:00（土曜、日曜、祝日、12 月 29 日～１月３日は除く）））を開設している。 
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さらに、職場のメンタルヘルスに関する様々な情報を提供し、職場のメンタルヘルス対策

を促進するため、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」（https://kokoro. 

mhlw.go.jp/）を運営しており、事業者、産業医等の産業保健スタッフ、労働者やその家族等

に対して、ストレスチェック制度に関する資料のほか、メンタルヘルス対策に

関する基礎知識、事業場の取組事例等、職場のメンタルヘルスに関する様々な

情報提供を行っている。「こころの耳」においては、労働者を対象としたメー

ル・電話・SNS 相談窓口も設置している。 

メンタルヘルス対策に関する総合的な情報提供の機会の１つとして、平成 29 年度から「職

場のメンタルヘルスシンポジウム」を開催しており、毎年度テーマを設定し、基調講演、企

業担当者による取組事例の紹介、パネルディスカッションなどを実施している。令和５年度

は、「中小企業におけるメンタルヘルス対策」をテーマとした。シンポジウムの内容につい

ては、「こころの耳」で動画を公開し、周知している。 

そのほか、スポーツ等の身体活動には、生活習慣病の予防等のほか、メンタルヘルスの改

善やストレス解消等の効果がある。 

身体活動を通じた健康増進については、個人や企業の「健康意識」及び「動機付け」の醸

成・向上を図り、社会全体としての国民運動に発展させるため、「適度な運動」等をテーマに、

健康づくりに取り組む企業・団体・地方公共団体を支援する「スマート・ライフ・プロジェ

クト」を推進しているほか、身体活動の重要性と取り組み方を、国民に分かりやすく伝える

ためのパンフレットとして「アクティブガイド」を作成し、地方公共団体や団体、個人で健

康増進活動に活用できるよう電子媒体で提供している。 
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冷凍食品最大手のニチレイグループでは、チャーハンなどおなじみの冷凍食品の製造・

販売のみならず、低温物流や素材調達、バイオサイエンスなど、幅広い事業を展開し、

国内約 300 の拠点を持ち、海外にも進出している。従業員数は１万 6385 人（令和 6 年

3 月末現在）に上り、同社では「従業員の現役死亡をゼロにする」を目標に掲げ、多様

な労働環境に寄り添った健康推進の施策を行っている。 

 

経営層も従業員の健康管理を重要視し、体制強化 
「働きがいの向上」は従業員の健康がベースにある――。平成 17 年に持株会社体制

に移行したニチレイグループでは、平成 27 年ごろにはがんや生活習慣病で亡くなる従

業員が増加傾向で、従業員の血圧、血糖、脂質の有所見率も高かった。こうした状況を

経営層が重く受け止め、「健康経営」を重要な経営課題として捉え、専任部署として人事

総務部内に「健康推進グループ」を新設。翌年には「『おいしい瞬間を届けたい』、その

想いを大切に、ニチレイグループで働く一人ひとりの健康づくりに取り組みます」とす

る「ニチレイグループ健康宣言」を制定し、社内外に発信を始めた。持株会社に最高健

康推進責任者、グループ内の各事業会社に健康推進責任者・担当者を任命し、全社を挙

げて健康管理に取り組む体制を整えた。 

平成 30 年には「健康推進グループ」を「ニチレイ

健康推進センター」に改組。令和６年度からは保健師

7 人と事務職員 7 人を擁す「ウェルビーイング経営推

進室」と名前を変え、さらに体制を強化した。室長は

「事業会社ごとに業種もカラーが違うが、横断的に

『健康経営』に取り組む必要がある」と強調する。 

 

「エリア保健師」で全国の従業員を切れ目なく支援 
国内に約 300 もの拠点があるため、規模も労働環境もさまざまだ。産業医専任義務の

ある大規模な事業所や工場だけでなく、数人で構成される拠点も多い。そのため、地方

の小規模な職場でも、保健師のケアが行き届く「エリア保健師」の仕組みを作った。室

長は「全国どこでも同レベルの健康推進サービスを受けられるようにしたい」と力を込

める。 

現在は７エリアのうち、東北、関西、九州に「エリア保健師」（首都圏は、本社の保健

師が担当）がおり、今後、すべてのエリアに保健師を配置することを目指している。保

健師は、従業員との面談や、高ストレス者や復帰復職者への対応、生活習慣改善や卒煙

などの保健指導などを行う。同室の統括保健師は「ドライバーや工場のライン勤務、研

究職など職種が多様で、働き方も違い、事業所ごとに健康課題が異なる。地域によって

も、 食生活や塩分量、飲酒習慣や通勤方法も違うので、エリアごとに保健師がいること

で、状況に応じたアドバイスを届けやすい」と話す。 

コラム９ 

「健康経営が重要」と語るウェルビーイン

グ経営推進室長 
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さらに、職場のメンタルヘルスに関する様々な情報を提供し、職場のメンタルヘルス対策

を促進するため、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」（https://kokoro. 

mhlw.go.jp/）を運営しており、事業者、産業医等の産業保健スタッフ、労働者やその家族等

に対して、ストレスチェック制度に関する資料のほか、メンタルヘルス対策に

関する基礎知識、事業場の取組事例等、職場のメンタルヘルスに関する様々な

情報提供を行っている。「こころの耳」においては、労働者を対象としたメー

ル・電話・SNS 相談窓口も設置している。 

メンタルヘルス対策に関する総合的な情報提供の機会の１つとして、平成 29 年度から「職

場のメンタルヘルスシンポジウム」を開催しており、毎年度テーマを設定し、基調講演、企

業担当者による取組事例の紹介、パネルディスカッションなどを実施している。令和５年度

は、「中小企業におけるメンタルヘルス対策」をテーマとした。シンポジウムの内容につい

ては、「こころの耳」で動画を公開し、周知している。 

そのほか、スポーツ等の身体活動には、生活習慣病の予防等のほか、メンタルヘルスの改

善やストレス解消等の効果がある。 

身体活動を通じた健康増進については、個人や企業の「健康意識」及び「動機付け」の醸

成・向上を図り、社会全体としての国民運動に発展させるため、「適度な運動」等をテーマに、

健康づくりに取り組む企業・団体・地方公共団体を支援する「スマート・ライフ・プロジェ

クト」を推進しているほか、身体活動の重要性と取り組み方を、国民に分かりやすく伝える

ためのパンフレットとして「アクティブガイド」を作成し、地方公共団体や団体、個人で健

康増進活動に活用できるよう電子媒体で提供している。 
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冷凍食品最大手のニチレイグループでは、チャーハンなどおなじみの冷凍食品の製造・

販売のみならず、低温物流や素材調達、バイオサイエンスなど、幅広い事業を展開し、

国内約 300 の拠点を持ち、海外にも進出している。従業員数は１万 6385 人（令和 6 年

3 月末現在）に上り、同社では「従業員の現役死亡をゼロにする」を目標に掲げ、多様

な労働環境に寄り添った健康推進の施策を行っている。 

 

経営層も従業員の健康管理を重要視し、体制強化 
「働きがいの向上」は従業員の健康がベースにある――。平成 17 年に持株会社体制

に移行したニチレイグループでは、平成 27 年ごろにはがんや生活習慣病で亡くなる従

業員が増加傾向で、従業員の血圧、血糖、脂質の有所見率も高かった。こうした状況を

経営層が重く受け止め、「健康経営」を重要な経営課題として捉え、専任部署として人事

総務部内に「健康推進グループ」を新設。翌年には「『おいしい瞬間を届けたい』、その

想いを大切に、ニチレイグループで働く一人ひとりの健康づくりに取り組みます」とす

る「ニチレイグループ健康宣言」を制定し、社内外に発信を始めた。持株会社に最高健

康推進責任者、グループ内の各事業会社に健康推進責任者・担当者を任命し、全社を挙

げて健康管理に取り組む体制を整えた。 

平成 30 年には「健康推進グループ」を「ニチレイ

健康推進センター」に改組。令和６年度からは保健師

7 人と事務職員 7 人を擁す「ウェルビーイング経営推

進室」と名前を変え、さらに体制を強化した。室長は

「事業会社ごとに業種もカラーが違うが、横断的に

『健康経営』に取り組む必要がある」と強調する。 

 

「エリア保健師」で全国の従業員を切れ目なく支援 
国内に約 300 もの拠点があるため、規模も労働環境もさまざまだ。産業医専任義務の

ある大規模な事業所や工場だけでなく、数人で構成される拠点も多い。そのため、地方

の小規模な職場でも、保健師のケアが行き届く「エリア保健師」の仕組みを作った。室

長は「全国どこでも同レベルの健康推進サービスを受けられるようにしたい」と力を込

める。 

現在は７エリアのうち、東北、関西、九州に「エリア保健師」（首都圏は、本社の保健

師が担当）がおり、今後、すべてのエリアに保健師を配置することを目指している。保

健師は、従業員との面談や、高ストレス者や復帰復職者への対応、生活習慣改善や卒煙

などの保健指導などを行う。同室の統括保健師は「ドライバーや工場のライン勤務、研

究職など職種が多様で、働き方も違い、事業所ごとに健康課題が異なる。地域によって

も、 食生活や塩分量、飲酒習慣や通勤方法も違うので、エリアごとに保健師がいること

で、状況に応じたアドバイスを届けやすい」と話す。 

コラム９ 

「健康経営が重要」と語るウェルビーイン

グ経営推進室長 
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地方の小規模な事業所では、健康診断でハイリス

クと診断されなかった従業員も含めた「全員面談」を

行うこともある。生活習慣病の重症化を防ぐ面談だ

けでなく、子育てと仕事のバランスの取り方や、不妊

治療の相談なども寄せられる。面談を受けた女性従

業員は「初めて職場で悩みを話すことができた」と話

している。 

 

「ニチレイ健康塾」でヘルスリテラシー向上 
また、生活習慣病予防や、従業員の健康作りを目的に、平成 28 年から体験型健康支

援プログラム「ニチレイ健康塾」を開催している。

従業員の健康に関する悩みや困り事に基づくテー

マも設定し、健康への意識向上を促す。 

例えば、24 時間稼働している低温（冷凍）の物流

倉庫などでは、交替勤務で従業員が働いている。そ

のため、深夜に働く人に向けた健康塾を企画し、１

日３回、30 分のみのオンライン講座を開くことで、

業務の合間に参加しやすい形にした。 

健康塾では、血糖値などに響きにくい食事の仕方やタイミング、睡眠の質を高める工

夫などを学べる。「仕事前にしっかり食べ、仕事の後はお鍋などのヘルシーな料理を食べ

る」「（深夜働いた後）日中に帰宅するときはサングラスをかける」など日常に取り入れ

やすい具体的な行動を伝えているという。参加者は「仮眠を取ることの重要性が理解で

きた。座ってできるストレッチの時間は有意義だった」などと振り返る。 

また、ニチレイは平成元年にカロリーや塩分の量などに配慮し、当時の国の成分基準

をクリアした「糖尿病食」の販売を始めた歴史がある。現在はそのノウハウを応用して、

主菜と 3～4 種の副菜で 300 キロカロリー以下、塩分２グラム以下で、野菜 100 グラム

以上を使用した冷凍おかずセットを展開しており、このセットを展開した健康塾も開い

ている。ウェルビーイング経営推進室のアシスタントリーダーは「食べる量や品数、味

の薄さを感じない味付けや調理の工夫などについて管理栄養士に説明してもらっていま

す」と話す。 

健康宣言後、ニチレイグループでは、定期健康診断の受診率 100％を達成した。健康

診断では、結核の早期発見のためのレントゲン検診や、健康保険組合とのコラボヘルス

でがん検診も同時に実施している。その結果、令和 4 年度の健診結果では、糖尿病で健

康管理をきちんとしていない人の割合が 1.8％から 1.3％に低下、高血圧コントロール良

好者の割合は 40.6％から 47.6％に改善するなど、従業員のヘルスリテラシーも向上した。 

一方、健康診断で異常の所見が見られた従業員に対する「事後措置」を重視し、病院

の受診をメールや電話などで積極的に促すようになったが、就業制限の検討が必要なＥ

判定の社員が少なくなかった。そのため、令和３年から治療最優先の職場環境に変えよ

うと、ハイリスク者に対し、「時間外労働、休日労働、出張」禁止の基準が設けられた。

保健師と面談する従業員 

ストレッチや食事の仕方などを伝える
「ニチレイ健康塾」を工場で開催 
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同室の統括保健師は「その結果、Ｅ判定者の早期受診率が上昇するなど、改善がみられ

た」と強調。室長は「今後は、ハイリスクになる手前の健康状態の従業員（健康診断で

Ｃ、Ｄ判定）にも深くアプローチしていきたい」と話す。 
 

海外駐在員、女性従業員…きめ細やかで多様な健康推進施策 
ニチレイグループでは海外進出を進めており、現在では約 90 人の社員が海外で働く。

今後、さらに海外展開を拡げる計画だ。そのため、保健師による赴任前、帰任時面談に

加え、赴任中のオンライン面談を年１回行い、海外勤務ならではの健康課題の把握に努

めている。昨年は、保健師らが「ホームドクター」制で医療にかかりにくいとされるオ

ランダの事業所に訪問した。 

メンタルヘルス対策としては、役職者約 1,600 人を対象に「ラインケア研修」を必修

化し、事例検討やロールプレイングを行っている。また、役職者間の横のつながりを持

たせる取組や、e ラーニングによるセルフケア教育の強化にも取り組んでいる。 

女性の健康作りにも力を入れており、月経や更年期についてのセミナーを年４回開催

するほか、婦人科医のオンライン診療が受けられ、診療後に必要な薬が自宅に送られて

くる仕組みを導入している。この取組を通じ、従来

の健康施策ではカバーしきれていなかった女性従

業員のニーズに応えることができるようになった

という。利用した若手女性従業員は「健康経営に関

する施策は、ＢＭＩの高い中高年の男性に向けられ

ているものが大半で、自分事になっていなかった

が、（オンライン診療などで）助けてもらえたので、

健康経営が初めて自分事になった」と語る。 

室長は「ニチレイグループでは、女性の管理職比率 30％を目指している。『女性が体

調に左右されずに仕事の成果を出せる』あり方を目標として設定したが、自ら（体調に

ついて）相談したり、対処できたりする人が増えた」と手応えを感じている。 

病院への受診や、体調に配慮した働き方、健康塾への参加などは、職場や上司の理解

も不可欠だ。そのため、保健師やウェルビーイング経営推進室のスタッフなどが、当該

従業員が働く職場の理解が得られるよう、環境を整える役割も果たしている。また、経

営層の従業員への情報発信も活発で、社内向けポータルサイトでは、役員が自身の健康

維持に向けた取組をつづるコラムを連載している。室長は「食と健康を支える企業とし

て、従業員が年齢や性別にかかわらず心身ともに健康で生き生きと働ける状態を目指し

ています」と力を込めた。 

 

（株式会社ニチレイ） 

ホームページ https://www.nichirei.co.jp/ 
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地方の小規模な事業所では、健康診断でハイリス

クと診断されなかった従業員も含めた「全員面談」を

行うこともある。生活習慣病の重症化を防ぐ面談だ

けでなく、子育てと仕事のバランスの取り方や、不妊

治療の相談なども寄せられる。面談を受けた女性従

業員は「初めて職場で悩みを話すことができた」と話

している。 

 

「ニチレイ健康塾」でヘルスリテラシー向上 
また、生活習慣病予防や、従業員の健康作りを目的に、平成 28 年から体験型健康支

援プログラム「ニチレイ健康塾」を開催している。

従業員の健康に関する悩みや困り事に基づくテー

マも設定し、健康への意識向上を促す。 

例えば、24 時間稼働している低温（冷凍）の物流

倉庫などでは、交替勤務で従業員が働いている。そ

のため、深夜に働く人に向けた健康塾を企画し、１

日３回、30 分のみのオンライン講座を開くことで、

業務の合間に参加しやすい形にした。 

健康塾では、血糖値などに響きにくい食事の仕方やタイミング、睡眠の質を高める工

夫などを学べる。「仕事前にしっかり食べ、仕事の後はお鍋などのヘルシーな料理を食べ

る」「（深夜働いた後）日中に帰宅するときはサングラスをかける」など日常に取り入れ

やすい具体的な行動を伝えているという。参加者は「仮眠を取ることの重要性が理解で

きた。座ってできるストレッチの時間は有意義だった」などと振り返る。 

また、ニチレイは平成元年にカロリーや塩分の量などに配慮し、当時の国の成分基準

をクリアした「糖尿病食」の販売を始めた歴史がある。現在はそのノウハウを応用して、

主菜と 3～4 種の副菜で 300 キロカロリー以下、塩分２グラム以下で、野菜 100 グラム

以上を使用した冷凍おかずセットを展開しており、このセットを展開した健康塾も開い

ている。ウェルビーイング経営推進室のアシスタントリーダーは「食べる量や品数、味

の薄さを感じない味付けや調理の工夫などについて管理栄養士に説明してもらっていま

す」と話す。 

健康宣言後、ニチレイグループでは、定期健康診断の受診率 100％を達成した。健康

診断では、結核の早期発見のためのレントゲン検診や、健康保険組合とのコラボヘルス

でがん検診も同時に実施している。その結果、令和 4 年度の健診結果では、糖尿病で健

康管理をきちんとしていない人の割合が 1.8％から 1.3％に低下、高血圧コントロール良

好者の割合は 40.6％から 47.6％に改善するなど、従業員のヘルスリテラシーも向上した。 

一方、健康診断で異常の所見が見られた従業員に対する「事後措置」を重視し、病院

の受診をメールや電話などで積極的に促すようになったが、就業制限の検討が必要なＥ

判定の社員が少なくなかった。そのため、令和３年から治療最優先の職場環境に変えよ

うと、ハイリスク者に対し、「時間外労働、休日労働、出張」禁止の基準が設けられた。

保健師と面談する従業員 

ストレッチや食事の仕方などを伝える
「ニチレイ健康塾」を工場で開催 

 

 

  

第第

５５
章章  

 

 

過
労
死
等
の
防
止
の
た
め
の
対
策
の
実
施
状
況 

 

197 

同室の統括保健師は「その結果、Ｅ判定者の早期受診率が上昇するなど、改善がみられ

た」と強調。室長は「今後は、ハイリスクになる手前の健康状態の従業員（健康診断で

Ｃ、Ｄ判定）にも深くアプローチしていきたい」と話す。 
 

海外駐在員、女性従業員…きめ細やかで多様な健康推進施策 
ニチレイグループでは海外進出を進めており、現在では約 90 人の社員が海外で働く。

今後、さらに海外展開を拡げる計画だ。そのため、保健師による赴任前、帰任時面談に

加え、赴任中のオンライン面談を年１回行い、海外勤務ならではの健康課題の把握に努

めている。昨年は、保健師らが「ホームドクター」制で医療にかかりにくいとされるオ

ランダの事業所に訪問した。 

メンタルヘルス対策としては、役職者約 1,600 人を対象に「ラインケア研修」を必修

化し、事例検討やロールプレイングを行っている。また、役職者間の横のつながりを持

たせる取組や、e ラーニングによるセルフケア教育の強化にも取り組んでいる。 

女性の健康作りにも力を入れており、月経や更年期についてのセミナーを年４回開催

するほか、婦人科医のオンライン診療が受けられ、診療後に必要な薬が自宅に送られて

くる仕組みを導入している。この取組を通じ、従来

の健康施策ではカバーしきれていなかった女性従

業員のニーズに応えることができるようになった

という。利用した若手女性従業員は「健康経営に関

する施策は、ＢＭＩの高い中高年の男性に向けられ

ているものが大半で、自分事になっていなかった

が、（オンライン診療などで）助けてもらえたので、

健康経営が初めて自分事になった」と語る。 

室長は「ニチレイグループでは、女性の管理職比率 30％を目指している。『女性が体

調に左右されずに仕事の成果を出せる』あり方を目標として設定したが、自ら（体調に

ついて）相談したり、対処できたりする人が増えた」と手応えを感じている。 

病院への受診や、体調に配慮した働き方、健康塾への参加などは、職場や上司の理解

も不可欠だ。そのため、保健師やウェルビーイング経営推進室のスタッフなどが、当該

従業員が働く職場の理解が得られるよう、環境を整える役割も果たしている。また、経

営層の従業員への情報発信も活発で、社内向けポータルサイトでは、役員が自身の健康

維持に向けた取組をつづるコラムを連載している。室長は「食と健康を支える企業とし

て、従業員が年齢や性別にかかわらず心身ともに健康で生き生きと働ける状態を目指し

ています」と力を込めた。 

 

（株式会社ニチレイ） 

ホームページ https://www.nichirei.co.jp/ 
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3.8 

 

職場のハラスメントの防止のための周知・啓発の実施  

職場のハラスメントの問題については、近年、全国の総合労働相談コーナーに「いじめ・

嫌がらせ」の相談が多数寄せられるなど、社会問題として顕在化している。 

（1）職場のパワーハラスメントの防止対策について 

令和元年５月 29 日に成立した女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部

を改正する法律においては、職場のパワーハラスメントを 

 ① 職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であって 

 ② 業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより 

 ③ 労働者の就業環境を害すること 

の全てを満たすものとして定義し、セクシュアルハラスメントや妊娠・出産等に関するハラ

スメント、育児休業等に関するハラスメントと同様に、事業主に防止のための雇用管理上の

措置を義務付けている。また、事業主に相談したこと等を理由とした不利益取扱いを禁止す

る等、セクシュアルハラスメント等の防止対策も強化している。 

さらに、改正法に基づく指針等について、労働政策審議会雇用環境・均等分科会において議

論が行われ、令和２年１月 15 日にパワーハラスメントの防止のための指針等が公布された。

改正法及び指針は、同年６月１日から施行された（パワーハラスメントを防止するための雇用

管理上の措置義務については、中小事業主は令和４年４月１日から施行された。）。 

（2）職場におけるハラスメント防止対策についての周知啓発と労使に対する取

組支援 

 前記の経緯を踏まえ、厚生労働省では、職場のパワーハラスメント及びセクシュアルハラ

スメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児休業等に関するハラスメントの予防・

解決に向けた社会的気運を醸成するための一体的な周知・啓発を行うとともに、職場のハラ

スメントの予防・解決への労使の取組に対する支援を行ってきている。令和５年度の主な取

組は以下のとおりである。 

ア 「職場のハラスメント撲滅月間」 

令和元年度から 12 月を「職場のハラスメント撲滅月間」と定め、ハラスメント防止に向け

た社会的な気運を盛り上げる取組の一環として、「職場におけるハラスメント対策シンポジ

ウム」を開催している。令和５年度は、企業の顧客等からの著しい迷惑行為（以下、「カスタ

マーハラスメント」という。）対策についての専門家による基調講演や、企業のカスタマー

ハラスメント対策の取組事例についてパネルディスカッションを行った。また、「職場のハラ

スメント撲滅月間」に関する Web 広告等を活用し、ハラスメント撲滅に向けた集中的な広報

活動を実施した。 

さらに、「職場のハラスメント撲滅月間」に合わせて啓発動画を作成し、「あかるい職場応援

団」等に掲載し、周知・啓発に活用した。 

イ ポータルサイト「あかるい職場応援団」 

平成 24 年度からポータルサイト「あかるい職場応援団」（https://www.no-

harassment.mhlw.go.jp/）を構築し、職場におけるハラスメントに関する情報
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を掲載している。順次、労働者、企業や人事労務担当者等にとって分かりやすく役立つもの

へと改修しており、令和５年度はカスタマーハラスメントや就活ハラスメントの対策のペー

ジを設ける等の改修をした。 

サイトの内容は、職場におけるハラスメント関係法令及び指針についての解説や関連する

裁判例・企業の取組の紹介、職場のハラスメントに関する社内研修用資料等となっており、

令和５年度は、「職場におけるハラスメント対策研修動画」を４本掲載した。 

なお、令和５年度中のアクセスは、約 243 万件であった。 

ウ ポスター・リーフレット等 

潜在的なパワーハラスメント被害者が確実に相談機関や「あか

るい職場応援団」サイトにおける情報にアクセスできるよう、訴

求効果の高いポスターを作成し、全国の行政機関等に配布して周

知を行った。 

また、改正法や指針の内容に関するリーフレットやパンフレッ

トも作成し、周知・啓発を行った。 
 

エ ハラスメント対策を行う企業等への支援 

事業主やハラスメント相談窓口担当者等を対象とした研修動画を「あかるい職場応援団」に掲

載した。 

オ ハラスメント悩み相談室 

令和５年度はカスタマーハラスメント・就活ハラスメントの悩みを抱えている被害者等を対象

に、夜間休日を問わず 24時間メール・SNS で受け付ける相談窓口を設けた。 

カ カスタマーハラスメント対策 

カスタマーハラスメント対策の一環として関係省庁と連携の上、作成した「カスタマーハラス

メント対策企業マニュアル」やリーフレット、周知・啓発ポスターについて引き続き周知を行っ

た。 

 また、令和５年度は、カスタマーハラスメント対策に関する考え方や具体的な取組方法等につ

いて、マニュアルに基づいた、企業向けの研修動画を作成した。さらに、カスタマーハラスメン

ト対策に取り組む企業事例を「あかるい職場応援団」に掲載し、周知した。 

 

周知啓発ポスター 

マニュアル リーフレット ポスター 

職場のハラスメントの防止のための周知・啓発の実施3.8
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3.8 

 

職場のハラスメントの防止のための周知・啓発の実施  

職場のハラスメントの問題については、近年、全国の総合労働相談コーナーに「いじめ・

嫌がらせ」の相談が多数寄せられるなど、社会問題として顕在化している。 

（1）職場のパワーハラスメントの防止対策について 

令和元年５月 29 日に成立した女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部

を改正する法律においては、職場のパワーハラスメントを 

 ① 職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であって 

 ② 業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより 

 ③ 労働者の就業環境を害すること 

の全てを満たすものとして定義し、セクシュアルハラスメントや妊娠・出産等に関するハラ

スメント、育児休業等に関するハラスメントと同様に、事業主に防止のための雇用管理上の

措置を義務付けている。また、事業主に相談したこと等を理由とした不利益取扱いを禁止す

る等、セクシュアルハラスメント等の防止対策も強化している。 

さらに、改正法に基づく指針等について、労働政策審議会雇用環境・均等分科会において議

論が行われ、令和２年１月 15 日にパワーハラスメントの防止のための指針等が公布された。

改正法及び指針は、同年６月１日から施行された（パワーハラスメントを防止するための雇用

管理上の措置義務については、中小事業主は令和４年４月１日から施行された。）。 

（2）職場におけるハラスメント防止対策についての周知啓発と労使に対する取

組支援 

 前記の経緯を踏まえ、厚生労働省では、職場のパワーハラスメント及びセクシュアルハラ

スメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児休業等に関するハラスメントの予防・

解決に向けた社会的気運を醸成するための一体的な周知・啓発を行うとともに、職場のハラ

スメントの予防・解決への労使の取組に対する支援を行ってきている。令和５年度の主な取

組は以下のとおりである。 

ア 「職場のハラスメント撲滅月間」 

令和元年度から 12 月を「職場のハラスメント撲滅月間」と定め、ハラスメント防止に向け

た社会的な気運を盛り上げる取組の一環として、「職場におけるハラスメント対策シンポジ

ウム」を開催している。令和５年度は、企業の顧客等からの著しい迷惑行為（以下、「カスタ

マーハラスメント」という。）対策についての専門家による基調講演や、企業のカスタマー

ハラスメント対策の取組事例についてパネルディスカッションを行った。また、「職場のハラ

スメント撲滅月間」に関する Web 広告等を活用し、ハラスメント撲滅に向けた集中的な広報

活動を実施した。 

さらに、「職場のハラスメント撲滅月間」に合わせて啓発動画を作成し、「あかるい職場応援

団」等に掲載し、周知・啓発に活用した。 

イ ポータルサイト「あかるい職場応援団」 

平成 24 年度からポータルサイト「あかるい職場応援団」（https://www.no-

harassment.mhlw.go.jp/）を構築し、職場におけるハラスメントに関する情報
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を掲載している。順次、労働者、企業や人事労務担当者等にとって分かりやすく役立つもの

へと改修しており、令和５年度はカスタマーハラスメントや就活ハラスメントの対策のペー

ジを設ける等の改修をした。 

サイトの内容は、職場におけるハラスメント関係法令及び指針についての解説や関連する

裁判例・企業の取組の紹介、職場のハラスメントに関する社内研修用資料等となっており、

令和５年度は、「職場におけるハラスメント対策研修動画」を４本掲載した。 

なお、令和５年度中のアクセスは、約 243 万件であった。 

ウ ポスター・リーフレット等 

潜在的なパワーハラスメント被害者が確実に相談機関や「あか

るい職場応援団」サイトにおける情報にアクセスできるよう、訴

求効果の高いポスターを作成し、全国の行政機関等に配布して周

知を行った。 

また、改正法や指針の内容に関するリーフレットやパンフレッ

トも作成し、周知・啓発を行った。 
 

エ ハラスメント対策を行う企業等への支援 

事業主やハラスメント相談窓口担当者等を対象とした研修動画を「あかるい職場応援団」に掲

載した。 

オ ハラスメント悩み相談室 

令和５年度はカスタマーハラスメント・就活ハラスメントの悩みを抱えている被害者等を対象

に、夜間休日を問わず 24時間メール・SNS で受け付ける相談窓口を設けた。 

カ カスタマーハラスメント対策 

カスタマーハラスメント対策の一環として関係省庁と連携の上、作成した「カスタマーハラス

メント対策企業マニュアル」やリーフレット、周知・啓発ポスターについて引き続き周知を行っ

た。 

 また、令和５年度は、カスタマーハラスメント対策に関する考え方や具体的な取組方法等につ

いて、マニュアルに基づいた、企業向けの研修動画を作成した。さらに、カスタマーハラスメン

ト対策に取り組む企業事例を「あかるい職場応援団」に掲載し、周知した。 

 

周知啓発ポスター 

マニュアル リーフレット ポスター 

199

第

55
章

過
労
死
等
の
防
止
の
た
め
の
対
策
の
実
施
状
況

2024_第5章_03_啓発.indd   1992024_第5章_03_啓発.indd   199 2024/09/30   17:20:432024/09/30   17:20:43



 

第第

５５
章章  

 

過
労
死
等
の
防
止
の
た
め
の
対
策
の
実
施
状
況 

 

200 

 愛知県を中心に９つの有料老人ホームやグループホー

ムを運営する株式会社メグラス。ケアスタッフや看護師、

リハビリスタッフ、事務スタッフなど約 230 人のスタッフ

が、286 人の入所者のお世話をしている。入所者やその家

族との人間関係からメンタルを崩すスタッフも多いとい

う介護の現場で、入所者とスタッフの双方を守ることに配

慮した働き方改革に取り組んでいる。 
 

スタッフと入居者の人権を守るスタッフプロテクション制度  
 メグラスでは、入居者の家族から繰り返し強い言葉で注意をされるなど繰り返しハラ

スメントを受けたスタッフが、心の病を発症して退職するケースがあったことをきっか

けに対策を検討することになった。代表は「スタッフを守ることと入居者の人権を守る

ことの両立を図ることが重要だった」という。代表がタクシーに乗ったとき、車内のス

テッカーが目に入った。「そこに乗客に対して『こういうことは良くない』というものを

示されていた。タクシーもいろいろな乗客がいるので、怒られたりすることも多いと思

うので、これをまねしてみようと思った」と明かす。 

 こうして誕生したのが「スタッフプロテク

ション制度」だった。この制度は、ハラスメ

ントの内容を青色(入居者に非のないメグラ

ス側の謝罪対象)、黄色(入居者による過剰な

要求)、赤色(法的問題)の 3 段階の基準を設け、

スタッフが 24 時間以内に報告できる窓口を

設置し、即時対応できる体制を整えた。週１

回の会議で内容を精査し、必要に応じて入居

者の住まい替えやスタッフの配置転換、最悪の場合は退去要請などの対応を行うものだ。 

スタッフの一人は、夜勤時に入居者からナースコールで何度も呼び出されて、怒鳴ら

れることがあり、「私が説明をしても受け入れてもらえず、ワーッと言われてしまい、し

んどい思いをしたので『赤だと思います』と申告しました。その後すぐに私以外のスタ

ッフと相談員や幹部の人たちが対応を議論してくれた」と語る。議論の結果、医師に受

診してもらうなどの具体的な措置が取られたといい、「声を上げたことで、多くの人が動

いてくれて、守ってくれていると感じました。別の介護施設で働いている友人と会社で

のトラブルの話になった時、そこには同じような制度がなくって、友人は悪くなかった

のに謝るしかなかったという話を聞いて、制度があって良かった」と思いを語る。  

 代表も「スタッフからは『会社が守ってくれる』『いつ声を上げていいか分かる』など

の前向きな意見が出ています。入居者や家族の側にも、ハラスメント行為に対する自覚

が芽生えてきました。これまでに全 215 件（青 136、黄 18、赤 61）が報告され、その

うち 8 件が退居となりました」と成果を語る。さらに運用上の配慮についても「スタッ

コラム10 

株式会社メグラスの住宅型有料
老人ホーム 「めぐらす瑞穂公園」 
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フを守るだけでなく、入居者の人権も一緒に守らなきゃいけないという視点が重要。カ

スタマーハラスメントだって言って、一方的に非難することは避けなればならない。専

門家にも相談して、名称も『ハラスメント』という言葉を使わずに『プロテクション』

という名称にした」という。 
 

“能動的な”メンタルヘルスで成果 
 人間関係のトラブルも多い職場では、適応障害や

うつ病などの発症が目立つといい、メグラスでも新

型コロナウイルスの感染拡大が続いた後、10 人ほ

どの休職者が出たという。事態を重く見て、専属の

カウンセラーを雇用して、相談を待つのではなく、

職場に出向いて問題を抱えていないか拾いに行く

“能動的な”カウンセリングを実施した。 

 代表は「社会福祉の分野で、支援が必要なのに自ら支援を求めるのが難しい人に対し、

支援者側から積極的に届けていく『アウトリーチ』という手法があるが、それをメンタ

ルヘルスに採用した。メンタルに支障を来している人にはさまざま兆候があり、例えば

タイムカードの打刻忘れが増えると危険信号で、そうしたスタッフにカウンセラーが出

向くなどの対応を取った。ストレスがたまっているスタッフに、『コップから水があふれ

る前に休職した方がいい』などのアドバイスをして、非常に効果的だった」という。 

 当初カウンセラーは週２日の１人体制だったが、効果を実感して３人体制で月～金曜

日のいつでもカウンセラーがいる体制を作った。さらにカウンセラーが施設に出向いて、

全職員にカウンセリングを行っている。職員の管理を担当する社長は「休職者の数も減

りましたが、一番変わったのは休職期間がものすごく短くなった。それまでは大体短く

ても半年だったものが、いまは１カ月で職場復帰できるようになるなど劇的に短くなっ

た。常にカウンセラーがいるので、復帰前の面談や継続したサポートができる体制を社

内で取れるようになりました」と成果を語る。さらに労働安全衛生法で義務化されてい

るストレスチェックとリンクして、結果を端緒にカウンセラーを派遣するなど、早期発

見と対処に役立てる工夫を続けている。 

 ハラスメントやメンタルヘルスなど問題が発生してからの対応だけでなく、スタッフ

が働きやすい職場づくりにも力を入れている。特に、人が人のお世話をする介護の現場

では、長時間労働になったり、長期の休暇が取得しにくかったりするのが実情だが、メ

グラスではその解消のために「働き方の見える化」に力を入れているという。 

 メグラスではグループウエアや SNS などのツール

を連携して、スタッフの残業時間や休暇の取得状況

などを社内で開示している。残業時間や有給休暇の

残数が増えてくるとアラートが鳴るようになってい

て、そのスタッフに優先的に休みを取らせたり、有

給休暇の取得計画を１年単位で作ったりしている。 

明るい笑顔で介護をするスタッフ 

スタッフを守る働き方改革に取り組む 

代表（左）と社長 
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が働きやすい職場づくりにも力を入れている。特に、人が人のお世話をする介護の現場

では、長時間労働になったり、長期の休暇が取得しにくかったりするのが実情だが、メ

グラスではその解消のために「働き方の見える化」に力を入れているという。 

 メグラスではグループウエアや SNS などのツール

を連携して、スタッフの残業時間や休暇の取得状況

などを社内で開示している。残業時間や有給休暇の

残数が増えてくるとアラートが鳴るようになってい

て、そのスタッフに優先的に休みを取らせたり、有

給休暇の取得計画を１年単位で作ったりしている。 

明るい笑顔で介護をするスタッフ 

スタッフを守る働き方改革に取り組む 

代表（左）と社長 
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 社長は「介護業界はスタッフが休んだり、急に入居者が増えたりして、なかなか長期

の休みが取りにくい。計画を作ってもらっても取れない場合もあるので、年４回更新時

に計画の見直しをしています。残業時間についても月 1 回残業時間数を出して、残業の

多い人がいる場合、業務がどんな状態になっているかをみんなで考えて、業務を分担す

るなど、残業時間を減らせる方法を見つけるようにしています」と説明する。 

 介護スタッフの一人は、6 月に土日の公休を合わせて合計 20 日間の有給休暇を取得し

て自動車免許の合宿に参加したという。「免許が取りたかったけど、なかなか教習所にも

通えないので、休職して合宿に行こうかとも考えて

いたのですが、会社が有給休暇の取得を推奨してい

て、ちょうど有給休暇がたまっていた状態だったの

で、思い切って相談しました」と話す。相談を受け

た職場では、業務の引き継ぎなどを調整して休暇の

取得に協力してくれたという。スタッフは「最初は

長い休みを取りたいと言い出しにくかったけど、思

い切って相談してよかった。今度は休みを取ってド

ライブに行きたいですね」と笑顔を見せる。 

代表は、こうした様々な施策の効果を上げるのに一番重要なのは「会社が信頼される

こと」だと強調する。情報の開示もそのための手段の一つだという。「情報開示できるよ

うにするために、会社がありのままを見せても恥ずかしくない状態にすることが一番大

事。例えば、嘘をつかないとか、経理をごまかさないとか、コンプライアンスをしっか

り守るとか、この当たり前のことをちゃんとやる。その次に情報の透明化。会社の経理

やスタッフの残業時間、休暇の取得日数など様々な数字をスタッフだけでなく、入居者

にも公開する。そうすることでスタッフも会社の言うことを聞いてくれるし、建設的な

批判の声も上げることができる。僕たちは知恵を出したり、支えたりすることはできて

も、改善の最初の種を持ってくるのはスタッフなので、スタッフが声を上げられる限り

改善を続けることができる」と語る。 

 

（株式会社メグラス） 

休暇を取りやすい職場というスタッフ 
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3.9 テレワーク等の多様な働き方への対応  

（1）適正な労務管理下におけるテレワークの普及促進等 

企業等に雇用される労働者が行うテレワークについては、適正

な労務管理下におけるテレワークの導入・実施を進めていくこと

ができるよう、令和３年３月に改定した「テレワークの適切な導

入及び実施の推進のためのガイドライン」について、パンフレッ

トを作成し、周知を図っている。そのほか、テレワーク導入を検

討する民間企業等に対する専門家による無料の個別コンサルテ

ィング等を行った。また、テレワーク相談センターでの相談対応

の実施、国家戦略特別区域制度を活用し、東京都と連携して設置

した「東京テレワーク推進センター」による導入支援、事業主を

対象としたセミナーの開催、テレワークに先駆的に取り組む企業

等に対する表彰の実施、テレワーク導入経費に係る支援等により、適正な労務管理下におけ

るテレワークの普及を図った。 

このほか、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」に設置した相談窓口

において、テレワーク等の新しい働き方に伴う不安なども含む、働く人のメンタルヘルス不

調に関する相談を受け付けている。 

（2）副業・兼業の環境整備 

 副業・兼業については、副業・兼業を希望する方が近年増加傾向にある一方、副業先での労

働時間を把握し、自社での労働時間と通算管理することが困難であるとして、副業・兼業を認

めない企業が一定程度あった。 

 このため、副業・兼業の場合の労働時間管理及び健康管理について、「副業・兼業の促進に関

するガイドライン」（令和４年７月改定）において、労働者の申告等による副業先での労働時

間の把握や簡便な労働時間管理の方法を示すなど、ルールを明確化した。 

また、労災保険では、働いている全ての就業先の賃金額を基に保険給付を行い、一つの就業

先で労災認定されない場合は全ての就業先の業務上の負荷を総合的に評価して脳・心臓疾患及

び精神障害などの傷病について労災認定の判断をしている。 

企業も労働者も安心して副業・兼業を行うことができる環境を整備するため、ガイドライン

のわかりやすいパンフレットや、労働時間の申告の際に活用できる様式例、企業における取組

事例集などを作成し、丁寧に周知を行っている。 

さらに、副業・兼業を行う労働者の健康保持増進のための取組を推進するため、相談窓口に

おける相談対応を行うほか、労働者個人による健康管理を行うための健康管理アプリの普及を

図っている。 

（3）フリーランスが安心して働ける環境の整備  

 個人が事業者として受託した業務に安定的に従事することができる環境を整備するため、

令和６年11月の特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令和５年法律第25号。

以下「フリーランス・事業者間取引適正化等法」という。）の円滑な施行に向け、周知・広報

に取り組むとともに、関係する政省令等の整備や執行体制の充実など、必要な準備を進めた。
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 社長は「介護業界はスタッフが休んだり、急に入居者が増えたりして、なかなか長期

の休みが取りにくい。計画を作ってもらっても取れない場合もあるので、年４回更新時

に計画の見直しをしています。残業時間についても月 1 回残業時間数を出して、残業の

多い人がいる場合、業務がどんな状態になっているかをみんなで考えて、業務を分担す

るなど、残業時間を減らせる方法を見つけるようにしています」と説明する。 

 介護スタッフの一人は、6 月に土日の公休を合わせて合計 20 日間の有給休暇を取得し

て自動車免許の合宿に参加したという。「免許が取りたかったけど、なかなか教習所にも

通えないので、休職して合宿に行こうかとも考えて

いたのですが、会社が有給休暇の取得を推奨してい

て、ちょうど有給休暇がたまっていた状態だったの

で、思い切って相談しました」と話す。相談を受け

た職場では、業務の引き継ぎなどを調整して休暇の

取得に協力してくれたという。スタッフは「最初は

長い休みを取りたいと言い出しにくかったけど、思

い切って相談してよかった。今度は休みを取ってド

ライブに行きたいですね」と笑顔を見せる。 

代表は、こうした様々な施策の効果を上げるのに一番重要なのは「会社が信頼される

こと」だと強調する。情報の開示もそのための手段の一つだという。「情報開示できるよ

うにするために、会社がありのままを見せても恥ずかしくない状態にすることが一番大

事。例えば、嘘をつかないとか、経理をごまかさないとか、コンプライアンスをしっか

り守るとか、この当たり前のことをちゃんとやる。その次に情報の透明化。会社の経理

やスタッフの残業時間、休暇の取得日数など様々な数字をスタッフだけでなく、入居者

にも公開する。そうすることでスタッフも会社の言うことを聞いてくれるし、建設的な

批判の声も上げることができる。僕たちは知恵を出したり、支えたりすることはできて

も、改善の最初の種を持ってくるのはスタッフなので、スタッフが声を上げられる限り

改善を続けることができる」と語る。 

 

（株式会社メグラス） 

休暇を取りやすい職場というスタッフ 
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3.9 テレワーク等の多様な働き方への対応  

（1）適正な労務管理下におけるテレワークの普及促進等 

企業等に雇用される労働者が行うテレワークについては、適正

な労務管理下におけるテレワークの導入・実施を進めていくこと

ができるよう、令和３年３月に改定した「テレワークの適切な導

入及び実施の推進のためのガイドライン」について、パンフレッ

トを作成し、周知を図っている。そのほか、テレワーク導入を検

討する民間企業等に対する専門家による無料の個別コンサルテ

ィング等を行った。また、テレワーク相談センターでの相談対応

の実施、国家戦略特別区域制度を活用し、東京都と連携して設置

した「東京テレワーク推進センター」による導入支援、事業主を

対象としたセミナーの開催、テレワークに先駆的に取り組む企業

等に対する表彰の実施、テレワーク導入経費に係る支援等により、適正な労務管理下におけ

るテレワークの普及を図った。 

このほか、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」に設置した相談窓口

において、テレワーク等の新しい働き方に伴う不安なども含む、働く人のメンタルヘルス不

調に関する相談を受け付けている。 

（2）副業・兼業の環境整備 

 副業・兼業については、副業・兼業を希望する方が近年増加傾向にある一方、副業先での労

働時間を把握し、自社での労働時間と通算管理することが困難であるとして、副業・兼業を認

めない企業が一定程度あった。 

 このため、副業・兼業の場合の労働時間管理及び健康管理について、「副業・兼業の促進に関

するガイドライン」（令和４年７月改定）において、労働者の申告等による副業先での労働時

間の把握や簡便な労働時間管理の方法を示すなど、ルールを明確化した。 

また、労災保険では、働いている全ての就業先の賃金額を基に保険給付を行い、一つの就業

先で労災認定されない場合は全ての就業先の業務上の負荷を総合的に評価して脳・心臓疾患及

び精神障害などの傷病について労災認定の判断をしている。 

企業も労働者も安心して副業・兼業を行うことができる環境を整備するため、ガイドライン

のわかりやすいパンフレットや、労働時間の申告の際に活用できる様式例、企業における取組

事例集などを作成し、丁寧に周知を行っている。 

さらに、副業・兼業を行う労働者の健康保持増進のための取組を推進するため、相談窓口に

おける相談対応を行うほか、労働者個人による健康管理を行うための健康管理アプリの普及を

図っている。 

（3）フリーランスが安心して働ける環境の整備  

 個人が事業者として受託した業務に安定的に従事することができる環境を整備するため、

令和６年11月の特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令和５年法律第25号。

以下「フリーランス・事業者間取引適正化等法」という。）の円滑な施行に向け、周知・広報

に取り組むとともに、関係する政省令等の整備や執行体制の充実など、必要な準備を進めた。

テレワーク等の多様な働き方への対応3.9
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内閣官房、公正取引委員会、中小企業庁、厚生労働省の連名で令和３年３月に策定した「フ

リーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン」についても、引き続

き周知・活用を図る。 

また、フリーランスと発注事業者等との取引上のトラブルなどについては、令和２年 11 月

に関係省庁が連携して設置した、フリーランスが弁護士にワンストップで相談できる窓口（フ

リーランス・トラブル 110 番）において、電話やメール等による丁寧な相談対応などを行って

いる。 

 労災保険の特別加入制度に関しては、フリーランス・事業者間取引適正化等法の制定等も

踏まえ、令和６年１月に省令を改正し、フリーランス・事業者間取引適正化等法に規定する

特定受託事業者が行う事業について、新たに特別加入制度の対象としたところであり、フリ

ーランスが安心して業務に従事できる環境整備を図る。 

 

3.10  商慣行・勤務環境等を踏まえた取組の推進  

（1）トラック運送業 
ア トラック運送業の概況 

トラック運転者には令和６年４月１日から、時間外労働を年 960 時間までとする上限規制

及び令和４年 12月 23 日に改正された「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平

成元年２月９日労働省告示第７号。以下「改善基準告示」という。）の適用が開始された。 

トラック運送業では、令和５年「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）によると、１か

月の所定内実労働時間数及び超過実労働時間数の合計は、営業用大型貨物自動車運転者では

212 時間、営業用普通・小型貨物自動車運転者では 209 時間となっており、調査産業全体の

平均の 178 時間を大きく上回っている。また、令和４年「就業構造基本調査」（総務省）で

は、週の労働時間が 60時間以上の雇用者割合（年間 200 日以上就業の者のうち正規の職員・

従業員）について、全体が 7.0％であるのに対し、自動車運転従事者では 30.9％であり、各

種調査においてトラック運転者の長時間労働の実態が明らかとなっている。 

さらに、令和５年度の脳・心臓疾患の労災支給決定（認定）件数 216 件のうち、66 件が道

路貨物運送業と、業種別で見た場合に最も多くなっており、長時間労働の改善は急務である

といえる。 

一方で、こうした長時間労働の背景には、コストに見合った適正な運賃が十分収受できな

い中で「ジャスト・イン・タイム」での納品を求められる、荷主側の都合により長時間の荷

待ちを強いられる（令和２年「トラック輸送状況の実態調査」（国土交通省）によると、全

体の 24％の運行で荷待ちが生じており、このうち 17.7％で２時間を超えているといった実

態が見られた。）などといった取引慣行上の問題が見られ、トラック事業者のみの努力では

解決することが難しく、荷主との取引関係の在り方も含めて改善を図っていくことが必要で

ある。 

イ いわゆる 2024 年問題と我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議 

いわゆる「2024 年問題」として、トラック運転者への時間外労働の上限規制等の適用に伴

い、何も対策を講じなかった場合には、2024 年度には 14％、2030 年度に 34％の輸送力が不

足する可能性があることが指摘されている。 

このため、荷主企業、物流事業者（運送・倉庫等）、一般消費者が協力して物流を支える
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環境整備について、政府一体となって総合的な検討を行うべく、令和５年３月に「我が国の

物流革新に関する関係閣僚会議」が設置・開催された。 

令和５年６月の第２回会議において、（１）商慣行の見直し、（２）物流の効率化、（３）

荷主・消費者の行動変容について抜本的・総合的な対策を「物流革新に向けた政策パッケー

ジ」（令和５年６月２日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）としてとりまとめ、

10 月の第３回会議では「物流革新緊急パッケージ」（令和５年 10 月６日我が国の物流の革

新に関する関係閣僚会議決定）を、令和６年２月の第４回会議では「2030 年度に向けた政府

の中長期計画」（令和６年２月 16日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）をそれ

ぞれ策定した。 

関係省庁においては、これらに基づきながら、荷待ち時間・荷役時間の削減に向けた取組

や、再配達削減に向けた取組などを行っており、令和６年度中に、荷待ち時間・荷役時間に

ついて、全トラック輸送のうち３割の運行で現状の３時間から２時間に削減する、再配達率

について、現状の 12％から６％に半減するなどの効果を得ることとされている。 

 

ウ 2024 年度に向けた業種・分野別物流の適正化・生産性向上に関する「自主行動計画」 

「物流革新に向けた政策パッケージ」に基づき、効率的な物流を実現するために荷主及び

物流事業者が早急に取り組むべき事項について、「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主

事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」（令和５年６月２日 経済産業省・農林水

産省・国土交通省策定）がとりまとめられた。 

本ガイドラインにおいて、荷主事業者の取組が必要な事項として「荷待ち時間・荷役作業

等にかかる時間の把握」や「荷待ち・荷役作業時間２時間以内ルール」などが定められてお

り、物流事業者の取組が必要な事項として「業務時間の把握・分析」や「長時間労働の抑制」

などが定められている。 

本ガイドラインを踏まえて、荷主企業・物流事業者はそれぞれ「自主行動計画」の作成を

進めており、令和５年 12 月 26 日時点で、103 団体・事業者が自主行動計画を策定している。 

エ トラックＧメンの設置と標準的な運賃の見直し 

令和６年４月からの時間外労働の上限規制の適用を見据え、平成 30 年に議員立法によっ

て貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 96 号）が成立し、令和６

年３月までの時限措置として「荷主対策の深度化」（トラック事業者の法令遵守に係る国土

交通大臣による荷主への働きかけや要請等）及び「標準的な運賃」の制度が創設された。一

方、新型コロナウイルス感染症や原油価格高騰などの影響を受け、トラック事業者の経営状

況は一層厳しさを増しており、荷待ち時間の削減や適正な運賃収受により労働条件を改善し、

担い手を確保するための取組は道半ばであることから、令和６年４月以降も「荷主対策の深

度化」及び「標準的な運賃」の制度を継続的に運用することが必要であるとして、令和５年

６月に、議員立法により貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（令和５年法律第 62号）

が成立し、これらの制度が「当分の間」の措置とされた。 

その上で、「物流革新に向けた政策パッケージ」に基づき、以下の取組が実施された。 

㋐ トラックＧメンの創設 

 適正な取引を阻害する疑いのある荷主企業・元請事業者等の監視を強化するために、令

和５年７月に国土交通省において、全国 162 名の体制の「トラックＧメン」が創設された。 

 トラックＧメンは、関係省庁と連携し、トラック事業者への積極的な情報収集のほか、

商慣行・勤務環境等を踏まえた取組の推進3.10
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内閣官房、公正取引委員会、中小企業庁、厚生労働省の連名で令和３年３月に策定した「フ

リーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン」についても、引き続

き周知・活用を図る。 

また、フリーランスと発注事業者等との取引上のトラブルなどについては、令和２年 11 月

に関係省庁が連携して設置した、フリーランスが弁護士にワンストップで相談できる窓口（フ

リーランス・トラブル 110 番）において、電話やメール等による丁寧な相談対応などを行って

いる。 

 労災保険の特別加入制度に関しては、フリーランス・事業者間取引適正化等法の制定等も

踏まえ、令和６年１月に省令を改正し、フリーランス・事業者間取引適正化等法に規定する

特定受託事業者が行う事業について、新たに特別加入制度の対象としたところであり、フリ

ーランスが安心して業務に従事できる環境整備を図る。 

 

3.10  商慣行・勤務環境等を踏まえた取組の推進  

（1）トラック運送業 
ア トラック運送業の概況 

トラック運転者には令和６年４月１日から、時間外労働を年 960 時間までとする上限規制

及び令和４年 12月 23 日に改正された「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平

成元年２月９日労働省告示第７号。以下「改善基準告示」という。）の適用が開始された。 

トラック運送業では、令和５年「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）によると、１か

月の所定内実労働時間数及び超過実労働時間数の合計は、営業用大型貨物自動車運転者では

212 時間、営業用普通・小型貨物自動車運転者では 209 時間となっており、調査産業全体の

平均の 178 時間を大きく上回っている。また、令和４年「就業構造基本調査」（総務省）で

は、週の労働時間が 60時間以上の雇用者割合（年間 200 日以上就業の者のうち正規の職員・

従業員）について、全体が 7.0％であるのに対し、自動車運転従事者では 30.9％であり、各

種調査においてトラック運転者の長時間労働の実態が明らかとなっている。 

さらに、令和５年度の脳・心臓疾患の労災支給決定（認定）件数 216 件のうち、66 件が道

路貨物運送業と、業種別で見た場合に最も多くなっており、長時間労働の改善は急務である

といえる。 

一方で、こうした長時間労働の背景には、コストに見合った適正な運賃が十分収受できな

い中で「ジャスト・イン・タイム」での納品を求められる、荷主側の都合により長時間の荷

待ちを強いられる（令和２年「トラック輸送状況の実態調査」（国土交通省）によると、全

体の 24％の運行で荷待ちが生じており、このうち 17.7％で２時間を超えているといった実

態が見られた。）などといった取引慣行上の問題が見られ、トラック事業者のみの努力では

解決することが難しく、荷主との取引関係の在り方も含めて改善を図っていくことが必要で

ある。 

イ いわゆる 2024 年問題と我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議 

いわゆる「2024 年問題」として、トラック運転者への時間外労働の上限規制等の適用に伴

い、何も対策を講じなかった場合には、2024 年度には 14％、2030 年度に 34％の輸送力が不

足する可能性があることが指摘されている。 

このため、荷主企業、物流事業者（運送・倉庫等）、一般消費者が協力して物流を支える
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環境整備について、政府一体となって総合的な検討を行うべく、令和５年３月に「我が国の

物流の革新に関する関係閣僚会議」が設置・開催された。 

令和５年６月の第２回会議において、（１）商慣行の見直し、（２）物流の効率化、（３）

荷主・消費者の行動変容について抜本的・総合的な対策を「物流革新に向けた政策パッケー

ジ」（令和５年６月２日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）としてとりまとめ、

10 月の第３回会議では「物流革新緊急パッケージ」（令和５年 10 月６日我が国の物流の革

新に関する関係閣僚会議決定）を、令和６年２月の第４回会議では「2030 年度に向けた政府

の中長期計画」（令和６年２月 16日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）をそれ

ぞれ策定した。 

関係省庁においては、これらに基づきながら、荷待ち時間・荷役時間の削減に向けた取組

や、再配達削減に向けた取組などを行っており、令和６年度中に、荷待ち時間・荷役時間に

ついて、全トラック輸送のうち３割の運行で現状の３時間から２時間に削減する、再配達率

について、現状の 12％から６％に半減するなどの効果を得ることとされている。 

 

ウ 2024 年度に向けた業種・分野別物流の適正化・生産性向上に関する「自主行動計画」 

「物流革新に向けた政策パッケージ」に基づき、効率的な物流を実現するために荷主及び

物流事業者が早急に取り組むべき事項について、「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主

事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」（令和５年６月２日 経済産業省・農林水

産省・国土交通省策定）がとりまとめられた。 

本ガイドラインにおいて、荷主事業者の取組が必要な事項として「荷待ち時間・荷役作業

等にかかる時間の把握」や「荷待ち・荷役作業時間２時間以内ルール」などが定められてお

り、物流事業者の取組が必要な事項として「業務時間の把握・分析」や「長時間労働の抑制」

などが定められている。 

本ガイドラインを踏まえて、荷主企業・物流事業者はそれぞれ「自主行動計画」の作成を

進めており、令和５年 12 月 26 日時点で、103 団体・事業者が自主行動計画を策定している。 

エ トラックＧメンの設置と標準的な運賃の見直し 

令和６年４月からの時間外労働の上限規制の適用を見据え、平成 30 年に議員立法によっ

て貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 96 号）が成立し、令和６

年３月までの時限措置として「荷主対策の深度化」（トラック事業者の法令遵守に係る国土

交通大臣による荷主への働きかけや要請等）及び「標準的な運賃」の制度が創設された。一

方、新型コロナウイルス感染症や原油価格高騰などの影響を受け、トラック事業者の経営状

況は一層厳しさを増しており、荷待ち時間の削減や適正な運賃収受により労働条件を改善し、

担い手を確保するための取組は道半ばであることから、令和６年４月以降も「荷主対策の深

度化」及び「標準的な運賃」の制度を継続的に運用することが必要であるとして、令和５年

６月に、議員立法により貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（令和５年法律第 62号）

が成立し、これらの制度が「当分の間」の措置とされた。 

その上で、「物流革新に向けた政策パッケージ」に基づき、以下の取組が実施された。 

㋐ トラックＧメンの創設 

 適正な取引を阻害する疑いのある荷主企業・元請事業者等の監視を強化するために、令

和５年７月に国土交通省において、全国 162 名の体制の「トラックＧメン」が創設された。 

 トラックＧメンは、関係省庁と連携し、トラック事業者への積極的な情報収集のほか、
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悪質な荷主等に対し、貨物自動車運送事業法に基づく「要請」等の是正指導を実施してい

る。令和５年 11 月及び 12 月を「集中監視月間」と位置付けて取組を強化し、制度創設以

降初となる「勧告」を２件実施し、その旨公表したほか、「働きかけ」を 47 件、「要請」

を 164 件実施するなど、是正指導を徹底した。 

㋑ 標準的な運賃の見直し 

 荷待ち・荷役に係る費用、燃料高騰分、下請けに発注する際の手数料等も含めて、荷主

等に適正に転嫁できるよう、国土交通省において、「標準的な運賃・標準運送約款の見直

しに向けた検討会」を令和５年８月から計３回開催し、12 月に荷主への適正な転嫁、多重

下請け構造の是正等、多様な運賃・料金設定等を見直しの柱とする提言が取りまとめられ

た。 

同検討会での議論等を踏まえ、国土交通省は、令和６年３月に新たな標準的な運賃を告

示し、運賃水準を平均８％引き上げるとともに、荷待ち・荷役の対価、下請け手数料など

の新たな運賃項目を設定した。 

オ 長時間の荷待ちを発生させないことについての労働基準監督署による荷主等への要請等 

厚生労働省においても、トラック運送業者と発着荷主等が協力してトラック運転者の長時

間労働の改善に取り組めるよう、令和４年 12 月、都道府県労働局の「荷主特別対策担当官」

を中心に、都道府県労働局・労働基準監督署のメンバーにより、「荷主特別対策チーム」を

編成した。 

上記の「トラックＧメン」が設置されて以降、長時間の恒常的な荷待ちを発生させている

こと等が疑われる事案については、国土交通省の求めに応じて、トラックＧメンが実施する

貨物自動車運送事業法に基づく「働きかけ」等に荷主特別対策担当官も参加している。 

 

また、同じく令和４年 12 月から、厚生労働省の Web サイトに、「長時間の荷待ちに関する

情報メール窓口」を新設し、発着荷主等が長時間の荷待ちを発生させていると疑われる事案

などを収集するとともに、このメール窓口に寄せられた情報や、労働基準監督署が監督指導

時に把握した情報を基に、労働基準監督署から発着荷主等に対し、長時間の荷待ちを発生さ

せないことについて、要請する取組を実施しているところ、令和４年 12月から令和６年６月

までの間に、本要請を 14,353 件実施した。 

令和５年 10 月からは、本要請に際して、「標準的な運賃」の周知も併せて行っており、「標

準的な運賃」への理解と協力を呼びかけている。 

さらに、令和５年度からは、要請を行った荷主の情報を広く国土交通省に提供し、トラッ

クＧメンによる働きかけ等の対象選定に活用するなど、厚生労働省は国土交通省との連携を

強めている。 

カ 国民全体に向けた周知広報等 

トラック運転者等の長時間労働を改善するには、荷主等の取引関係者ひいては国民全体の

行動変容を促し、社会的な機運醸成を図ることが必要であることから、厚生労働省は令和５

年６月から、国土交通省と連携して働き方改革の重要性や業界が抱える課題について周知広

報を行っている。 
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具体的には、令和５年６月に特設サイト「はたらきかたススメ」（https:// 

hatarakikatasusume.mhlw.go.jp）を開設して一般国民向けの広報動画を、さら

に７月からは荷主向けの広報動画を公開して、荷主に向けては荷待ち時間の削

減のための取組への協力を、一般国民の方に向けては、再配達削減のための配

慮をそれぞれ呼びかけている。 

なお、再配達削減については、国土交通省においても、令和５年４月を再配達削減 PR 月間

と位置付けて広報を実施した。令和６年４月も同様に再配達削減 PR 月間とされ、同省におい

て宅配事業者、EC 事業者等と連携した取組を実施することとされている。 

 

また、厚生労働省においては、「自動車運転者の長時間労働改善に向けたポ

ータルサイト」（https://driver-roudou-jikan.mhlw.go.jp/）（令和元年度開

設、旧「トラック運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト」）におい

て、運送事業者や荷主等に向けて、自動車運転者の労働時間に関する法令や長

時間労働の改善に向けた具体的な取組・施策などを周知している。 

本ポータルサイトにおいては、令和６年４月からの自動車運転者への時間外労働の上限規

制や改正された改善基準告示の適用に備え、令和４年度には、改正後の改善基準告示の内容

や働き方改革に取り組む事業者の事例等を取りまとめた「改善ハンドブック」を掲載し、令

和５年度には、「改善ハンドブック」の解説動画や、改正後の改善基準の内容を更にわかり

やすくまとめた「改善基準告示学習用テキスト」及びその解説動画を掲載するなど、自動車

運転者の長時間労働の改善に必要な情報発信を行っている。 

キ 今後に向けた物流に関する法改正について 

 「2024 年問題」は、喫緊の課題であると同時に、年々深刻化していく構造的な課題でもあ

り、継続的に対応していく必要があるため、令和６年２月には、多重下請構造是正のための

運送体制の可視化の義務付けなど、適正な運賃収受を図る措置や、荷主に荷待ち時間削減等

の取組を義務付ける措置などを盛り込んだ、「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する

法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案」を国会に提出し、令和６年４月に

成立した。 

「トラック運送業界における多重下請構造の是正」、「適正運賃収受」、「荷待ち時間の削減」

などの政策目標を着実に達成すべく、あらゆる施策を組み合わせて、政府一丸となって物流

の持続的成長を図っていく。 

石川県金沢市を拠点に機械、鋼材、水道管などの

大型貨物輸送を中心に展開する野々市運輸機工株式

会社は、1966 年創業の歴史を誇り、従業員 55人、

43 台のトラックを有する（2024 年 6 月現在）運輸

会社だ。運送業を営む同社はいわゆる「2024 年問題」

に直面している。その中で、同社は IT 導入と新た
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悪質な荷主等に対し、貨物自動車運送事業法に基づく「要請」等の是正指導を実施してい

る。令和５年 11 月及び 12 月を「集中監視月間」と位置付けて取組を強化し、制度創設以

降初となる「勧告」を２件実施し、その旨公表したほか、「働きかけ」を 47 件、「要請」

を 164 件実施するなど、是正指導を徹底した。 

㋑ 標準的な運賃の見直し 

 荷待ち・荷役に係る費用、燃料高騰分、下請けに発注する際の手数料等も含めて、荷主

等に適正に転嫁できるよう、国土交通省において、「標準的な運賃・標準運送約款の見直

しに向けた検討会」を令和５年８月から計３回開催し、12 月に荷主への適正な転嫁、多重

下請け構造の是正等、多様な運賃・料金設定等を見直しの柱とする提言が取りまとめられ

た。 

同検討会での議論等を踏まえ、国土交通省は、令和６年３月に新たな標準的な運賃を告

示し、運賃水準を平均８％引き上げるとともに、荷待ち・荷役の対価、下請け手数料など

の新たな運賃項目を設定した。 

オ 長時間の荷待ちを発生させないことについての労働基準監督署による荷主等への要請等 

厚生労働省においても、トラック運送業者と発着荷主等が協力してトラック運転者の長時

間労働の改善に取り組めるよう、令和４年 12 月、都道府県労働局の「荷主特別対策担当官」

を中心に、都道府県労働局・労働基準監督署のメンバーにより、「荷主特別対策チーム」を

編成した。 

上記の「トラックＧメン」が設置されて以降、長時間の恒常的な荷待ちを発生させている

こと等が疑われる事案については、国土交通省の求めに応じて、トラックＧメンが実施する

貨物自動車運送事業法に基づく「働きかけ」等に荷主特別対策担当官も参加している。 

 

また、同じく令和４年 12 月から、厚生労働省の Web サイトに、「長時間の荷待ちに関する

情報メール窓口」を新設し、発着荷主等が長時間の荷待ちを発生させていると疑われる事案

などを収集するとともに、このメール窓口に寄せられた情報や、労働基準監督署が監督指導

時に把握した情報を基に、労働基準監督署から発着荷主等に対し、長時間の荷待ちを発生さ

せないことについて、要請する取組を実施しているところ、令和４年 12月から令和６年６月

までの間に、本要請を 14,353 件実施した。 

令和５年 10 月からは、本要請に際して、「標準的な運賃」の周知も併せて行っており、「標

準的な運賃」への理解と協力を呼びかけている。 

さらに、令和５年度からは、要請を行った荷主の情報を広く国土交通省に提供し、トラッ

クＧメンによる働きかけ等の対象選定に活用するなど、厚生労働省は国土交通省との連携を

強めている。 

カ 国民全体に向けた周知広報等 

トラック運転者等の長時間労働を改善するには、荷主等の取引関係者ひいては国民全体の

行動変容を促し、社会的な機運醸成を図ることが必要であることから、厚生労働省は令和５

年６月から、国土交通省と連携して働き方改革の重要性や業界が抱える課題について周知広

報を行っている。 
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具体的には、令和５年６月に特設サイト「はたらきかたススメ」（https:// 

hatarakikatasusume.mhlw.go.jp）を開設して一般国民向けの広報動画を、さら

に７月からは荷主向けの広報動画を公開して、荷主に向けては荷待ち時間の削

減のための取組への協力を、一般国民の方に向けては、再配達削減のための配

慮をそれぞれ呼びかけている。 

なお、再配達削減については、国土交通省においても、令和５年４月を再配達削減 PR 月間

と位置付けて広報を実施した。令和６年４月も同様に再配達削減 PR 月間とされ、同省におい

て宅配事業者、EC 事業者等と連携した取組を実施することとされている。 

 

また、厚生労働省においては、「自動車運転者の長時間労働改善に向けたポ

ータルサイト」（https://driver-roudou-jikan.mhlw.go.jp/）（令和元年度開

設、旧「トラック運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト」）におい

て、運送事業者や荷主等に向けて、自動車運転者の労働時間に関する法令や長

時間労働の改善に向けた具体的な取組・施策などを周知している。 

本ポータルサイトにおいては、令和６年４月からの自動車運転者への時間外労働の上限規
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やすくまとめた「改善基準告示学習用テキスト」及びその解説動画を掲載するなど、自動車

運転者の長時間労働の改善に必要な情報発信を行っている。 

キ 今後に向けた物流に関する法改正について 

 「2024 年問題」は、喫緊の課題であると同時に、年々深刻化していく構造的な課題でもあ

り、継続的に対応していく必要があるため、令和６年２月には、多重下請構造是正のための

運送体制の可視化の義務付けなど、適正な運賃収受を図る措置や、荷主に荷待ち時間削減等

の取組を義務付ける措置などを盛り込んだ、「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する

法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律案」を国会に提出し、令和６年４月に

成立した。 

「トラック運送業界における多重下請構造の是正」、「適正運賃収受」、「荷待ち時間の削減」

などの政策目標を着実に達成すべく、あらゆる施策を組み合わせて、政府一丸となって物流

の持続的成長を図っていく。 

石川県金沢市を拠点に機械、鋼材、水道管などの

大型貨物輸送を中心に展開する野々市運輸機工株式

会社は、1966 年創業の歴史を誇り、従業員 55人、

43 台のトラックを有する（2024 年 6 月現在）運輸

会社だ。運送業を営む同社はいわゆる「2024 年問題」

に直面している。その中で、同社は IT 導入と新た
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なビジネスモデルの構築によるドライバーの働き方改革に取り組んでいる。 

 

社員の辞職を機に改革に着手 
大手の運送会社で勤務経験がある同社社長は「当時、夜中まで働いていて、業界全体

がそんな感じで、ドライバーの労働時間っていうのは、すごく長かった」と振り返る。

2007 年に父が経営する同社に入ったが、2008 年のリーマンショックや 2011 年の東日

本大震災を経て、企業の設備投資が落ち込んだため、メインの仕事だった工作機械や鋼

材などの輸送の需要も激減した。そんな時、ベテランドライバーが「このままだとみん

な辞めてしまう」と警告したという。 

「その頃は仕事が少なく、ドライバーにとってき

つい仕事しかありませんでした。長時間労働が当た

り前で社員同士の関係もあまり良くなく、職場の雰

囲気も悪かった。何かしなければいけないと思って

いたが、どうしようもないとあきらめていた」とい

う。だが、有望な中途採用の若手が入社後 2 週間で

退職を申し出たという。「理由を聞くと、『みんな

が休憩室で会社の悪口を言っていて、自分は一丸となって働きたいのに、今の会社では

無理なので辞めたい』と言われました」と明かす。 

危機感を感じ、経営者が集まる研修などに参加して会社の経営理念をつくり始めた。

経営理念を作る過程で、創業者の祖父にトラック 1 台から会社を立ち上げてからの歴史

を聞いた。「社員が事故を起こして大変なこともあったし、オイルショックなど大変な 

時期があって、高速道路のない、ガタガタの下道を走って全国に届けた。でも今まで続

けてこれたのは従業員が頑張ってきてくれたおかげや」という祖父の言葉を聞いて、社

員ときちんと向き合おうと決意したという。 

 そこで社員全員の意見を聞くと、社員から不満の声が次々と上がった。「ダムが決壊

したかのようで、この会社の存在意義を疑うほどでしたが、意見を受け止めて、『やる』

『やらない』をはっきり決めていった。それから少しずつ雰囲気も変わっていきました」

という。その後、経営層とリーダー層が参加し、社員が幸せに働くことを目的として、

毎回議題を挙げ目標達成のため意見を出し合う「野未会（野々市運輸機工の未来をつく

る会議）」を設置して、従業員の要望や意見を吸い上げることにした。 

 

常態化したドライバーの長時間労働にメス 
こうした改革の中で、最大の課題はやはりドライバーの長時間労働の常態化だった。

一人のドライバーが荷物を積んで、遠方の届け先まで運ぶ。そして走った分だけ報酬が

出るという歩合制の給与体系だったため、ドライバーは運転時間を短くしようという意

識も低く、収入を確保するために休みなしで働くことも多かったという。 

しかし、地域ごとの運送会社が連携してそれぞれの地域で荷物を集積して届ける、「中

継輸送」という形式のネットワークに参加することで 1 回の輸送距離を短縮でき、労働

時間の短縮につながった。さらに、ドライバーの運転時間の削減を目的として高速道路

社員と向き合おうと決意したという社長 
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利用料金分の負担などを荷主と交渉した。「働き方改革の潮流や 2024 年問題の報道な

どもあり、荷主企業の理解を得られた」と語る。運転時間が短くなったため歩合制は廃

止したが、ドライバーの待遇は向上した。「労働時間を減らして待遇が下がったら、会

社が儲けるためだと思われてしまう。中継輸送を推進することで新たな取引先からの発

注も増え、企業努力で待遇を上げられたことが非常に重要だった」と説明する。 

また、クラウド型の受発注システムを導入し、これまで電話が中心だった受注をイン

ターネットで対応することにより、配車担当者の電話対応時間の削減や効率的な配車が

できるようになった。さらに従業員全員にスマート

フォンを貸与し、業務連絡をチャットで行うように

した。トラックの運転状況を記録するデジタルタコ

グラフを通信型にすることで、ドライバーの運転時

間や休憩状況などをリアルタイムで見える化し、運

転時間が改善基準告示で定められた時間を超過しそ

うな場合は注意するなど管理がしやすくなった。 

 入社 36 年で元ドライバーの配車担当社員はデジタル化によって「電話の本数も減り、

その時間を他に使える。以前は配車表が紙だったが、デジタル化したことによって配車

表をみんなに共有できるので、誰が何の仕事をしているのかすぐ分かる。ドライバーが

長く走っていたりすると連絡することもありますが、ドライバーから『あとどれぐらい

走れますか』とか、相談が来るなどドライバーの意識も強くなってきています」と語る。

入社 10 年という 30 代の中堅ドライバーは「以前は今よりも長い距離を運ぶことも多か

ったので、ついつい長時間運転をしていたが、中継輸送で距離も短くなり、休憩を取ら

ずに運転しているとシステムで警告されるので、こまめに休憩を取るようになった」と

変化を語る。長時間運転による判断力や認知の低下が事故につながっていたが、運転時

間を管理することで、交通事故も激減したという。 

配車担当社員は「中継輸送を推進する前のドライバーの仕事は自己完結型で、社員同

士の接点は少なく、むしろ自分のトラックや積み荷も触って欲しくないというドライバ

ーがほとんどでした」と語るように、ドライバーはバラバラだったため、ドライバーに

中継輸送の意義を説明したり、会社が費用を全額負担する免許取得制度を導入し、ドラ

イバーの資格やノウハウを標準化した。 

社長は「仕事が属人的になってしまうと有給休暇も取れないようになってくる。また、

退職者が出たり、親の介護などで長期離脱したりすると、その代わりの人を育てるのに

時間がかかるので、できるだけ仕事をみなで回して、組織力を強化した。それぞれが他

の仕事を経験すると相互理解が進んで、個人戦からチーム戦に変わりました。社員同士

の関係の質をいかに高めるかということが非常に大事だと思いました」と手応えを語る。

現在は、組織力が高まったことにより年次有給休暇も取得しやすい環境が整備されてき

た。 

業務の効率化を図るだけでなく、社員の関係構築にも IT の積極的な導入が役立った。

社員同士がちょっとした心遣いをしたときに感謝の気持ちを伝える「ありがとうカード」

をグループチャットで送ることによって、コミュニケーションの機会を増やすことにつ

システムを使って配車を行うベテラン社員 
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なビジネスモデルの構築によるドライバーの働き方改革に取り組んでいる。 

 

社員の辞職を機に改革に着手 
大手の運送会社で勤務経験がある同社社長は「当時、夜中まで働いていて、業界全体

がそんな感じで、ドライバーの労働時間っていうのは、すごく長かった」と振り返る。

2007 年に父が経営する同社に入ったが、2008 年のリーマンショックや 2011 年の東日

本大震災を経て、企業の設備投資が落ち込んだため、メインの仕事だった工作機械や鋼

材などの輸送の需要も激減した。そんな時、ベテランドライバーが「このままだとみん

な辞めてしまう」と警告したという。 

「その頃は仕事が少なく、ドライバーにとってき

つい仕事しかありませんでした。長時間労働が当た

り前で社員同士の関係もあまり良くなく、職場の雰

囲気も悪かった。何かしなければいけないと思って

いたが、どうしようもないとあきらめていた」とい

う。だが、有望な中途採用の若手が入社後 2 週間で

退職を申し出たという。「理由を聞くと、『みんな

が休憩室で会社の悪口を言っていて、自分は一丸となって働きたいのに、今の会社では

無理なので辞めたい』と言われました」と明かす。 

危機感を感じ、経営者が集まる研修などに参加して会社の経営理念をつくり始めた。

経営理念を作る過程で、創業者の祖父にトラック 1 台から会社を立ち上げてからの歴史

を聞いた。「社員が事故を起こして大変なこともあったし、オイルショックなど大変な 

時期があって、高速道路のない、ガタガタの下道を走って全国に届けた。でも今まで続

けてこれたのは従業員が頑張ってきてくれたおかげや」という祖父の言葉を聞いて、社

員ときちんと向き合おうと決意したという。 

 そこで社員全員の意見を聞くと、社員から不満の声が次々と上がった。「ダムが決壊

したかのようで、この会社の存在意義を疑うほどでしたが、意見を受け止めて、『やる』

『やらない』をはっきり決めていった。それから少しずつ雰囲気も変わっていきました」

という。その後、経営層とリーダー層が参加し、社員が幸せに働くことを目的として、

毎回議題を挙げ目標達成のため意見を出し合う「野未会（野々市運輸機工の未来をつく

る会議）」を設置して、従業員の要望や意見を吸い上げることにした。 

 

常態化したドライバーの長時間労働にメス 
こうした改革の中で、最大の課題はやはりドライバーの長時間労働の常態化だった。

一人のドライバーが荷物を積んで、遠方の届け先まで運ぶ。そして走った分だけ報酬が

出るという歩合制の給与体系だったため、ドライバーは運転時間を短くしようという意

識も低く、収入を確保するために休みなしで働くことも多かったという。 

しかし、地域ごとの運送会社が連携してそれぞれの地域で荷物を集積して届ける、「中

継輸送」という形式のネットワークに参加することで 1 回の輸送距離を短縮でき、労働

時間の短縮につながった。さらに、ドライバーの運転時間の削減を目的として高速道路

社員と向き合おうと決意したという社長 
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利用料金分の負担などを荷主と交渉した。「働き方改革の潮流や 2024 年問題の報道な

どもあり、荷主企業の理解を得られた」と語る。運転時間が短くなったため歩合制は廃

止したが、ドライバーの待遇は向上した。「労働時間を減らして待遇が下がったら、会

社が儲けるためだと思われてしまう。中継輸送を推進することで新たな取引先からの発

注も増え、企業努力で待遇を上げられたことが非常に重要だった」と説明する。 

また、クラウド型の受発注システムを導入し、これまで電話が中心だった受注をイン

ターネットで対応することにより、配車担当者の電話対応時間の削減や効率的な配車が

できるようになった。さらに従業員全員にスマート

フォンを貸与し、業務連絡をチャットで行うように

した。トラックの運転状況を記録するデジタルタコ

グラフを通信型にすることで、ドライバーの運転時

間や休憩状況などをリアルタイムで見える化し、運

転時間が改善基準告示で定められた時間を超過しそ

うな場合は注意するなど管理がしやすくなった。 

 入社 36 年で元ドライバーの配車担当社員はデジタル化によって「電話の本数も減り、

その時間を他に使える。以前は配車表が紙だったが、デジタル化したことによって配車

表をみんなに共有できるので、誰が何の仕事をしているのかすぐ分かる。ドライバーが

長く走っていたりすると連絡することもありますが、ドライバーから『あとどれぐらい

走れますか』とか、相談が来るなどドライバーの意識も強くなってきています」と語る。

入社 10 年という 30 代の中堅ドライバーは「以前は今よりも長い距離を運ぶことも多か

ったので、ついつい長時間運転をしていたが、中継輸送で距離も短くなり、休憩を取ら

ずに運転しているとシステムで警告されるので、こまめに休憩を取るようになった」と

変化を語る。長時間運転による判断力や認知の低下が事故につながっていたが、運転時

間を管理することで、交通事故も激減したという。 

配車担当社員は「中継輸送を推進する前のドライバーの仕事は自己完結型で、社員同

士の接点は少なく、むしろ自分のトラックや積み荷も触って欲しくないというドライバ

ーがほとんどでした」と語るように、ドライバーはバラバラだったため、ドライバーに

中継輸送の意義を説明したり、会社が費用を全額負担する免許取得制度を導入し、ドラ

イバーの資格やノウハウを標準化した。 

社長は「仕事が属人的になってしまうと有給休暇も取れないようになってくる。また、

退職者が出たり、親の介護などで長期離脱したりすると、その代わりの人を育てるのに

時間がかかるので、できるだけ仕事をみなで回して、組織力を強化した。それぞれが他

の仕事を経験すると相互理解が進んで、個人戦からチーム戦に変わりました。社員同士

の関係の質をいかに高めるかということが非常に大事だと思いました」と手応えを語る。

現在は、組織力が高まったことにより年次有給休暇も取得しやすい環境が整備されてき

た。 

業務の効率化を図るだけでなく、社員の関係構築にも IT の積極的な導入が役立った。

社員同士がちょっとした心遣いをしたときに感謝の気持ちを伝える「ありがとうカード」

をグループチャットで送ることによって、コミュニケーションの機会を増やすことにつ

システムを使って配車を行うベテラン社員 
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なげている。また、コンサルタントによる健康指導やドライブレコーダーの映像を使っ

た安全運転講習などの動画を制作、e ラーニングのシステムにコンテンツとして掲載し、

社員への発信や視聴状況を確認するという試みも行っている。 

「どうしてもドライバーはコンビニ食とかに頼りがちなので、健康指導の専門家と契

約して、食事の改善を指導してもらっています。運転講習などの研修もなかなか社員を

集めて行うのは難しい。動画にすれば荷物の積み下ろしを待っている時など、すき間時

間に見られる。人的資本経営という言葉もありますが、会社が社員の健康面も支援して

パフォーマンスをいかに高めるかが非常に重要な時代が来ている。車は車検などで不具

合があれば修理するのに、人間は健康診断で悪い結果が出てもそこのケアはしていない

と思って、日々の運行点検のように社員の健康と安

全もチェックしなければと考えています」という。 

こうした働き方改革の効果は、社員の年齢構成の

面にも表れている。10 年前は 20～30 代の社員は 1

人しかいなかったが、いまでは社員の 3 分の 1 が 20

～30 代になった。さらに以前は 10％以上だった離

職率も 5％を切っている。「社員のストレスチェック

を実施しているが、メンタルに問題があったり、人

間関係で会社を辞めたりという社員もいなくなり、

新入社員の定着も非常にいい」と自信を深めている。 

社長は「改革を始めて 10 年になるが、一つ一つ目の前の課題を解決していくことを積

み重ねたのが、線としてつながったように感じている。2024 年問題が注目されているこ

とを逆手に取って、こうした取組を発信していきたい」と語り、SNS を使って会社のあ

りのままを紹介する動画を公開しながら、さらなる改革を目指している。 

 

（野々市運輸機工株式会社） 
 

（2）教職員  
ア 学校における働き方改革 

教師の勤務実態を踏まえ、業務負担の軽減を図ることは喫緊の課題であり、平成 29年６月

から、文部科学大臣の諮問機関である中央教育審議会において、新しい時代の教育に向けた

持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方

策について審議が行われ、平成 31 年１月に「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指

導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」

（以下「答申」という。）が取りまとめられた。 

志ある教師が、適切な勤務時間管理がなされていなかった中で勤務の長時間化が止められ

ず、ついに過労死等に至ってしまう事態は、本人はもとより、その遺族又は家族にとって計

り知れない苦痛であるとともに、児童生徒や学校にとっても大きな損失である。さらに、不

幸にも過労死等が生じた場合に勤務実態が把握されていなかったことをもって公務災害の認

定に非常に多くの時間がかかり、遺族又は家族を一層苦しめる事例も報告されていることが

指摘されている。勤務時間管理の徹底や業務の縮減を図り、一刻も早く改善しなければなら

積極的に休みを取るようになったとい

うドライバー 
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ない。志ある教師の過労死等の事態は決してあってはならないものであり、教師のこれまで

の働き方を見直し、教師が自らの授業を磨くとともに、その人間性や創造性を高め、子供た

ちに対して効果的な教育活動を行うことができるようになるという、学校における働き方改

革の目的を実現するため、答申においては①勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意

識した働き方改革の促進、②学校及び教師が担う業務の明確化・適正化、③学校の組織運営

体制の在り方、④教師の勤務の在り方を踏まえた勤務時間制度の改革、⑤学校における働き

方改革の実現に向けた環境整備等の一体的な推進が必要であると提言された。 

こうした学校における働き方改革の取組をさらに進めるための一つのきっかけとして、文

部科学省が平成 31 年１月に策定した「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドラ

イン」を法的根拠のある「指針」*3に格上げするとともに、休日の「まとめ取り」のため、一

年単位の変形労働時間制を各地方公共団体の判断により条例で選択的に活用できるよう、公

立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和

元年法律第 72 号）が令和元年 12月４日に成立し、「指針」は令和２年４月１日、一年単位

の変形労働時間制は令和３年４月１日に施行された。 

文部科学省としては、この「指針」において、いわゆる「超勤４項目」*4以外の業務を行う

時間を含め、教育職員が学校教育活動に関する業務を行っている時間として外形的に把握す

ることができる時間を「在校等時間」とし、勤務時間管理の対象とすることとした上で、働

き方改革関連法において改正された労働基準法等を踏まえて、所定の勤務時間を超える在校

等時間の上限時間を月 45 時間、年 360 時間以内等とした。「指針」に基づき、校長等の学校

の管理職や教育委員会には、客観的な勤務実態の把握を前提に、時間外在校等時間の要因の

整理・分析・検証、時間外勤務縮減に向けた適切な対策等を行うことが求められる。 

また、教師等が担う業務の明確化・適正化に向けて、令和２年７月に各教育委員会に対し

て「教諭等の標準的な職務の明確化に係る学校管理規則参考例等の送付について（通知）」

等を発出した。さらに、各教育委員会や学校における働き方改革の進捗状況を明確にし、市

区町村別の公表等や取組事例の展開を通じて、働き方改革の取組を促進するため、平成 30年

度までの「教育委員会における学校の業務改善取組状況調査」を抜本的に見直し、令和元年

度から「教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査」を実施し、令和５年

12 月に令和５年度の調査結果を公表した。調査結果としては、各教育委員会における、IC カ

ードやタイムカード等の記録による客観的な方法での在校等時間の把握（以下「客観把握」

という。）は、88.5％の教育委員会において、域内全ての小学校、中学校、高等学校で客観

把握が適切に行われていることが確認された。引き続き、働き方改革の出発地点でもある客

観把握が一刻も早く全国全ての都道府県・市区町村において行われるよう、進捗状況をフォ

ローアップしていく。 

教育委員会や学校現場において取り組まれている働き方改革に向けた取組事例を広く展開

し、教育委員会や学校における実践につなげるため、全国の学校から集めた取組について削

 

*3「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福

祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」（令和２年文部科学省告示第１号） 

*4  公立学校の教育職員に時間外勤務を命ずる場合は、いわゆる「超勤４項目」に従事する場合であって、臨時又は緊

急のやむを得ない必要があるときに限られる。超勤４項目とは、①校外実習その他生徒の実習に関する業務、②修

学旅行その他学校の行事に関する業務、③職員会議（設置者の定めるところにより学校に置かれるものをいう。）に

関する業務、④非常災害の場合、児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場合その他やむを得ない場合

に必要な業務をいう。 
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なげている。また、コンサルタントによる健康指導やドライブレコーダーの映像を使っ

た安全運転講習などの動画を制作、e ラーニングのシステムにコンテンツとして掲載し、

社員への発信や視聴状況を確認するという試みも行っている。 

「どうしてもドライバーはコンビニ食とかに頼りがちなので、健康指導の専門家と契

約して、食事の改善を指導してもらっています。運転講習などの研修もなかなか社員を

集めて行うのは難しい。動画にすれば荷物の積み下ろしを待っている時など、すき間時

間に見られる。人的資本経営という言葉もありますが、会社が社員の健康面も支援して

パフォーマンスをいかに高めるかが非常に重要な時代が来ている。車は車検などで不具

合があれば修理するのに、人間は健康診断で悪い結果が出てもそこのケアはしていない

と思って、日々の運行点検のように社員の健康と安

全もチェックしなければと考えています」という。 

こうした働き方改革の効果は、社員の年齢構成の

面にも表れている。10 年前は 20～30 代の社員は 1

人しかいなかったが、いまでは社員の 3 分の 1 が 20

～30 代になった。さらに以前は 10％以上だった離

職率も 5％を切っている。「社員のストレスチェック

を実施しているが、メンタルに問題があったり、人

間関係で会社を辞めたりという社員もいなくなり、

新入社員の定着も非常にいい」と自信を深めている。 

社長は「改革を始めて 10 年になるが、一つ一つ目の前の課題を解決していくことを積

み重ねたのが、線としてつながったように感じている。2024 年問題が注目されているこ

とを逆手に取って、こうした取組を発信していきたい」と語り、SNS を使って会社のあ

りのままを紹介する動画を公開しながら、さらなる改革を目指している。 

 

（野々市運輸機工株式会社） 
 

（2）教職員  
ア 学校における働き方改革 

教師の勤務実態を踏まえ、業務負担の軽減を図ることは喫緊の課題であり、平成 29年６月

から、文部科学大臣の諮問機関である中央教育審議会において、新しい時代の教育に向けた

持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方

策について審議が行われ、平成 31 年１月に「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指

導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」

（以下「答申」という。）が取りまとめられた。 

志ある教師が、適切な勤務時間管理がなされていなかった中で勤務の長時間化が止められ

ず、ついに過労死等に至ってしまう事態は、本人はもとより、その遺族又は家族にとって計

り知れない苦痛であるとともに、児童生徒や学校にとっても大きな損失である。さらに、不

幸にも過労死等が生じた場合に勤務実態が把握されていなかったことをもって公務災害の認

定に非常に多くの時間がかかり、遺族又は家族を一層苦しめる事例も報告されていることが

指摘されている。勤務時間管理の徹底や業務の縮減を図り、一刻も早く改善しなければなら

積極的に休みを取るようになったとい

うドライバー 
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ない。志ある教師の過労死等の事態は決してあってはならないものであり、教師のこれまで

の働き方を見直し、教師が自らの授業を磨くとともに、その人間性や創造性を高め、子供た

ちに対して効果的な教育活動を行うことができるようになるという、学校における働き方改

革の目的を実現するため、答申においては①勤務時間管理の徹底と勤務時間・健康管理を意

識した働き方改革の促進、②学校及び教師が担う業務の明確化・適正化、③学校の組織運営

体制の在り方、④教師の勤務の在り方を踏まえた勤務時間制度の改革、⑤学校における働き

方改革の実現に向けた環境整備等の一体的な推進が必要であると提言された。 

こうした学校における働き方改革の取組をさらに進めるための一つのきっかけとして、文

部科学省が平成 31 年１月に策定した「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドラ

イン」を法的根拠のある「指針」*3に格上げするとともに、休日の「まとめ取り」のため、一

年単位の変形労働時間制を各地方公共団体の判断により条例で選択的に活用できるよう、公

立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和

元年法律第 72 号）が令和元年 12月４日に成立し、「指針」は令和２年４月１日、一年単位

の変形労働時間制は令和３年４月１日に施行された。 

文部科学省としては、この「指針」において、いわゆる「超勤４項目」*4以外の業務を行う

時間を含め、教育職員が学校教育活動に関する業務を行っている時間として外形的に把握す

ることができる時間を「在校等時間」とし、勤務時間管理の対象とすることとした上で、働

き方改革関連法において改正された労働基準法等を踏まえて、所定の勤務時間を超える在校

等時間の上限時間を月 45 時間、年 360 時間以内等とした。「指針」に基づき、校長等の学校

の管理職や教育委員会には、客観的な勤務実態の把握を前提に、時間外在校等時間の要因の

整理・分析・検証、時間外勤務縮減に向けた適切な対策等を行うことが求められる。 

また、教師等が担う業務の明確化・適正化に向けて、令和２年７月に各教育委員会に対し

て「教諭等の標準的な職務の明確化に係る学校管理規則参考例等の送付について（通知）」

等を発出した。さらに、各教育委員会や学校における働き方改革の進捗状況を明確にし、市

区町村別の公表等や取組事例の展開を通じて、働き方改革の取組を促進するため、平成 30年

度までの「教育委員会における学校の業務改善取組状況調査」を抜本的に見直し、令和元年

度から「教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査」を実施し、令和５年

12 月に令和５年度の調査結果を公表した。調査結果としては、各教育委員会における、IC カ

ードやタイムカード等の記録による客観的な方法での在校等時間の把握（以下「客観把握」

という。）は、88.5％の教育委員会において、域内全ての小学校、中学校、高等学校で客観

把握が適切に行われていることが確認された。引き続き、働き方改革の出発地点でもある客

観把握が一刻も早く全国全ての都道府県・市区町村において行われるよう、進捗状況をフォ

ローアップしていく。 

教育委員会や学校現場において取り組まれている働き方改革に向けた取組事例を広く展開

し、教育委員会や学校における実践につなげるため、全国の学校から集めた取組について削

 

*3「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福

祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」（令和２年文部科学省告示第１号） 

*4  公立学校の教育職員に時間外勤務を命ずる場合は、いわゆる「超勤４項目」に従事する場合であって、臨時又は緊

急のやむを得ない必要があるときに限られる。超勤４項目とは、①校外実習その他生徒の実習に関する業務、②修

学旅行その他学校の行事に関する業務、③職員会議（設置者の定めるところにより学校に置かれるものをいう。）に

関する業務、④非常災害の場合、児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場合その他やむを得ない場合

に必要な業務をいう。 
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減目安時間とともに記して分野ごとにまとめるとともに、GIGA スクール構想による一人一台

端末の普及に伴い、教職員の ICT 環境も大幅に整備が進むことを想定し、ICT 環境を活用し

た校務効率化の例についても紹介したり、実際に働き方改革に取り組む学校のドキュメンタ

リー映像を作成・公開したりするなど内容の充実を図っている。令和５年３月には、各学校

において自校の働き方改革の取組状況を把握し、更なる業務改善に活用できる「働き方改革

チェックシート」を新たに掲載するとともに、「事務職員による働き方改革」に焦点を当て

た特集や「学校・保護者等間の連絡手段のデジタル化導入のポイント」を追加した。令和５

年 12 月には全ての小・中学校への教員業務支援員の配置が令和６年度予算に盛り込まれた

ことを踏まえ、教員業務支援員との一層の協働を通じた働き方改革を強力に推進していくた

め「教員業務支援員との協働の手引き」を作成した。 

今後もこれらの情報を継続的に発信し、進捗状況等をフォローアップするとともに、取組

事例の横展開を図り、教育委員会や各学校における積極的な取組が着実に進むよう「働き方

改革」の自走サイクルの構築を図ることとしている。 

また、文部科学省としては、教師の負担軽減を図るため、小学校における 35 人学級の計画

的整備や高学年教科担任制の推進等のための教職員定数の改善、教員業務支援員をはじめと

する支援スタッフの充実、校務 DX等の学校 DXの推進、部活動の地域連携や地域クラブ活動

への移行、学校向けの調査の精選・削減などの様々な取組を総合的に進めている。 

令和５年４月には、令和４年度実施の教員勤務実態調査の速報値を公表した。前回調査（平

成 28 年度）と比較して、平日・土日ともに、すべての職種において在校等時間が減少してお

り、働き方改革の成果が着実に出つつあるものの、依然として時間外在校等時間の長い教師

も多い。こうした状況を踏まえ、令和５年５月には「令和の日本型学校教育」を担う質の高

い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について、中央教育審議会に諮問し、

約 1年にわたる議論の末、令和６年８月には、中央教育審議会において、「「令和の日本型

学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について（答

申）」がとりまとめられた。その中では、教師を取り巻く環境整備の基本的な方向性として、

学校における働き方改革の更なる加速化、学校の指導・運営体制の充実、教師の処遇改善を

一体的・総合的に推進することが必要であるとした上で、多岐にわたる施策が提言されてい

る。具体的には、各教育委員会の働き方改革の取組状況の「見える化」と PDCA サイクルの構

築など、学校における働き方改革の実効性の向上によって時間外在校等時間を縮減すること

や、教師のメンタルヘルス対策や労働安全衛生管理体制の充実、「勤務間インターバル」の

取組の推進をはじめとする休息時間の確保などによる教師の健康・福祉を確保することとい

った内容が示されている。文部科学省では、その内容の具体的な実現に向けて検討を進めて

いく。 

イ 教職員のメンタルヘルス対策等 

令和４年度中に病気休職処分となった公立学校の教育職員は 8,793 人で、そのうち精神疾

患による病気休職者数は 6,539 人（全教育職員の 0.71％、令和３年度から 642 人増加）と過

去最多であり、教職員のメンタルヘルス対策等の充実・推進を図ることが喫緊の課題である

（令和４年度公立学校教職員の人事行政状況調査）。 

こうした状況を改善するためにも、前述の学校における働き方改革を更に進めていくとと

もに、文部科学省としては①労働安全衛生管理体制等の整備促進、②メンタルヘルス対策等

にも取り組んでいる。 
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労働安全衛生法等に基づく学校における労働安全衛生管理体制等の整備状況については、

おおむね隔年で調査を実施しており、当該調査結果を参考に、労働安全衛生体制の整備を促

進している。また、平成 31 年３月には、衛生管理者や産業医の選任等、学校において求めら

れる労働安全衛生管理体制などの基礎的な知識や体制整備の方策等を記載したリーフレット

を作成し、各教育委員会等に周知を行っている。 

メンタルヘルス対策についても、平成 25年３月に文部科学省が取りまとめた「教職員のメ

ンタルヘルス対策について（最終まとめ）」等を踏まえ、各教育委員会に対して、教職員本

人への周知等を含めた「セルフケア」の促進や、教職員が一人で悩みや負担を抱え込まない

よう、校長等の管理職による「ラインによるケア」、校長のリーダーシップによる業務の縮

減・効率化、良好な職場環境・雰囲気の醸成等の取組や、人事管理等と関連付けて効果的・

効率的な予防的取組を図ることを促すとともに、健康障害等に関する相談体制の整備や復職

支援の取組の推進等を求めている。また、ストレスチェックの実施については、その結果に

基づく面接指導の実施や結果の集団ごとの集計・分析及びその結果を踏まえた必要な措置を

含め、全ての学校において適切に実施されるよう取り組むことを各教育委員会に要請するな

ど、教職員の労働安全衛生管理体制及びメンタルヘルス対策の更なる充実に取り組んでいる。 

さらに、文部科学省では、教職員のメンタルヘルス対策を一層推進するために、令和５年

度から「公立学校教員のメンタルヘルス対策に関する調査研究事業」を実施し、採択先であ

る各教育委員会において、専門家等と協力しながら、病気休職の原因分析や、メンタルヘル

ス対策及び労働安全衛生体制の活用等に関する効果的な取組の研究、事例の創出等のための

モデル事業に取り組んだ。同事業は令和６年度予算にも計上しているため、令和５年度の成

果を踏まえた更なる取組を進めていく。 

（3）医療従事者  

国民が将来にわたり質の高い医療サービスを受けるためには、長時間労働など厳しい勤務

環境に置かれている医師や看護職員などの医療従事者が健康で安心して働くことができる勤

務環境の整備が喫緊の課題となっており、課題克服のため、以下の取組を行っている。 

ア 医療法に基づく医療機関に対する相談支援の実施 

平成 26 年 10 月１日に施行された改正医療法では、各医療機関において PDCA サイクルに

より計画的に勤務環境改善に取り組む仕組み（医療勤務環境改善マネジメントシステム）を

導入するよう努めることとされたほか、都道府県において医療従事者の勤務環境の改善を促

進するための拠点としての機能を確保することとされ、平成 29 年３月までに全ての都道府

県で医療機関に対する勤務環境改善を支援するための「医療勤務環境改善支援センター」（以

下「勤改センター」という。）が設置されたところである。勤改センターでは、医業経営ア

ドバイザーや医療労務管理アドバイザーが医療機関に対する相談支援業務を行うなど、医療

機関の主体的な取組に対する支援の充実を図ることにより、医療従事者全体の勤務環境の改

善に向けた取組の充実につなげている。 

イ 医療機関の勤務環境改善に向けた調査研究や勤改センターの活動推進の支援 

令和５年度は、国内の全病院・有床診療所を対象とした実態調査（アンケート）、個別医

療機関からの勤務環境改善の取組好事例に関するヒアリング調査の実施等により、医療機関

における労働実態（時間外労働、夜勤、連続勤務等）及び医療勤務環境改善マネジメントシ

ステムの実施状況並びに勤改センターにおける活動状況の把握・分析を行い、更なる推進方
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減目安時間とともに記して分野ごとにまとめるとともに、GIGA スクール構想による一人一台

端末の普及に伴い、教職員の ICT 環境も大幅に整備が進むことを想定し、ICT 環境を活用し

た校務効率化の例についても紹介したり、実際に働き方改革に取り組む学校のドキュメンタ

リー映像を作成・公開したりするなど内容の充実を図っている。令和５年３月には、各学校

において自校の働き方改革の取組状況を把握し、更なる業務改善に活用できる「働き方改革

チェックシート」を新たに掲載するとともに、「事務職員による働き方改革」に焦点を当て

た特集や「学校・保護者等間の連絡手段のデジタル化導入のポイント」を追加した。令和５

年 12 月には全ての小・中学校への教員業務支援員の配置が令和６年度予算に盛り込まれた

ことを踏まえ、教員業務支援員との一層の協働を通じた働き方改革を強力に推進していくた

め「教員業務支援員との協働の手引き」を作成した。 

今後もこれらの情報を継続的に発信し、進捗状況等をフォローアップするとともに、取組

事例の横展開を図り、教育委員会や各学校における積極的な取組が着実に進むよう「働き方

改革」の自走サイクルの構築を図ることとしている。 

また、文部科学省としては、教師の負担軽減を図るため、小学校における 35 人学級の計画

的整備や高学年教科担任制の推進等のための教職員定数の改善、教員業務支援員をはじめと

する支援スタッフの充実、校務 DX等の学校 DXの推進、部活動の地域連携や地域クラブ活動

への移行、学校向けの調査の精選・削減などの様々な取組を総合的に進めている。 

令和５年４月には、令和４年度実施の教員勤務実態調査の速報値を公表した。前回調査（平

成 28 年度）と比較して、平日・土日ともに、すべての職種において在校等時間が減少してお

り、働き方改革の成果が着実に出つつあるものの、依然として時間外在校等時間の長い教師

も多い。こうした状況を踏まえ、令和５年５月には「令和の日本型学校教育」を担う質の高

い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について、中央教育審議会に諮問し、

約 1年にわたる議論の末、令和６年８月には、中央教育審議会において、「「令和の日本型

学校教育」を担う質の高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について（答

申）」がとりまとめられた。その中では、教師を取り巻く環境整備の基本的な方向性として、

学校における働き方改革の更なる加速化、学校の指導・運営体制の充実、教師の処遇改善を

一体的・総合的に推進することが必要であるとした上で、多岐にわたる施策が提言されてい

る。具体的には、各教育委員会の働き方改革の取組状況の「見える化」と PDCA サイクルの構

築など、学校における働き方改革の実効性の向上によって時間外在校等時間を縮減すること

や、教師のメンタルヘルス対策や労働安全衛生管理体制の充実、「勤務間インターバル」の

取組の推進をはじめとする休息時間の確保などによる教師の健康・福祉を確保することとい

った内容が示されている。文部科学省では、その内容の具体的な実現に向けて検討を進めて

いく。 

イ 教職員のメンタルヘルス対策等 

令和４年度中に病気休職処分となった公立学校の教育職員は 8,793 人で、そのうち精神疾

患による病気休職者数は 6,539 人（全教育職員の 0.71％、令和３年度から 642 人増加）と過

去最多であり、教職員のメンタルヘルス対策等の充実・推進を図ることが喫緊の課題である

（令和４年度公立学校教職員の人事行政状況調査）。 

こうした状況を改善するためにも、前述の学校における働き方改革を更に進めていくとと

もに、文部科学省としては①労働安全衛生管理体制等の整備促進、②メンタルヘルス対策等

にも取り組んでいる。 
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労働安全衛生法等に基づく学校における労働安全衛生管理体制等の整備状況については、

おおむね隔年で調査を実施しており、当該調査結果を参考に、労働安全衛生体制の整備を促

進している。また、平成 31 年３月には、衛生管理者や産業医の選任等、学校において求めら

れる労働安全衛生管理体制などの基礎的な知識や体制整備の方策等を記載したリーフレット

を作成し、各教育委員会等に周知を行っている。 

メンタルヘルス対策についても、平成 25年３月に文部科学省が取りまとめた「教職員のメ

ンタルヘルス対策について（最終まとめ）」等を踏まえ、各教育委員会に対して、教職員本

人への周知等を含めた「セルフケア」の促進や、教職員が一人で悩みや負担を抱え込まない

よう、校長等の管理職による「ラインによるケア」、校長のリーダーシップによる業務の縮

減・効率化、良好な職場環境・雰囲気の醸成等の取組や、人事管理等と関連付けて効果的・

効率的な予防的取組を図ることを促すとともに、健康障害等に関する相談体制の整備や復職

支援の取組の推進等を求めている。また、ストレスチェックの実施については、その結果に

基づく面接指導の実施や結果の集団ごとの集計・分析及びその結果を踏まえた必要な措置を

含め、全ての学校において適切に実施されるよう取り組むことを各教育委員会に要請するな

ど、教職員の労働安全衛生管理体制及びメンタルヘルス対策の更なる充実に取り組んでいる。 

さらに、文部科学省では、教職員のメンタルヘルス対策を一層推進するために、令和５年

度から「公立学校教員のメンタルヘルス対策に関する調査研究事業」を実施し、採択先であ

る各教育委員会において、専門家等と協力しながら、病気休職の原因分析や、メンタルヘル

ス対策及び労働安全衛生体制の活用等に関する効果的な取組の研究、事例の創出等のための

モデル事業に取り組んだ。同事業は令和６年度予算にも計上しているため、令和５年度の成

果を踏まえた更なる取組を進めていく。 

（3）医療従事者  

国民が将来にわたり質の高い医療サービスを受けるためには、長時間労働など厳しい勤務

環境に置かれている医師や看護職員などの医療従事者が健康で安心して働くことができる勤

務環境の整備が喫緊の課題となっており、課題克服のため、以下の取組を行っている。 

ア 医療法に基づく医療機関に対する相談支援の実施 

平成 26 年 10 月１日に施行された改正医療法では、各医療機関において PDCA サイクルに

より計画的に勤務環境改善に取り組む仕組み（医療勤務環境改善マネジメントシステム）を

導入するよう努めることとされたほか、都道府県において医療従事者の勤務環境の改善を促

進するための拠点としての機能を確保することとされ、平成 29 年３月までに全ての都道府

県で医療機関に対する勤務環境改善を支援するための「医療勤務環境改善支援センター」（以

下「勤改センター」という。）が設置されたところである。勤改センターでは、医業経営ア

ドバイザーや医療労務管理アドバイザーが医療機関に対する相談支援業務を行うなど、医療

機関の主体的な取組に対する支援の充実を図ることにより、医療従事者全体の勤務環境の改

善に向けた取組の充実につなげている。 

イ 医療機関の勤務環境改善に向けた調査研究や勤改センターの活動推進の支援 

令和５年度は、国内の全病院・有床診療所を対象とした実態調査（アンケート）、個別医

療機関からの勤務環境改善の取組好事例に関するヒアリング調査の実施等により、医療機関

における労働実態（時間外労働、夜勤、連続勤務等）及び医療勤務環境改善マネジメントシ

ステムの実施状況並びに勤改センターにおける活動状況の把握・分析を行い、更なる推進方
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策の検討を行った。 

また、勤改センターが地域における医療勤務環境改善を牽引するため、勤改センターに所

属するアドバイザーに対して有識者等を講師とする研修会を開催し、勤務環境の改善に向け

た支援の充実につなげるとともに、全国のアドバイザー間で各都道府県の勤改センターの活

動状況や支援の好事例についての情報共有等の場を設けて勤改センターの活動の活性化等を

図ることで、医療機関における勤改センター活用による働き方改革を推進している。 

ウ 医療勤務環境改善マネジメントシステムの普及促進 

各都道府県の勤改センターにおいて、医療従事者の勤務環境改善に向けた医療機関の自主

的な取組を支援するため、医療機関に対して各種相談対応、個別訪問支援を実施し、医療勤

務環境改善マネジメントシステムの普及促進を図っている。 

また、医療機関が自主的に勤務環境の改善に取り組む際に活用できるデータベースサイト

（いきいき働く医療機関サポート Web（いきサポ））に勤務環境改善に取り組む個別の医療

機関の事例や各都道府県における支援策等の情報を提供している。 

エ 医療機関内のマネジメント改革について 

医師の労働時間短縮を効果的に推進するためには、ICT 等の技術の活用も含めたタスク・

シフティングやタスク・シェアリング等先進的な取組とともに、医療現場の実態を把握する

べき管理者の意識改革に徹底して取り組み、組織のトップが自らの状況を適切に分析するこ

とで、勤務環境改善の取組の重要性に気づき、医療機関内のマネジメント改革の舵取りを率

先して担うことが必要不可欠である。このため、医療機関の管理者（病院長）等を対象に、

勤務環境改善に係る意識改革のためのトップマネジメント研修を令和元年度から開始し、令

和５年度においては計 39 回開催した。 

オ 医師の働き方改革に関する検討会及び医師の働き方改革の推進に関する検討会 

医師については、「働き方改革実行計画」（平成 29 年３月 28 日働き方改革実現会議決定）

において、時間外労働の上限規制の適用は５年間猶予され、規制の具体的な在り方、労働時

間の短縮策等については、医療界の参加の下で検討の場を設け、結論を得ることとされた。

これを受けて、厚生労働省において「医師の働き方改革に関する検討会」を開催し、時間外

労働の上限時間数の設定、地域医療確保のために長時間労働がやむを得ない場合には、医療

機関を特定し、追加的な健康確保措置を義務付けた上で、暫定的に特例的な水準を設定する

こと等を盛り込んだ報告書を平成 31 年３月に取りまとめた。 

また、同報告書に記載された方向性に沿って、医療機関における労務管理の適正化、医師

の労働時間短縮の促進を図るほか、同報告書記載事項の制度化に向けて、令和元年７月より

「医師の働き方改革の推進に関する検討会」を開催し、同報告書で引き続き検討することと

された事項について具体的検討を進め、令和２年 12 月に中間とりまとめを公表し、以下の長

時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確保のための措置を盛り込んだ医療法の改正案を令

和３年２月２日に第 204 回通常国会に提出し、同年５月 21 日に成立した（令和３年法律第

49 号）。 

① 勤務する医師が長時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成 

② 地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医

療機関を都道府県知事が指定する制度の創設 
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③ 当該医療機関における追加的健康確保措置（面接指導、勤務間インターバル規制等）の実

施等 

さらに、これらの具体的な内容について、改正省令を令和４年１月に公布するとともに、

令和６年４月からは、医師の時間外・休日労働の上限規制や面接指導等の追加的健康確保措

置等の規定が施行されており、引き続き、医師の労働時間の短縮をはじめとした医療機関の

勤務環境改善のための各種取組を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県厚生農業協同組合連合会新潟医療センターは、病床数 339 床を持ち、急性期医

療を中心に慢性期、在宅医療まで含めた幅広い領域で地域医療を支えている。地方の医

師不足が問題となる中、2024 年４月から時間外労働の上限規制などの新制度が始まり、

同院でも「医師の働き方改革」への取組を進めている。 

 

当直医を副業・兼業医師とすることで常勤医の負担軽減 
 同院では、56 人の医師が内科、整形外科、循環

器科、呼吸器科など様々な診療科に対応している。

地域の中核病院として救急車の受け入れ台数を増

やしており、一昨年まで年間約 2,000 台程度だっ

たが、今年は 4,200 台ペースの受け入れとなって

いる。今後 2040 年頃のピーク時には各基幹病院

が 8,000 台を受け入れる必要があると想定されて
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策の検討を行った。 

また、勤改センターが地域における医療勤務環境改善を牽引するため、勤改センターに所

属するアドバイザーに対して有識者等を講師とする研修会を開催し、勤務環境の改善に向け

た支援の充実につなげるとともに、全国のアドバイザー間で各都道府県の勤改センターの活

動状況や支援の好事例についての情報共有等の場を設けて勤改センターの活動の活性化等を

図ることで、医療機関における勤改センター活用による働き方改革を推進している。 

ウ 医療勤務環境改善マネジメントシステムの普及促進 

各都道府県の勤改センターにおいて、医療従事者の勤務環境改善に向けた医療機関の自主

的な取組を支援するため、医療機関に対して各種相談対応、個別訪問支援を実施し、医療勤

務環境改善マネジメントシステムの普及促進を図っている。 

また、医療機関が自主的に勤務環境の改善に取り組む際に活用できるデータベースサイト

（いきいき働く医療機関サポート Web（いきサポ））に勤務環境改善に取り組む個別の医療

機関の事例や各都道府県における支援策等の情報を提供している。 

エ 医療機関内のマネジメント改革について 

医師の労働時間短縮を効果的に推進するためには、ICT 等の技術の活用も含めたタスク・

シフティングやタスク・シェアリング等先進的な取組とともに、医療現場の実態を把握する

べき管理者の意識改革に徹底して取り組み、組織のトップが自らの状況を適切に分析するこ

とで、勤務環境改善の取組の重要性に気づき、医療機関内のマネジメント改革の舵取りを率

先して担うことが必要不可欠である。このため、医療機関の管理者（病院長）等を対象に、

勤務環境改善に係る意識改革のためのトップマネジメント研修を令和元年度から開始し、令

和５年度においては計 39 回開催した。 

オ 医師の働き方改革に関する検討会及び医師の働き方改革の推進に関する検討会 

医師については、「働き方改革実行計画」（平成 29 年３月 28 日働き方改革実現会議決定）

において、時間外労働の上限規制の適用は５年間猶予され、規制の具体的な在り方、労働時

間の短縮策等については、医療界の参加の下で検討の場を設け、結論を得ることとされた。

これを受けて、厚生労働省において「医師の働き方改革に関する検討会」を開催し、時間外

労働の上限時間数の設定、地域医療確保のために長時間労働がやむを得ない場合には、医療

機関を特定し、追加的な健康確保措置を義務付けた上で、暫定的に特例的な水準を設定する

こと等を盛り込んだ報告書を平成 31 年３月に取りまとめた。 

また、同報告書に記載された方向性に沿って、医療機関における労務管理の適正化、医師

の労働時間短縮の促進を図るほか、同報告書記載事項の制度化に向けて、令和元年７月より

「医師の働き方改革の推進に関する検討会」を開催し、同報告書で引き続き検討することと

された事項について具体的検討を進め、令和２年 12 月に中間とりまとめを公表し、以下の長

時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確保のための措置を盛り込んだ医療法の改正案を令

和３年２月２日に第 204 回通常国会に提出し、同年５月 21 日に成立した（令和３年法律第

49 号）。 

① 勤務する医師が長時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成 

② 地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医

療機関を都道府県知事が指定する制度の創設 
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同院でも「医師の働き方改革」への取組を進めている。 

 

当直医を副業・兼業医師とすることで常勤医の負担軽減 
 同院では、56 人の医師が内科、整形外科、循環

器科、呼吸器科など様々な診療科に対応している。

地域の中核病院として救急車の受け入れ台数を増

やしており、一昨年まで年間約 2,000 台程度だっ
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いる。一方で医療人材の確保と医師の働き方改革を両立しながら、増大する医療需要へ

の対応が急務となっていた。 

 最も危惧される医師の過重労働対策として、多数の救急車受け入れが必要な地域の輪

番日の当直には、同院の常勤医ではなく外部の病院の医師（救急の専門医）を副業・兼

業という形で充てている。同専門医が夜間に受け入れた救急患者を翌朝に副院長が引き

継いで、日中勤務する常勤の医師に主治医を割り振るというものだ。現在 5 人の救急専

門医師が副業・兼業医師として月７日間の当直を担当している。 

 病院長は「従来は常勤の医師が当直をしてそ

のまま翌日も対応することもあり、かなりの超

過勤務になっていた」と明かす。それまでは、

需要の多い循環器科とか呼吸器科の医師が夜

中でも呼び出され、入院の指示を出すなどの対

応をして一度帰宅した後、また通常勤務に入る

ということが常態化していたという。だが、副

業・兼業医師を確保したことで、以前は 80 時

間を越える超過勤務の医師もほぼ 40 時間以内

に短縮することができている。 

 副業・兼業医師を確保するため、働き方改革の導入の半年以上前から民間職業紹介機

関などと連携して、対応できる医師探しに奔走したという。「新潟県内の医師だけでは難

しいので、東京などかなり広範囲から来てもらっています」という。引き継ぎを担当す

る副院長は「外部医師には病院の状況を理解してもらって、急患の病状によって引き受

けが可能かどうか判断してもらわないといけないので、コミュニケーションをしっかり

取って、互いの信頼関係を結ぶことが大事だと実感した」と語る。 

 副業・兼業医師の確保によって、医師の勤務時間を減らしながら、救急患者の受け入

れを増やすことが実現できただけでなく、外部の医師の専門的な知見やノウハウが得ら

れることで、常勤医のスキルアップにもつながるなどの予想外の効果もあった。院長は

「信頼できる人材は限られているので、当初はその確保に苦労しましたが、すごく信頼

できる医師が来てくれて助かっています。県内の病院でも副業・兼業医師を確保すると

ころが増えてきています」と手応えを語る。 

 

グループ制と多職種でのタスクシェアリング  
 医師の働き方改革のもう一つの柱が「グループ制の導入」と「多職種連携」だ。従来

患者には決まった主治医がいて、通常の診察や手術を全て担当するものだったが、グル

ープ制は、それを複数の医師が担当するというものだ。同センターが救急患者の受け入

れを増やすという方針を掲げたため、特に整形外科での手術件数が増え、様々な業務を

全て主治医が担当するという形では手が回らなくなり、患者を待たせることになってし

まうという。 

 この問題を解消するため、複数の医師が一人の患者に対応できるように毎朝ミーティ

ングを実施して患者の情報を共有している。主治医は付くが、それ以外の医師のマンパ

医師の働き方改革について話す病院長（中央）
と 2 人の副院長 
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ワーを効率的に活用し、主治医が手術中などで対応できない場合でもそれ以外の医師が

速やかに対応できるようになったという。整形外科担当の副院長は「患者さんにはチー

ムで対応していることを丁寧に説明しています。そうすれば主治医以外の医師が来ても、

違和感がない」とグループ制のポイントを語る。 

 さらに、患者の入院期間を短縮し、早期退院を実現するため、多職種が連携した取組

を行っている。例えば、高齢者の大腿骨骨折に対して、どの職種がどのタイミングで関

わるかの流れを共有し、入院から退院するまでのプロトコルを作成することで患者の治

療プロセスを可視化している。整形外科担当副院長は「高齢者の骨折は、入院して治療

したで終わりではなく、最終的に今後骨折し

ないためにどうしたらいいかというところま

で持っていくには、薬剤師や栄養士など様々

な職種が関わる必要がある。それは患者さん

にとってもメリットがある」と語る。  

 こうした取組の結果、1 人の医師が常に病院

にいる必要がなくなり、看護師や薬剤師など

他職種とのタスク・シェアリングを進め、医師

の業務負担を軽減できたという。 

 

研修医へのケアと「潜在看護師」の掘り起こしによる医療人材の確保 
 同院では、医療スタッフの業務の効率化と同時に、地域医療の課題となっている医療

人材の育成と確保についても力を入れている。 

 従来当直など長時間勤務が当たり前だったという研修医の勤務時間を適正化すること

はもちろん、年が近い若手の医師をメンターとして付け、仕事上での悩みを聞いたり、

同院が提携しているサッカーJ リーグのチームの試合観戦をしたりしてリフレッシュし

てもらうなどの配慮をしている。 

 さらに研修へのモチベーションの維持のため、提携するスポーツチームでスポーツド

クターの体験を実施したり、米国の総合診療の専門医とオンラインでつないでケースス

タディを行ったりするなど、臨床以外での様々な研修の機会を設けることにも力を入れ

ている。臨床研修担当の副院長は「研修医というのは医師１年目でもあるが、社会人１

年目でもあるので、精神的にも肉体的にも疲れることがある。企業の人事担当者に相談

して、メンタリングや余暇時間の確保などの新人教育の取組を教えてもらい、いいもの

を取り入れて制度化している」といい、こうした取組の効果もあって、研修医の希望者

が４倍になったという。 

 研修医は「『17 時だから、いいタイミングで帰っ

ていいよ』とか、当直の次の日も『疲れてるだろう

から、ちょっと早めに切り上げてもいいよ』という

感じで、自分たちのことを考えてくれているのを感

じます。『もう少し残って研修を続けたい』と言え

ば、残らせてくれて、フレキシブルに自分の働き方

様々な職種のスタッフが連携して医療に当た

る 

「自分たちのことを考えてくれているの

を感じる」と語る研修医 
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いる。一方で医療人材の確保と医師の働き方改革を両立しながら、増大する医療需要へ

の対応が急務となっていた。 

 最も危惧される医師の過重労働対策として、多数の救急車受け入れが必要な地域の輪

番日の当直には、同院の常勤医ではなく外部の病院の医師（救急の専門医）を副業・兼

業という形で充てている。同専門医が夜間に受け入れた救急患者を翌朝に副院長が引き

継いで、日中勤務する常勤の医師に主治医を割り振るというものだ。現在 5 人の救急専

門医師が副業・兼業医師として月７日間の当直を担当している。 

 病院長は「従来は常勤の医師が当直をしてそ

のまま翌日も対応することもあり、かなりの超

過勤務になっていた」と明かす。それまでは、

需要の多い循環器科とか呼吸器科の医師が夜

中でも呼び出され、入院の指示を出すなどの対

応をして一度帰宅した後、また通常勤務に入る

ということが常態化していたという。だが、副

業・兼業医師を確保したことで、以前は 80 時

間を越える超過勤務の医師もほぼ 40 時間以内

に短縮することができている。 

 副業・兼業医師を確保するため、働き方改革の導入の半年以上前から民間職業紹介機

関などと連携して、対応できる医師探しに奔走したという。「新潟県内の医師だけでは難

しいので、東京などかなり広範囲から来てもらっています」という。引き継ぎを担当す

る副院長は「外部医師には病院の状況を理解してもらって、急患の病状によって引き受

けが可能かどうか判断してもらわないといけないので、コミュニケーションをしっかり

取って、互いの信頼関係を結ぶことが大事だと実感した」と語る。 

 副業・兼業医師の確保によって、医師の勤務時間を減らしながら、救急患者の受け入

れを増やすことが実現できただけでなく、外部の医師の専門的な知見やノウハウが得ら

れることで、常勤医のスキルアップにもつながるなどの予想外の効果もあった。院長は

「信頼できる人材は限られているので、当初はその確保に苦労しましたが、すごく信頼

できる医師が来てくれて助かっています。県内の病院でも副業・兼業医師を確保すると

ころが増えてきています」と手応えを語る。 

 

グループ制と多職種でのタスクシェアリング  
 医師の働き方改革のもう一つの柱が「グループ制の導入」と「多職種連携」だ。従来

患者には決まった主治医がいて、通常の診察や手術を全て担当するものだったが、グル

ープ制は、それを複数の医師が担当するというものだ。同センターが救急患者の受け入

れを増やすという方針を掲げたため、特に整形外科での手術件数が増え、様々な業務を

全て主治医が担当するという形では手が回らなくなり、患者を待たせることになってし

まうという。 

 この問題を解消するため、複数の医師が一人の患者に対応できるように毎朝ミーティ

ングを実施して患者の情報を共有している。主治医は付くが、それ以外の医師のマンパ
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ワーを効率的に活用し、主治医が手術中などで対応できない場合でもそれ以外の医師が

速やかに対応できるようになったという。整形外科担当の副院長は「患者さんにはチー

ムで対応していることを丁寧に説明しています。そうすれば主治医以外の医師が来ても、

違和感がない」とグループ制のポイントを語る。 

 さらに、患者の入院期間を短縮し、早期退院を実現するため、多職種が連携した取組

を行っている。例えば、高齢者の大腿骨骨折に対して、どの職種がどのタイミングで関

わるかの流れを共有し、入院から退院するまでのプロトコルを作成することで患者の治

療プロセスを可視化している。整形外科担当副院長は「高齢者の骨折は、入院して治療

したで終わりではなく、最終的に今後骨折し

ないためにどうしたらいいかというところま

で持っていくには、薬剤師や栄養士など様々

な職種が関わる必要がある。それは患者さん

にとってもメリットがある」と語る。  

 こうした取組の結果、1 人の医師が常に病院

にいる必要がなくなり、看護師や薬剤師など

他職種とのタスク・シェアリングを進め、医師

の業務負担を軽減できたという。 

 

研修医へのケアと「潜在看護師」の掘り起こしによる医療人材の確保 
 同院では、医療スタッフの業務の効率化と同時に、地域医療の課題となっている医療

人材の育成と確保についても力を入れている。 

 従来当直など長時間勤務が当たり前だったという研修医の勤務時間を適正化すること

はもちろん、年が近い若手の医師をメンターとして付け、仕事上での悩みを聞いたり、

同院が提携しているサッカーJ リーグのチームの試合観戦をしたりしてリフレッシュし

てもらうなどの配慮をしている。 

 さらに研修へのモチベーションの維持のため、提携するスポーツチームでスポーツド

クターの体験を実施したり、米国の総合診療の専門医とオンラインでつないでケースス

タディを行ったりするなど、臨床以外での様々な研修の機会を設けることにも力を入れ

ている。臨床研修担当の副院長は「研修医というのは医師１年目でもあるが、社会人１

年目でもあるので、精神的にも肉体的にも疲れることがある。企業の人事担当者に相談

して、メンタリングや余暇時間の確保などの新人教育の取組を教えてもらい、いいもの

を取り入れて制度化している」といい、こうした取組の効果もあって、研修医の希望者

が４倍になったという。 

 研修医は「『17 時だから、いいタイミングで帰っ

ていいよ』とか、当直の次の日も『疲れてるだろう

から、ちょっと早めに切り上げてもいいよ』という

感じで、自分たちのことを考えてくれているのを感

じます。『もう少し残って研修を続けたい』と言え

ば、残らせてくれて、フレキシブルに自分の働き方

様々な職種のスタッフが連携して医療に当た

る 

「自分たちのことを考えてくれているの

を感じる」と語る研修医 
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を調節できる。医療だけではなく、他の職種でも言えることだと思いますが、働く環境

などをきちんと考えていかなければいけない時代になってくると感じながら研修してい

ます」と話す。 

 また、医師以外のスタッフの確保についても、看護師不足対策で IT 企業と連携して、

週１日２時間から働ける短時間勤務の仕組みを整え、６月下旬から求人を始めた。この

仕組みによって育児などで離職した「潜在看護師」や、別の仕事を持っている「副業看

護師」の掘り起こしをしようというものだ。院長は「２時間だけ採血をしてもらうスタ

ッフを雇用しタスク・シフトをすることで、外来の看護師の負担が軽減できた。さらに

薬剤師など他の職種でも検討していきたい」と説明する。 

高齢化社会の進行と地域医療の担い手不足という課題を抱えながら、医療現場の働き

方改革を両立させることについて、院長は「救急車の受け入れについても、少しずつ目

標を持ちながらステップバイステップで、ゆっくり上げていく。必要な人材を確保する

必要があるので、そのためにはアンテナを広げて、他の地域や業種でやっていることを

貪欲に吸収して、取り組んでいきたい」と更なる取組への意欲を燃やしている。 

 

（新潟県厚生農業協同組合連合会新潟医療センター） 

 

 

（4）情報通信業 

 平成 28 年６月２日に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」や平成 29 年３月 28 日

に取りまとめられた「働き方改革実行計画」において、関係省庁が連携して下請けなどの取

引条件にも踏み込んで長時間労働を是正する仕組みを構築することとされ、特に、IT 業界に

ついては、発注者や事業者の協働により、「急な仕様変更」など、取引の在り方の改善と長

時間労働の削減を進めることとされているところである。 

 このような状況の中、IT 業界全体が今後とも健全な発展をするためには、労働環境の改善

など働きやすい職場環境を目指すことが必要である。 

 このため、平成 28 年度から業界団体と連携し、検討委員会の開催、企業等の実態調査、セ

ミナーの開催、企業に対する個別訪問による働き方改革のコンサルティング、周知広報など

を実施しており、令和４年度以降は以下の取組を実施した。 

ア 検討委員会の設置・運営 

本事業開始後の IT 業界の働き方改革の進展状況を検証するとともに、働き方改革推進支

援策等について検討するため、IT 業界団体、学識経験者、経営者団体、労働組合等を委員と

する検討委員会を設け、令和４年９月から令和５年２月までに５回検討委員会を開催した。 

イ 働き方改革推進モデル地域の形成 

長時間労働削減につながる IT 業界の働き方改革が地域レベルで自律的に推進される環境

を整備することを目的として、働き方改革を推進するモデル地域を形成するために、令和３

年度事業から継続して宮城県、熊本県を選定し、以下の取組を実施した。 

① モデル地域における推進組織（ワーキンググループ）の組成 

 地域における働き方改革推進のための課題や取組の方向性を検討するために IT 企業、発
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注者、業界団体、学識経験者等を委員とする推進組織を組成し、以下②・③の取組を実施し

た。 

② ワーキンググループ活動 

 両地域で深刻な課題となる IT エンジニアの人材不足に対し、人材の確保・育成・定着に

向けて、従業員個人のワーク・エンゲージメントの向上を志向する働き方についてそれぞれ

の地域において検討を行った。 

③ 業界団体等を対象としたセミナーの開催 

 IT 企業の働き方改革を実践する企業経営者や担当者、また、情報システムの受発注を行う

担当者等を対象に、「IT エンジニアのワーク・エンゲージメント向上を志向する働き方改革

推進セミナー」を令和５年３月にオンラインで開催した。 

ウ 周知・広報 

イ③のセミナー内容について周知するため、リーフレットを電子媒体で作成し、検討

委員会参加の IT 業界団体・経営者団体・労働者団体等の会員企業や、ワーキンググルー

プ事務局の各事業者団体の会員企業向けに配付した。また、厚生労働省ウェブサイトや

Ｘ（旧 Twitter）で情報を発信し、さらにインターネット広告を利用することにより、

一層の周知を図った。また、業界で働く労働者の長時間労働の問題と改善

策等について、平成 28 年度に作成した Web サイト（https://www.mhlw.go. 

jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/shigoto/it/ 

index.html）の更新を行った。 

（5）建設業  
ア 建設業の概況 

建設業にも令和６年４月１日から、時間外労働の上限規制の適用が開始される。 

建設業では、令和５年「毎月勤労統計調査」（厚生労働省）によると、年間の出勤日数は

全産業と比べて 30 日多く、また、年間の総実労働時間は全産業と比べて 336 時間長い状況

にある。 

また、令和５年「労働力調査」（総務省）によると、建設就業者は、55歳以上が 36.7％、

29 歳以下が 11.6％となっており、次世代への技術継承が大きな課題となっており、こうした

点からも労働環境の改善が急務となっている。 

一方で、建設業の働き方の背景には、短い工期が設定され、技術者・技能者ともに４週８

休（週休２日）が確保できていない場合があるといった取引慣行上の問題があり、建設業者

の努力だけでは解決することが難しいことから、発注者との取引関係の在り方も含めて改善

を行っていくことが必要である。 

イ 働き方改革に関する関係省庁連絡会議・協議会の設置 

働き方改革実行計画（平成 29年３月 28日働き方改革実現会議決定）において、建設事業に

ついては、発注者を含めた関係者による協議の下、適正な工期設定や適切な賃金水準の確保、

週休２日の推進などによる休日確保などに関する取組を推進するため、「建設業の働き方改革

に関する関係省庁連絡会議」を平成 29 年６月に設置した。上限規制適用前の最終年度に当た

る令和５年度には、都道府県労働局において、改正労基法等の内容を含む労働時間に関する法
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を調節できる。医療だけではなく、他の職種でも言えることだと思いますが、働く環境

などをきちんと考えていかなければいけない時代になってくると感じながら研修してい

ます」と話す。 

 また、医師以外のスタッフの確保についても、看護師不足対策で IT 企業と連携して、

週１日２時間から働ける短時間勤務の仕組みを整え、６月下旬から求人を始めた。この

仕組みによって育児などで離職した「潜在看護師」や、別の仕事を持っている「副業看

護師」の掘り起こしをしようというものだ。院長は「２時間だけ採血をしてもらうスタ

ッフを雇用しタスク・シフトをすることで、外来の看護師の負担が軽減できた。さらに

薬剤師など他の職種でも検討していきたい」と説明する。 

高齢化社会の進行と地域医療の担い手不足という課題を抱えながら、医療現場の働き

方改革を両立させることについて、院長は「救急車の受け入れについても、少しずつ目

標を持ちながらステップバイステップで、ゆっくり上げていく。必要な人材を確保する

必要があるので、そのためにはアンテナを広げて、他の地域や業種でやっていることを

貪欲に吸収して、取り組んでいきたい」と更なる取組への意欲を燃やしている。 

 

（新潟県厚生農業協同組合連合会新潟医療センター） 

 

 

（4）情報通信業 

 平成 28 年６月２日に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」や平成 29 年３月 28 日

に取りまとめられた「働き方改革実行計画」において、関係省庁が連携して下請けなどの取

引条件にも踏み込んで長時間労働を是正する仕組みを構築することとされ、特に、IT 業界に

ついては、発注者や事業者の協働により、「急な仕様変更」など、取引の在り方の改善と長

時間労働の削減を進めることとされているところである。 

 このような状況の中、IT 業界全体が今後とも健全な発展をするためには、労働環境の改善

など働きやすい職場環境を目指すことが必要である。 

 このため、平成 28 年度から業界団体と連携し、検討委員会の開催、企業等の実態調査、セ

ミナーの開催、企業に対する個別訪問による働き方改革のコンサルティング、周知広報など

を実施しており、令和４年度以降は以下の取組を実施した。 

ア 検討委員会の設置・運営 

本事業開始後の IT 業界の働き方改革の進展状況を検証するとともに、働き方改革推進支

援策等について検討するため、IT 業界団体、学識経験者、経営者団体、労働組合等を委員と

する検討委員会を設け、令和４年９月から令和５年２月までに５回検討委員会を開催した。 

イ 働き方改革推進モデル地域の形成 

長時間労働削減につながる IT 業界の働き方改革が地域レベルで自律的に推進される環境

を整備することを目的として、働き方改革を推進するモデル地域を形成するために、令和３

年度事業から継続して宮城県、熊本県を選定し、以下の取組を実施した。 

① モデル地域における推進組織（ワーキンググループ）の組成 

 地域における働き方改革推進のための課題や取組の方向性を検討するために IT 企業、発
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注者、業界団体、学識経験者等を委員とする推進組織を組成し、以下②・③の取組を実施し

た。 

② ワーキンググループ活動 

 両地域で深刻な課題となる IT エンジニアの人材不足に対し、人材の確保・育成・定着に

向けて、従業員個人のワーク・エンゲージメントの向上を志向する働き方についてそれぞれ

の地域において検討を行った。 

③ 業界団体等を対象としたセミナーの開催 

 IT 企業の働き方改革を実践する企業経営者や担当者、また、情報システムの受発注を行う

担当者等を対象に、「IT エンジニアのワーク・エンゲージメント向上を志向する働き方改革

推進セミナー」を令和５年３月にオンラインで開催した。 

ウ 周知・広報 

イ③のセミナー内容について周知するため、リーフレットを電子媒体で作成し、検討

委員会参加の IT 業界団体・経営者団体・労働者団体等の会員企業や、ワーキンググルー

プ事務局の各事業者団体の会員企業向けに配付した。また、厚生労働省ウェブサイトや

Ｘ（旧 Twitter）で情報を発信し、さらにインターネット広告を利用することにより、

一層の周知を図った。また、業界で働く労働者の長時間労働の問題と改善

策等について、平成 28 年度に作成した Web サイト（https://www.mhlw.go. 

jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/shigoto/it/ 

index.html）の更新を行った。 

（5）建設業  
ア 建設業の概況 

建設業にも令和６年４月１日から、時間外労働の上限規制の適用が開始される。 

建設業では、令和５年「毎月勤労統計調査」（厚生労働省）によると、年間の出勤日数は

全産業と比べて 30 日多く、また、年間の総実労働時間は全産業と比べて 336 時間長い状況

にある。 

また、令和５年「労働力調査」（総務省）によると、建設就業者は、55歳以上が 36.6％、

29 歳以下が 11.6％となっており、次世代への技術継承が大きな課題となっており、こうした

点からも労働環境の改善が急務となっている。 

一方で、建設業の働き方の背景には、短い工期が設定され、技術者・技能者ともに４週８

休（週休２日）が確保できていない場合があるといった取引慣行上の問題があり、建設業者

の努力だけでは解決することが難しいことから、発注者との取引関係の在り方も含めて改善

を行っていくことが必要である。 

イ 働き方改革に関する関係省庁連絡会議・協議会の設置 

働き方改革実行計画（平成 29年３月 28日働き方改革実現会議決定）において、建設事業に

ついては、発注者を含めた関係者による協議の下、適正な工期設定や適切な賃金水準の確保、

週休２日の推進などによる休日確保などに関する取組を推進するため、「建設業の働き方改革

に関する関係省庁連絡会議」を平成 29 年６月に設置した。上限規制適用前の最終年度に当た

る令和５年度には、都道府県労働局において、改正労基法等の内容を含む労働時間に関する法
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制度等の周知や理解の促進に向け、建設業者団体、経営者・発注者団体、国土交通省地方整備

局、都道府県（建設業担当部署及び公共工事担当部署）を構成員とした都道府県建設業関係労

働時間削減推進協議会を開催し、都道府県ごとの説明会の内容や開催方法等についての意見交

換等を実施した。 

本協議会は令和６年度においても引き続き実施することとしている。 

ウ 新・担い手３法の改正 

急速な高齢化と若者離れが進む建設業では、工期を適正化し、長時間労働を是正すること

や、限りある人材を有効活用するなど建設現場の生産性を向上させることなどが求められて

いる。 

こうした現状を踏まえ、長時間労働の是正などを通じて建設業の将来の担い手を確保し、

建設業の持続性を確保するため、建設業の働き方改革の促進、建設現場の生産性向上及び持

続可能な事業環境の確保などの観点から、第 198 回通常国会において、新・担い手３法と呼

ばれる建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する

法律（令和元年法律第 30 号）及び公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する

法律（令和元年法律第 35 号。以下「品確法」という。）が成立した。公共工事を対象とする

理念法である品確法により、将来にわたる公共工事の品質確保やその担い手の中長期的な育

成、確保を図るとともに、民間工事を含む全ての建設工事を対象とする各法を一体で改正す

ることで、民間工事までその理念の波及が進むことが期待できる。 

さらに、令和５年９月には、担い手確保の取組を加速し、持続可能な建設業を目指して、

中央建設業審議会・社会資本整備審議会基本問題小委員会による中間とりまとめがなされた。 

この中間とりまとめに基づき、令和６年６月に、労働者の処遇改善に向けた賃金原資の確

保と下請事業者までの行き渡り、資材価格転嫁の円滑化による労務費へのしわ寄せ防止、さ

らには、働き方改革や現場の生産性向上を図るため、「建設業法及び公共工事の入札及び契

約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律案」が成立した。 

エ 「工期に関する基準」の周知徹底など 

令和２年７月に中央建設業審議会において「工期に関する基準」が作成・勧告された。同

基準においては、週休２日の確保が掲げられている。 

さらに、令和６年４月からの時間外労働の上限規制の適用を踏まえて令和６年３月に「工

期に関する基準」が改定され、時間外労働の上限規制の遵守を前提とした工期の確保や、猛

暑日は作業不能日として工期設定を行うことなどが定められた。 

国土交通省では、公共工事・民間工事を問わず、同基準の周知徹底を図っているところで

あり、令和４年度からは、建設業の長時間労働削減に向けた自主的な取組を促進することを

目的とした厚生労働省主催の説明会などや、受発注者間及び元下間を対象としたモニタリン

グ調査を通じて、民間発注者や元請業者などに対して工期の適正化に向けた働きかけを実施

している。 
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オ 国民全体に向けた周知広報 

適正な工期設定を促進するためには、社会的な機運醸成を図ることが必要であることから、

厚生労働省は令和５年６月から、国土交通省と連携して、働き方改革の重要性や業界が抱え

る課題について周知広報を行っている。 

具体的には、令和５年６月に特設サイト「はたらきかたススメ」を開設して

一般国民向けの広報動画を、さらに９月からは発注者向けの広報動画を公開し

て、適正な工期設定への配慮を広く呼びかけている。 

 

 大洋建設（神奈川県横浜市）は 1968 年に創業、ゼ
ネコンと呼ばれる総合建設業をメインに、戸建ての
分譲などの不動産販売、自社物件の運用をする不動
産賃貸の３事業を展開。横浜と東京の２か所を拠点
に、従業員数 129 名（2024 年 7 月現在）が働いてい
る。2024 年４月からの建設業への時間外労働の上限
規制の適用に伴い、働き方改革に関する議論を重ね、
制度の見直しを続けている。 

勤怠管理の改善と人員配置の見直し 
 時間外労働の上限規制が建設業に適用されるまでには、2019 年の働き方改革関連法の
施行開始から５年間猶予があったため、その間、大洋建設では、まずは勤怠管理の在り
方から見直しを開始した。 
 同社では、2019 年から給与制度の改定と勤怠管理システムの導入に着手した。担当し
た管理本部長は「当時は 60 時間のいわゆる固定残業代を支給しており、（毎月 60 時間
の残業を前提とすると）2024 年からの上限規制を超えていたので、これは変えなければ
いけないというところからのスタートでした」と語る。 
 2021 年からは、携帯電話のアプリで位置情報を使った勤怠管理を実施。管理部門と管
理職が全従業員の勤務状況をより詳細に把握できるようにし、長時間労働が目立つ従業
員へのフォローなども行った。 
 さらに 2024 年の制度改正への対応のため、人員の確保や安全書類管理のクラウド化、
現場監督をサポートする現場事務員の配置、 有給休
暇の時間単位取得制度、社内外の相談窓口の設置な
ど 9 項目の改革に着手した。 
 本部長は「今一番頭を悩ましているのは、土日完全
休工現場の実現。工期を守るために土曜日に出勤せ
ざるを得ないときも、交代で休みが取れるような人
員配置をするのが最終形態になると思う」と明かす。 
 

コラム13 【企業の取組】人事施策の改定とDXの推進による 
上限規制への対応～大洋建設（神奈川県横浜市）～ 

「土日完全休工現場の実現が課題」と語

る管理本部長 

創業 56 年を迎える大洋建設 
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制度等の周知や理解の促進に向け、建設業者団体、経営者・発注者団体、国土交通省地方整備

局、都道府県（建設業担当部署及び公共工事担当部署）を構成員とした都道府県建設業関係労

働時間削減推進協議会を開催し、都道府県ごとの説明会の内容や開催方法等についての意見交

換等を実施した。 

本協議会は令和６年度においても引き続き実施することとしている。 

ウ 新・担い手３法の改正 

急速な高齢化と若者離れが進む建設業では、工期を適正化し、長時間労働を是正すること

や、限りある人材を有効活用するなど建設現場の生産性を向上させることなどが求められて

いる。 

こうした現状を踏まえ、長時間労働の是正などを通じて建設業の将来の担い手を確保し、

建設業の持続性を確保するため、建設業の働き方改革の促進、建設現場の生産性向上及び持

続可能な事業環境の確保などの観点から、第 198 回通常国会において、新・担い手３法と呼

ばれる建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する

法律（令和元年法律第 30 号）及び公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する

法律（令和元年法律第 35 号。以下「品確法」という。）が成立した。公共工事を対象とする

理念法である品確法により、将来にわたる公共工事の品質確保やその担い手の中長期的な育

成、確保を図るとともに、民間工事を含む全ての建設工事を対象とする各法を一体で改正す
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さらに、令和５年９月には、担い手確保の取組を加速し、持続可能な建設業を目指して、

中央建設業審議会・社会資本整備審議会基本問題小委員会による中間とりまとめがなされた。 

この中間とりまとめに基づき、令和６年６月に、労働者の処遇改善に向けた賃金原資の確
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エ 「工期に関する基準」の周知徹底など 

令和２年７月に中央建設業審議会において「工期に関する基準」が作成・勧告された。同

基準においては、週休２日の確保が掲げられている。 

さらに、令和６年４月からの時間外労働の上限規制の適用を踏まえて令和６年３月に「工
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オ 国民全体に向けた周知広報 

適正な工期設定を促進するためには、社会的な機運醸成を図ることが必要であることから、

厚生労働省は令和５年６月から、国土交通省と連携して、働き方改革の重要性や業界が抱え

る課題について周知広報を行っている。 

具体的には、令和５年６月に特設サイト「はたらきかたススメ」を開設して

一般国民向けの広報動画を、さらに９月からは発注者向けの広報動画を公開し

て、適正な工期設定への配慮を広く呼びかけている。 

 

 大洋建設（神奈川県横浜市）は 1968 年に創業、ゼ
ネコンと呼ばれる総合建設業をメインに、戸建ての
分譲などの不動産販売、自社物件の運用をする不動
産賃貸の３事業を展開。横浜と東京の２か所を拠点
に、従業員数 129 名（2024 年 7 月現在）が働いてい
る。2024 年４月からの建設業への時間外労働の上限
規制の適用に伴い、働き方改革に関する議論を重ね、
制度の見直しを続けている。 

勤怠管理の改善と人員配置の見直し 
 時間外労働の上限規制が建設業に適用されるまでには、2019 年の働き方改革関連法の
施行開始から５年間猶予があったため、その間、大洋建設では、まずは勤怠管理の在り
方から見直しを開始した。 
 同社では、2019 年から給与制度の改定と勤怠管理システムの導入に着手した。担当し
た管理本部長は「当時は 60 時間のいわゆる固定残業代を支給しており、（毎月 60 時間
の残業を前提とすると）2024 年からの上限規制を超えていたので、これは変えなければ
いけないというところからのスタートでした」と語る。 
 2021 年からは、携帯電話のアプリで位置情報を使った勤怠管理を実施。管理部門と管
理職が全従業員の勤務状況をより詳細に把握できるようにし、長時間労働が目立つ従業
員へのフォローなども行った。 
 さらに 2024 年の制度改正への対応のため、人員の確保や安全書類管理のクラウド化、
現場監督をサポートする現場事務員の配置、 有給休
暇の時間単位取得制度、社内外の相談窓口の設置な
ど 9 項目の改革に着手した。 
 本部長は「今一番頭を悩ましているのは、土日完全
休工現場の実現。工期を守るために土曜日に出勤せ
ざるを得ないときも、交代で休みが取れるような人
員配置をするのが最終形態になると思う」と明かす。 
 

コラム13 【企業の取組】人事施策の改定とDXの推進による 
上限規制への対応～大洋建設（神奈川県横浜市）～ 

「土日完全休工現場の実現が課題」と語

る管理本部長 

創業 56 年を迎える大洋建設 
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現場監督の負担軽減と「休みやすい職場」の実現 
 残業の原因の一つとなっていたのが、現場監督の事務作業の負担だった。現場監督に
は、工事の進捗管理だけでなく、協力会社の作業員の把握や労働安全関連の書類の作成
など様々な事務作業があったが、現場に事務作業の担当者を配置し、さらに日々の作業
者の名簿などの安全書類をクラウド上で提出してもらうなど DX に取り組み、業務の効
率化を進め、現場監督の負担を軽減した。 
 DX 推進に取り組んだ生産本部の現場事務担当者は「現場には、一人親方など個人でや
っている職人さんなどいろいろな方がいるので、デジタル化に対応してもらうため、PC
の使い方から一緒にやることもありました。紙の書類だと不備があると郵送してもらっ
て送り返す必要があるけど、今はネットでつながっていて、すぐに修正してもらえるの
でお互いにスムーズに進められるメリットを感じてもらえるようになりました。業者さ
んとこれからも長く付き合っていくので、元請としてもしっかり伝えていかなきゃいけ
ないと思います」と成果を語る。 
 それ以外にも作業員の現場への入出場を顔認証システムで管理することにより、現場
管理のデジタル化だけでなく、作業員の就業履歴を建設キャリアアップシステムのサー
バーに蓄積することができるので、業者や職人の実績をきちんと記録することが可能に
なった。カードによる認証と違い、顔認証ならカードを忘れても記録できるのもメリッ
トだという。 
 入社２年目の現場監督は「それまで現場の事務は
若手の現場監督の仕事でしたが、工事を行っている
時間は職人さんと相談したり、現場の写真を撮った
り動き回っているので、席に座っている時間がほと
んどない。事務作業はどうしても現場が終わってか
らの作業になってしまうので、現場の事務担当がい
ることは本当に助かります」と話す。 
 また、現場事務は実務経験になり、キャリアアップにもつながるという。現場事務担 
当者は「安全書類だけではなく、現場の品質管理の書類も扱うので、実地で勉強になる。
その経験を生かして 2 級の建築施工管理技士の資格を取得できました」と笑顔を見せる。 
 こうした負担の軽減に取り組む一方で、従業員の休暇取得の推進にも取り組んでいる。
大きな柱となっているのが、時間単位の有給休暇を取得できる制度の導入だ。さらに育
児休暇取得を推進するため、国の助成金を活用して、育休を取る従業員の職場の同僚に
も手当を支給する制度も実施した。 
 双子の育児中という工務グループの事務担当は
「出産前は本社の受付を担当していたので、出社し
て途中で抜けることも難しく、異動をさせてもらっ
て育児休暇も取得しました。子供が体調を崩して休
んでいる時に午後出勤の夫と昼の休憩時間にバト
ンタッチすることもあるのですが、ギリギリまでい
ると夫が遅刻してしまうので、１時間前に有休を
取ればお互いに遅刻早退せずに働ける。子供の学
校の面談なども就業時間から 1 時間単位で休ませ
てもらって行けて、半日有給休暇とか早退にならないのでありがたいですね」と語る。 

「休みやすい職場」と語る（左から） 
現場事務担当者、工務グループ事務担当、

現場監督の社員 
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「コストアップへの対応」と「人材確保」が改革のカギ 
 本部長は改革の成功のポイントを「コストアップへの対応」だと指摘する。「休みが
増えても社員の給与が減っては改革にならない。給与は１円も削らずに休暇を増やす改
定を行ったので、会社としてはコスト増になる。その予算を確保するために、販管費の
見直しもしていますが、営業積算の段階でやはり原価の中にそのコストをきちんと入れ
て、お客様にも理解していただいています」と説明する。 
 また、改革の実現には「人材の確保」も大きなポイントだという。現場監督は「１年
目は、お盆休みにつなげて 2 週間休んで、家族と海外に行きました。同じ業種の友人は
休みが取りにくい雰囲気もあると言っていたので、休みやすい環境はいいと思います。
就職の合同説明会でも福利厚生や服装自由など、地場の建設会社ではこんな自由な会社
はあんまりないのかなって思って入社を決めました」と笑顔を見せる。 
 本部長は「人手不足が問題になる中、リクルートにはかなり力を入れています。現場
事務も現在２人体制で、１人が複数の現場を担当しているため、まとまった休みが取り
にくい。新卒２人を採用して、体制を整えたい」と語る。新卒社員以外にも大手ゼネコ
ンの退職者などを対象にした「エキスパート契約社員制度」を新設して、シニア世代の
人材活用にも取り組んでいる。 
 様々な改革を進め、時間外労働の減少や年次有給休暇の取得率の増加、育児休業も取
得実績が上がるなど着実に成果を上げているが、本部長は「改革はまだ緒に就いたばか
り」と話す。 
 そのため、社会保険労務士による働き方に関する相談窓口も設置し、社員からの声も
吸い上げている。さらに社長をトップにしたワーク・ライフ・バランスの会議を毎朝開
き、働き方改革に関する議論を重ね、制度の見直しを続けている。「現場で働く所長の
業務を一部本社の方で巻き取るようにするなど様々な議論をしていますが、それでも皆
さん業務が膨大に残っているわけで、制度を変えたからといって現場の仕事が減るわけ
じゃない。理想と現実のギャップをどう埋めていくか、これからも取り組んでいきたい」
と決意を語った。 

（大洋建設株式会社） 
http://www.ocean-group.co.jp/ 
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 残業の原因の一つとなっていたのが、現場監督の事務作業の負担だった。現場監督に
は、工事の進捗管理だけでなく、協力会社の作業員の把握や労働安全関連の書類の作成
など様々な事務作業があったが、現場に事務作業の担当者を配置し、さらに日々の作業
者の名簿などの安全書類をクラウド上で提出してもらうなど DX に取り組み、業務の効
率化を進め、現場監督の負担を軽減した。 
 DX 推進に取り組んだ生産本部の現場事務担当者は「現場には、一人親方など個人でや
っている職人さんなどいろいろな方がいるので、デジタル化に対応してもらうため、PC
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でお互いにスムーズに進められるメリットを感じてもらえるようになりました。業者さ
んとこれからも長く付き合っていくので、元請としてもしっかり伝えていかなきゃいけ
ないと思います」と成果を語る。 
 それ以外にも作業員の現場への入出場を顔認証システムで管理することにより、現場
管理のデジタル化だけでなく、作業員の就業履歴を建設キャリアアップシステムのサー
バーに蓄積することができるので、業者や職人の実績をきちんと記録することが可能に
なった。カードによる認証と違い、顔認証ならカードを忘れても記録できるのもメリッ
トだという。 
 入社２年目の現場監督は「それまで現場の事務は
若手の現場監督の仕事でしたが、工事を行っている
時間は職人さんと相談したり、現場の写真を撮った
り動き回っているので、席に座っている時間がほと
んどない。事務作業はどうしても現場が終わってか
らの作業になってしまうので、現場の事務担当がい
ることは本当に助かります」と話す。 
 また、現場事務は実務経験になり、キャリアアップにもつながるという。現場事務担 
当者は「安全書類だけではなく、現場の品質管理の書類も扱うので、実地で勉強になる。
その経験を生かして 2 級の建築施工管理技士の資格を取得できました」と笑顔を見せる。 
 こうした負担の軽減に取り組む一方で、従業員の休暇取得の推進にも取り組んでいる。
大きな柱となっているのが、時間単位の有給休暇を取得できる制度の導入だ。さらに育
児休暇取得を推進するため、国の助成金を活用して、育休を取る従業員の職場の同僚に
も手当を支給する制度も実施した。 
 双子の育児中という工務グループの事務担当は
「出産前は本社の受付を担当していたので、出社し
て途中で抜けることも難しく、異動をさせてもらっ
て育児休暇も取得しました。子供が体調を崩して休
んでいる時に午後出勤の夫と昼の休憩時間にバト
ンタッチすることもあるのですが、ギリギリまでい
ると夫が遅刻してしまうので、１時間前に有休を
取ればお互いに遅刻早退せずに働ける。子供の学
校の面談なども就業時間から 1 時間単位で休ませ
てもらって行けて、半日有給休暇とか早退にならないのでありがたいですね」と語る。 

「休みやすい職場」と語る（左から） 
現場事務担当者、工務グループ事務担当、
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 本部長は改革の成功のポイントを「コストアップへの対応」だと指摘する。「休みが
増えても社員の給与が減っては改革にならない。給与は１円も削らずに休暇を増やす改
定を行ったので、会社としてはコスト増になる。その予算を確保するために、販管費の
見直しもしていますが、営業積算の段階でやはり原価の中にそのコストをきちんと入れ
て、お客様にも理解していただいています」と説明する。 
 また、改革の実現には「人材の確保」も大きなポイントだという。現場監督は「１年
目は、お盆休みにつなげて 2 週間休んで、家族と海外に行きました。同じ業種の友人は
休みが取りにくい雰囲気もあると言っていたので、休みやすい環境はいいと思います。
就職の合同説明会でも福利厚生や服装自由など、地場の建設会社ではこんな自由な会社
はあんまりないのかなって思って入社を決めました」と笑顔を見せる。 
 本部長は「人手不足が問題になる中、リクルートにはかなり力を入れています。現場
事務も現在２人体制で、１人が複数の現場を担当しているため、まとまった休みが取り
にくい。新卒２人を採用して、体制を整えたい」と語る。新卒社員以外にも大手ゼネコ
ンの退職者などを対象にした「エキスパート契約社員制度」を新設して、シニア世代の
人材活用にも取り組んでいる。 
 様々な改革を進め、時間外労働の減少や年次有給休暇の取得率の増加、育児休業も取
得実績が上がるなど着実に成果を上げているが、本部長は「改革はまだ緒に就いたばか
り」と話す。 
 そのため、社会保険労務士による働き方に関する相談窓口も設置し、社員からの声も
吸い上げている。さらに社長をトップにしたワーク・ライフ・バランスの会議を毎朝開
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さん業務が膨大に残っているわけで、制度を変えたからといって現場の仕事が減るわけ
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3.11 若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の推進  

若年労働者、高年齢労働者、個々の特性に応じた雇用管理を求められることが相対的に多

い障害者である労働者等については、各々の特性に応じた配慮を行う必要があることをパン

フレット等で周知・啓発するとともに、以下の取組を行っている。 

（1）若年労働者への取組 

独立行政法人労働者健康安全機構が全国の都道府県に設置する産業保健総合支援センター

において、若年労働者に対してセルフケアを中心としたメンタルヘルス教育を実施しており、

令和５年度は 670 回実施した。 

また、若年労働者のメンタルヘルスケアに当たっては、労働者の家族の支援を受けながら

進めることが重要であることから、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」

において、事業場と労働者の家族が連携したメンタルヘルスケアの取組事例を掲載し、周知・

啓発している。 

（2）高年齢労働者への取組 

令和２年３月に策定した「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」（エイ

ジフレンドリーガイドライン）に基づき、高齢者の身体機能の低下を補う設備・装置の導入

や予防的観点からの労働者の筋力強化等の身体機能向上のための健康づくり等を促すととも

に、高年齢労働者の安全衛生確保対策に取り組む中小企業等を支援する補助金（エイジフレ

ンドリー補助金）を令和２年度に新設し、令和５年度は 1,078 件を支給決定した。 

（3）障害者である労働者や傷病を抱える労働者への取組 

「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」（平成 28 年２月策定、令

和６年３月改訂）と、その参考資料である疾患別留意事項及び「企業・医療機関連携マニュ

アル」の理解を深め、事業者や医療機関等での活用を図るためにオンライン等によるシンポ

ジウム・セミナーを開催（年４回）したほか、ポータルサイト「治療と仕事の両立支援ナビ」

を通じて、事業者、産業医等の産業保健スタッフ、労働者やその家族、医療機関・支援機関

の関係者等に対して両立支援に関する資料のほか、事業場の取組事例等、両立支援に関する

総合的な情報を提供した。 

また、両立支援を必要とする労働者に寄り添い、医療機関と事業者の連携を支える役割を

担う両立支援コーディネーターを令和５年度は 5,410 人養成した。 

そのほか、各都道府県に設置している地域障害者職業センターにおいてうつ病等による休

職者の職場復帰支援（リワーク支援）を実施している。休職者本人、事業主、主治医の３者

の合意のもと、生活リズムの立て直し、体調の自己管理・ストレス対処等適応力の向上、職

場の受入体制の整備に関する助言等を行い、うつ病等による休職者の円滑な職場復帰を支援

している。 

また、全国の主要なハローワーク等において、就職に関連した様々な生活支援等を必要と

する求職者に対し、臨床心理士等の専門家による巡回相談を実施している。 
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3.12 公務員に対する周知・啓発等の実施  

（1）国家公務員に対する周知・啓発等の実施  
ア 国家公務員の超過勤務の縮減や年次休暇の計画的な取得促進について 

国家公務員については、政府全体を通じて「国家公務員の労働時間短縮対策について」（平

成４年 12月９日人事管理運営協議会決定）、「採用昇任等基本方針」（平成 26 年６月 24日閣

議決定）、「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針」（平成 26

年 10 月 17 日女性職員活躍・ワークライフバランス推進協議会決定。以下「取組指針」とい

う。）、「計画表の活用による年次休暇及び夏季休暇の使用の促進について」（平成 30 年 12 月

７日付け職職―252）、平成 31 年４月に施行された超過勤務命令の上限設定等に係る人事院

規則 15―14（職員の勤務時間、休日及び休暇）等の規定等に沿って、一層の超過勤務の縮減

や年次休暇の計画的な取得促進に取り組んできた。 

取組指針及び取組指針に基づき各府省等が策定した取組計画等により、国会関係業務を含

む業務効率化・デジタル化、勤務時間管理のシステム化、的確な勤務時間管理による超過勤

務縮減をはじめとする働き方改革の取組を推進している。 

また、内閣人事局は、各府省等の取組状況の実態及び職員の意識等を横断的に把握・検証

するため、国家公務員を対象にアンケート調査を実施しており、調査結果等について、内閣

人事局の HP で公表している。各府省等においては、取組指針に基づき各府省等が策定した取

組計画により、働き方改革の取組を推進している。 

人事院は、平成 31 年４月に、人事院規則 15―14 により、超過勤務命令を行うことができ

る上限を、原則、１年について 360 時間、他律的業務の比重が高い部署（以下「他律部署」

という。）においても 720 時間などと設定した。大規模災害への対処等の重要な業務であっ

て特に緊急に処理することを要する業務（以下「特例業務」という。）に従事する職員に対

しては、これらの上限の時間を超えて超過勤務を命ずることができることとしているが、そ

の場合には、各省各庁の長は、原則として翌年度の９月末までに、上限を超えて超過勤務を

命じた要因の整理、分析及び検証を行わなければならないこととしている。令和４年度に各

府省において上限を超えて超過勤務を命ぜられた職員は、他律部署では定員の 16.0％、他律

部署以外の部署では定員の 7.7％であった。 

また、人事院では、超過勤務の縮減に向けた指導を徹底するため、令和４年４月に新設し

た勤務時間調査・指導室において、各府省を直接訪問して勤務時間の管理等に関する調査を

実施し、客観的な記録（在庁時間）を基礎とした超過勤務時間の適正な管理に関する指導等

を行っている。 

イ 国家公務員の勤務間インターバルの確保について 

テレワーク等の柔軟な働き方に対応した勤務時間制度等の在り方について検討を行うため、

人事院は、令和４年１月から令和５年３月にかけて、学識経験者による研究会を開催した。

同月に取りまとめられた最終報告では、大綱において、民間における勤務間インターバル制

度の導入企業割合等について数値目標が設けられていることも踏まえ、公務における勤務間

インターバルの在り方についても提言がなされた。 

人事院は、勤務間のインターバルにより、睡眠時間を含む生活時間を十分に確保すること

は、健康の維持のために不可欠であるとともに、仕事と生活の調和が取れた働き方を追求す

るためにも重要であり、公務職場の魅力向上のほか、公務能率の一層の向上につながること

若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の推進3.11
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3.11 若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の推進  

若年労働者、高年齢労働者、個々の特性に応じた雇用管理を求められることが相対的に多

い障害者である労働者等については、各々の特性に応じた配慮を行う必要があることをパン

フレット等で周知・啓発するとともに、以下の取組を行っている。 

（1）若年労働者への取組 

独立行政法人労働者健康安全機構が全国の都道府県に設置する産業保健総合支援センター

において、若年労働者に対してセルフケアを中心としたメンタルヘルス教育を実施しており、

令和５年度は 670 回実施した。 

また、若年労働者のメンタルヘルスケアに当たっては、労働者の家族の支援を受けながら

進めることが重要であることから、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」

において、事業場と労働者の家族が連携したメンタルヘルスケアの取組事例を掲載し、周知・

啓発している。 

（2）高年齢労働者への取組 

令和２年３月に策定した「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」（エイ

ジフレンドリーガイドライン）に基づき、高齢者の身体機能の低下を補う設備・装置の導入

や予防的観点からの労働者の筋力強化等の身体機能向上のための健康づくり等を促すととも

に、高年齢労働者の安全衛生確保対策に取り組む中小企業等を支援する補助金（エイジフレ

ンドリー補助金）を令和２年度に新設し、令和５年度は 1,078 件を支給決定した。 

（3）障害者である労働者や傷病を抱える労働者への取組 

「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」（平成 28 年２月策定、令

和６年３月改訂）と、その参考資料である疾患別留意事項及び「企業・医療機関連携マニュ

アル」の理解を深め、事業者や医療機関等での活用を図るためにオンライン等によるシンポ

ジウム・セミナーを開催（年４回）したほか、ポータルサイト「治療と仕事の両立支援ナビ」

を通じて、事業者、産業医等の産業保健スタッフ、労働者やその家族、医療機関・支援機関

の関係者等に対して両立支援に関する資料のほか、事業場の取組事例等、両立支援に関する

総合的な情報を提供した。 

また、両立支援を必要とする労働者に寄り添い、医療機関と事業者の連携を支える役割を

担う両立支援コーディネーターを令和５年度は 5,410 人養成した。 

そのほか、各都道府県に設置している地域障害者職業センターにおいてうつ病等による休

職者の職場復帰支援（リワーク支援）を実施している。休職者本人、事業主、主治医の３者

の合意のもと、生活リズムの立て直し、体調の自己管理・ストレス対処等適応力の向上、職

場の受入体制の整備に関する助言等を行い、うつ病等による休職者の円滑な職場復帰を支援

している。 

また、全国の主要なハローワーク等において、就職に関連した様々な生活支援等を必要と

する求職者に対し、臨床心理士等の専門家による巡回相談を実施している。 
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3.12 公務員に対する周知・啓発等の実施  

（1）国家公務員に対する周知・啓発等の実施  
ア 国家公務員の超過勤務の縮減や年次休暇の計画的な取得促進について 

国家公務員については、政府全体を通じて「国家公務員の労働時間短縮対策について」（平

成４年 12月９日人事管理運営協議会決定）、「採用昇任等基本方針」（平成 26 年６月 24日閣

議決定）、「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針」（平成 26

年 10 月 17 日女性職員活躍・ワークライフバランス推進協議会決定。以下「取組指針」とい

う。）、「計画表の活用による年次休暇及び夏季休暇の使用の促進について」（平成 30 年 12 月

７日付け職職―252）、平成 31 年４月に施行された超過勤務命令の上限設定等に係る人事院

規則 15―14（職員の勤務時間、休日及び休暇）等の規定等に沿って、一層の超過勤務の縮減

や年次休暇の計画的な取得促進に取り組んできた。 

取組指針及び取組指針に基づき各府省等が策定した取組計画等により、国会関係業務を含

む業務効率化・デジタル化、勤務時間管理のシステム化、的確な勤務時間管理による超過勤

務縮減をはじめとする働き方改革の取組を推進している。 

また、内閣人事局は、各府省等の取組状況の実態及び職員の意識等を横断的に把握・検証

するため、国家公務員を対象にアンケート調査を実施しており、調査結果等について、内閣

人事局の HP で公表している。各府省等においては、取組指針に基づき各府省等が策定した取

組計画により、働き方改革の取組を推進している。 

人事院は、平成 31 年４月に、人事院規則 15―14 により、超過勤務命令を行うことができ

る上限を、原則、１年について 360 時間、他律的業務の比重が高い部署（以下「他律部署」

という。）においても 720 時間などと設定した。大規模災害への対処等の重要な業務であっ

て特に緊急に処理することを要する業務（以下「特例業務」という。）に従事する職員に対

しては、これらの上限の時間を超えて超過勤務を命ずることができることとしているが、そ

の場合には、各省各庁の長は、原則として翌年度の９月末までに、上限を超えて超過勤務を

命じた要因の整理、分析及び検証を行わなければならないこととしている。令和４年度に各

府省において上限を超えて超過勤務を命ぜられた職員は、他律部署では定員の 16.0％、他律

部署以外の部署では定員の 7.7％であった。 

また、人事院では、超過勤務の縮減に向けた指導を徹底するため、令和４年４月に新設し

た勤務時間調査・指導室において、各府省を直接訪問して勤務時間の管理等に関する調査を

実施し、客観的な記録（在庁時間）を基礎とした超過勤務時間の適正な管理に関する指導等

を行っている。 

イ 国家公務員の勤務間インターバルの確保について 

テレワーク等の柔軟な働き方に対応した勤務時間制度等の在り方について検討を行うため、

人事院は、令和４年１月から令和５年３月にかけて、学識経験者による研究会を開催した。

同月に取りまとめられた最終報告では、大綱において、民間における勤務間インターバル制

度の導入企業割合等について数値目標が設けられていることも踏まえ、公務における勤務間

インターバルの在り方についても提言がなされた。 

人事院は、勤務間のインターバルにより、睡眠時間を含む生活時間を十分に確保すること

は、健康の維持のために不可欠であるとともに、仕事と生活の調和が取れた働き方を追求す

るためにも重要であり、公務職場の魅力向上のほか、公務能率の一層の向上につながること

公務員に対する周知・啓発等の実施3.12
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も期待されることも踏まえ、令和６年４月より、勤務間のインターバルの確保に係る各省各

庁の長の努力義務規定を導入するとともに、各府省に対し確保すべき時間の目安や取組例を

通知した。また、国家公務員の勤務間のインターバル確保状況の実態や課題の把握等をする

ための調査・研究事業に着手している。 

ウ 国家公務員の心の健康づくり対策について 

国家公務員においても、心の健康の問題による長期病休者の数が長期病休者全体の６～７割

を占める状況が続いており、職員の心の健康づくり対策が重要な課題となっている。 

 人事院では、こうした状況を踏まえ、「職員の心の健康づくりのための指針」（平成 16 年

３月 30 日付け勤職―75、平成 29年８月改正）に基づき、心の健康づくり研修の実施や担当

者会議の開催、ガイドブックによる職員の意識啓発、セルフケアに関する自習用教材の周知

など職員の心の健康づくり対策に重点的に取り組んでいる。また、平成 27 年 12 月に、心の

不健康な状態を未然に防止することを目的としたストレスチェック制度を導入し、平成 28年

11 月には、過度のストレスがなく、いきいきとした職場の実現を目指す職場環境改善の推進

を図るため、「「心の健康づくりのための職場環境改善」について」（平成 28 年 11 月 22 日

付け職職―266）を発出しており、各府省の担当者等に対して職場環境改善の手法等に関する

研修を実施している。各府省では、ストレスチェックを活用した集団分析を実施し、また、

その結果を管理監督者にフィードバックして職場の課題を明確化すること等により、職場環

境改善に積極的に取り組むよう推進している。さらに、人事院では、ストレスチェックの結

果を用いたハラスメント予防を含めた職場環境改善の方策について、心の健康づくりの専門

家によるワーキンググループにおいて検討を行い、令和４年２月に報告書を取りまとめた。

また、報告書を踏まえたストレスチェックを活用した職場環境改善の具体的な取組等につい

て各府省へ周知し、一層の職場環境改善の取組を促した。 

 内閣官房内閣人事局では、令和３年３月に「国家公務員健康増進等基本計画」（平成３年

３月 20 日内閣総理大臣決定。以下「基本計画」という。）を一部改正し、幹部職員、課長、

室長、課長補佐、係長等へ昇任した際に心の健康づくりに関する研修の受講を必修化した。

これに基づき、各府省の管理監督者に対し、メンタルヘルスケアに関する知識を習得させる

とともに、職員が心身ともに健康で安心できる職場環境づくりの取組や職場におけるメンタ

ルヘルスケアの一層の推進に資することを目的として、メンタルヘルスセミナーを実施した。

また、業務多忙や遠隔地官署勤務等の理由により当該研修を受講できない職員に対し、ｅラ

ーニングによる講習を実施した。 

エ 国家公務員のハラスメント防止対策について 

人事院では、人事院規則 10―10（セクシュアル・ハラスメントの防止等）、人事院規則 10

―15（妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメントの防止等）及び人事院規則 10―16（パ

ワー・ハラスメントの防止等）を定めている。これらの規則において、ハラスメントの防止

等のための各省各庁の長の責務、ハラスメントの禁止、研修等の実施、苦情相談への対応等

を定め、ハラスメントの防止等を図っている。 

これらの規則の適切な運用を図るため、12 月４日から 10 日までを「国家公務員ハラスメ

ント防止週間」と設定し、各府省に対して、ハラスメント防止対策の組織的・効果的な実施

のため、防止週間の期間中における周知・啓発等の一層の取組を求めた。また、全職員向け

にハラスメントの基礎的事項を理解させることに主眼を置いた自習用研修教材を各府省に提
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供するとともに、グループワークを導入した「幹部・管理職員ハラスメント防止研修」を本

府省及び地方機関の課長級以上の職員等を対象に実施した。これらに加え、各府省のハラス

メント相談員を対象としたセミナーを開催し、ハラスメント防止対策が適切に実施されるよ

う支援を行った。 

 内閣官房内閣人事局では、基本計画において、幹部職員、課長、室長、課長補佐、係長等

へ昇任した際にハラスメント防止に関する研修の受講を必修化した。また、業務多忙や遠隔

地官署勤務等の理由により当該研修を受講できない職員に対し、ｅラーニングによる講習を

実施した。 

オ 国家公務員のその他の健康増進対策の推進 

過労死等の原因となる脳血管疾患、心臓疾患を予防する観点から、基本計画に基づき、健

康診断等の結果、要医療・二次健診の対象となった職員への確実な受診等の指導、健康診断

結果や健康スコアリング等のデータを活用した健康増進対策を推進した。 

（2）地方公務員に対する周知・啓発等の実施 
ア 地方公務員の長時間労働の削減に向けた取組  

地方公務員については、長時間労働の削減に向けて、総務省から地方公共団体に対し、地

方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置の実効的な運用等について助言

を行っている。 

令和５年度は、制度を実効的に運用するための取組の更なる推進のため、「地方公共団体に

おける時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を実効的に運用するための取組の更なる推進

について（通知）」（令和５年 12月 25 日付け総務省自治行政局公務員部公務員課長・安全厚

生推進室長通知）において、客観的な方法により職員の勤務時間を把握すること、他律的部

署の指定に関し必要な措置を適切に講じること、時間外勤務の要因の整理・分析・検証など

時間外勤務縮減に向けた適切な対策を講ずべきこと等について助言を行った。また、時間外

勤務を縮減する観点から、時間外勤務の上限規制制度の実効的な運用に資する地方公共団体

の好事例を取りまとめ、当該好事例も参考に、地域の実情に応じ、時間外勤務縮減に資する

取組の実施について積極的に検討するよう助言を行った。 

イ 地方公務員の長時間労働による健康障害の防止対策 

民間労働者と同様に労働安全衛生法が適用される地方公務員については、総務省から各地

方公共団体に対し、「地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を実効

的に運用するための取組の更なる推進について（通知）」（令和５年 12月 25 日付け総務省自

治行政局公務員部公務員課長・安全厚生推進室長通知）において、産業医等の安全衛生管理

体制や相談体制の整備・活用等について、全庁的な取組体制を確保した上で進めるよう助言

を行うとともに、長時間の時間外勤務を行った職員の健康確保のため、医師による面接指導

を効果的に実施している地方公共団体の取組を取りまとめ、当該事例を参考に、地域の実情

に応じて、医師による面接指導や健康相談等を適切に実施するよう助言を行った。 
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も期待されることも踏まえ、令和６年４月より、勤務間のインターバルの確保に係る各省各

庁の長の努力義務規定を導入するとともに、各府省に対し確保すべき時間の目安や取組例を

通知した。また、国家公務員の勤務間のインターバル確保状況の実態や課題の把握等をする

ための調査・研究事業に着手している。 

ウ 国家公務員の心の健康づくり対策について 

国家公務員においても、心の健康の問題による長期病休者の数が長期病休者全体の６～７割

を占める状況が続いており、職員の心の健康づくり対策が重要な課題となっている。 

 人事院では、こうした状況を踏まえ、「職員の心の健康づくりのための指針」（平成 16 年

３月 30 日付け勤職―75、平成 29年８月改正）に基づき、心の健康づくり研修の実施や担当

者会議の開催、ガイドブックによる職員の意識啓発、セルフケアに関する自習用教材の周知

など職員の心の健康づくり対策に重点的に取り組んでいる。また、平成 27 年 12 月に、心の

不健康な状態を未然に防止することを目的としたストレスチェック制度を導入し、平成 28年

11 月には、過度のストレスがなく、いきいきとした職場の実現を目指す職場環境改善の推進

を図るため、「「心の健康づくりのための職場環境改善」について」（平成 28 年 11 月 22 日

付け職職―266）を発出しており、各府省の担当者等に対して職場環境改善の手法等に関する

研修を実施している。各府省では、ストレスチェックを活用した集団分析を実施し、また、

その結果を管理監督者にフィードバックして職場の課題を明確化すること等により、職場環

境改善に積極的に取り組むよう推進している。さらに、人事院では、ストレスチェックの結

果を用いたハラスメント予防を含めた職場環境改善の方策について、心の健康づくりの専門

家によるワーキンググループにおいて検討を行い、令和４年２月に報告書を取りまとめた。

また、報告書を踏まえたストレスチェックを活用した職場環境改善の具体的な取組等につい

て各府省へ周知し、一層の職場環境改善の取組を促した。 

 内閣官房内閣人事局では、令和３年３月に「国家公務員健康増進等基本計画」（平成３年

３月 20 日内閣総理大臣決定。以下「基本計画」という。）を一部改正し、幹部職員、課長、

室長、課長補佐、係長等へ昇任した際に心の健康づくりに関する研修の受講を必修化した。

これに基づき、各府省の管理監督者に対し、メンタルヘルスケアに関する知識を習得させる

とともに、職員が心身ともに健康で安心できる職場環境づくりの取組や職場におけるメンタ

ルヘルスケアの一層の推進に資することを目的として、メンタルヘルスセミナーを実施した。

また、業務多忙や遠隔地官署勤務等の理由により当該研修を受講できない職員に対し、ｅラ

ーニングによる講習を実施した。 

エ 国家公務員のハラスメント防止対策について 

人事院では、人事院規則 10―10（セクシュアル・ハラスメントの防止等）、人事院規則 10

―15（妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメントの防止等）及び人事院規則 10―16（パ

ワー・ハラスメントの防止等）を定めている。これらの規則において、ハラスメントの防止

等のための各省各庁の長の責務、ハラスメントの禁止、研修等の実施、苦情相談への対応等

を定め、ハラスメントの防止等を図っている。 

これらの規則の適切な運用を図るため、12 月４日から 10 日までを「国家公務員ハラスメ

ント防止週間」と設定し、各府省に対して、ハラスメント防止対策の組織的・効果的な実施

のため、防止週間の期間中における周知・啓発等の一層の取組を求めた。また、全職員向け

にハラスメントの基礎的事項を理解させることに主眼を置いた自習用研修教材を各府省に提
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供するとともに、グループワークを導入した「幹部・管理職員ハラスメント防止研修」を本

府省及び地方機関の課長級以上の職員等を対象に実施した。これらに加え、各府省のハラス

メント相談員を対象としたセミナーを開催し、ハラスメント防止対策が適切に実施されるよ

う支援を行った。 

 内閣官房内閣人事局では、基本計画において、幹部職員、課長、室長、課長補佐、係長等

へ昇任した際にハラスメント防止に関する研修の受講を必修化した。また、業務多忙や遠隔

地官署勤務等の理由により当該研修を受講できない職員に対し、ｅラーニングによる講習を

実施した。 

オ 国家公務員のその他の健康増進対策の推進 

過労死等の原因となる脳血管疾患、心臓疾患を予防する観点から、基本計画に基づき、健

康診断等の結果、要医療・二次健診の対象となった職員への確実な受診等の指導、健康診断

結果や健康スコアリング等のデータを活用した健康増進対策を推進した。 

（2）地方公務員に対する周知・啓発等の実施 
ア 地方公務員の長時間労働の削減に向けた取組  

地方公務員については、長時間労働の削減に向けて、総務省から地方公共団体に対し、地

方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置の実効的な運用等について助言

を行っている。 

令和５年度は、制度を実効的に運用するための取組の更なる推進のため、「地方公共団体に

おける時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を実効的に運用するための取組の更なる推進

について（通知）」（令和５年 12月 25 日付け総務省自治行政局公務員部公務員課長・安全厚

生推進室長通知）において、客観的な方法により職員の勤務時間を把握すること、他律的部

署の指定に関し必要な措置を適切に講じること、時間外勤務の要因の整理・分析・検証など

時間外勤務縮減に向けた適切な対策を講ずべきこと等について助言を行った。また、時間外

勤務を縮減する観点から、時間外勤務の上限規制制度の実効的な運用に資する地方公共団体

の好事例を取りまとめ、当該好事例も参考に、地域の実情に応じ、時間外勤務縮減に資する

取組の実施について積極的に検討するよう助言を行った。 

イ 地方公務員の長時間労働による健康障害の防止対策 

民間労働者と同様に労働安全衛生法が適用される地方公務員については、総務省から各地

方公共団体に対し、「地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置を実効

的に運用するための取組の更なる推進について（通知）」（令和５年 12月 25 日付け総務省自

治行政局公務員部公務員課長・安全厚生推進室長通知）において、産業医等の安全衛生管理

体制や相談体制の整備・活用等について、全庁的な取組体制を確保した上で進めるよう助言

を行うとともに、長時間の時間外勤務を行った職員の健康確保のため、医師による面接指導

を効果的に実施している地方公共団体の取組を取りまとめ、当該事例を参考に、地域の実情

に応じて、医師による面接指導や健康相談等を適切に実施するよう助言を行った。 
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ウ 地方公務員のメンタルヘルス対策・ハラスメント防止対策 

地方公務員について、公務職場特有の要請に応える観点から国家公務員と同様の取組が適

切に講じられることが重要であり、各地方公共団体においてストレスチェック等の実施によ

るメンタルヘルス不調の未然防止や職場環境の改善に取り組むとともに、職場におけるハラ

スメント防止のための雇用管理上の措置等が適切に講じられるよう、総務省において取組状

況をフォローアップしつつ、地方公共団体に対し助言を行っている。 

また、全国的な会議や各種研修会等において、過労死等防止対策のみならず、安全衛生管

理体制の整備やメンタルヘルス対策等の労働安全衛生全般について、総務省から地方公共団

体に対し助言等を行っている。 

近年増加傾向にあるメンタルヘルス不調者に関する対策を検討するため、令和３年度から

継続して研究会を開催しており、全庁的な取組体制で、メンタルヘルス不調の予防から再発

防止までの各段階に応じた対応を、計画的かつ継続的に講じることが重要であることから、

総務省から地方公共団体に対して、メンタルヘルス対策に関する計画の策定等を通じて着実

にメンタルヘルス対策を実施するよう助言を行った。 

エ 地方公務員の働き方改革 

地方公共団体においても長時間労働の削減をはじめとする働き方改革は行政運営上の重要

な課題となっている。総務省では、各地方公共団体における働き方改革に向けた取組を支援

するため、以下の取組を実施した。 

①  働き方改革の積極的な取組を要請 

「「令和４年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」の結果等を踏まえた地方公共団

体における勤務環境の整備・改善等について（通知）」（令和５年 12月 25 日付け総務省自

治行政局公務員部公務員課長・安全厚生推進室長通知）及び「人事院規則 15―14（職員の勤

務時間、休日及び休暇）の一部改正等について（令和６年４月１日施行の勤務間のインター

バル確保関係）」（令和６年３月 29 日付け総務省自治行政局公務員部公務員課長・安全厚生

推進室長通知）を発出し、各地方公共団体において、働き方改革に向け、早出遅出勤務やフ

レックスタイム制の活用、年次有給休暇の取得促進、勤務間のインターバル確保など、勤務

環境の整備・改善を進めるよう助言を行った。 

また、「地方公共団体におけるテレワークの推進について」（令和５年 12 月 27 日付け総

務省自治行政局公務員部公務員課女性活躍・人材活用推進室長、総務省自治行政局住民制度

課デジタル基盤推進室長通知）及び「「国家公務員におけるテレワークの適切な実施の推進

のためのガイドライン」の送付及びテレワークの一層の推進について」（令和６年３月 11日

付け総務省自治行政局公務員部公務員課女性活躍・人材活用推進室事務連絡）により、「働

き方改革の切り札」であるテレワークについて、各地方公共団体において積極的に取り組む

よう助言を行った。 

② 働き方改革への意識醸成に資する研修の実施 

男性を含めた地方公務員の意識啓発を進めるため、自治大学校において女性活躍・働き方

改革に関する内容の講義を実施した。 

③ 先進的な取組事例の紹介 

各地方公共団体に対し、働き方改革に資する先進的な取組事例を紹介し、情報発信の充実

を図っている。 
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オ 警察職員に対する取組  

警察職員については、重大事件の捜査や大規模災害への対応に従事するなどして、過重な

負荷に起因する健康障害が生じるリスクが高いことから、警察庁では、都道府県警察に対し、

各種通達や全国会議等を通じ、産業保健スタッフの相談対応力の向上のほか、職員の勤務状

況に応じた臨時の健康診断や医師による面接指導の実施、業務の合理化・効率化等による快

適な職場環境の形成、ストレスチェックの集計・分析結果を活用することによるメンタルヘ

ルス対策の充実等、警察職員への複合的な健康管理対策を講じるよう指示し、過重な負荷に

起因する健康障害を防止するための対策の充実を図っている。 

カ 消防職員に対する取組  

消防職員については、火災等の災害現場などで、悲惨な状況や恐怖を伴う体験に直面する

と、精神的ショックやストレスを受けることがあり、これにより、身体、精神、情動又は行

動に様々な障害が発生するおそれがある。 

消防庁では、平成24年度に東日本大震災における消防職団員の惨事ストレスの状況等を踏

まえ、消防本部等における対策に関する実態調査及び分析を行った。この結果を踏まえ、消

防職員等に対する惨事ストレス対策に関する教育及び普及・啓発、消防職員等の家族への惨

事ストレスの周知・理解の促進などの取組を進めている。  
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ウ 地方公務員のメンタルヘルス対策・ハラスメント防止対策 

地方公務員について、公務職場特有の要請に応える観点から国家公務員と同様の取組が適
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理体制の整備やメンタルヘルス対策等の労働安全衛生全般について、総務省から地方公共団

体に対し助言等を行っている。 

近年増加傾向にあるメンタルヘルス不調者に関する対策を検討するため、令和３年度から
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総務省から地方公共団体に対して、メンタルヘルス対策に関する計画の策定等を通じて着実
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「「令和４年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」の結果等を踏まえた地方公共団
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推進室長通知）を発出し、各地方公共団体において、働き方改革に向け、早出遅出勤務やフ

レックスタイム制の活用、年次有給休暇の取得促進、勤務間のインターバル確保など、勤務

環境の整備・改善を進めるよう助言を行った。 

また、「地方公共団体におけるテレワークの推進について」（令和５年 12 月 27 日付け総

務省自治行政局公務員部公務員課女性活躍・人材活用推進室長、総務省自治行政局住民制度

課デジタル基盤推進室長通知）及び「「国家公務員におけるテレワークの適切な実施の推進

のためのガイドライン」の送付及びテレワークの一層の推進について」（令和６年３月 11日

付け総務省自治行政局公務員部公務員課女性活躍・人材活用推進室事務連絡）により、「働

き方改革の切り札」であるテレワークについて、各地方公共団体において積極的に取り組む

よう助言を行った。 

② 働き方改革への意識醸成に資する研修の実施 

男性を含めた地方公務員の意識啓発を進めるため、自治大学校において女性活躍・働き方

改革に関する内容の講義を実施した。 

③ 先進的な取組事例の紹介 

各地方公共団体に対し、働き方改革に資する先進的な取組事例を紹介し、情報発信の充実

を図っている。 
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オ 警察職員に対する取組  

警察職員については、重大事件の捜査や大規模災害への対応に従事するなどして、過重な

負荷に起因する健康障害が生じるリスクが高いことから、警察庁では、都道府県警察に対し、

各種通達や全国会議等を通じ、産業保健スタッフの相談対応力の向上のほか、職員の勤務状

況に応じた臨時の健康診断や医師による面接指導の実施、業務の合理化・効率化等による快

適な職場環境の形成、ストレスチェックの集計・分析結果を活用することによるメンタルヘ

ルス対策の充実等、警察職員への複合的な健康管理対策を講じるよう指示し、過重な負荷に

起因する健康障害を防止するための対策の充実を図っている。 

カ 消防職員に対する取組  

消防職員については、火災等の災害現場などで、悲惨な状況や恐怖を伴う体験に直面する

と、精神的ショックやストレスを受けることがあり、これにより、身体、精神、情動又は行

動に様々な障害が発生するおそれがある。 

消防庁では、平成24年度に東日本大震災における消防職団員の惨事ストレスの状況等を踏

まえ、消防本部等における対策に関する実態調査及び分析を行った。この結果を踏まえ、消

防職員等に対する惨事ストレス対策に関する教育及び普及・啓発、消防職員等の家族への惨

事ストレスの周知・理解の促進などの取組を進めている。  
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4 相談体制の整備等  

 

4.1 労働条件や健康管理に関する相談窓口の設置  

労働条件に関する相談窓口については、平日夜間及び土日祝日に労働者等からの相談を無

料で受け付ける「労働条件相談ほっとライン」を設置し、令和５年度は、74,456 件の相談を

受け付けた。 

健康管理に関しては、企業が行う産業保健活動を支援するため、全国の都道府県に設置す

る産業保健総合支援センターやその地域窓口（以下「地域産業保健センター」という。）に

おいて、様々なサービスを行っている。 

産業保健総合支援センターでは、産業医等の産業保健スタッフ等に対し、メンタルヘルス

対策や過重労働対策も含む産業保健に関する専門的な相談に対する対応等を行っており、令

和５年度の専門的な相談の実績は 26,997 件であった。 

労働者数 50 人未満の事業場の事業者やそこで働く労働者に対する産業保健サービスを充

実させるため、地域産業保健センターでは、産業保健総合支援センターと連携し、労働者の

健康管理に関する相談、健康診断結果についての医師への意見聴取、長時間労働者及び高ス

トレス者に対する面接指導等の支援を行っている。令和５年度の地域窓口による相談等の実

績は約 107,000 件であった。 

また、「こころの耳」において、電話（0120-565-455、月曜

日・火曜日 17：00～22：00、土曜日・日曜日 10：00～16：00

（祝日、年末年始は除く））、メール、SNS による相談対応を

行った。令和５年度の電話相談件数は 28,176 件、メール相談

件数は 4,523 件、SNS 相談件数は 8,304 件であった。 

カスタマーハラスメント・就活ハラスメントの悩みを抱えている被害者等を

対象に、夜間休日を問わず 24 時間メール・SNS で受け付ける相談窓口（ハラス

メント悩み相談室（https://harasu-soudan.mhlw.go.jp/））を設け、相談対応

を行っている。 

フリーランスと発注者等とのトラブルについては、令和２年 11 月から、フリ

ーランスの方が弁護士にワンストップで相談できる窓口（フリーランス・トラ

ブル 110 番（https://freelance110.mhlw.go.jp/））を設置しており、メールや

電話等による丁寧な相談対応を行っている。 

 

4.2 産業医等相談に応じる者に対する研修の実施  

産業医等の産業保健スタッフは、事業者や労働者からメンタルヘルス不調やその対策、過

重労働による健康障害防止対策などについて、直接相談を受けるため、産業保健に関する専

門的な知識が必要であり、常に最新の状態に維持するための研修が必要となってくる。 

このため、産業保健総合支援センターにおいて、産業医等の産業保健スタッフに対して、

メンタルヘルス対策や過重労働による健康障害防止対策等の産業保健に関するテーマについ

ての専門的な研修を実施しており、令和５年度は 4,489 回実施した。 

（メール相談） （SNS相談） 
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4.3 労働衛生・人事労務関係者等に対する研修の実施  

事業場における産業保健活動を推進するためには、実際に実務を担当する衛生管理者や人

事労務担当者等に対する啓発が重要であることから、産業保健総合支援センターにおいて、

メンタルヘルス対策や過重労働による健康障害防止対策等の産業保健の推進に関する様々な

研修を令和５年度は 895 回実施した。 

4.4 公務員に対する相談体制の整備等  

（1）国家公務員に対する相談体制の整備等 

人事院では、専門の医師等が対応し、各府省の職員、家族等が利用できる「こころの健康

相談室」（全国 10 か所に設置）を開設しており、より相談しやすい体制となるよう、令和５

年度には全ての窓口にオンライン相談を拡充した。また、心の健康の問題による長期病休者

の職場復帰及び再発防止に関して、専門の医師が相談に応じる「こころの健康にかかる職場

復帰相談室」（全国 10か所に設置）を開設している。 

内閣官房内閣人事局では、カウンセリングに関する有識者の講演等を通じて、各府省に配

置されているカウンセラーの能力向上を図ることにより、カウンセリング制度を充実させる

ことを目的として、カウンセラー・相談員のための講習会を実施した。 

（2）地方公務員に対する相談体制の整備等 
ア 地方公務員に対する取組 

地方公務員共済組合において、電話による無料の健康相談や、臨床心理士・カウンセラー

の面談による無料のメンタルヘルス相談、研修会等を実施し、職員の利用推奨を図るととも

に相談体制の周知・充実を進めている。 

また、人事委員会や公平委員会において、勤務条件や勤務環境等に関する職員からの苦情・

相談窓口を設置し、面談、電話、電子メール等による相談を実施している。 

さらに、公務災害防止事業の一環として、地方公務員災害補償基金において、一般財団法

人地方公務員安全衛生推進協会と連携し、メンタルヘルス対策を担当する地方公共団体等の

職員向けに無料の相談窓口（03-5213-4310（電話相談専用ダイヤル））（電話、WEB、電子メ

ールによる相談）を設置し、メンタルヘルス対策の実施等に関する実務面の支援を行ってい

る。 

総務省では、これらの事業について、各地方公共団体等に対して助言している。 

なお、「令和４年度「措置要求及び審査請求の状況等に関する調査」の結果を踏まえた地

方公共団体における措置要求、審査請求及び苦情処理の適正な運用等について」（令和５年

12 月 22 日付け総務省自治行政局公務員部公務員課長通知）においては、人事委員会及び公

平委員会が中立的かつ専門的な人事機関として苦情等を受け付けていることについて、職員

に幅広く周知を行うよう助言を行った。 

イ 教職員に対する取組  

教職員に対する取組としては、前記 3.10(２)で述べた労働安全衛生体制等の整備促進の一

環として、公立学校教職員が加入する公立学校共済組合において、「公立共済健康宣言『す

すめ！健康！！』」を掲げ、無料の電話による健康相談・メンタルヘルス相談や、電話でメ

相談体制の整備等4

労働条件や健康管理に関する相談窓口の設置4.1

産業医等相談に応じる者に対する研修の実施4.2
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4 相談体制の整備等  

 

4.1 労働条件や健康管理に関する相談窓口の設置  

労働条件に関する相談窓口については、平日夜間及び土日祝日に労働者等からの相談を無

料で受け付ける「労働条件相談ほっとライン」を設置し、令和５年度は、74,456 件の相談を

受け付けた。 

健康管理に関しては、企業が行う産業保健活動を支援するため、全国の都道府県に設置す

る産業保健総合支援センターやその地域窓口（以下「地域産業保健センター」という。）に

おいて、様々なサービスを行っている。 

産業保健総合支援センターでは、産業医等の産業保健スタッフ等に対し、メンタルヘルス

対策や過重労働対策も含む産業保健に関する専門的な相談に対する対応等を行っており、令

和５年度の専門的な相談の実績は 26,997 件であった。 

労働者数 50 人未満の事業場の事業者やそこで働く労働者に対する産業保健サービスを充

実させるため、地域産業保健センターでは、産業保健総合支援センターと連携し、労働者の

健康管理に関する相談、健康診断結果についての医師への意見聴取、長時間労働者及び高ス

トレス者に対する面接指導等の支援を行っている。令和５年度の地域窓口による相談等の実

績は約 107,000 件であった。 

また、「こころの耳」において、電話（0120-565-455、月曜

日・火曜日 17：00～22：00、土曜日・日曜日 10：00～16：00

（祝日、年末年始は除く））、メール、SNS による相談対応を

行った。令和５年度の電話相談件数は 28,176 件、メール相談

件数は 4,523 件、SNS 相談件数は 8,304 件であった。 

カスタマーハラスメント・就活ハラスメントの悩みを抱えている被害者等を

対象に、夜間休日を問わず 24 時間メール・SNS で受け付ける相談窓口（ハラス

メント悩み相談室（https://harasu-soudan.mhlw.go.jp/））を設け、相談対応

を行っている。 

フリーランスと発注者等とのトラブルについては、令和２年 11 月から、フリ

ーランスの方が弁護士にワンストップで相談できる窓口（フリーランス・トラ

ブル 110 番（https://freelance110.mhlw.go.jp/））を設置しており、メールや

電話等による丁寧な相談対応を行っている。 

 

4.2 産業医等相談に応じる者に対する研修の実施  

産業医等の産業保健スタッフは、事業者や労働者からメンタルヘルス不調やその対策、過

重労働による健康障害防止対策などについて、直接相談を受けるため、産業保健に関する専

門的な知識が必要であり、常に最新の状態に維持するための研修が必要となってくる。 

このため、産業保健総合支援センターにおいて、産業医等の産業保健スタッフに対して、

メンタルヘルス対策や過重労働による健康障害防止対策等の産業保健に関するテーマについ

ての専門的な研修を実施しており、令和５年度は 4,489 回実施した。 

（メール相談） （SNS相談） 
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4.3 労働衛生・人事労務関係者等に対する研修の実施  

事業場における産業保健活動を推進するためには、実際に実務を担当する衛生管理者や人

事労務担当者等に対する啓発が重要であることから、産業保健総合支援センターにおいて、

メンタルヘルス対策や過重労働による健康障害防止対策等の産業保健の推進に関する様々な

研修を令和５年度は 895 回実施した。 

4.4 公務員に対する相談体制の整備等  

（1）国家公務員に対する相談体制の整備等 

人事院では、専門の医師等が対応し、各府省の職員、家族等が利用できる「こころの健康

相談室」（全国 10 か所に設置）を開設しており、より相談しやすい体制となるよう、令和５

年度には全ての窓口にオンライン相談を拡充した。また、心の健康の問題による長期病休者

の職場復帰及び再発防止に関して、専門の医師が相談に応じる「こころの健康にかかる職場

復帰相談室」（全国 10か所に設置）を開設している。 

内閣官房内閣人事局では、カウンセリングに関する有識者の講演等を通じて、各府省に配

置されているカウンセラーの能力向上を図ることにより、カウンセリング制度を充実させる

ことを目的として、カウンセラー・相談員のための講習会を実施した。 

（2）地方公務員に対する相談体制の整備等 
ア 地方公務員に対する取組 

地方公務員共済組合において、電話による無料の健康相談や、臨床心理士・カウンセラー

の面談による無料のメンタルヘルス相談、研修会等を実施し、職員の利用推奨を図るととも

に相談体制の周知・充実を進めている。 

また、人事委員会や公平委員会において、勤務条件や勤務環境等に関する職員からの苦情・

相談窓口を設置し、面談、電話、電子メール等による相談を実施している。 

さらに、公務災害防止事業の一環として、地方公務員災害補償基金において、一般財団法

人地方公務員安全衛生推進協会と連携し、メンタルヘルス対策を担当する地方公共団体等の

職員向けに無料の相談窓口（03-5213-4310（電話相談専用ダイヤル））（電話、WEB、電子メ

ールによる相談）を設置し、メンタルヘルス対策の実施等に関する実務面の支援を行ってい

る。 

総務省では、これらの事業について、各地方公共団体等に対して助言している。 

なお、「令和４年度「措置要求及び審査請求の状況等に関する調査」の結果を踏まえた地

方公共団体における措置要求、審査請求及び苦情処理の適正な運用等について」（令和５年

12 月 22 日付け総務省自治行政局公務員部公務員課長通知）においては、人事委員会及び公

平委員会が中立的かつ専門的な人事機関として苦情等を受け付けていることについて、職員

に幅広く周知を行うよう助言を行った。 

イ 教職員に対する取組  

教職員に対する取組としては、前記 3.10(２)で述べた労働安全衛生体制等の整備促進の一

環として、公立学校教職員が加入する公立学校共済組合において、「公立共済健康宣言『す

すめ！健康！！』」を掲げ、無料の電話による健康相談・メンタルヘルス相談や、電話でメ

労働衛生・人事労務関係者等に対する研修の実施4.3

公務員に対する相談体制の整備等4.4
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ンタルヘルスの相談をしづらい方のための臨床心理士による Web 相談（こころの相談）、公

認心理師・臨床心理士等による SNS（LINE）を活用したメンタルヘルス相談、臨床心理士の

面談によるメンタルヘルス相談、講演会の実施等、教職員の利用推奨を図るとともに相談体

制の周知・充実を進めている。また、文部科学省としても、公立学校共済組合との連携をよ

り強化しつつ、教職員のメンタルヘルス対策を進めている。 

加えて、令和６年３月に、教職員の勤務時間把握の徹底や、ストレスチェック等の労働安

全衛生管理を一層充実するとともに、相談体制の充実等のメンタルヘルス対策、ハラスメン

ト対策などの取組を通して、過労死等の未然防止を図るよう各教育委員会へ周知した。 

ウ 警察職員に対する取組 

警察においては、保健師、看護師、臨床心理士等を配置し、職員からの健康相談を受け付

けている。 

また、警察では、職員が安心して職務に専念できる環境を整備することを目的として、各

職場において指名された職員が、公私にわたる各種問題について不安や悩みを抱える職員に

対する気付き、声掛け、傾聴等を通じその早期解決に向けた適切な助言等の能動的な支援を

行うこと等を内容とする「警察職員ピアサポート制度」を運用し、職員のメンタルヘルス対

策等の充実を図っている。 

加えて、警察職員は、職務上、大規模災害、特異な事件等の凄惨な状況下における警察活

動において、極めて強い惨事ストレスにさらされることから、警察庁では、そのような大規

模災害等が発生した場合に、現地の都道府県警察の長の要請に応じて、精神科医等の専門家

等から編成された「警察庁惨事ストレスケアチーム」を派遣して必要な支援を行うなど、惨

事ストレス対策の強化を図っている。 

エ 消防職員に対する取組 

消防庁では、消防大学校における講義や各種研修会等において、情報提供や助言等を行い、

安全管理体制の整備や惨事ストレス対策等の取組を支援している。 

また、消防職員等への強い心理的影響が危惧される大規模災害等が発生した場合、現地の

消防本部等の求めに応じて、精神科医等の専門家を派遣し、必要な支援を行う「緊急時メン

タルサポートチーム」を平成15年に創設し、令和５年度末までに87件の消防本部等へ派遣、

延べ4,454名のケアを実施するなど、消防職員の惨事ストレス対策等の充実を図っている。 

なお、多くの地方公共団体においても、相談体制の整備など、消防職員に対するメンタル

ヘルス対策の取組が行われている。 

4.5 過労死の遺児等のための相談対応  

過労死で親を亡くした遺児は生き辛さを抱えていることが多く、また残された遺族も悩み

を抱えていることが多いことから、遺児の健全な成長をサポートするために必要な相談対応

を行うべく、令和４年度からオンライン相談室を設置し、延べ遺児９名、保護者31名の相談

に対応した。 

過労死の遺児等のための相談対応4.5
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5 民間団体の活動に対する支援  

 

5.1 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催  

国民の間に広く過労死等を防止することの重要性について自覚を促し、これに対する関心

と理解を深めるため、過労死等防止啓発月間である 11 月を中心に、「過労死等防止対策推進

全国センター」、「全国過労死を考える家族の会」、「過労死弁護団全国連絡会議」等の過労死

等の防止に関する活動を行う民間団体と連携し、都道府県や市の後援も得て、「過労死等防止

対策推進シンポジウム」を開催している。 

令和５年度は、全国 47都道府県 48 か所（東京都は２会場）で国主催により開催し、4,489

人（講師等登壇者及びスタッフを除く。）が参加した。有識者による講演、パネルディスカッ

ション及び家族を過労死で亡くされた遺族の体験談等を基本的な構成としたものであるが、

民間団体のこれまでの取組実績や意見を踏まえ、過労死をテーマにした落語をプログラムに

入れたり、開会前に過労死遺族が書いた詩に曲をつけた歌を紹介したりした会場もあり、ま

た、講演についても、過労死問題に精通する弁護士のほか、公衆衛生学や労働経済学を専門

とする大学教授、企業の関係者、産業医、精神科の医師など多様な視点からの内容のものと

なり、過労死等を防止することの重要性について理解を深め、対策を推進するための知識等

を学ぶための機会として、48 か所それぞれにおいて特色のあるものとなった。 

令和４年度からは、遠方などにより会場でシンポジウムに参加することが困難な場合にも

対応するため、会場と同等の映像コンテンツを配信するインターネット会場を設置している。 

 

（過労死等防止対策推進シンポジウムの開催状況（令和５年度）） 
開催地 開催日 会 場 開催地 開催日 会 場 
北海道 11 月 15 日（水） 北海学園大学 三重 11 月 13 日（月） 四日市商工会議所 

青森 11 月 8 日（水） ハートピアローフク  滋賀 11 月 21 日（火） ピアザ淡海 

岩手 11 月 13 日（月） いわて県民情報交流センター（アイーナ） 京都 11 月 24 日（金） 池坊短期大学 

宮城 11 月 14 日（火） 仙台メディアテーク 大阪 11 月 6 日（月） コングレコンベンションセンター 

秋田 11 月 20 日（月） あきた芸術劇場ミルハス 兵庫 11 月 22 日（水） 神戸市産業振興センター 

山形 12 月 1 日（金） 山形国際交流プラザ 山形ビッグウィング 奈良 11 月 15 日（水） 奈良公園バスターミナル 

福島 11 月 6 日（月） コラッセふくしま 和歌山 11 月 21 日（火） 和歌山ビッグ愛 

茨城 11 月 29 日（水） つくば国際会議場 鳥取 11 月 22 日（水） とりぎん文化会館 

栃木 11 月 29 日（水） 栃木県教育会館 島根 11 月 21 日（火） 島根県立産業交流会館 くにびきメッセ 

群馬 11 月 10 日（金） Gメッセ群馬 岡山 11 月 7 日（火） おかやま未来ホール 

埼玉 11 月 6 日（月） 大宮ソニックシティ 広島 11 月 16 日（木） 広島 YMCA 国際文化センター 

千葉 11 月 14 日（火） 千葉市生涯学習センター 山口 11 月 17 日（金） 山口県教育会館 

東京中央 11 月 8 日（水） イイノホール 徳島 11 月 16 日（木） 徳島大学 

東京 11 月 21 日（火） ワイム貸会議室荻窪 香川 11 月 10 日（金） かがわ国際会議場 

神奈川 11 月 2 日（木） 横浜市技能文化会館 愛媛 11 月 20 日（月） 愛媛大学 

新潟 11 月 27 日（月） 朱鷺メッセ 高知 11 月 27 日（月） ちよテラホール 

富山 11 月 24 日（金） ボルファートとやま 福岡 11 月 2 日（木） オリエンタルホテル 

石川 11 月 30 日（木） 石川県地場産業センター 佐賀 11 月 13 日（月） 四季彩ホテル千代田館 

福井 11 月 13 日（月） 福井商工会議所ビル 長崎 11 月 24 日（金） 長崎商工会議所 

山梨 11 月 30 日（木） ベルクラシック甲府 熊本 11 月 28 日（火） 熊本テルサ 

長野 11 月 1 日（水） ＪＡ長野県ビル 大分 11 月 14 日（火） 大分ソレイユ 

岐阜 11 月 27 日（月） 長良川国際会議場 宮崎 10 月 25 日（水） 宮崎観光ホテル 

静岡 11 月 7 日（火） 静岡市民文化会館 鹿児島 11 月 17 日（金） 鹿児島商工会議所 

愛知 11 月 28 日（火） 名古屋市中小企業振興会館 沖縄 12月5日（火） 沖縄コンベンションセンター 

 

民間団体の活動に対する支援5
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基調講演は、「労いと働き ―心配り（ケア）

の観点から―」と題して、高野山大学の森崎雅好

教授から、仏典も交えて、いのちとは、人生の主

役は、というお話がありました。 

参加者からは「どちらもテーマは「関わる」「関

与する」ということを改めて認識し、大変参考と

なった」などの感想をいただきました。 

 

〔〔石石川川会会場場〕〕  

石川会場は、11 月 30 日 13 時 30 分から石川

県地場産業振興センターで開催しました。 

真柄建設株式会社から、役員を含めた推進チ

ームの発足や就業環境の整備などの取組紹介が

あったほか、過労死遺族からの体験談がありま

した。 

基調講演は、「ハラスメントからくる労働関連

疾患をなくすために」と題して、静岡社会健康医学大学院大学の天笠崇准教授から、メ

ンタルヘルス対策における早めの発見、早めの治療の重要性、早期にコミュニケーショ

ンをとることや第三者が入っての解決の重要性、参加型職場環境改善の重要性について

の講演がありました。参加者からは「理解出来たことが、よかった」などの感想をいた

だきました。 

 

令和６年も、各地で工夫を凝らしたシンポジウムになるよう、取り組んでいきます。 

 

（厚生労働省労働基準局総務課過労死等防止対策推進室） 
 

 

5.2 過労死遺児交流会の開催  

過労死等防止対策推進法に基づき作成した大綱では、国が取り組む重点対策の中で、民間

団体の活動に対する支援として、「民間団体が過労死等防止のための研究会、イベント等を開

催する場合、その内容に応じて、事前周知、後援等について支援する。」と定めている。 

また、例年、過労死等の防止のための活動を行う「全国過労死を考える家族の会」と連携

し、過労死で親を亡くした遺児等が心身のリフレッシュを図るためのイベントや、遺児及び

その保護者を対象とした相談等を行う交流会（以下「過労死遺児交流会」という。）を実施し

ている。 

令和５年度の過労死遺児交流会は、３年ぶりの夏に開催し、７月 29 日及び 30 日に琵琶湖

にて、遺児 34 名とその保護者 18名が参加した。当日は、子ども向け体験プログラムとして、

カヌー体験、クラフト体験、トレッキング体験などを実施するとともに、保護者向けプログ

ラムとして、グループトーク、グループディスカッションなどのほか、個別相談を実施した。 
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コラム14 令和５年の過労死等防止対策推進シンポジウム 
 

令和５年も、各地の過労死等防止に努める団体等のご協力

を得て、前掲の表のとおり、10 月 25 日の宮崎会場を皮切り

に、12 月５日の沖縄会場まで、全 47 都道府県、48 会場で過

労死等防止対策推進シンポジウムを開催することができ、全

国で 4,489 名に参加いただきました。 

本コラムでは、東京中央会場と、その他の会場から兵庫会場

と石川会場についてご紹介します。 

  

〔〔東東京京中中央央会会場場〕〕  

東京中央会場は、11 月８日 14 時からイイノホール（東京都千代田区）で開催しまし

た。過労死等防止について考える議員連盟会長の田村憲久衆議院議員から開会のご挨拶

をいただいたのち、厚生労働省労働基準局総務課長より過労死等防止対策白書の概要等

を説明、過労死等防止対策推進全国センターを代表し、川人博弁護士から過労死等の具

体的事例を交えて防止対策について講演をいただきました。 

過労死遺族の体験談では、５名のご遺族からそれぞれ過労死されたご家族の当時の様

子やその後の状況など、貴重なお話をいただきました。 

その後の分科会では、３会場に分かれ、Ａ会場ではアトリエエム株式会社代表取締役

三木啓子氏から「ハラスメントのない職場環境に向けて」の演題で講演が行われ、Ｂ会

場では株式会社荏原精密、特別養護老人ホーム あんきの家細畑、UA ゼンセンより、そ

れぞれの取組事例をご紹介いただきました。Ｃ会場では岩井羊一弁護士と厚生労働省担

当者による「精神障害の新しい労災認定基準について」解説がありました。 

参加者からは「当事者の⾔葉に勝るものはありません」「社会的な問題だと改めて思っ

た」などの感想をいただきました。 

 

〔〔兵兵庫庫会会場場〕〕  

兵庫会場は、11 月 22 日 18 時から神戸市産

業振興センター ハーバーホールで開催しま

した。兵庫県の「はばタン」、神戸市の「かもめ

ん」、兵庫県弁護士会の「ヒマリオン」といった

各キャラクターも街頭宣伝活動に出演してく

れました。 

企業からの取組事例発表として、株式会社成

田から「仕事の滞留を防ぎ残業削減 地域に寄り添える会社に」と題して、様々な取組

を通じて対話を増やし、残業を削減できた取組の紹介がありました。 
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基調講演は、「労いと働き ―心配り（ケア）

の観点から―」と題して、高野山大学の森崎雅好
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だきました。 
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催する場合、その内容に応じて、事前周知、後援等について支援する。」と定めている。 

また、例年、過労死等の防止のための活動を行う「全国過労死を考える家族の会」と連携
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その保護者を対象とした相談等を行う交流会（以下「過労死遺児交流会」という。）を実施し

ている。 

令和５年度の過労死遺児交流会は、３年ぶりの夏に開催し、７月 29 日及び 30 日に琵琶湖

にて、遺児 34 名とその保護者 18名が参加した。当日は、子ども向け体験プログラムとして、

カヌー体験、クラフト体験、トレッキング体験などを実施するとともに、保護者向けプログ
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を得て、前掲の表のとおり、10 月 25 日の宮崎会場を皮切り

に、12 月５日の沖縄会場まで、全 47 都道府県、48 会場で過

労死等防止対策推進シンポジウムを開催することができ、全

国で 4,489 名に参加いただきました。 

本コラムでは、東京中央会場と、その他の会場から兵庫会場

と石川会場についてご紹介します。 

  

〔〔東東京京中中央央会会場場〕〕  
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た。過労死等防止について考える議員連盟会長の田村憲久衆議院議員から開会のご挨拶

をいただいたのち、厚生労働省労働基準局総務課長より過労死等防止対策白書の概要等

を説明、過労死等防止対策推進全国センターを代表し、川人博弁護士から過労死等の具

体的事例を交えて防止対策について講演をいただきました。 

過労死遺族の体験談では、５名のご遺族からそれぞれ過労死されたご家族の当時の様

子やその後の状況など、貴重なお話をいただきました。 

その後の分科会では、３会場に分かれ、Ａ会場ではアトリエエム株式会社代表取締役

三木啓子氏から「ハラスメントのない職場環境に向けて」の演題で講演が行われ、Ｂ会

場では株式会社荏原精密、特別養護老人ホーム あんきの家細畑、UA ゼンセンより、そ

れぞれの取組事例をご紹介いただきました。Ｃ会場では岩井羊一弁護士と厚生労働省担

当者による「精神障害の新しい労災認定基準について」解説がありました。 

参加者からは「当事者の⾔葉に勝るものはありません」「社会的な問題だと改めて思っ

た」などの感想をいただきました。 

 

〔〔兵兵庫庫会会場場〕〕  

兵庫会場は、11 月 22 日 18 時から神戸市産

業振興センター ハーバーホールで開催しま

した。兵庫県の「はばタン」、神戸市の「かもめ

ん」、兵庫県弁護士会の「ヒマリオン」といった

各キャラクターも街頭宣伝活動に出演してく

れました。 

企業からの取組事例発表として、株式会社成

田から「仕事の滞留を防ぎ残業削減 地域に寄り添える会社に」と題して、様々な取組

を通じて対話を増やし、残業を削減できた取組の紹介がありました。 

過労死遺児交流会の開催5.2
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がいます。普段は隠している不安や悲しさ悔しさ辛さを何も隠さなくてもいい、そして

説明しなくても分かり合える環境は唯一無二のものです。」といった感想もありました。 

クロージングセレモニーでは、子どもたちにアクティビティーの感想をそれぞれ述べ

てもらいました。小学１年生が一生懸命話をしてくれて、聞いていた皆さんの心がほん

わりしました。夜は花火とスイカ割りという、夏休み定番行事で大いに盛り上がり、参

加した皆さんは楽しい夏の思い出をたくさん作ってイベントは終了しました。 

 

（全国過労死を考える家族の会 遺児交流会世話人 渡辺しのぶ） 

 

 

5.3 シンポジウム以外の活動に対する支援等  

令和５年度は全国 47 都道府県において国主催によるシンポジウムを開催したところであ

るが、国主催によるシンポジウム以外で、過労死等の防止に関する活動を行う民間団体の主

催による「シンポジウム」や「つどい」などが行われた際には、都道府県労働局が後援等の

支援を実施した。 

5.4 民間団体の活動の周知  

前記 3.1 の国民に向けた周知・啓発の実施において、令和５年度に過労死等に関するパン

フレットを作成した旨記載したが、こ

のパンフレットには、「労働条件や健康

管理に関する相談窓口等一覧」として

行政機関における各種窓口を掲載する

とともに、「過労死の防止のための活動

を行う民間団体の相談窓口」として、

「過労死等防止対策推進全国センタ

ー」、「全国過労死を考える家族の会」及

び「過労死弁護団全国連絡会議」を併せ

て掲載し、民間団体の活動の周知を図

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://karoshi-boushi.net/ 

全国過労死を考える 
家族の会 
https://karoshi-kazoku.net/ 

過労死弁護団全国連絡会議 
(過労死 110番全国ネットワーク) 
https://karoshi.jp/ 

過労死等防止対策推進 
全国センター 
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参加した保護者からは「自分のことを話したり人の話を聞いたり、満足な時間が過ごせま

した。子どもがとても楽しそうにしていたので良かったです。」等の感想が、遺児からは「み

んな元気で、こっちまで明るくなれて最高でした。」等の感想が寄せられた。 

 

コラム15 過労死遺児交流会のご報告 
 

令和５（2023）年の過労死遺児交流会は 7 月 29、30 日に琵琶湖で行われました。今

年はしばらくぶりにコロナ感染者数や PCR 検査結果を心配しないで集まることができ

ました。夕食後はオープニングセレモニーが行われ、再会を喜び合う姿がみられました。

翌日の午前、参加者の大人は分かち合いの時間で自己紹介を兼ねて話をしました。この

ような活動で大切なことは、強制して話をさせないということです。自分の話したいこ

とを自分のペースで話し、それを聞いた人はたとえ自分の意見と異なっても受け入れて、

質問はしない、ということを皆で共通理解しました。そのような雰囲気なので、「初めて

参加するので、自分の事を話すことに不安がありました。しかし、同じような辛い経験

をされ、そしてお子さんがいらっしゃる方と話をする中で、心が軽くなるのが分かりま

した。」とご感想を頂きました。 

遺児たちは小学生以下とそれ以上に分かれて活動をし

ました。小学生以下ではストレスについてや、ストレスを

発散する方法について、スクールカウンセラーがリードし

てみんなで考えを述べ、遊んでいるような感覚で大騒ぎし

ながら活動を楽しんでいました。中学生以上は「自分につ

いて知る」というテーマで簡単な質問に答えたり絵をかい

たりしながら、それが心理的にはどのような意味があるの

かを学んでいました。現代は生きづらさを抱えている子ど

もたちが多いといわれています。過労死を体験した遺児た

ちはさらに他の子にはわからない葛藤を抱えていること

があります。こども家庭庁の政策でも「こどもの居場所づくり」があります。この会が

過労死で困難を抱えた子どもたちの居場所の一つになり、過労死体験を乗り越える力を

養う場になることを願っています。お昼には子どもたちとお母さんたちが合流してバー

ベキューを楽しみました。琵琶湖湖畔の開放的な施設で湖からの風に吹かれながらたく

さん食べた子どもたちは、楽しみながら焚火でマシュマロを焼いていました。午後には

子どもたちはカヌーチーム・クラフトチーム・比叡山トレッキングチームに分かれて出

発し、それぞれの活動を満喫していました。 

大人は、子ども・子育てについてグループで意見を

交わし、最後に皆さんで共有する時間を持ちました。

参加者から「一人で悩みを抱え込み後ろ向きになりが

ちですが、私一人ではないと実感し、明日からも頑張

ろうと勇気づけられました。」また「交流会では、何で

も話すことができて、共感して受け止めてくれる仲間 
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がいます。普段は隠している不安や悲しさ悔しさ辛さを何も隠さなくてもいい、そして
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てもらいました。小学１年生が一生懸命話をしてくれて、聞いていた皆さんの心がほん

わりしました。夜は花火とスイカ割りという、夏休み定番行事で大いに盛り上がり、参

加した皆さんは楽しい夏の思い出をたくさん作ってイベントは終了しました。 

 

（全国過労死を考える家族の会 遺児交流会世話人 渡辺しのぶ） 

 

 

5.3 シンポジウム以外の活動に対する支援等  

令和５年度は全国 47 都道府県において国主催によるシンポジウムを開催したところであ

るが、国主催によるシンポジウム以外で、過労死等の防止に関する活動を行う民間団体の主

催による「シンポジウム」や「つどい」などが行われた際には、都道府県労働局が後援等の

支援を実施した。 

5.4 民間団体の活動の周知  

前記 3.1 の国民に向けた周知・啓発の実施において、令和５年度に過労死等に関するパン

フレットを作成した旨記載したが、こ

のパンフレットには、「労働条件や健康

管理に関する相談窓口等一覧」として

行政機関における各種窓口を掲載する

とともに、「過労死の防止のための活動

を行う民間団体の相談窓口」として、

「過労死等防止対策推進全国センタ

ー」、「全国過労死を考える家族の会」及

び「過労死弁護団全国連絡会議」を併せ

て掲載し、民間団体の活動の周知を図

った。 
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参加した保護者からは「自分のことを話したり人の話を聞いたり、満足な時間が過ごせま

した。子どもがとても楽しそうにしていたので良かったです。」等の感想が、遺児からは「み

んな元気で、こっちまで明るくなれて最高でした。」等の感想が寄せられた。 

 

コラム15 過労死遺児交流会のご報告 
 

令和５（2023）年の過労死遺児交流会は 7 月 29、30 日に琵琶湖で行われました。今

年はしばらくぶりにコロナ感染者数や PCR 検査結果を心配しないで集まることができ

ました。夕食後はオープニングセレモニーが行われ、再会を喜び合う姿がみられました。

翌日の午前、参加者の大人は分かち合いの時間で自己紹介を兼ねて話をしました。この

ような活動で大切なことは、強制して話をさせないということです。自分の話したいこ

とを自分のペースで話し、それを聞いた人はたとえ自分の意見と異なっても受け入れて、
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をされ、そしてお子さんがいらっしゃる方と話をする中で、心が軽くなるのが分かりま
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も話すことができて、共感して受け止めてくれる仲間 

シンポジウム以外の活動に対する支援等5.3

民間団体の活動の周知5.4
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に過労死問題を知ってもらうため、高等学校、大学、専門学校での啓発授業に講師とし

て参加しています。 

最近では、一昨年 2 名、昨年と今年は１名ずつ新しい会員が増えました。かけがえの

ない家族を亡くした悲しみ、あるいは疾患を抱えた苦しみのなか、仕事や育児などを担

いながらの労働災害申請、裁判は非常に大変なことです。同じような経験をした会員同

士が助け合い、泣いたり笑ったりしながら立ち直っていける会でありたいと考えていま

す。 

(兵庫過労死を考える家族の会 福永) 

四四国国過過労労死死等等をを考考ええるる家家族族のの会会  

四国の活動は、現在、大学での啓発授業に重点を置いています。社会に出る前に、「過

労死」問題をしっかりと認識してもらい絶対にその方向へ行かないようにする事が、私

達に出来る事であると信じています。法律は、あくまでも最低限の規則であり、その法

律を守るも守らないも、その組織次第である事は明白です。それならば、自らの命は自

らが守るしかないということです。啓発授業を通して、自らが、その目で観、考え、判

断するという事を訴えています。社会に出る前に過労死の話は就業意欲に水を差すので

はないかという声も聴きますが、過労死を単なるレアケースとして捉えられている考え

方ではないかと思います。人の命がかかっている事の重さを理解してほしいものです。 

まだまだ啓発授業への理解、取組が進んでいない事が課題です。啓発授業に関わって

いただくメンバーが増える事を切に願うばかりです。 

（四国過労死等を考える家族の会 久保直純） 

 

コラム17 過労死防止学会は第9回全国大会を開催しました 
 

過労死防止学会が設立されたのは、「過労死等防止対策推進法」（防止法）が制定され

た翌年の平成 27（2015）年 5 月でした。過労死の実態、原因及び背景を調査研究し、そ

の成果を過労死防止と対策に生かしていくことを目的としています。そのため、他の多

くの学会とは違って、学者や研究者だけではなく、過労死被災者とその家族、弁護士や

ジャーナリストをはじめ、全国各地で過労死をなくすことに取り組んでいる方々も会員

になっています。学会は年に一度、その年の過労死等をめぐる状況や調査研究の成果を

報告し議論する目的で全国大会を開催しています。昨（令和５、2023）年 9 月 9～10 日

の 2 日間、東京・明治大学の駿河台キャンパスで第 9 回目となる全国大会を開催しまし

た。あいにく台風が接近していて心配ではありましたが、何とか成功裏に終わりました。 

防止法が制定されて本年で 10 年経ったわけです

が、残念ながら、過労死等の被災者は減少傾向にあ

りません。法律ができて、様々なところで多様な取

り組みがなされてはいるものの、それが成果に結び 

ついていないわけです。10 年前とは違って、精神障

害にかかわるものが増加し、それもいろいろなハラ

スメントが起因して犠牲者は若年層に集中しています。また、昨今の大災害に伴って地 
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公公務務災災害害分分野野のの取取組組 

全国過労死を考える家族の会には、公務により被災された方やその遺族も多くいらっ

しゃいます。「公務」と一⾔で⾔っても国家公務員、地方公務員があり、地方公務員の中

でも役所勤務、消防、警察、教員など多岐に渡っており、ひとくくりに「公務災害」と

まとめることはできません。しかし共通することは、市民の方々の生活を守るための「公

務」による仕事が原因で、健康を損なったり命を落としてしまったということです。家

族の会では、過労死等防止啓発月間の 11 月に、地方公務員災害補償基金に要請を行っ

ています。被災した際には公務災害の申請が速やかになされ、認定までの期間に長い時

間がかからないように、遺族に寄り添った公正で迅速な対応をお願いしています。 

令和 6 年の「過労死等の防止のための対策に関する大綱」の見直しでは、民間企業に

隠れがちの公務分野についても、数値目標については「各職種の勤務実態に応じた実効

ある取組」が推進され、勤務間インターバルについての取組の促進も明記されました。 

家族の会でも引き続き、公務職場における過労死等防止に対する周知啓発を進めてい

きたいと考えております。 

（全国過労死を考える家族の会 公務災害担当 工藤祥子） 

神神奈奈川川過過労労死死等等をを考考ええるる家家族族のの会会  

神奈川過労死等を考える家族の会は 2017 年 5 月に発足致しました。 

発足までに遺族、過労死対策弁護団、労働団体と約 2 年間、被災者交流会を重ね、ど

のような会にしていくか、議論を重ねて発足した次第です。 

神奈川家族の会は発足当時は 5 名ほどの会員数でしたが、現在は 22 名と人数も増え

ました。また、当初は夫を亡くした遺族が多かったのですが、現在はお子さんを亡くし

た方が多くなっており、働き盛りから若年層の過労自死の問題の深刻さを感じておりま

す。また神奈川独特の特徴として、地方から神奈川県に就職して被災した方もいらっし

ゃるので、被災者同士の交流会も zoom と対面を併用して多くの会員さん同士が分かち

合えるように考えながら行っています。 

神奈川の会では、遺族、弁護団、労働団体と研究者の有志が集まり、啓発授業で使え

るような『「知る」「聴く」「動く」３ステップで学ぶ過労死』という独自の教材も作るな

どの活動も行っています。 

（神奈川過労死等を考える家族の会 工藤祥子） 

兵兵庫庫過過労労死死をを考考ええるる家家族族のの会会  

兵庫過労死を考える家族の会は、2002 年に設立されました。年度によって増減はあり

ますが、近年の会員数は十数名です。毎月の定例会で会員同士の交流を深めるとともに、

弁護士、社会保険労務士、支援者、新聞記者など過労死問題に心を寄せてくださる方々

に参加していただき、つながりを大切にしてきました。 

また、過労死等防止対策推進兵庫センターの弁護士、社会保険労務士の先生方と協力

し、毎年 11 月の過労死等防止対策推進シンポジウムに取り組んでいます。若い人たち 

コラム16 各分野・各地の家族の会 
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(兵庫過労死を考える家族の会 福永) 

四四国国過過労労死死等等をを考考ええるる家家族族のの会会  

四国の活動は、現在、大学での啓発授業に重点を置いています。社会に出る前に、「過
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方ではないかと思います。人の命がかかっている事の重さを理解してほしいものです。 

まだまだ啓発授業への理解、取組が進んでいない事が課題です。啓発授業に関わって

いただくメンバーが増える事を切に願うばかりです。 

（四国過労死等を考える家族の会 久保直純） 

 

コラム17 過労死防止学会は第9回全国大会を開催しました 
 

過労死防止学会が設立されたのは、「過労死等防止対策推進法」（防止法）が制定され

た翌年の平成 27（2015）年 5 月でした。過労死の実態、原因及び背景を調査研究し、そ

の成果を過労死防止と対策に生かしていくことを目的としています。そのため、他の多

くの学会とは違って、学者や研究者だけではなく、過労死被災者とその家族、弁護士や

ジャーナリストをはじめ、全国各地で過労死をなくすことに取り組んでいる方々も会員

になっています。学会は年に一度、その年の過労死等をめぐる状況や調査研究の成果を
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の 2 日間、東京・明治大学の駿河台キャンパスで第 9 回目となる全国大会を開催しまし

た。あいにく台風が接近していて心配ではありましたが、何とか成功裏に終わりました。 

防止法が制定されて本年で 10 年経ったわけです

が、残念ながら、過労死等の被災者は減少傾向にあ

りません。法律ができて、様々なところで多様な取

り組みがなされてはいるものの、それが成果に結び 
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家族の会でも引き続き、公務職場における過労死等防止に対する周知啓発を進めてい

きたいと考えております。 
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のような会にしていくか、議論を重ねて発足した次第です。 
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ました。また、当初は夫を亡くした遺族が多かったのですが、現在はお子さんを亡くし

た方が多くなっており、働き盛りから若年層の過労自死の問題の深刻さを感じておりま

す。また神奈川独特の特徴として、地方から神奈川県に就職して被災した方もいらっし

ゃるので、被災者同士の交流会も zoom と対面を併用して多くの会員さん同士が分かち

合えるように考えながら行っています。 

神奈川の会では、遺族、弁護団、労働団体と研究者の有志が集まり、啓発授業で使え

るような『「知る」「聴く」「動く」３ステップで学ぶ過労死』という独自の教材も作るな

どの活動も行っています。 

（神奈川過労死等を考える家族の会 工藤祥子） 

兵兵庫庫過過労労死死をを考考ええるる家家族族のの会会  

兵庫過労死を考える家族の会は、2002 年に設立されました。年度によって増減はあり

ますが、近年の会員数は十数名です。毎月の定例会で会員同士の交流を深めるとともに、

弁護士、社会保険労務士、支援者、新聞記者など過労死問題に心を寄せてくださる方々

に参加していただき、つながりを大切にしてきました。 

また、過労死等防止対策推進兵庫センターの弁護士、社会保険労務士の先生方と協力
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方公務員が超長時間労働を余儀なくされていること、雇用によらない「働き方」として

フリーランスや文化芸能分野の長時間労働とハラスメント問題など、これまでとは様相

を異にした傾向も見逃すわけにはいきません。過労死等を防止し無くしていくためには、

こうした複雑で新しい問題について調査研究を進めていく必要があります。 

そこで昨年の大会では、公務労働に焦点を絞って、共通テーマを「地方公務員の長時

間過密労働とその対策」として、地方自治体の職員の長時間・過重労働、ハラスメント

等の実態と課題を議論しました。 

森本正宏氏（自治労・前総合労働局長）は、「地方公務員の労働実態について」として、

時間外労働を含む勤務実態と慢性的な人員不足、そして現場職員の意識等について報告

されました。山口真美氏（弁護士・三多摩法律事務所）からは「地方公務員の長時間労

働――労基法 33 条問題と特例業務」と題して、長時間労働の根拠となっている労基法

や条例の見直しの必要性が論じられました。上林陽治氏（立教大学特任教授）の報告は

「会計年度任用職員の公務災害補償――死んでからも非正規扱いなのか」として、非正

規の地方公務員の公務災害補償や労働安全衛生の差別的な取り扱いについて論じるもの

でした。最後に、吉川徹氏（過労死等防止調査研究センター・統括研究員）は、労働安

全衛生総合研究所過労死等防止調査研究センターが 2022 年に公表した報告書「地方公

務員の過労死等に係る公務災害認定事案に関する調査研究」の概要を報告されました。

特に、地方公務員の過労死等の原因として、脳・心臓疾患事案では長時間労働が大半を

占めていること、精神疾患・自殺事案では「仕事時間の長さ」や「住民との公務上での

関係」が多かったことが指摘されました。 

大会の初日には、２つの特別講演が行われました。一つは竹島正氏（川崎市総合リハ

ビリテーション推進センター所長・自殺予防と自死遺族支援・調査研究研修センター理

事）による「自殺予防・自死遺族支援からみた過労死・過労自殺」、もう一つは高﨑真一

氏（国際労働機関 ILO 駐日代表）による「世界の長時間労働の現状と『ビジネスと人権』

の最新動向」でした。それぞれこれからの過労死防止対策に生かしていかなければなら

ない貴重な講演でした。 

大会では両日とも午前中に会員から自由なテーマで報告し議論する分科会がもたれま

した。3 会場に分かれて 6 つの分科会、18 人が報告しました。詳細は省略せざるをえま

せんが、「心臓・脳疾患による突然死などの医師意見書記載について」、「過労死発生の構

造的分析」、「過労死防止と 2024 年問題」、「啓発授業の可能性と課題」、「コロナ禍後の

客室乗務員の実態」、「医師の長時間労働問題」、「睡眠科学・医学・労働法学から考え直

す労働時間規制」、「文化芸能従事者の過重労働」など実に多彩なものでした。 

これらの第 9 回大会の詳細な内容は、『過労死防止学会誌』第４号（2024 年 3 月）を

ご覧下さい。 

（黒田兼一・明治大学名誉教授、過労死防止学会前代表幹事） 

ホームページ https://www.jskr.net 
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３ 国及び地方公共団体は、過労死等防止

啓発月間の趣旨にふさわしい事業が実施

されるよう努めなければならない。 

（年次報告） 

第六条 政府は、毎年、国会に、我が国に

おける過労死等の概要及び政府が過労死

等の防止のために講じた施策の状況に関

する報告書を提出しなければならない。 

第二章 過労死等の防止のための

対策に関する大綱 

第七条 政府は、過労死等の防止のための

対策を効果的に推進するため、過労死等

の防止のための対策に関する大綱（以下

この条において単に「大綱」という。）を

定めなければならない。 

２ 厚生労働大臣は、大綱の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、大綱の案を作成しよ

うとするときは、関係行政機関の長と協

議するとともに、過労死等防止対策推進

協議会の意見を聴くものとする。 

４ 政府は、大綱を定めたときは、遅滞な

く、これを国会に報告するとともに、イ

ンターネットの利用その他適切な方法に

より公表しなければならない。 

５ 前三項の規定は、大綱の変更について

準用する。 

第三章 過労死等の防止のための

対策 

（調査研究等） 

第八条 国は、過労死等に関する実態の調

査、過労死等の効果的な防止に関する研

究その他の過労死等に関する調査研究並

びに過労死等に関する情報の収集、整理、

分析及び提供（以下「過労死等に関する

調査研究等」という。）を行うものとする。 

２ 国は、過労死等に関する調査研究等を

行うに当たっては、過労死等が生ずる背

景等を総合的に把握する観点から、業務

において過重な負荷又は強い心理的負荷

を受けたことに関連する死亡又は傷病に

ついて、事業を営む個人や法人の役員等

に係るものを含め、広く当該過労死等に

関する調査研究等の対象とするものとす

る。 

（啓発） 

第九条 国及び地方公共団体は、教育活動、

広報活動等を通じて、過労死等を防止す

ることの重要性について国民の自覚を促

し、これに対する国民の関心と理解を深

めるよう必要な施策を講ずるものとする。 

（相談体制の整備等） 

第十条 国及び地方公共団体は、過労死等

のおそれがある者及びその親族等が過労

死等に関し相談することができる機会の

確保、産業医その他の過労死等に関する

相談に応じる者に対する研修の機会の確

保等、過労死等のおそれがある者に早期

に対応し、過労死等を防止するための適

切な対処を行う体制の整備及び充実に必

要な施策を講ずるものとする。 

（民間団体の活動に対する支援） 

第十一条 国及び地方公共団体は、民間の

団体が行う過労死等の防止に関する活動

を支援するために必要な施策を講ずるも

のとする。 

第四章 過労死等防止対策推進協

議会 

第十二条 厚生労働省に、第七条第三項（同

条第五項において準用する場合を含む。）

に規定する事項を処理するため、過労死

等防止対策推進協議会（次条において「協

議会」という。）を置く。 

第十三条 協議会は、委員二十人以内で組

織する。 

２ 協議会の委員は、業務における過重な

負荷により脳血管疾患若しくは心臓疾患

にかかった者又は業務における強い心理

的負荷による精神障害を有するに至った

者及びこれらの者の家族又はこれらの脳

血管疾患若しくは心臓疾患を原因として

死亡した者若しくは当該精神障害を原因

とする自殺により死亡した者の遺族を代

表する者、労働者を代表する者、使用者

を代表する者並びに過労死等に関する専

門的知識を有する者のうちから、厚生労
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◎過労死等防止対策推進法 

（平成 26 年 6 月 27 日法律第 100 号） 

 
目次 

第一章 総則（第一条―第六条） 

第二章 過労死等の防止のための対策に関する大綱（第七条） 

第三章 過労死等の防止のための対策（第八条―第十一条） 

第四章 過労死等防止対策推進協議会（第十二条・第十三条） 

第五章 過労死等に関する調査研究等を踏まえた法制上の措置等（第十四条） 

附則(抄) 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国におい

て過労死等が多発し大きな社会問題とな

っていること及び過労死等が、本人はも

とより、その遺族又は家族のみならず社

会にとっても大きな損失であることに鑑

み、過労死等に関する調査研究等につい

て定めることにより、過労死等の防止の

ための対策を推進し、もって過労死等が

なく、仕事と生活を調和させ、健康で充

実して働き続けることのできる社会の実

現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「過労死等」と

は、業務における過重な負荷による脳血

管疾患若しくは心臓疾患を原因とする死

亡若しくは業務における強い心理的負荷

による精神障害を原因とする自殺による

死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心

臓疾患若しくは精神障害をいう。 

（基本理念） 

第三条 過労死等の防止のための対策は、

過労死等に関する実態が必ずしも十分に

把握されていない現状を踏まえ、過労死

等に関する調査研究を行うことにより過

労死等に関する実態を明らかにし、その

成果を過労死等の効果的な防止のための

取組に生かすことができるようにすると

ともに、過労死等を防止することの重要

性について国民の自覚を促し、これに対

する国民の関心と理解を深めること等に

より、行われなければならない。 

２ 過労死等の防止のための対策は、国、

地方公共団体、事業主その他の関係する

者の相互の密接な連携の下に行われなけ

ればならない。 

（国の責務等） 

第四条 国は、前条の基本理念にのっとり、

過労死等の防止のための対策を効果的に

推進する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にの

っとり、国と協力しつつ、過労死等の防

止のための対策を効果的に推進するよう

努めなければならない。 

３ 事業主は、国及び地方公共団体が実施

する過労死等の防止のための対策に協力

するよう努めるものとする。 

４ 国民は、過労死等を防止することの重

要性を自覚し、これに対する関心と理解

を深めるよう努めるものとする。 

（過労死等防止啓発月間） 

第五条 国民の間に広く過労死等を防止す

ることの重要性について自覚を促し、こ

れに対する関心と理解を深めるため、過

労死等防止啓発月間を設ける。 

２ 過労死等防止啓発月間は、十一月とす

る。 

１  関係法令等  関係法令等1
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３ 国及び地方公共団体は、過労死等防止

啓発月間の趣旨にふさわしい事業が実施

されるよう努めなければならない。 

（年次報告） 

第六条 政府は、毎年、国会に、我が国に

おける過労死等の概要及び政府が過労死

等の防止のために講じた施策の状況に関

する報告書を提出しなければならない。 

第二章 過労死等の防止のための

対策に関する大綱 

第七条 政府は、過労死等の防止のための

対策を効果的に推進するため、過労死等

の防止のための対策に関する大綱（以下

この条において単に「大綱」という。）を

定めなければならない。 

２ 厚生労働大臣は、大綱の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、大綱の案を作成しよ

うとするときは、関係行政機関の長と協

議するとともに、過労死等防止対策推進

協議会の意見を聴くものとする。 

４ 政府は、大綱を定めたときは、遅滞な

く、これを国会に報告するとともに、イ

ンターネットの利用その他適切な方法に

より公表しなければならない。 

５ 前三項の規定は、大綱の変更について

準用する。 

第三章 過労死等の防止のための

対策 

（調査研究等） 

第八条 国は、過労死等に関する実態の調

査、過労死等の効果的な防止に関する研

究その他の過労死等に関する調査研究並

びに過労死等に関する情報の収集、整理、

分析及び提供（以下「過労死等に関する

調査研究等」という。）を行うものとする。 

２ 国は、過労死等に関する調査研究等を

行うに当たっては、過労死等が生ずる背

景等を総合的に把握する観点から、業務

において過重な負荷又は強い心理的負荷

を受けたことに関連する死亡又は傷病に

ついて、事業を営む個人や法人の役員等

に係るものを含め、広く当該過労死等に

関する調査研究等の対象とするものとす

る。 

（啓発） 

第九条 国及び地方公共団体は、教育活動、

広報活動等を通じて、過労死等を防止す

ることの重要性について国民の自覚を促

し、これに対する国民の関心と理解を深

めるよう必要な施策を講ずるものとする。 

（相談体制の整備等） 

第十条 国及び地方公共団体は、過労死等

のおそれがある者及びその親族等が過労

死等に関し相談することができる機会の

確保、産業医その他の過労死等に関する

相談に応じる者に対する研修の機会の確

保等、過労死等のおそれがある者に早期

に対応し、過労死等を防止するための適

切な対処を行う体制の整備及び充実に必

要な施策を講ずるものとする。 

（民間団体の活動に対する支援） 

第十一条 国及び地方公共団体は、民間の

団体が行う過労死等の防止に関する活動

を支援するために必要な施策を講ずるも

のとする。 

第四章 過労死等防止対策推進協

議会 

第十二条 厚生労働省に、第七条第三項（同

条第五項において準用する場合を含む。）

に規定する事項を処理するため、過労死

等防止対策推進協議会（次条において「協

議会」という。）を置く。 

第十三条 協議会は、委員二十人以内で組

織する。 

２ 協議会の委員は、業務における過重な

負荷により脳血管疾患若しくは心臓疾患

にかかった者又は業務における強い心理

的負荷による精神障害を有するに至った

者及びこれらの者の家族又はこれらの脳

血管疾患若しくは心臓疾患を原因として

死亡した者若しくは当該精神障害を原因

とする自殺により死亡した者の遺族を代

表する者、労働者を代表する者、使用者

を代表する者並びに過労死等に関する専

門的知識を有する者のうちから、厚生労
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◎過労死等防止対策推進法 

（平成 26 年 6 月 27 日法律第 100 号） 

 
目次 

第一章 総則（第一条―第六条） 

第二章 過労死等の防止のための対策に関する大綱（第七条） 

第三章 過労死等の防止のための対策（第八条―第十一条） 

第四章 過労死等防止対策推進協議会（第十二条・第十三条） 

第五章 過労死等に関する調査研究等を踏まえた法制上の措置等（第十四条） 

附則(抄) 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国におい

て過労死等が多発し大きな社会問題とな

っていること及び過労死等が、本人はも

とより、その遺族又は家族のみならず社

会にとっても大きな損失であることに鑑

み、過労死等に関する調査研究等につい

て定めることにより、過労死等の防止の

ための対策を推進し、もって過労死等が

なく、仕事と生活を調和させ、健康で充

実して働き続けることのできる社会の実

現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「過労死等」と

は、業務における過重な負荷による脳血

管疾患若しくは心臓疾患を原因とする死

亡若しくは業務における強い心理的負荷

による精神障害を原因とする自殺による

死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心

臓疾患若しくは精神障害をいう。 

（基本理念） 

第三条 過労死等の防止のための対策は、

過労死等に関する実態が必ずしも十分に

把握されていない現状を踏まえ、過労死

等に関する調査研究を行うことにより過

労死等に関する実態を明らかにし、その

成果を過労死等の効果的な防止のための

取組に生かすことができるようにすると

ともに、過労死等を防止することの重要

性について国民の自覚を促し、これに対

する国民の関心と理解を深めること等に

より、行われなければならない。 

２ 過労死等の防止のための対策は、国、

地方公共団体、事業主その他の関係する

者の相互の密接な連携の下に行われなけ

ればならない。 

（国の責務等） 

第四条 国は、前条の基本理念にのっとり、

過労死等の防止のための対策を効果的に

推進する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にの

っとり、国と協力しつつ、過労死等の防

止のための対策を効果的に推進するよう

努めなければならない。 

３ 事業主は、国及び地方公共団体が実施

する過労死等の防止のための対策に協力

するよう努めるものとする。 

４ 国民は、過労死等を防止することの重

要性を自覚し、これに対する関心と理解

を深めるよう努めるものとする。 

（過労死等防止啓発月間） 

第五条 国民の間に広く過労死等を防止す

ることの重要性について自覚を促し、こ

れに対する関心と理解を深めるため、過

労死等防止啓発月間を設ける。 

２ 過労死等防止啓発月間は、十一月とす

る。 

１  関係法令等  

資
料
編

243

2024_資料編.indd   2432024_資料編.indd   243 2024/09/09   14:29:362024/09/09   14:29:36



 

 

  

資資
料料
編編  

247 

◎過労死等防止対策推進協議会令 

（平成 26 年 10 月 17 日政令第 340 号） 
 

内閣は、過労死等防止対策推進法（平成二

十六年法律第百号）第十三条第四項の規定に

基づき、この政令を制定する。 

（委員の任期等） 

第一条 過労死等防止対策推進協議会（以下

「協議会」という。）の委員の任期は、二

年とする。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 委員のうち、労働者を代表するもの及び

使用者を代表するものは、各同数とする。 

４ 委員の任期が満了したときは、当該委員

は、後任者が任命されるまで、その職務を

行うものとする。 

（会長） 

第二条 協議会に会長を置き、過労死等に関

する専門的知識を有する委員のうちから、

委員が選挙する。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表す

る。 

３ 会長に事故があるときは、過労死等に関

する専門的知識を有する委員のうちから

会長があらかじめ指名する委員が、その職

務を代理する。 

（専門委員） 

第三条 協議会に、専門の事項を調査させる

ため必要があるときは、専門委員を置くこ

とができる。 

２ 専門委員は、過労死等に関する専門的知

識を有する者のうちから、厚生労働大臣が

任命する。 

３ 専門委員は、その者の任命に係る当該専

門の事項に関する調査が終了したときは、

解任されるものとする。 

４ 専門委員は、非常勤とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（議事） 

第四条 協議会は、委員の三分の二以上又は

次に掲げる委員の各三分の一以上が出席

しなければ、会議を開き、議決することが

できない。 

一 業務における過重な負荷により脳血

管疾患若しくは心臓疾患にかかった者

又は業務における強い心理的負荷によ

る精神障害を有するに至った者及びこ

れらの者の家族又はこれらの脳血管疾

患若しくは心臓疾患を原因として死亡

した者若しくは当該精神障害を原因と

する自殺により死亡した者の遺族を代

表する委員 

二 労働者を代表する委員 

三 使用者を代表する委員 

四 過労死等に関する専門的知識を有す

る委員 

２ 協議会の議事は、出席した委員の過半数

で決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによる。 

（庶務） 

第五条 協議会の庶務は、厚生労働省労働基

準局労働条件政策課において処理する。 

（協議会の運営） 

第六条 この政令に定めるもののほか、議事

の手続その他協議会の運営に関し必要な

事項は、会長が協議会に諮って定める。 

附 則 

この政令は、過労死等防止対策推進法の施

行の日（平成二十六年十一月一日）から施行

する。 

附 則（平成29年7月7日政令第189

号） 

この政令は、平成二十九年七月十一日から

施行する。 
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働大臣が任命する。 

３ 協議会の委員は、非常勤とする。 

４ 前三項に定めるもののほか、協議会の

組織及び運営に関し必要な事項は、政令

で定める。 

第五章 過労死等に関する調査研

究等を踏まえた法制上の措置等 

第十四条 政府は、過労死等に関する調査

研究等の結果を踏まえ、必要があると認

めるときは、過労死等の防止のために必

要な法制上又は財政上の措置その他の措

置を講ずるものとする。 

附 則(抄) 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定め

る日<編注、平成 26・10・17 政令第 339

号により平成 26・11・1>から施行する。 

（検討） 

２ この法律の規定については、この法律

の施行後三年を目途として、この法律の

施行状況等を勘案し、検討が加えられ、

必要があると認められるときは、その結

果に基づいて必要な措置が講ぜられるも

のとする。 
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◎過労死等防止対策推進協議会令 

（平成 26 年 10 月 17 日政令第 340 号） 
 

内閣は、過労死等防止対策推進法（平成二

十六年法律第百号）第十三条第四項の規定に

基づき、この政令を制定する。 

（委員の任期等） 

第一条 過労死等防止対策推進協議会（以下

「協議会」という。）の委員の任期は、二

年とする。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 委員のうち、労働者を代表するもの及び

使用者を代表するものは、各同数とする。 

４ 委員の任期が満了したときは、当該委員

は、後任者が任命されるまで、その職務を

行うものとする。 

（会長） 

第二条 協議会に会長を置き、過労死等に関

する専門的知識を有する委員のうちから、

委員が選挙する。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表す

る。 

３ 会長に事故があるときは、過労死等に関

する専門的知識を有する委員のうちから

会長があらかじめ指名する委員が、その職

務を代理する。 

（専門委員） 

第三条 協議会に、専門の事項を調査させる

ため必要があるときは、専門委員を置くこ

とができる。 

２ 専門委員は、過労死等に関する専門的知

識を有する者のうちから、厚生労働大臣が

任命する。 

３ 専門委員は、その者の任命に係る当該専

門の事項に関する調査が終了したときは、

解任されるものとする。 

４ 専門委員は、非常勤とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（議事） 

第四条 協議会は、委員の三分の二以上又は

次に掲げる委員の各三分の一以上が出席

しなければ、会議を開き、議決することが

できない。 

一 業務における過重な負荷により脳血

管疾患若しくは心臓疾患にかかった者

又は業務における強い心理的負荷によ

る精神障害を有するに至った者及びこ

れらの者の家族又はこれらの脳血管疾

患若しくは心臓疾患を原因として死亡

した者若しくは当該精神障害を原因と

する自殺により死亡した者の遺族を代

表する委員 

二 労働者を代表する委員 

三 使用者を代表する委員 

四 過労死等に関する専門的知識を有す

る委員 

２ 協議会の議事は、出席した委員の過半数

で決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによる。 

（庶務） 

第五条 協議会の庶務は、厚生労働省労働基

準局労働条件政策課において処理する。 

（協議会の運営） 

第六条 この政令に定めるもののほか、議事

の手続その他協議会の運営に関し必要な

事項は、会長が協議会に諮って定める。 

附 則 

この政令は、過労死等防止対策推進法の施

行の日（平成二十六年十一月一日）から施行

する。 

附 則（平成29年7月7日政令第189

号） 

この政令は、平成二十九年七月十一日から

施行する。 

 

 246 

資資
料料
編編  

働大臣が任命する。 

３ 協議会の委員は、非常勤とする。 

４ 前三項に定めるもののほか、協議会の

組織及び運営に関し必要な事項は、政令

で定める。 

第五章 過労死等に関する調査研

究等を踏まえた法制上の措置等 

第十四条 政府は、過労死等に関する調査

研究等の結果を踏まえ、必要があると認

めるときは、過労死等の防止のために必

要な法制上又は財政上の措置その他の措

置を講ずるものとする。 

附 則(抄) 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定め

る日<編注、平成 26・10・17 政令第 339

号により平成 26・11・1>から施行する。 

（検討） 

２ この法律の規定については、この法律

の施行後三年を目途として、この法律の

施行状況等を勘案し、検討が加えられ、

必要があると認められるときは、その結

果に基づいて必要な措置が講ぜられるも

のとする。 
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まず、法の規定に基づき、過労死等の防止対策を効果的に推進するため、「過労死

等の防止のための対策に関する大綱」（以下「大綱」という。）を定めるべく、当事者

代表委員、労働者代表委員、使用者代表委員、専門家委員の４者から構成される過労

死等防止対策推進協議会（以下「協議会」という。）を５回開催し、意見交換、議論

を行い、平成２７年７月に、大綱が閣議決定され、国会に報告された。 

法及び大綱に基づき、調査研究等、啓発、相談体制の整備等、民間団体の活動に対

する支援の取組が国等により進められており、その状況は法第６条に基づく「過労死

等防止対策白書」（以下「白書」という。）で、毎年報告されている。 

大綱策定後は、定期的に開催している協議会における行政の取組の推進状況や白書

についての報告に基づき、過労死等防止対策をめぐる課題や今後の過労死等防止対策

の進め方について議論を行い、平成３０年７月及び令和３年７月にそれぞれ見直しを

行った大綱が閣議決定され、国会に報告された。 

このような取組を背景に、法制度の整備も進められた。平成２８年６月に閣議決定

された「ニッポン一億総活躍プラン」に基づき、平成２９年３月に「働き方改革実行

計画」が働き方改革実現会議において決定され、平成３０年６月には、働き方改革を

推進するための関係法律の整備に関する法律が成立し、時間外労働の上限規制の導入、

勤務間インターバル制度の導入の努力義務化、年５日の年次有給休暇の時季指定の義

務化等の法整備が行われた。工作物の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事す

る医師等については、長時間労働の実態があり、その背景に業務特性や取引慣行上の

問題等、個々の事業主の努力のみでは解決することが困難な課題がある中で、５年間

の取組・支援を経た上で、令和６年４月に時間外労働の上限規制が適用された。 

また、法及び大綱に基づき実施している過労死等に関する調査研究において、業種

ごとの過労死等の発生状況や特徴、経年変化等の一定の知見が明らかにされるととも

に、令和３年９月には脳血管疾患及び虚血性心疾患等（以下「脳・心臓疾患」という。）

について、令和５年９月には精神障害について、医学的知見等も踏まえた労災認定基

準の改正がそれぞれ行われた。 

さらに、過労死等防止対策推進シンポジウムや学校での啓発授業等において、家族

を過労死で亡くされた遺族等が体験談の講話を行うなど、民間団体等の協力を得なが

ら、幅広く国民に対して周知・啓発が重ねられ、過労死等の防止の重要性や対策の必

要性等についての関心と理解が社会的に醸成されてきた。 

このような関係者の密接な連携による取組の結果、長時間労働は減少傾向となり、

年次有給休暇の取得率が増加するなど一定の成果がみられているが、働き過ぎによっ

て尊い生命が失われたり、特に、若年層の心身の健康が損なわれたりするなど痛まし

い事態が今もなお多く発生していることから、長時間労働の抑制やハラスメント防止

対策等に一層取り組んでいくことが求められている。 

加えて、国際機関から長時間労働が生命と健康に与える影響と長時間労働対策の必

要性についての指摘もなされている。 

こうしたことから、大綱に基づくこれまでの取組状況やこれまでの調査研究等によ

り得られた知見を踏まえつつ、過労死等に関する諸問題にもきめ細やかに対応するた

めに、新たな大綱を策定するものである。 
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◎過労死等の防止のための対策に関する大綱 

（令和６年８月２日閣議決定） 

 

第１ はじめに 

平成２６年６月に過労死等防止対策推進法が成立してから１０年が経過した。この間

の関係者による取組の結果、長時間労働が減少傾向となるなど一定の成果がみられてき

たが、依然として、我が国において過労死等が多発し大きな社会問題となっている。過

労死等は、本人はもとより、その遺族又は家族にとって計り知れない苦痛であるととも

に社会にとっても大きな損失である。 

人の生命はかけがえのないものであり、どのような社会であっても、過労死等は、本

来あってはならない。過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で充実して働き続

けることのできる社会の実現に寄与することを目的として、この「過労死等の防止のた

めの対策に関する大綱」に基づき、過労死等の防止のための対策を推進する。 

 

１ これまでの取組 

過労死は、１９８０年代後半から社会的に大きく注目され始め、「過労死」という

言葉は、我が国のみでなく、国際的にも「ｋａｒｏｓｈｉ」として知られるようにな

った。死亡には至らないものも含む過労死等の問題について、その深刻さが広く認識

されるようになったが、２０１０年代に入っても、若者の「使い捨て」が疑われる企

業等の問題等、劣悪な雇用管理を行う企業の存在と対策の必要性が各方面で指摘され

てきた。長時間労働やハラスメント等により引き起こされる過労死等は、人権に関わ

る問題といえる。 

このような中、過労死された方の遺族等やその方々を支援する弁護士、学者等が集

まって過労死を防止する立法を目指す団体が結成された。団体では、全国で５５万人

を超える署名を集めること等により被災者の実態と遺族等の実情を訴え、立法への理

解を得るよう国会に対する働きかけを行うとともに、地方議会に対しては法律の制定

を求める意見書が採択されるよう働きかけを行った。また、国際連合経済社会理事会

決議によって設立された社会権規約委員会が、我が国に対して、長時間労働を防止す

るための措置の強化等を勧告していた。このような動きに対応し、１４３の地方議会

が意見書を採択するとともに、国会において法律の制定を目指す議員連盟が結成され

る等、立法の気運が高まる中で、過労死等防止対策推進法（以下「法」という。）が、

平成２６年６月に全会一致で可決、成立し、同年１１月１日に施行された。法は、過

労死等を「業務における過重な負荷による脳血管疾患若しくは心臓疾患を原因とする

死亡若しくは業務における強い心理的負荷による精神障害を原因とする自殺による

死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心臓疾患若しくは精神障害」（法第２条）と定

義し、その防止のための対策を推進することを求めている。 

 

このように、過労死に至った多くの尊い生命と深い悲しみ、喪失感を持つ遺族等に

よる四半世紀にも及ぶ活動を原動力として制定された法の施行以降、過労死等の防止

のための対策は法に則って推進されてきた。 
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まず、法の規定に基づき、過労死等の防止対策を効果的に推進するため、「過労死

等の防止のための対策に関する大綱」（以下「大綱」という。）を定めるべく、当事者

代表委員、労働者代表委員、使用者代表委員、専門家委員の４者から構成される過労

死等防止対策推進協議会（以下「協議会」という。）を５回開催し、意見交換、議論

を行い、平成２７年７月に、大綱が閣議決定され、国会に報告された。 

法及び大綱に基づき、調査研究等、啓発、相談体制の整備等、民間団体の活動に対

する支援の取組が国等により進められており、その状況は法第６条に基づく「過労死

等防止対策白書」（以下「白書」という。）で、毎年報告されている。 

大綱策定後は、定期的に開催している協議会における行政の取組の推進状況や白書

についての報告に基づき、過労死等防止対策をめぐる課題や今後の過労死等防止対策

の進め方について議論を行い、平成３０年７月及び令和３年７月にそれぞれ見直しを

行った大綱が閣議決定され、国会に報告された。 

このような取組を背景に、法制度の整備も進められた。平成２８年６月に閣議決定

された「ニッポン一億総活躍プラン」に基づき、平成２９年３月に「働き方改革実行

計画」が働き方改革実現会議において決定され、平成３０年６月には、働き方改革を

推進するための関係法律の整備に関する法律が成立し、時間外労働の上限規制の導入、

勤務間インターバル制度の導入の努力義務化、年５日の年次有給休暇の時季指定の義

務化等の法整備が行われた。工作物の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事す

る医師等については、長時間労働の実態があり、その背景に業務特性や取引慣行上の

問題等、個々の事業主の努力のみでは解決することが困難な課題がある中で、５年間

の取組・支援を経た上で、令和６年４月に時間外労働の上限規制が適用された。 

また、法及び大綱に基づき実施している過労死等に関する調査研究において、業種

ごとの過労死等の発生状況や特徴、経年変化等の一定の知見が明らかにされるととも

に、令和３年９月には脳血管疾患及び虚血性心疾患等（以下「脳・心臓疾患」という。）

について、令和５年９月には精神障害について、医学的知見等も踏まえた労災認定基

準の改正がそれぞれ行われた。 

さらに、過労死等防止対策推進シンポジウムや学校での啓発授業等において、家族

を過労死で亡くされた遺族等が体験談の講話を行うなど、民間団体等の協力を得なが

ら、幅広く国民に対して周知・啓発が重ねられ、過労死等の防止の重要性や対策の必

要性等についての関心と理解が社会的に醸成されてきた。 

このような関係者の密接な連携による取組の結果、長時間労働は減少傾向となり、

年次有給休暇の取得率が増加するなど一定の成果がみられているが、働き過ぎによっ

て尊い生命が失われたり、特に、若年層の心身の健康が損なわれたりするなど痛まし

い事態が今もなお多く発生していることから、長時間労働の抑制やハラスメント防止

対策等に一層取り組んでいくことが求められている。 

加えて、国際機関から長時間労働が生命と健康に与える影響と長時間労働対策の必

要性についての指摘もなされている。 

こうしたことから、大綱に基づくこれまでの取組状況やこれまでの調査研究等によ

り得られた知見を踏まえつつ、過労死等に関する諸問題にもきめ細やかに対応するた

めに、新たな大綱を策定するものである。 
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◎過労死等の防止のための対策に関する大綱 

（令和６年８月２日閣議決定） 

 

第１ はじめに 

平成２６年６月に過労死等防止対策推進法が成立してから１０年が経過した。この間

の関係者による取組の結果、長時間労働が減少傾向となるなど一定の成果がみられてき

たが、依然として、我が国において過労死等が多発し大きな社会問題となっている。過

労死等は、本人はもとより、その遺族又は家族にとって計り知れない苦痛であるととも

に社会にとっても大きな損失である。 

人の生命はかけがえのないものであり、どのような社会であっても、過労死等は、本

来あってはならない。過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で充実して働き続

けることのできる社会の実現に寄与することを目的として、この「過労死等の防止のた

めの対策に関する大綱」に基づき、過労死等の防止のための対策を推進する。 

 

１ これまでの取組 

過労死は、１９８０年代後半から社会的に大きく注目され始め、「過労死」という

言葉は、我が国のみでなく、国際的にも「ｋａｒｏｓｈｉ」として知られるようにな

った。死亡には至らないものも含む過労死等の問題について、その深刻さが広く認識

されるようになったが、２０１０年代に入っても、若者の「使い捨て」が疑われる企

業等の問題等、劣悪な雇用管理を行う企業の存在と対策の必要性が各方面で指摘され

てきた。長時間労働やハラスメント等により引き起こされる過労死等は、人権に関わ

る問題といえる。 

このような中、過労死された方の遺族等やその方々を支援する弁護士、学者等が集

まって過労死を防止する立法を目指す団体が結成された。団体では、全国で５５万人

を超える署名を集めること等により被災者の実態と遺族等の実情を訴え、立法への理

解を得るよう国会に対する働きかけを行うとともに、地方議会に対しては法律の制定

を求める意見書が採択されるよう働きかけを行った。また、国際連合経済社会理事会

決議によって設立された社会権規約委員会が、我が国に対して、長時間労働を防止す

るための措置の強化等を勧告していた。このような動きに対応し、１４３の地方議会

が意見書を採択するとともに、国会において法律の制定を目指す議員連盟が結成され

る等、立法の気運が高まる中で、過労死等防止対策推進法（以下「法」という。）が、

平成２６年６月に全会一致で可決、成立し、同年１１月１日に施行された。法は、過

労死等を「業務における過重な負荷による脳血管疾患若しくは心臓疾患を原因とする

死亡若しくは業務における強い心理的負荷による精神障害を原因とする自殺による

死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心臓疾患若しくは精神障害」（法第２条）と定

義し、その防止のための対策を推進することを求めている。 

 

このように、過労死に至った多くの尊い生命と深い悲しみ、喪失感を持つ遺族等に

よる四半世紀にも及ぶ活動を原動力として制定された法の施行以降、過労死等の防止

のための対策は法に則って推進されてきた。 
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業場では３２．３％となっている（以上、厚生労働省「令和４年労働安全衛生調査

（実態調査）」による。）。 

 

（４）職場におけるハラスメントの発生状況 

令和５年度の精神障害の主な出来事別の労災支給決定（認定）件数をみると、「上

司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」が１５７件、

「セクシュアルハラスメントを受けた」が１０３件、「同僚等から、暴行又はひど

いいじめ・嫌がらせを受けた」が５９件となっており、過労死等の防止を進めてい

く上で職場におけるハラスメントへの的確な対応が強く求められている状況にあ

る。 

職場におけるハラスメントのうち、都道府県労働局に寄せられた「いじめ・嫌が

らせ」に関する相談は、令和５年度は６０，１１３件（厚生労働省「令和５年度個

別労働紛争解決制度施行状況」による。）、パワーハラスメント防止対策を規定する

労働施策総合推進法に基づく相談は、令和５年度は６２，８６３件、「セクシュア

ルハラスメント」に関する相談は、令和５年度は７，４１４件、「妊娠・出産等に

関するハラスメント」に関する相談は、令和５年度は１，７５６件、「育児休業等

に関するハラスメントの防止措置」及び「介護休業等に関するハラスメントの防止

措置」に関する相談は、令和５年度は合計で２，０９８件となっている（以上、厚

生労働省「令和５年度都道府県労働局雇用環境・均等部（室）での法施行状況」に

よる。）。 

さらに企業等で働く労働者（８，０００人）を対象に実施した調査で、パワーハ

ラスメントを受けた経験を聞いたところ、１９．３％の人が過去３年間にパワーハ

ラスメントを受けたことがあると回答している。また、現在の勤務先でパワーハラ

スメントを経験した者と、経験しなかった者の双方に、勤務先の職場の特徴を聞い

たところ、「上司と部下のコミュニケーションが少ない／ない」、「ハラスメント防

止規定が制定されていない」、「失敗が許されない／失敗への許容度が低い」等で、

パワーハラスメントを経験した者と経験しなかった者との回答割合の差が大きく

なっている（令和５年度厚生労働省「職場のハラスメントに関する実態調査（委託

事業）」による。）。 

 

（５）就業者の脳血管疾患、心疾患等の発生状況 

我が国の就業者の脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離（以

下「脳血管疾患、心疾患等」という。）による死亡者数は、減少傾向で推移してお

り、令和２年度は２６，５９４人となっている。 

就業者数を年齢別にみると、令和２年度の６０歳以上の占める割合は全体の２１．

５％（総務省「労働力調査」による）であるが、脳血管疾患、心疾患等による死亡

者数のうち６０歳以上の占める割合は７２．７％となっている。また、脳血管疾患、

心疾患等による６０歳以上の就業者の死亡者数について、産業別には、農業・林業、

卸売業・小売業、建設業、製造業、サービス業等に多く、職業別には、農林漁業職、

サービス職、専門・技術職、販売職、管理職等で多くなっている（以上、厚生労働

省「令和２年度人口動態職業・産業別統計」による。）。 
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２ 現状と課題 

（１）労働時間等の状況 

月末１週間の就業時間が４０時間以上の雇用者（非農林業）のうちの６０時間以

上の雇用者の割合は、令和２年から令和５年の間、ほぼ横ばいであり、令和５年は

８．４％であった（総務省「労働力調査」による。）。 

また、長時間労働の削減や休息の確保につながる勤務間インターバル制度につい

て、導入状況別の企業割合をみると、「導入している」が６．０％、「導入を予定又

は検討している」が１１．８％、「導入の予定はなく、検討もしていない」が８１．

５％となっている。さらに、勤務間インターバル制度の導入の予定はなく、検討も

していない企業について、その理由別の割合をみると、「超過勤務の機会が少なく、

当該制度を導入する必要性を感じないため」が５１．９％と最も多く、次いで、「当

該制度を知らなかったため」が２３．５％となっている。加えて、週労働時間が４

０時間以上の雇用者のうち、週労働時間６０時間以上の雇用者の割合が高い産業に

ついて、その多くで勤務間インターバル制度導入企業割合が低く、特に「宿泊業、

飲食サービス業」が２．３％、「建設業」が１．５％となっている。また、企業規

模が小さくなるほど勤務間インターバル制度の導入割合は低くなっている。 

一方、実際の終業時刻から始業時刻までの間隔が１１時間以上空いている労働者

の状況別の企業割合をみると、「全員」が３１．１％、「ほとんど全員」が３８．５％

となっており、実質的に１１時間の休息時間を確保している企業の割合は約７割と

なっている（以上、厚生労働省「令和５年就労条件総合調査」による。）。 

 

（２）年次有給休暇の状況 

年次有給休暇の取得率は、平成１２年以降５割を下回る水準で推移していたが、

平成３１年４月から年５日の年次有給休暇の時季指定の事業主への義務付けが行

われたこともあり、令和４年は６２．１％と過去最高の数値となっている（厚生労

働省「就労条件総合調査」による。）。 

 

（３）職場におけるメンタルヘルス対策の状況 

仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスを感じている労働者

の割合は、令和４年は８２．２％であり、その内容（３つ以内の複数回答）をみる

と、「仕事の量」（３６．３％）が最も多く、次いで、「仕事の失敗、責任の発生等」

（３５．９％）、「仕事の質」（２７．１％）となっている。 

また、メンタルヘルス対策に取り組む事業所の割合は６０％前後で推移し、令和

４年は６３．４％となっており、労働者数５０人未満の小規模事業場においては、

メンタルヘルス対策に取り組む割合が３０～４９人の事業場で７３．１％、１０～

２９人で５５．７％（５０人以上の事業場においては９１．１％）であり、未だ取

組が低調である。 

さらに、平成２７年１２月に施行された年１回、医師、保健師等による心理的な

負担の程度を把握するための検査（以下「ストレスチェック」という。）を実施し

ている事業場の割合は、ストレスチェックの実施が義務付けられている労働者数５

０人以上の事業場では８４．７％、努力義務となっている労働者数５０人未満の事
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業場では３２．３％となっている（以上、厚生労働省「令和４年労働安全衛生調査

（実態調査）」による。）。 

 

（４）職場におけるハラスメントの発生状況 

令和５年度の精神障害の主な出来事別の労災支給決定（認定）件数をみると、「上

司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」が１５７件、

「セクシュアルハラスメントを受けた」が１０３件、「同僚等から、暴行又はひど

いいじめ・嫌がらせを受けた」が５９件となっており、過労死等の防止を進めてい

く上で職場におけるハラスメントへの的確な対応が強く求められている状況にあ

る。 

職場におけるハラスメントのうち、都道府県労働局に寄せられた「いじめ・嫌が

らせ」に関する相談は、令和５年度は６０，１１３件（厚生労働省「令和５年度個

別労働紛争解決制度施行状況」による。）、パワーハラスメント防止対策を規定する

労働施策総合推進法に基づく相談は、令和５年度は６２，８６３件、「セクシュア

ルハラスメント」に関する相談は、令和５年度は７，４１４件、「妊娠・出産等に

関するハラスメント」に関する相談は、令和５年度は１，７５６件、「育児休業等

に関するハラスメントの防止措置」及び「介護休業等に関するハラスメントの防止

措置」に関する相談は、令和５年度は合計で２，０９８件となっている（以上、厚

生労働省「令和５年度都道府県労働局雇用環境・均等部（室）での法施行状況」に

よる。）。 

さらに企業等で働く労働者（８，０００人）を対象に実施した調査で、パワーハ

ラスメントを受けた経験を聞いたところ、１９．３％の人が過去３年間にパワーハ

ラスメントを受けたことがあると回答している。また、現在の勤務先でパワーハラ

スメントを経験した者と、経験しなかった者の双方に、勤務先の職場の特徴を聞い

たところ、「上司と部下のコミュニケーションが少ない／ない」、「ハラスメント防

止規定が制定されていない」、「失敗が許されない／失敗への許容度が低い」等で、

パワーハラスメントを経験した者と経験しなかった者との回答割合の差が大きく

なっている（令和５年度厚生労働省「職場のハラスメントに関する実態調査（委託

事業）」による。）。 

 

（５）就業者の脳血管疾患、心疾患等の発生状況 

我が国の就業者の脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離（以

下「脳血管疾患、心疾患等」という。）による死亡者数は、減少傾向で推移してお

り、令和２年度は２６，５９４人となっている。 

就業者数を年齢別にみると、令和２年度の６０歳以上の占める割合は全体の２１．

５％（総務省「労働力調査」による）であるが、脳血管疾患、心疾患等による死亡

者数のうち６０歳以上の占める割合は７２．７％となっている。また、脳血管疾患、

心疾患等による６０歳以上の就業者の死亡者数について、産業別には、農業・林業、

卸売業・小売業、建設業、製造業、サービス業等に多く、職業別には、農林漁業職、

サービス職、専門・技術職、販売職、管理職等で多くなっている（以上、厚生労働

省「令和２年度人口動態職業・産業別統計」による。）。 
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２ 現状と課題 

（１）労働時間等の状況 

月末１週間の就業時間が４０時間以上の雇用者（非農林業）のうちの６０時間以

上の雇用者の割合は、令和２年から令和５年の間、ほぼ横ばいであり、令和５年は

８．４％であった（総務省「労働力調査」による。）。 

また、長時間労働の削減や休息の確保につながる勤務間インターバル制度につい

て、導入状況別の企業割合をみると、「導入している」が６．０％、「導入を予定又

は検討している」が１１．８％、「導入の予定はなく、検討もしていない」が８１．

５％となっている。さらに、勤務間インターバル制度の導入の予定はなく、検討も

していない企業について、その理由別の割合をみると、「超過勤務の機会が少なく、

当該制度を導入する必要性を感じないため」が５１．９％と最も多く、次いで、「当

該制度を知らなかったため」が２３．５％となっている。加えて、週労働時間が４

０時間以上の雇用者のうち、週労働時間６０時間以上の雇用者の割合が高い産業に

ついて、その多くで勤務間インターバル制度導入企業割合が低く、特に「宿泊業、

飲食サービス業」が２．３％、「建設業」が１．５％となっている。また、企業規

模が小さくなるほど勤務間インターバル制度の導入割合は低くなっている。 

一方、実際の終業時刻から始業時刻までの間隔が１１時間以上空いている労働者

の状況別の企業割合をみると、「全員」が３１．１％、「ほとんど全員」が３８．５％

となっており、実質的に１１時間の休息時間を確保している企業の割合は約７割と

なっている（以上、厚生労働省「令和５年就労条件総合調査」による。）。 

 

（２）年次有給休暇の状況 

年次有給休暇の取得率は、平成１２年以降５割を下回る水準で推移していたが、

平成３１年４月から年５日の年次有給休暇の時季指定の事業主への義務付けが行

われたこともあり、令和４年は６２．１％と過去最高の数値となっている（厚生労

働省「就労条件総合調査」による。）。 

 

（３）職場におけるメンタルヘルス対策の状況 

仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスを感じている労働者

の割合は、令和４年は８２．２％であり、その内容（３つ以内の複数回答）をみる

と、「仕事の量」（３６．３％）が最も多く、次いで、「仕事の失敗、責任の発生等」

（３５．９％）、「仕事の質」（２７．１％）となっている。 

また、メンタルヘルス対策に取り組む事業所の割合は６０％前後で推移し、令和

４年は６３．４％となっており、労働者数５０人未満の小規模事業場においては、

メンタルヘルス対策に取り組む割合が３０～４９人の事業場で７３．１％、１０～

２９人で５５．７％（５０人以上の事業場においては９１．１％）であり、未だ取

組が低調である。 

さらに、平成２７年１２月に施行された年１回、医師、保健師等による心理的な

負担の程度を把握するための検査（以下「ストレスチェック」という。）を実施し

ている事業場の割合は、ストレスチェックの実施が義務付けられている労働者数５

０人以上の事業場では８４．７％、努力義務となっている労働者数５０人未満の事
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令和５年度の精神障害に係る労災支給決定（認定）件数を出来事の類型別でみ

ると、「上司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」、

「業務に関連し、悲惨な事故や災害の体験、目撃をした」、「セクシュアルハラス

メントを受けた」の順に多く、自殺（未遂を含む。）に限ってみると、「仕事内容・

仕事量の大きな変化を生じさせる出来事があった」、「上司等から、身体的攻撃、

精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」、「１か月に８０時間以上の時間外

労働を行った」及び「転勤・配置転換等があった」の順に多くなっている（以上、

厚生労働省「過労死等の労災補償状況」による。）。 

 

イ．国家公務員の公務災害の状況 

一般職の国家公務員について、令和５年度の脳・心臓疾患に係る公務災害認定

件数は３件（うち死亡２件）で、令和元年度以降の５年間は０件から３件の範囲

で推移している。令和５年度の職種別では一般行政職２件、公安職１件、年齢別

では３０歳代２件、４０歳代１件となっている。また、令和５年度の精神疾患等

に係る公務災害認定件数は６件（うち自殺１件）で、令和元年度以降の５年間は

６件から１３件の範囲で推移している。令和５年度の職種別では一般行政職２件、

公安職３件、その他１件、年齢別では２０歳代３件、３０歳代、４０歳代及び５

０歳代各１件となっている（以上、人事院「過労死等の公務災害補償状況につい

て」による。）。 

 

ウ．地方公務員の公務災害の状況 

地方公務員について、令和５年度の脳・心臓疾患に係る公務災害認定件数は１

１件（うち死亡４件）で、令和元年度以降の５年間は１１件から２４件の範囲で

推移している。令和５年度の職種別では義務教育学校職員（７件）が最も多く、

年齢別では５０歳代、４０歳代の順に多くなっている。また、令和５年度の精神

疾患等に係る公務災害認定件数は７５件（うち自殺１３件）で、令和元年度以降

の５年間は４９件から７５件の範囲で推移している。令和５年度の職種別ではそ

の他の職員（一般職員等）（４７件）が最も多く、年齢別では４０歳代、３０歳

代及び２０代の順に多くなっている。 

令和元年度以降の５年間でみると、公務災害認定者の職種別構成比では、脳・

心臓疾患は義務教育学校職員、その他の職員（一般職員等）、義務教育学校職員

以外の教育職員、警察職員の順に多く、精神疾患等はその他の職員（一般職員等）、

義務教育学校職員、義務教育学校職員以外の教育職員、消防職員の順に多くなっ

ている。年齢別では、脳・心臓疾患は５０歳代、４０歳代の順に多く、精神疾患

等は４０歳代、３０歳代の順に多くなっている（以上、地方公務員災害補償基金

「過労死等の公務災害補償状況について」による。）。 

 

（８）課題 

我が国が直面する少子高齢化に伴う生産年齢人口減少、働く人のニーズの多様化

等の課題に対応するためには、技術革新による省力化や業務の進め方の見直しによ
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（６）自殺の状況 

我が国の自殺者数は、令和５年は２１，８３７人と令和４年と比較すると４４人

の減少となっている。 

このうち有職者の自殺者数は、令和５年は８，８５８人と令和４年と比較すると

２８２人の増加となっている。 

原因・動機別（遺書等の生前の言動を裏付ける資料がある場合に加え、家族等の

証言から考えうる場合も含め、自殺者一人につき最大４つまで計上したもの）にみ

ると、勤務問題が原因・動機の一つと推定される自殺者数は、令和５年は２，８７

５人と令和４年と比較すると９３人の減少となっており、これを年齢別にみると、

特に４０歳代の自殺者数が７６５人と令和４年と比較し５０人の減少となってい

る。 

勤務問題を原因・動機とするものを詳細別にみると、「職場の人間関係（上司と

のトラブル、その他の合計）」（２７．０％）、「仕事疲れ（長時間労働、その他の合

計）」（２４．７％）、「職場環境の変化（役割・地位の変化等、その他の合計）」（１

９．８％）、「仕事の失敗」（１０．９％）の順となっている（以上、警察庁の自殺

統計原票データに基づき厚生労働省算出。）。 

 

（７）脳・心臓疾患及び精神障害に係る労災補償等の状況 

ア．労災補償の状況 

業務における過重な負荷による脳・心臓疾患に係る労災請求件数は、令和２年

度及び令和３年度は減少したものの令和４年度からは増加傾向に転じ、令和５年

度は１，０２３件（うち死亡２４７件）となっている。また、労災支給決定（認

定）件数は、近年は２００件前後で推移しており、令和５年度は２１６件（うち

死亡５８件）となっている。令和５年度は労災請求件数・支給決定（認定）件数

とも、業種別では「道路貨物運送業」が、職種別では「自動車運転従事者」が最

も多い。年齢別では労災請求件数・支給決定（認定）件数ともに５０歳代、６０

歳以上、４０歳代の順で多い。また、性別では、労災請求件数の８３．３％、労

災支給決定（認定）件数の９１．７％を男性が占めている。 

次に、業務における強い心理的負荷による精神障害に係る労災請求件数は増加

傾向にあり、令和５年度は３，５７５件（うち未遂を含む自殺２１２件）となっ

ている。また、労災支給決定（認定）件数も増加傾向にあり、令和５年度は８８

３件（うち未遂を含む自殺７９件）となっている。令和５年度は、労災請求件数・

支給決定（認定）件数とも、業種別では、「社会保険・社会福祉・介護事業」が、

職種別では、「一般事務従事者」が最も多い。年齢別では労災請求件数では４０

歳代、３０歳代、５０歳代の順で多く、労災支給決定（認定）件数では４０歳代、

２０歳代、３０歳代の順で多く、脳・心臓疾患に比べ若年層に多くなっている。

さらに、性別でみると、労災請求件数の５１．７％、労災支給決定（認定）件数

の４６．７％が女性であり、特に「社会保険・社会福祉・介護事業」や「医療業」

においては、女性の比率が労災請求件数・支給決定（認定）件数ともに７割を超

えている。 
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令和５年度の精神障害に係る労災支給決定（認定）件数を出来事の類型別でみ

ると、「上司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」、

「業務に関連し、悲惨な事故や災害の体験、目撃をした」、「セクシュアルハラス

メントを受けた」の順に多く、自殺（未遂を含む。）に限ってみると、「仕事内容・

仕事量の大きな変化を生じさせる出来事があった」、「上司等から、身体的攻撃、

精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」、「１か月に８０時間以上の時間外

労働を行った」及び「転勤・配置転換等があった」の順に多くなっている（以上、

厚生労働省「過労死等の労災補償状況」による。）。 

 

イ．国家公務員の公務災害の状況 

一般職の国家公務員について、令和５年度の脳・心臓疾患に係る公務災害認定

件数は３件（うち死亡２件）で、令和元年度以降の５年間は０件から３件の範囲

で推移している。令和５年度の職種別では一般行政職２件、公安職１件、年齢別

では３０歳代２件、４０歳代１件となっている。また、令和５年度の精神疾患等

に係る公務災害認定件数は６件（うち自殺１件）で、令和元年度以降の５年間は

６件から１３件の範囲で推移している。令和５年度の職種別では一般行政職２件、

公安職３件、その他１件、年齢別では２０歳代３件、３０歳代、４０歳代及び５

０歳代各１件となっている（以上、人事院「過労死等の公務災害補償状況につい

て」による。）。 

 

ウ．地方公務員の公務災害の状況 

地方公務員について、令和５年度の脳・心臓疾患に係る公務災害認定件数は１

１件（うち死亡４件）で、令和元年度以降の５年間は１１件から２４件の範囲で

推移している。令和５年度の職種別では義務教育学校職員（７件）が最も多く、

年齢別では５０歳代、４０歳代の順に多くなっている。また、令和５年度の精神

疾患等に係る公務災害認定件数は７５件（うち自殺１３件）で、令和元年度以降

の５年間は４９件から７５件の範囲で推移している。令和５年度の職種別ではそ

の他の職員（一般職員等）（４７件）が最も多く、年齢別では４０歳代、３０歳

代及び２０代の順に多くなっている。 

令和元年度以降の５年間でみると、公務災害認定者の職種別構成比では、脳・

心臓疾患は義務教育学校職員、その他の職員（一般職員等）、義務教育学校職員

以外の教育職員、警察職員の順に多く、精神疾患等はその他の職員（一般職員等）、

義務教育学校職員、義務教育学校職員以外の教育職員、消防職員の順に多くなっ

ている。年齢別では、脳・心臓疾患は５０歳代、４０歳代の順に多く、精神疾患

等は４０歳代、３０歳代の順に多くなっている（以上、地方公務員災害補償基金

「過労死等の公務災害補償状況について」による。）。 

 

（８）課題 

我が国が直面する少子高齢化に伴う生産年齢人口減少、働く人のニーズの多様化

等の課題に対応するためには、技術革新による省力化や業務の進め方の見直しによ
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（６）自殺の状況 

我が国の自殺者数は、令和５年は２１，８３７人と令和４年と比較すると４４人

の減少となっている。 

このうち有職者の自殺者数は、令和５年は８，８５８人と令和４年と比較すると

２８２人の増加となっている。 

原因・動機別（遺書等の生前の言動を裏付ける資料がある場合に加え、家族等の

証言から考えうる場合も含め、自殺者一人につき最大４つまで計上したもの）にみ

ると、勤務問題が原因・動機の一つと推定される自殺者数は、令和５年は２，８７

５人と令和４年と比較すると９３人の減少となっており、これを年齢別にみると、

特に４０歳代の自殺者数が７６５人と令和４年と比較し５０人の減少となってい

る。 

勤務問題を原因・動機とするものを詳細別にみると、「職場の人間関係（上司と

のトラブル、その他の合計）」（２７．０％）、「仕事疲れ（長時間労働、その他の合

計）」（２４．７％）、「職場環境の変化（役割・地位の変化等、その他の合計）」（１

９．８％）、「仕事の失敗」（１０．９％）の順となっている（以上、警察庁の自殺

統計原票データに基づき厚生労働省算出。）。 

 

（７）脳・心臓疾患及び精神障害に係る労災補償等の状況 

ア．労災補償の状況 

業務における過重な負荷による脳・心臓疾患に係る労災請求件数は、令和２年

度及び令和３年度は減少したものの令和４年度からは増加傾向に転じ、令和５年

度は１，０２３件（うち死亡２４７件）となっている。また、労災支給決定（認

定）件数は、近年は２００件前後で推移しており、令和５年度は２１６件（うち

死亡５８件）となっている。令和５年度は労災請求件数・支給決定（認定）件数

とも、業種別では「道路貨物運送業」が、職種別では「自動車運転従事者」が最

も多い。年齢別では労災請求件数・支給決定（認定）件数ともに５０歳代、６０

歳以上、４０歳代の順で多い。また、性別では、労災請求件数の８３．３％、労

災支給決定（認定）件数の９１．７％を男性が占めている。 

次に、業務における強い心理的負荷による精神障害に係る労災請求件数は増加

傾向にあり、令和５年度は３，５７５件（うち未遂を含む自殺２１２件）となっ

ている。また、労災支給決定（認定）件数も増加傾向にあり、令和５年度は８８

３件（うち未遂を含む自殺７９件）となっている。令和５年度は、労災請求件数・
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職種別では、「一般事務従事者」が最も多い。年齢別では労災請求件数では４０

歳代、３０歳代、５０歳代の順で多く、労災支給決定（認定）件数では４０歳代、

２０歳代、３０歳代の順で多く、脳・心臓疾患に比べ若年層に多くなっている。

さらに、性別でみると、労災請求件数の５１．７％、労災支給決定（認定）件数
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においては、女性の比率が労災請求件数・支給決定（認定）件数ともに７割を超

えている。 
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メンタルヘルスについては、近年、精神障害による労災請求・支給決定件数が増

加傾向にあること、メンタルヘルス不調により連続１か月以上休業又は退職した労

働者がいた事業場の割合が約１割程度で推移していることや、これまでの調査研究

において、精神障害の発病から短期間で自殺につながった事案が多かったことが報

告されていることを踏まえ、事業場における取組を進めるとともに労働者が相談し

やすい環境の整備が必要である。 

また、労働者のメンタルヘルスの不調の原因にもなり得る職場内でのハラスメン

トの防止に向けた取組を進めることが重要であるほか、顧客等からの著しい迷惑行

為（以下「カスタマーハラスメント」という。）に関しても周知・啓発の取組を行

うことが必要である。 

これらの課題に対応する過労死等防止のための対策が、企業の規模にかかわらず

実施されるよう取組を進める必要がある。 

 

第２ 過労死等の防止のための対策の基本的考え方 

法第７条に基づいて初めて大綱を策定してから９年が経過したが、過労死等の件数は、

近年増加傾向にある。この間の調査研究等により、一定の必要な取組が明らかになって

いることから、国、地方公共団体、事業主等の関係者の相互の密接な連携の下、過労死

ゼロに向けた取組を進めていく必要がある。また、過労死等が多く発生している又は長

時間労働が多いとの指摘がある職種・業種の調査研究には二巡したものもあり、調査研

究の成果から経年変化も踏まえつつ実効性のある過労死等防止対策につなげるとともに、

その結果を検証し、フィードバックして、より高度な調査研究を進めることによって、

過労死を発生させないための更なる対策を講じていく必要がある。 

このため、「調査研究等」、「啓発」、「相談体制」、「民間団体の活動支援」のそれぞれに

ついて、これまでの実績や成果を検証するとともに、なお不十分な点や必要な事柄を明

らかにし、今後３年間における過労死等の防止のための対策に活かしていくものとする。 

また、これらについて、都道府県労働局、労働基準監督署又は地方公共団体等の｢労働

行政機関等における対策｣に反映させ、労働行政機関等の効果的な過労死等防止対策を着

実に推進していくことが必要である。 

なお、行政においてもデジタル化への対応がより一層求められている。行政のデジタ

ル化は、従来、直接出向くことにより対面で実施していた業務もオンラインで取り組む

ことができ、事業者等の利用者の利便性の向上や行政の効率化に加え、利用者と行政双

方の時間短縮にもつながるものであり、長時間労働削減の観点からも、推し進めていく

必要がある。 

一方で、デジタル技術を活用した働き方であるテレワークについては、業務に関する

指示や報告が時間帯にかかわらず行われやすくなり、労働者の仕事と生活の時間の区別

が曖昧となり、労働者の生活時間帯の確保に支障が生ずるおそれがあること、副業・兼

業を行う者については、長時間労働となるおそれがあること、フリーランスについては、

発注者等との力関係に起因するハラスメント等が生ずるおそれがあることにも留意する

必要がある。このような点にかんがみ長時間労働による健康障害防止を図ることが求め

られている。 
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る生産性向上を図りつつ、働きやすい職場づくりを通じて多様な者の労働参加を促

していく働き方改革を推進する必要がある。 

働き方改革については、働く人の健康を守り、仕事と生活の調和（以下「ワーク・

ライフ・バランス」という。）を実現できるようにするため、時間外労働の上限規

制の導入、勤務間インターバル制度の導入の努力義務化、年５日の年次有給休暇の

時季指定の義務化等の法整備が行われ、長時間労働の雇用者割合の減少や年次有給

休暇の取得率の増加など一定の効果がみられるが、令和６年４月から、工作物の建

設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医師等についても時間外労働の上限

規制が適用されたこと等も踏まえ、その遵守徹底が必要である。 

また、令和２年１月以降の新型コロナウイルス感染症の感染拡大（以下「コロナ

禍」という。）を契機として導入が進んだテレワーク、副業・兼業、フリーランス

等の多様な働き方における労働環境の状況や、業務の効率化が期待されている DX

（ Digital Transformation ）、 IoT （ Internet of Things ）、 AI（ Artificial 

Intelligence）等の先端技術の導入の検討等のために負担が発生する影響も注視し、

働き方の変化による過労死等の発生も防止する必要がある。 

過労死等の防止のためには長時間労働の是正や休息の確保が重要であるが、同時

にこれまでの調査研究において、労働時間の適正な把握や職種ごとの特徴を踏まえ

た対応、睡眠時間の確保が効果的であることや、職場環境や勤務体制、勤務形態等

による発生要因等も示唆されてきた。過労死等の防止対策を進めるためには、これ

までの調査研究結果も踏まえて、更なる詳細な発生要因等を明らかにするとともに、

それらの結果を踏まえた過労死等防止に向けた対応について、広く国民に周知・啓

発していく必要がある。 

なお、過労死等が発生する背景等を総合的に把握する観点から、過労死等事案の

分析に当たっては、労災請求等を行ったものの労災又は公務災害と認定されなかっ

た事案も含めて分析するとともに、若年層の心身の健康が損なわれる事案が増加し

ている中で年齢別・性別の発生状況に応じた対応を検討する必要がある。 

また、勤務問題を原因・動機の一つとする自殺者数については、令和４年から遺

書等の生前の言動を裏付ける資料がある場合に加え、家族等の証言から勤務問題を

原因・動機とするものと考えうる場合についてもその数に含まれているところ、当

該自殺者数は精神障害により死亡したとする労災請求件数と比べて大きな差が生

じており、この差について、遺族等が労災請求をためらっているという意見もある

が、詳細な統計がなく、分析が十分とはいえない。 

啓発については、１１月の過労死等防止啓発月間における集中的な周知啓発活動

や、全国での過労死等防止対策推進シンポジウムの開催等のほか、教育活動を通じ

た若年者への啓発により取組を進めていくことが重要である。 

過労死等を発生させる一つの原因は長時間労働であるが、労働時間については、

平均的な労働者ではなく、特に長時間労働をする労働者に着目して、業務量の見直

しを含む労働時間の短縮と年次有給休暇の取得を促進するための対策が必要であ

る。また、労働時間の把握が様々な対策の前提になることから、その把握を客観的

に行うよう、より一層啓発する必要がある。 
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メンタルヘルスについては、近年、精神障害による労災請求・支給決定件数が増

加傾向にあること、メンタルヘルス不調により連続１か月以上休業又は退職した労

働者がいた事業場の割合が約１割程度で推移していることや、これまでの調査研究

において、精神障害の発病から短期間で自殺につながった事案が多かったことが報

告されていることを踏まえ、事業場における取組を進めるとともに労働者が相談し

やすい環境の整備が必要である。 

また、労働者のメンタルヘルスの不調の原因にもなり得る職場内でのハラスメン

トの防止に向けた取組を進めることが重要であるほか、顧客等からの著しい迷惑行

為（以下「カスタマーハラスメント」という。）に関しても周知・啓発の取組を行

うことが必要である。 

これらの課題に対応する過労死等防止のための対策が、企業の規模にかかわらず

実施されるよう取組を進める必要がある。 

 

第２ 過労死等の防止のための対策の基本的考え方 

法第７条に基づいて初めて大綱を策定してから９年が経過したが、過労死等の件数は、

近年増加傾向にある。この間の調査研究等により、一定の必要な取組が明らかになって

いることから、国、地方公共団体、事業主等の関係者の相互の密接な連携の下、過労死

ゼロに向けた取組を進めていく必要がある。また、過労死等が多く発生している又は長

時間労働が多いとの指摘がある職種・業種の調査研究には二巡したものもあり、調査研

究の成果から経年変化も踏まえつつ実効性のある過労死等防止対策につなげるとともに、

その結果を検証し、フィードバックして、より高度な調査研究を進めることによって、

過労死を発生させないための更なる対策を講じていく必要がある。 

このため、「調査研究等」、「啓発」、「相談体制」、「民間団体の活動支援」のそれぞれに

ついて、これまでの実績や成果を検証するとともに、なお不十分な点や必要な事柄を明

らかにし、今後３年間における過労死等の防止のための対策に活かしていくものとする。 

また、これらについて、都道府県労働局、労働基準監督署又は地方公共団体等の｢労働

行政機関等における対策｣に反映させ、労働行政機関等の効果的な過労死等防止対策を着

実に推進していくことが必要である。 

なお、行政においてもデジタル化への対応がより一層求められている。行政のデジタ

ル化は、従来、直接出向くことにより対面で実施していた業務もオンラインで取り組む

ことができ、事業者等の利用者の利便性の向上や行政の効率化に加え、利用者と行政双

方の時間短縮にもつながるものであり、長時間労働削減の観点からも、推し進めていく

必要がある。 

一方で、デジタル技術を活用した働き方であるテレワークについては、業務に関する

指示や報告が時間帯にかかわらず行われやすくなり、労働者の仕事と生活の時間の区別

が曖昧となり、労働者の生活時間帯の確保に支障が生ずるおそれがあること、副業・兼

業を行う者については、長時間労働となるおそれがあること、フリーランスについては、

発注者等との力関係に起因するハラスメント等が生ずるおそれがあることにも留意する

必要がある。このような点にかんがみ長時間労働による健康障害防止を図ることが求め

られている。 
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る生産性向上を図りつつ、働きやすい職場づくりを通じて多様な者の労働参加を促

していく働き方改革を推進する必要がある。 

働き方改革については、働く人の健康を守り、仕事と生活の調和（以下「ワーク・

ライフ・バランス」という。）を実現できるようにするため、時間外労働の上限規

制の導入、勤務間インターバル制度の導入の努力義務化、年５日の年次有給休暇の

時季指定の義務化等の法整備が行われ、長時間労働の雇用者割合の減少や年次有給

休暇の取得率の増加など一定の効果がみられるが、令和６年４月から、工作物の建

設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医師等についても時間外労働の上限

規制が適用されたこと等も踏まえ、その遵守徹底が必要である。 

また、令和２年１月以降の新型コロナウイルス感染症の感染拡大（以下「コロナ

禍」という。）を契機として導入が進んだテレワーク、副業・兼業、フリーランス

等の多様な働き方における労働環境の状況や、業務の効率化が期待されている DX

（ Digital Transformation ）、 IoT （ Internet of Things ）、 AI（ Artificial 

Intelligence）等の先端技術の導入の検討等のために負担が発生する影響も注視し、

働き方の変化による過労死等の発生も防止する必要がある。 

過労死等の防止のためには長時間労働の是正や休息の確保が重要であるが、同時

にこれまでの調査研究において、労働時間の適正な把握や職種ごとの特徴を踏まえ

た対応、睡眠時間の確保が効果的であることや、職場環境や勤務体制、勤務形態等

による発生要因等も示唆されてきた。過労死等の防止対策を進めるためには、これ

までの調査研究結果も踏まえて、更なる詳細な発生要因等を明らかにするとともに、

それらの結果を踏まえた過労死等防止に向けた対応について、広く国民に周知・啓

発していく必要がある。 

なお、過労死等が発生する背景等を総合的に把握する観点から、過労死等事案の

分析に当たっては、労災請求等を行ったものの労災又は公務災害と認定されなかっ

た事案も含めて分析するとともに、若年層の心身の健康が損なわれる事案が増加し

ている中で年齢別・性別の発生状況に応じた対応を検討する必要がある。 

また、勤務問題を原因・動機の一つとする自殺者数については、令和４年から遺

書等の生前の言動を裏付ける資料がある場合に加え、家族等の証言から勤務問題を

原因・動機とするものと考えうる場合についてもその数に含まれているところ、当

該自殺者数は精神障害により死亡したとする労災請求件数と比べて大きな差が生

じており、この差について、遺族等が労災請求をためらっているという意見もある

が、詳細な統計がなく、分析が十分とはいえない。 

啓発については、１１月の過労死等防止啓発月間における集中的な周知啓発活動

や、全国での過労死等防止対策推進シンポジウムの開催等のほか、教育活動を通じ

た若年者への啓発により取組を進めていくことが重要である。 

過労死等を発生させる一つの原因は長時間労働であるが、労働時間については、

平均的な労働者ではなく、特に長時間労働をする労働者に着目して、業務量の見直

しを含む労働時間の短縮と年次有給休暇の取得を促進するための対策が必要であ

る。また、労働時間の把握が様々な対策の前提になることから、その把握を客観的

に行うよう、より一層啓発する必要がある。 
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況、ハラスメントの経験等、職種・業種等に特有の課題や、労働時間と睡眠時間及び

メンタルヘルスの関係等、労働、生活、健康等の相互の影響を明らかにしてきた。 

今後も、過労死等の背景要因を掘り下げ、我が国における過労死等の全体像を明ら

かにし、また新たな課題にも対応するために、企業及び労働者を対象としたアンケー

ト調査結果を経年比較できるよう、主要な項目については繰り返し調査を行い、その

結果を分析することが必要である。 

これらの調査研究を通じて、我が国の過労死等の状況や対策の効果を評価するため

に妥当かつ効果的な指標・方法について、検討していくべきである。 

こうした調査研究を進めるに当たっては、その基礎となるデータの収集と分析につ

いて、客観性と専門性を担保できるよう取り組むとともに、これらの調査研究の成果

を集約し、啓発や相談の際に活用できる情報として広く発信していくことが必要であ

る。 

 

２ 啓発の基本的考え方 

（１）国民に対する啓発 

過労死等には、労働時間や職場環境だけでなく、その背景となる企業の経営状況

や様々な商取引上の慣行のほか、睡眠を含めた生活時間等、様々な要因が関係して

いる。また、過労死等を防止するためには、職場のみでなく、職場以外においても、

周囲の気付きと支えにより、孤立させないことが重要である。 

このため、過労死等を職場や労働者のみの問題と捉えるのではなく、国民一人ひ

とりが、労働者の生産した財やサービスの消費者として、共に生活する社会の構成

員として、更には労働者を支える家族や友人として、自身にも関わることとして過

労死等に対する理解を深めるとともに、過労死等を防止することの重要性について

自覚し、過労死等の防止に対する関心と理解を深めることが必要である。 

そのために、啓発活動として行われてきた講演会やセミナー、過労死等防止対策

推進シンポジウムへの参加を更に強力に促していくこと、国、地方公共団体、民間

団体との協力・連携を強めること、各種メディアや SNS（Social Networking Service）

等を利用して広く周知していくことが必要である。 

なお、過労死等に対する理解を深める上で、脳・心臓疾患及び精神障害に係る労

災補償や公務災害補償の手続や状況は重要な情報であることから、労働の実態を踏

まえた適正な労災支給決定（認定）等はもとより、労災補償や公務災害補償の手続

や状況を国民に広く周知することが重要である。 

 

（２）教育活動を通じた啓発 

過労死等の防止のためには、若い頃から労働条件を始め、労働関係法令に関する

理解を深めることも重要である。このため、民間団体とも連携しつつ、学校教育を

通じて啓発を行っていくことが必要である。 

より多くの学生・生徒が過労死等の労働問題と労働条件等の改善の重要性につい

て理解を深めることができるよう、これまでの成果を踏まえて具体的な改善策を講

じていくことが必要である。 
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令和７年には、最初に大綱が策定されてから１０年が経過する。この間の大綱に基づ

き実施してきた様々な指標の収集を含む調査研究や取組の成果を振り返り、それらを踏

まえつつ、必要な統計の整備に努めることを含め、過労死等の実態を更に明らかとする

指標の検討や調査研究、各種取組を推進していくことが重要である。 

 

１ 調査研究等の基本的考え方 

過労死等の実態の解明のためには、疲労の蓄積や心理的負荷の直接の原因となる労

働時間や職場環境だけでなく、勤務時間の不規則性（拘束時間の長い勤務、休日のな

い連続勤務、勤務間インターバルが短い勤務、不規則な勤務・交替制勤務）、事業場

外における移動を伴う業務（海外出張等）、心理的及び身体的負荷を伴う業務、作業

環境、複数業務との関連性も分析していく必要がある。こうした医学分野の調査研究

に加えて、労働・社会分野の調査研究として、過重労働や過労死等の背景となる企業

の経営状態や短納期発注を含めた様々な商取引上の慣行等の業界を取り巻く環境、労

働者の属性（性、年齢、職位、職務等）や職場の労働者間の人間関係、カスタマーハ

ラスメントを含む顧客と労働者間の関係、睡眠・家事も含めた生活時間、職場以外の

人間関係、健康状態等の労働者側の個人的な状況等、複雑で多岐にわたる要因及びそ

れらの関連性を分析していく必要がある。このため、医学分野や労働・社会分野から

の視点を中心に、労働科学、産業疲労等の関連する知見にも留意し、国、地方公共団

体、事業主、労働組合、民間団体等の協力の下、多角的、学際的な視点から実態解明

のための調査研究等を進めていくことが必要である。 

また、コロナ禍で導入が進んだテレワークや先端技術の進展に伴う影響等にも目を

向ける必要がある。 

なお、過労死等の調査研究等は、医学分野及び労働・社会分野から実施しているが、

業務における過重な負荷による就業者の脳血管疾患、心疾患等の状況が労災補償状況

等からは十分把握されていないことを踏まえ、労働・社会分野の調査において、労働

者のみならずフリーランスを含む自営業者や法人の役員も対象としてきており、今後

も自営業者等一定の事業主のほか、副業・兼業を行う者も含め、広く対象とする。 

医学分野の調査研究では、過労死等事案の分析、職域コホート研究、介入研究、実

験研究、対策実装研究等、長期的な視点で行うものも含め、過労死等の危険因子やそ

れと疾患との関連の解明、効果的な予防対策に資する研究を継続的に行う中で、これ

らの調査研究を統合しながら進めていくことが必要である。 

また、これらの調査研究の成果を踏まえ、過労死等の防止のための健康管理や作業

管理の在り方について施策に活用することが必要である。また、これらの調査研究が

科学的・倫理的に適切に行われるよう、外部専門家による評価を受けるようにするこ

とが必要である。 

労働・社会分野の調査研究では、平成２７年度から９年間で、全業種の企業及び労

働者、過労死等が多く発生している又は長時間労働等の実態があるとの指摘がある職

種・業種である自動車運転従事者、教職員、IT（Information Technology）産業、外

食産業、医療、建設業、メディア業界、芸術・芸能分野（以下「重点業種等」という。）

に加え、自営業者や法人の役員を対象としたアンケート調査を行っており、その結果、

取引先の都合による所定外労働の発生や、人員不足の現状、業務関連のストレスの状
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況、ハラスメントの経験等、職種・業種等に特有の課題や、労働時間と睡眠時間及び

メンタルヘルスの関係等、労働、生活、健康等の相互の影響を明らかにしてきた。 

今後も、過労死等の背景要因を掘り下げ、我が国における過労死等の全体像を明ら

かにし、また新たな課題にも対応するために、企業及び労働者を対象としたアンケー

ト調査結果を経年比較できるよう、主要な項目については繰り返し調査を行い、その

結果を分析することが必要である。 

これらの調査研究を通じて、我が国の過労死等の状況や対策の効果を評価するため

に妥当かつ効果的な指標・方法について、検討していくべきである。 

こうした調査研究を進めるに当たっては、その基礎となるデータの収集と分析につ

いて、客観性と専門性を担保できるよう取り組むとともに、これらの調査研究の成果

を集約し、啓発や相談の際に活用できる情報として広く発信していくことが必要であ

る。 

 

２ 啓発の基本的考え方 

（１）国民に対する啓発 

過労死等には、労働時間や職場環境だけでなく、その背景となる企業の経営状況

や様々な商取引上の慣行のほか、睡眠を含めた生活時間等、様々な要因が関係して

いる。また、過労死等を防止するためには、職場のみでなく、職場以外においても、

周囲の気付きと支えにより、孤立させないことが重要である。 

このため、過労死等を職場や労働者のみの問題と捉えるのではなく、国民一人ひ

とりが、労働者の生産した財やサービスの消費者として、共に生活する社会の構成

員として、更には労働者を支える家族や友人として、自身にも関わることとして過

労死等に対する理解を深めるとともに、過労死等を防止することの重要性について

自覚し、過労死等の防止に対する関心と理解を深めることが必要である。 

そのために、啓発活動として行われてきた講演会やセミナー、過労死等防止対策

推進シンポジウムへの参加を更に強力に促していくこと、国、地方公共団体、民間

団体との協力・連携を強めること、各種メディアや SNS（Social Networking Service）

等を利用して広く周知していくことが必要である。 

なお、過労死等に対する理解を深める上で、脳・心臓疾患及び精神障害に係る労

災補償や公務災害補償の手続や状況は重要な情報であることから、労働の実態を踏

まえた適正な労災支給決定（認定）等はもとより、労災補償や公務災害補償の手続

や状況を国民に広く周知することが重要である。 

 

（２）教育活動を通じた啓発 

過労死等の防止のためには、若い頃から労働条件を始め、労働関係法令に関する

理解を深めることも重要である。このため、民間団体とも連携しつつ、学校教育を

通じて啓発を行っていくことが必要である。 

より多くの学生・生徒が過労死等の労働問題と労働条件等の改善の重要性につい

て理解を深めることができるよう、これまでの成果を踏まえて具体的な改善策を講

じていくことが必要である。 
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らの調査研究を統合しながら進めていくことが必要である。 

また、これらの調査研究の成果を踏まえ、過労死等の防止のための健康管理や作業

管理の在り方について施策に活用することが必要である。また、これらの調査研究が

科学的・倫理的に適切に行われるよう、外部専門家による評価を受けるようにするこ

とが必要である。 

労働・社会分野の調査研究では、平成２７年度から９年間で、全業種の企業及び労

働者、過労死等が多く発生している又は長時間労働等の実態があるとの指摘がある職
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あわせて、職場において健康管理に携わる産業保健スタッフ等の人材育成、研修に

ついて充実・強化を図るとともに、事業場において労働衛生管理を効果的に行うため

には、労働安全衛生法において産業医の職務として規定された事項を含め、産業保健

スタッフ等の役割分担を明確にしつつ、衛生管理者等との連携を図りながら産業保健

のチームとして対応することも必要である。 

なお、相談窓口は、単に設置するだけではなく、労働者のプライバシーに配慮しつ

つ、必要な場合に労働者が 躊躇
ちゅ う ちょ

なく相談に行くことができるよう環境を整備してい

くことが必要である。 

また、職場において、事業場内外の資源を用いた相談体制の整備や周知を行うこと

に加え、労働者や管理監督者等に対する教育研修等を通じ、労働者が過重労働や心理

的負荷による自らの身体面、精神面の不調に気付くことができるようにするとともに、

上司、同僚の立場からも労働者の不調の兆候に気付き、産業保健スタッフ等に速やか

につなぐことができるようにしていくこと等、労使双方が過労死等の防止のための対

策の重要性を認識し、労働者が相談に行くことに対する共通理解を形成していくこと

が必要である。特に、テレワークにおいては、周囲に上司や同僚がいない環境で働く

ことになるため、労働者が上司等とコミュニケーションを取りにくい、上司等が労働

者の心身の変調に気付きにくいという状況となる場合が多いことから、コミュニケー

ションの活性化のための措置を実施するほか、テレワークを行う労働者の安全衛生を

確保するためのチェックリストの活用等により必要な作業環境の改善を図ることも

重要である。 

さらに、相談体制の整備については大規模事業場だけではなく、特に労働者数５０

人未満の小規模事業場が利用しやすい相談体制が求められるため、それら小規模事業

場の労働者の健康管理等の支援を行う産業保健総合支援センターの地域窓口（地域産

業保健センター）における対応の充実・強化を図るとともに、広く周知していくこと

が必要である。 

また、職場以外においては、家族・友人等も過労死等の防止のための対策の重要性

を認識し、過重労働による労働者の不調に気付き、相談に行くことを勧める等適切に

対処できるようにすることが必要である。 

過労死で親を亡くした遺児は生き辛さを抱えていることが多く、また残された遺族

も悩みを抱えていることが多いことから、民間団体の活動である「過労死遺児交流会」

への支援に加えて、遺児の健全な成長をサポートするために必要な相談対応を行うこ

とが必要である。 

 

４ 民間団体の活動に対する支援の基本的考え方 

過労死等を防止する取組については、家族を過労死で亡くされた遺族の方々が悲し

みを乗り越え、同じ苦しみを持つ方々と交流を深めていく中で、それぞれの地域にお

いて啓発・相談活動を展開する民間団体や、全国規模での電話相談窓口の開設等を通

じて過労死等で悩む労働者やその家族等からの相談に携わっている弁護士団体が活

動している。更には、これらの団体及び国・地方公共団体との連携の要となる民間団

体や、研究者、弁護士等の専門家が研究会や啓発活動等を行う民間団体の組織化が行

われている状況にある。 
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（３）職場の関係者に対する啓発 

過労死等は主として職場において発生するものであることから、その防止のため

には、一般的な啓発に加えて、管理監督者等職場の関係者に対する啓発が極めて重

要である。特に、それぞれの職場を実際に管理する立場にある上司に対する啓発や、

若年層の労働者が労働条件に関する理解を深めるための啓発も重要である。 

これまでの調査研究で示唆されているとおり、過労死等の防止のためには、労働

基準や労働安全衛生に関する法令の遵守が重要であることから、関係法令の規定や

関連する事業主が講ずべき措置、指針及び関係通達の内容とその趣旨に対する理解

の促進及びその遵守のための啓発指導を行う必要がある。 

さらに、過労死等の主な原因の一つである長時間労働の削減や、賃金不払残業の

解消、年次有給休暇の取得促進のためには、単に法令を遵守するだけではなく、長

時間労働が生じている職場においては、人員の増員や業務量の見直し、マネジメン

トの在り方、常態的な長時間労働を是認するような企業文化や職場風土等を見直し

ていくことが必要であり、これまでの働き方を改め、ワーク・ライフ・バランスの

とれた働き方ができる職場環境づくりを進める必要がある。 

このため、各職場において、これまでの労働慣行が長時間労働を前提としている

のであれば、企業文化等の見直しを含め、そのような労働慣行を変え、定時退社や

年次有給休暇の取得促進等、それぞれの実情に応じた積極的な取組が行われるよう

働きかけていくことが必要である。また、先進的な取組事例を広く周知するととも

に、このような積極的な取組は企業価値を高めること、反対に、過労死等を発生さ

せた場合には企業価値を下げることにつながり得ることを啓発することも必要で

ある。特に、過労死等を発生させた企業や長時間労働が行われている企業等に対し

ては、過労死等防止対策推進シンポジウムへの参加を促すことが重要である。 

さらに、過労死等を発生させた事業場に対しては、労働基準監督署において監督

指導等を実施し、当該疾病の原因究明、再発防止対策の確立及び対策の徹底を指導

する。 

その一方で、過重労働対策やメンタルヘルス対策に取り組んでいる企業が社会的

に評価されるよう、そのような企業を広く周知することが必要である。 

長時間労働が生じている背景には、様々な商慣行が存在し、個々の企業における

労使による対応のみでは改善に至らない場合もある。このため、これらの諸要因に

ついて、取引先や消費者等関係者に対する問題提起等により、個々の企業における

労使を超えた改善に取り組む気運を社会的に醸成していくことが必要である。 

なお、１の調査研究等の成果を踏まえ、職種・業種等ごとに重点をおいた啓発を

行うことが必要である。 

 

３ 相談体制の整備等の基本的考え方 

事業者が基本的な産業保健活動を含めた労働者の健康管理に取り組んだ上で、事業

場において、長時間労働やメンタルヘルス不調等により過労死等のリスクが高い状況

にある労働者を見逃さないようにするため、医師による面接指導や産業医、保健師、

看護師等の産業保健スタッフ等による健康相談等が確実に実施されるよう、事業場に

おける相談体制整備等を促進することが必要である。 
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あわせて、職場において健康管理に携わる産業保健スタッフ等の人材育成、研修に

ついて充実・強化を図るとともに、事業場において労働衛生管理を効果的に行うため

には、労働安全衛生法において産業医の職務として規定された事項を含め、産業保健

スタッフ等の役割分担を明確にしつつ、衛生管理者等との連携を図りながら産業保健

のチームとして対応することも必要である。 

なお、相談窓口は、単に設置するだけではなく、労働者のプライバシーに配慮しつ

つ、必要な場合に労働者が 躊躇
ちゅ う ちょ

なく相談に行くことができるよう環境を整備してい

くことが必要である。 

また、職場において、事業場内外の資源を用いた相談体制の整備や周知を行うこと

に加え、労働者や管理監督者等に対する教育研修等を通じ、労働者が過重労働や心理

的負荷による自らの身体面、精神面の不調に気付くことができるようにするとともに、

上司、同僚の立場からも労働者の不調の兆候に気付き、産業保健スタッフ等に速やか

につなぐことができるようにしていくこと等、労使双方が過労死等の防止のための対

策の重要性を認識し、労働者が相談に行くことに対する共通理解を形成していくこと

が必要である。特に、テレワークにおいては、周囲に上司や同僚がいない環境で働く

ことになるため、労働者が上司等とコミュニケーションを取りにくい、上司等が労働

者の心身の変調に気付きにくいという状況となる場合が多いことから、コミュニケー

ションの活性化のための措置を実施するほか、テレワークを行う労働者の安全衛生を

確保するためのチェックリストの活用等により必要な作業環境の改善を図ることも

重要である。 

さらに、相談体制の整備については大規模事業場だけではなく、特に労働者数５０

人未満の小規模事業場が利用しやすい相談体制が求められるため、それら小規模事業

場の労働者の健康管理等の支援を行う産業保健総合支援センターの地域窓口（地域産

業保健センター）における対応の充実・強化を図るとともに、広く周知していくこと

が必要である。 

また、職場以外においては、家族・友人等も過労死等の防止のための対策の重要性

を認識し、過重労働による労働者の不調に気付き、相談に行くことを勧める等適切に

対処できるようにすることが必要である。 

過労死で親を亡くした遺児は生き辛さを抱えていることが多く、また残された遺族

も悩みを抱えていることが多いことから、民間団体の活動である「過労死遺児交流会」

への支援に加えて、遺児の健全な成長をサポートするために必要な相談対応を行うこ

とが必要である。 

 

４ 民間団体の活動に対する支援の基本的考え方 

過労死等を防止する取組については、家族を過労死で亡くされた遺族の方々が悲し

みを乗り越え、同じ苦しみを持つ方々と交流を深めていく中で、それぞれの地域にお

いて啓発・相談活動を展開する民間団体や、全国規模での電話相談窓口の開設等を通

じて過労死等で悩む労働者やその家族等からの相談に携わっている弁護士団体が活

動している。更には、これらの団体及び国・地方公共団体との連携の要となる民間団

体や、研究者、弁護士等の専門家が研究会や啓発活動等を行う民間団体の組織化が行

われている状況にある。 
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（３）職場の関係者に対する啓発 

過労死等は主として職場において発生するものであることから、その防止のため

には、一般的な啓発に加えて、管理監督者等職場の関係者に対する啓発が極めて重

要である。特に、それぞれの職場を実際に管理する立場にある上司に対する啓発や、

若年層の労働者が労働条件に関する理解を深めるための啓発も重要である。 

これまでの調査研究で示唆されているとおり、過労死等の防止のためには、労働

基準や労働安全衛生に関する法令の遵守が重要であることから、関係法令の規定や

関連する事業主が講ずべき措置、指針及び関係通達の内容とその趣旨に対する理解

の促進及びその遵守のための啓発指導を行う必要がある。 

さらに、過労死等の主な原因の一つである長時間労働の削減や、賃金不払残業の

解消、年次有給休暇の取得促進のためには、単に法令を遵守するだけではなく、長

時間労働が生じている職場においては、人員の増員や業務量の見直し、マネジメン

トの在り方、常態的な長時間労働を是認するような企業文化や職場風土等を見直し

ていくことが必要であり、これまでの働き方を改め、ワーク・ライフ・バランスの

とれた働き方ができる職場環境づくりを進める必要がある。 

このため、各職場において、これまでの労働慣行が長時間労働を前提としている

のであれば、企業文化等の見直しを含め、そのような労働慣行を変え、定時退社や

年次有給休暇の取得促進等、それぞれの実情に応じた積極的な取組が行われるよう

働きかけていくことが必要である。また、先進的な取組事例を広く周知するととも

に、このような積極的な取組は企業価値を高めること、反対に、過労死等を発生さ

せた場合には企業価値を下げることにつながり得ることを啓発することも必要で

ある。特に、過労死等を発生させた企業や長時間労働が行われている企業等に対し

ては、過労死等防止対策推進シンポジウムへの参加を促すことが重要である。 

さらに、過労死等を発生させた事業場に対しては、労働基準監督署において監督

指導等を実施し、当該疾病の原因究明、再発防止対策の確立及び対策の徹底を指導

する。 

その一方で、過重労働対策やメンタルヘルス対策に取り組んでいる企業が社会的

に評価されるよう、そのような企業を広く周知することが必要である。 

長時間労働が生じている背景には、様々な商慣行が存在し、個々の企業における

労使による対応のみでは改善に至らない場合もある。このため、これらの諸要因に

ついて、取引先や消費者等関係者に対する問題提起等により、個々の企業における

労使を超えた改善に取り組む気運を社会的に醸成していくことが必要である。 

なお、１の調査研究等の成果を踏まえ、職種・業種等ごとに重点をおいた啓発を

行うことが必要である。 

 

３ 相談体制の整備等の基本的考え方 

事業者が基本的な産業保健活動を含めた労働者の健康管理に取り組んだ上で、事業

場において、長時間労働やメンタルヘルス不調等により過労死等のリスクが高い状況

にある労働者を見逃さないようにするため、医師による面接指導や産業医、保健師、

看護師等の産業保健スタッフ等による健康相談等が確実に実施されるよう、事業場に

おける相談体制整備等を促進することが必要である。 
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タスク・シフティングやタスク・シェアリングの推進等に向けた医療機関の取組に

ついて支援を行う。 

 

（２）長時間労働の削減に向けた取組の徹底 

都道府県労働局や労働基準監督署に寄せられた相談等から、過重労働の疑いがあ

る企業等に対しては、労働基準監督署の体制を整備しつつ監督指導等を徹底する。

また、過労死等を発生させた事業場に対しては、当該疾病の原因の究明、再発防止

対策の確立及び対策の徹底を指導する。特に、平成２９年１月に策定した「労働時

間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（以下「労

働時間適正把握ガイドライン」という。）の周知、違法な長時間労働等が複数の事

業場で認められた企業に対する指導及び公表制度の運用、労働基準法第３６条第１

項の規定に基づく協定（以下「３６協定」という。）の未締結事業場に対する監督

指導について、取組の徹底を図る。中でも、労働時間の把握については、原則とし

て、使用者が自ら現認すること、又はタイムカード、IC カード等の客観的な記録を

基礎として労働者の始業・終業時刻を確認することにより適正に記録することとさ

れている労働時間適正把握ガイドラインを踏まえ、労働時間として算定すべき時間

を確実に把握し、記録するよう指導を行う。 

また、３６協定については、労働基準監督署に届出があった際の助言、指導を強

化すること等により、事業主に対し、労働者に３６協定の内容を周知させることを

徹底するとともに、月４５時間を超える時間外労働や休日労働が可能である場合で

あっても、３６協定における特別延長時間や実際の時間外・休日労働時間の短縮に

ついて指導を行う。 

さらに、一般職の国家公務員については、平成３１年４月より導入された超過勤

務命令の上限の各府省における運用状況について、人事院が適切に把握するととも

に、必要に応じて指導等を行う。 

地方公務員については、時間外勤務の上限規制制度の整備及びその適正な運用に

よる時間外勤務の縮減や各種早出・遅出勤務、公務におけるフレックスタイム制度

など、多様で柔軟な勤務時間制度等の活用等の推進について、総務省から地方公共

団体に対し助言を行うとともに、長時間労働の要因の検証を通じた長時間労働削減

の取組の推進について働きかける。 

また、地方公務員の勤務条件について、労働基準監督署がその職権を行使する職

員を除き、人事委員会又はその委任を受けた人事委員会の委員（人事委員会を置か

ない地方公共団体においては、地方公共団体の長）（以下「人事委員会等」という。）

が、その職権を有する、労働基準法別表第１第１１号及び第１２号並びに同別表に

含まれない官公署の事業に従事する職員に過重労働の疑いがある場合は人事委員

会等による監督指導が適切に実施されるよう、総務省から人事委員会等に対し継続

的な助言を行う。 

 

（３）過重労働による健康障害の防止対策 

時間外・休日労働時間の削減、労働者の健康管理に係る措置の徹底等、「過重労

働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置」（以下「健康障害防止措
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また、産業医の育成や研修等を通じて、過労死等の防止に向け活動している民間団

体もある。 

過労死等の防止のための対策が最大限その効果を発揮するためには、上記のような

様々な主体が協力及び連携し、国民的な運動として取り組むことが必要である。その

ような中、過去には過労死等防止対策推進シンポジウムが未開催であった都道府県も

あったが、こうした民間団体の取組があり、全ての都道府県で少なくとも毎年１回は

シンポジウムが開催されるようになった。 

今後とも、過労死等防止対策推進シンポジウムを国の取組として実施するほか、過

労死等の防止のための活動を行う民間団体の活動を国及び地方公共団体が支援する

とともに、民間団体の活動内容等の周知を進める必要がある。 

 

第３ 国が取り組む重点対策 

 国が重点的に取り組まなければならない対策として、令和６年４月から工作物の建設

の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医師等にも適用された時間外労働の上限規

制の遵守徹底を始めとした労働行政機関等における対策とともに、法第３章に規定され

ている調査研究等、啓発、相談体制の整備等、民間団体の活動に対する支援について、

関係行政機関が緊密に連携して、以下のとおり取り組むものとする。特に、長時間労働

の実態があり、勤務間インターバル制度の導入やメンタルヘルス対策の取組が進んでい

ない中小規模の企業等の取組を推進するため、働き方改革推進支援センターや産業保健

総合支援センターの地域窓口（地域産業保健センター）における相談対応及び訪問支援、

助成金の活用促進等の必要な支援等を実施する。 

 あわせて、国家公務員に係る対策も推進するとともに、地方公共団体に対し、地方公

務員に係る対策の推進を働きかける。 

 なお、計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Act）の PDCA サイクル等を通

じて、今後の調査研究の成果や諸外国の状況等を踏まえ、取り組むべき対策を検討し、

それらを逐次実施していくこととする。 

 

１ 労働行政機関等における対策 

（１）時間外労働の上限規制の遵守徹底 

 令和６年４月から、工作物の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医

師等にも時間外労働の上限規制が適用されたことから、労働基準監督署において、

その遵守徹底を図る。 

また、建設業の労働者、自動車運転者は他の産業の労働者に比べて労働時間が長

い実態があり、長時間労働の背景には、短い工期の設定や、荷積み、荷下ろしのた

めの長時間の待機等取引慣行上の課題がみられるため、施主や荷主等の取引関係者、

ひいては国民一人ひとりへ、長時間労働の改善への理解と協力を呼びかけるなど幅

広く周知する。 

さらに、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人

にとってはもとより、医療の質・安全を確保するためにも重要であることから、各

都道府県に設置された医療勤務環境改善支援センター等を通じて、適切な労務管理、
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タスク・シフティングやタスク・シェアリングの推進等に向けた医療機関の取組に

ついて支援を行う。 

 

（２）長時間労働の削減に向けた取組の徹底 

都道府県労働局や労働基準監督署に寄せられた相談等から、過重労働の疑いがあ

る企業等に対しては、労働基準監督署の体制を整備しつつ監督指導等を徹底する。

また、過労死等を発生させた事業場に対しては、当該疾病の原因の究明、再発防止

対策の確立及び対策の徹底を指導する。特に、平成２９年１月に策定した「労働時

間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（以下「労

働時間適正把握ガイドライン」という。）の周知、違法な長時間労働等が複数の事

業場で認められた企業に対する指導及び公表制度の運用、労働基準法第３６条第１

項の規定に基づく協定（以下「３６協定」という。）の未締結事業場に対する監督

指導について、取組の徹底を図る。中でも、労働時間の把握については、原則とし

て、使用者が自ら現認すること、又はタイムカード、IC カード等の客観的な記録を

基礎として労働者の始業・終業時刻を確認することにより適正に記録することとさ

れている労働時間適正把握ガイドラインを踏まえ、労働時間として算定すべき時間

を確実に把握し、記録するよう指導を行う。 

また、３６協定については、労働基準監督署に届出があった際の助言、指導を強

化すること等により、事業主に対し、労働者に３６協定の内容を周知させることを

徹底するとともに、月４５時間を超える時間外労働や休日労働が可能である場合で

あっても、３６協定における特別延長時間や実際の時間外・休日労働時間の短縮に

ついて指導を行う。 

さらに、一般職の国家公務員については、平成３１年４月より導入された超過勤

務命令の上限の各府省における運用状況について、人事院が適切に把握するととも

に、必要に応じて指導等を行う。 

地方公務員については、時間外勤務の上限規制制度の整備及びその適正な運用に

よる時間外勤務の縮減や各種早出・遅出勤務、公務におけるフレックスタイム制度

など、多様で柔軟な勤務時間制度等の活用等の推進について、総務省から地方公共

団体に対し助言を行うとともに、長時間労働の要因の検証を通じた長時間労働削減

の取組の推進について働きかける。 

また、地方公務員の勤務条件について、労働基準監督署がその職権を行使する職

員を除き、人事委員会又はその委任を受けた人事委員会の委員（人事委員会を置か

ない地方公共団体においては、地方公共団体の長）（以下「人事委員会等」という。）

が、その職権を有する、労働基準法別表第１第１１号及び第１２号並びに同別表に

含まれない官公署の事業に従事する職員に過重労働の疑いがある場合は人事委員

会等による監督指導が適切に実施されるよう、総務省から人事委員会等に対し継続

的な助言を行う。 

 

（３）過重労働による健康障害の防止対策 

時間外・休日労働時間の削減、労働者の健康管理に係る措置の徹底等、「過重労

働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置」（以下「健康障害防止措
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また、産業医の育成や研修等を通じて、過労死等の防止に向け活動している民間団

体もある。 

過労死等の防止のための対策が最大限その効果を発揮するためには、上記のような

様々な主体が協力及び連携し、国民的な運動として取り組むことが必要である。その

ような中、過去には過労死等防止対策推進シンポジウムが未開催であった都道府県も

あったが、こうした民間団体の取組があり、全ての都道府県で少なくとも毎年１回は

シンポジウムが開催されるようになった。 

今後とも、過労死等防止対策推進シンポジウムを国の取組として実施するほか、過

労死等の防止のための活動を行う民間団体の活動を国及び地方公共団体が支援する

とともに、民間団体の活動内容等の周知を進める必要がある。 

 

第３ 国が取り組む重点対策 

 国が重点的に取り組まなければならない対策として、令和６年４月から工作物の建設

の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医師等にも適用された時間外労働の上限規

制の遵守徹底を始めとした労働行政機関等における対策とともに、法第３章に規定され

ている調査研究等、啓発、相談体制の整備等、民間団体の活動に対する支援について、

関係行政機関が緊密に連携して、以下のとおり取り組むものとする。特に、長時間労働

の実態があり、勤務間インターバル制度の導入やメンタルヘルス対策の取組が進んでい

ない中小規模の企業等の取組を推進するため、働き方改革推進支援センターや産業保健

総合支援センターの地域窓口（地域産業保健センター）における相談対応及び訪問支援、

助成金の活用促進等の必要な支援等を実施する。 

 あわせて、国家公務員に係る対策も推進するとともに、地方公共団体に対し、地方公

務員に係る対策の推進を働きかける。 

 なお、計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Act）の PDCA サイクル等を通

じて、今後の調査研究の成果や諸外国の状況等を踏まえ、取り組むべき対策を検討し、

それらを逐次実施していくこととする。 

 

１ 労働行政機関等における対策 

（１）時間外労働の上限規制の遵守徹底 

 令和６年４月から、工作物の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医

師等にも時間外労働の上限規制が適用されたことから、労働基準監督署において、

その遵守徹底を図る。 

また、建設業の労働者、自動車運転者は他の産業の労働者に比べて労働時間が長

い実態があり、長時間労働の背景には、短い工期の設定や、荷積み、荷下ろしのた

めの長時間の待機等取引慣行上の課題がみられるため、施主や荷主等の取引関係者、

ひいては国民一人ひとりへ、長時間労働の改善への理解と協力を呼びかけるなど幅

広く周知する。 

さらに、医師が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、医師本人

にとってはもとより、医療の質・安全を確保するためにも重要であることから、各
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されていることを踏まえ、企業の対策事例等の周知のほか、業種別のカスタマーハ

ラスメント対策の取組支援を行う。 

一般職の国家公務員について、職員の心の不調を未然に防止することが重要であ

るとの認識に基づき、各府省におけるストレスチェック結果の活用を推進するため、

人事院において、研修の充実などを図り、各府省における取組の促進を支援する。

また、セクシュアルハラスメント、妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメン

ト及びパワーハラスメントについては、人事院規則において、各府省に対し、防止

措置や研修の実施、苦情相談対応を含めた事後対応が義務付けられているとともに、

職員によるハラスメントが禁止されているところであり、人事院において、各府省

におけるハラスメント防止対策の実施状況を把握しつつ、研修教材の作成・提供や、

各府省のハラスメント相談員を対象としたセミナーの開催など、必要な支援・指導

を行う。さらに、ストレスチェックを活用したハラスメント等の防止のための方策

について、検討を進めていく。 

地方公務員について、公務職場特有の要請に応える観点から国家公務員と同様の

取組が適切に講じられることが重要であり、各地方公共団体においてストレスチェ

ック等の実施によるメンタルヘルス不調の未然防止や職場環境の改善に取り組む

よう、また、職場におけるハラスメント防止のための雇用管理上の措置等が適切に

講じられるよう、総務省において取組状況をフォローアップしつつ、地方公共団体

に対し継続的な助言を行う。 

以上に加えて、仕事の世界における暴力及びハラスメントの撤廃に関する条約

（ILO 第１９０号条約）について、世界の動向や国内諸制度との関係を考慮しつつ、

締結する際に問題となり得る課題を整理する等、具体的な検討を行い、批准を追求

するための継続的かつ持続的な努力を払う。 

 

（５）過労死等を発生させた企業に対する再発防止対策 

過労死等を発生させた事業場に対しては、これまでも監督指導又は個別指導を実

施し、再発防止対策の指導を行ってきたが、過労死等を同一企業に属する事業場で

繰り返し発生させる企業も存在するところであり、こうした企業に対する再発防止

対策の指導を強化する必要がある。 

 このため、過労死等を発生させた事業場に対する従来の監督指導又は個別指導と

ともに、企業本社における全社的な再発防止対策の策定を求める指導を実施する。 

 また、一定期間内に複数の過労死等を発生させた企業に対しては、企業の本社を

管轄する都道府県労働局長から「過労死等の防止に向けた改善計画」の策定を求め、

同計画に基づく取組を企業全体に定着させるための助言・指導（過労死等防止計画

指導）を実施する。 

 

２ 調査研究等 

（１）過労死等事案の分析 

過労死等の実態を多角的に把握するため、独立行政法人労働者健康安全機構労働

安全衛生総合研究所に過労死等の防止のための研究を行うために設置されている
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置」という。）について、行政体制を整備しつつ、事業者への周知や指導の徹底を

図る。また、裁量労働制対象労働者、高度プロフェッショナル制度対象労働者や管

理監督者についても、事業者に健康確保の責務があることから、事業者に対し、労

働安全衛生法令に基づき、週４０時間を超えて労働した時間が１か月当たり８０時

間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる労働者等に対する医師による面接指導及

び面接指導の結果を勘案した事後措置等、必要な措置を講じなければならないこと

等について指導を行う。 

さらに、過重な長時間労働やメンタルヘルス不調等により過労死等のリスクが高

い状況にある労働者を見逃さないようにするため、産業医等の医師による面接指導

や健康相談等が確実に実施されるようにする。その際、産業保健スタッフ等の役割

分担を明確にしつつ、衛生管理者等との連携を図りながら産業保健のチームとして

の対応を進めつつ、企業における労働者の健康管理を強化するための必要な取組を

推進する。 

一般職の国家公務員について、各府省は職員の健康を確保するため、勤務時間の

状況等に応じて面接指導等を行うよう義務付けられているところであり、人事院に

おいて、面接指導等が適切に行われるよう、必要な指導・支援を行う。 

民間労働者と同様に労働安全衛生法が適用される地方公務員については、各地方

公共団体において、産業医・衛生管理者等といった安全衛生管理体制の有効活用の

ほか、長時間の時間外勤務を行った職員の健康確保のため、医師による面接指導や

健康相談等の対応が適切に講じられるよう、総務省から継続的な助言を行う。 

 

（４）メンタルヘルス対策・ハラスメント防止対策 

 精神障害に関する労災支給決定が行われた事業場に対して、メンタルヘルス対策

を主眼とする指導を行う。 

過労死等に結びつきかねない職場におけるハラスメントに関する対策について

は、労働施策総合推進法等により、全ての事業主に対し、職場におけるパワーハラ

スメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント及び育

児休業等に関するハラスメントの防止のための雇用管理上の措置が義務付けられ

ている。 

全ての事業主において、ハラスメントの防止に向けた取組が進められ、ハラスメ

ントがあってはならないという方針の明確化及びその周知、相談体制の整備等の措

置が講じられるよう指導等を実施する。 

さらに、ハラスメント事案が生じた事業所に対しては、適切な事後の対応及び再

発防止のための取組（事実確認、社内規定に基づく措置、研修・講習の実施等）が

行われるよう指導・勧告等を実施する。 

勧告に従わなかった事業主については、その旨を公表することができる規定があ

ることも踏まえ、法の厳正な履行確保を図る。 

また、カスタマーハラスメントについては、「職場における優越的な関係を背景

とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針」に

より、事業主が顧客等からの著しい迷惑行為に関し行うことが望ましい取組が規定
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されていることを踏まえ、企業の対策事例等の周知のほか、業種別のカスタマーハ

ラスメント対策の取組支援を行う。 

一般職の国家公務員について、職員の心の不調を未然に防止することが重要であ

るとの認識に基づき、各府省におけるストレスチェック結果の活用を推進するため、

人事院において、研修の充実などを図り、各府省における取組の促進を支援する。

また、セクシュアルハラスメント、妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメン

ト及びパワーハラスメントについては、人事院規則において、各府省に対し、防止

措置や研修の実施、苦情相談対応を含めた事後対応が義務付けられているとともに、

職員によるハラスメントが禁止されているところであり、人事院において、各府省

におけるハラスメント防止対策の実施状況を把握しつつ、研修教材の作成・提供や、

各府省のハラスメント相談員を対象としたセミナーの開催など、必要な支援・指導

を行う。さらに、ストレスチェックを活用したハラスメント等の防止のための方策

について、検討を進めていく。 

地方公務員について、公務職場特有の要請に応える観点から国家公務員と同様の

取組が適切に講じられることが重要であり、各地方公共団体においてストレスチェ

ック等の実施によるメンタルヘルス不調の未然防止や職場環境の改善に取り組む

よう、また、職場におけるハラスメント防止のための雇用管理上の措置等が適切に

講じられるよう、総務省において取組状況をフォローアップしつつ、地方公共団体

に対し継続的な助言を行う。 

以上に加えて、仕事の世界における暴力及びハラスメントの撤廃に関する条約

（ILO 第１９０号条約）について、世界の動向や国内諸制度との関係を考慮しつつ、

締結する際に問題となり得る課題を整理する等、具体的な検討を行い、批准を追求

するための継続的かつ持続的な努力を払う。 

 

（５）過労死等を発生させた企業に対する再発防止対策 

過労死等を発生させた事業場に対しては、これまでも監督指導又は個別指導を実

施し、再発防止対策の指導を行ってきたが、過労死等を同一企業に属する事業場で

繰り返し発生させる企業も存在するところであり、こうした企業に対する再発防止

対策の指導を強化する必要がある。 

 このため、過労死等を発生させた事業場に対する従来の監督指導又は個別指導と

ともに、企業本社における全社的な再発防止対策の策定を求める指導を実施する。 

 また、一定期間内に複数の過労死等を発生させた企業に対しては、企業の本社を

管轄する都道府県労働局長から「過労死等の防止に向けた改善計画」の策定を求め、

同計画に基づく取組を企業全体に定着させるための助言・指導（過労死等防止計画

指導）を実施する。 

 

２ 調査研究等 

（１）過労死等事案の分析 

過労死等の実態を多角的に把握するため、独立行政法人労働者健康安全機構労働

安全衛生総合研究所に過労死等の防止のための研究を行うために設置されている
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置」という。）について、行政体制を整備しつつ、事業者への周知や指導の徹底を

図る。また、裁量労働制対象労働者、高度プロフェッショナル制度対象労働者や管

理監督者についても、事業者に健康確保の責務があることから、事業者に対し、労

働安全衛生法令に基づき、週４０時間を超えて労働した時間が１か月当たり８０時

間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められる労働者等に対する医師による面接指導及

び面接指導の結果を勘案した事後措置等、必要な措置を講じなければならないこと

等について指導を行う。 

さらに、過重な長時間労働やメンタルヘルス不調等により過労死等のリスクが高

い状況にある労働者を見逃さないようにするため、産業医等の医師による面接指導

や健康相談等が確実に実施されるようにする。その際、産業保健スタッフ等の役割

分担を明確にしつつ、衛生管理者等との連携を図りながら産業保健のチームとして

の対応を進めつつ、企業における労働者の健康管理を強化するための必要な取組を

推進する。 

一般職の国家公務員について、各府省は職員の健康を確保するため、勤務時間の

状況等に応じて面接指導等を行うよう義務付けられているところであり、人事院に

おいて、面接指導等が適切に行われるよう、必要な指導・支援を行う。 

民間労働者と同様に労働安全衛生法が適用される地方公務員については、各地方

公共団体において、産業医・衛生管理者等といった安全衛生管理体制の有効活用の

ほか、長時間の時間外勤務を行った職員の健康確保のため、医師による面接指導や

健康相談等の対応が適切に講じられるよう、総務省から継続的な助言を行う。 

 

（４）メンタルヘルス対策・ハラスメント防止対策 

 精神障害に関する労災支給決定が行われた事業場に対して、メンタルヘルス対策

を主眼とする指導を行う。 

過労死等に結びつきかねない職場におけるハラスメントに関する対策について

は、労働施策総合推進法等により、全ての事業主に対し、職場におけるパワーハラ

スメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント及び育

児休業等に関するハラスメントの防止のための雇用管理上の措置が義務付けられ

ている。 

全ての事業主において、ハラスメントの防止に向けた取組が進められ、ハラスメ

ントがあってはならないという方針の明確化及びその周知、相談体制の整備等の措

置が講じられるよう指導等を実施する。 

さらに、ハラスメント事案が生じた事業所に対しては、適切な事後の対応及び再

発防止のための取組（事実確認、社内規定に基づく措置、研修・講習の実施等）が

行われるよう指導・勧告等を実施する。 

勧告に従わなかった事業主については、その旨を公表することができる規定があ

ることも踏まえ、法の厳正な履行確保を図る。 

また、カスタマーハラスメントについては、「職場における優越的な関係を背景

とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針」に

より、事業主が顧客等からの著しい迷惑行為に関し行うことが望ましい取組が規定
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より、経年的な変化等の比較検証を可能にする。一方、各年の国内外の状況に即し

て、当該年に特化して詳細に検証する項目も考慮に入れる。また、重点業種等に加

え、フリーランス、高年齢労働者、労働時間把握が自己申告制である労働者など、

働き方や就労環境、属性等に焦点を当てた調査や、令和６年４月から時間外労働の

上限規制が適用された工作物の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医

師等に関して、時間外労働の上限規制を遵守するための労働時間制度の運用状況、

労働実態、商慣行の変化も把握可能な調査を行うこととし、それらの調査に当たっ

ては、調査が回答者の過度な負担とならないよう配慮し、医学分野の調査研究成果、

社会情勢や雇用労働情勢等を踏まえた上で調査対象を適正に選定する。また、カス

タマーハラスメントによる心理的負荷に関する調査を行う。 

さらに、それぞれの統計の調査対象、調査方法等により調査結果の数字に差異が

生じることに留意するとともに、過労死等が「労働時間が平均的な労働者」ではな

く「長時間の労働を行っている労働者」に発生することにかんがみ、必要な再集計

を行うこと等により、適切な分析を行う。 

これに加え、過重労働を経験した労働者や専門家の意見等も踏まえて調査研究を

行いながら、我が国における過労死等の全体像を明らかにし、今後の取組に活かし

ていく。 

 

（４）結果の発信 

 国は、白書、労災補償状況、公務災害認定状況、調査研究の成果その他の過労死

等に関する情報をホームページへの掲載等により公表するとともに、協議会、審議

会、シンポジウム等の場を活用し広く情報提供していく。また、過労死等防止調査

研究センターは、調査研究の成果やその他の過労死等に関する国内外の最新情報に

ついて、専用ポータルサイト「健康な働き方に向けて」を通じて公表する。 

また、当該調査研究の成果については、毎年白書に掲載し、過労死等防止対策の

推進のための啓発や相談等の際に活用できる情報として効果的な発信に努めると

ともに、簡易版の資料を作成して普及に努める。働く人のメンタルヘルス・ポータ

ルサイト「こころの耳」においても、「健康な働き方に向けて」を通じて公表され

た情報を掲載し、情報発信を行う。 

 

３ 啓発 

（１）国民に向けた周知・啓発の実施 

年間を通じて、インターネット、リーフレット、ポスター等、多様な媒体を活用

し、国民一人ひとりが自身にも関わることとして過労死等及びその防止に対する関

心と理解を深めるよう、広く周知・啓発を行う。遺族等についても苦痛を抱えてい

ることが多いため、精神保健福祉センター等と連携し、遺族等に対する支援に関す

る啓発を行う。 

 特に、１１月の過労死等防止啓発月間を中心として、過労死等の防止のための活

動を行う民間団体と連携して、全ての都道府県で少なくとも毎年１回過労死等防止

対策推進シンポジウムを開催すること等により、集中的な周知・啓発を行う。また、
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事案、公務災害認定事案を継続的に収集・集約し、その分析を行う。 

また、過重労働と関連すると思われる労働災害等の事案についても収集を進める。

分析に当たっては、過労死等が多く発生している又は長時間労働等の実態があると

の指摘がある重点業種等を中心に、若年者、中高年者等各年齢層の状況を踏まえつ

つ、裁量労働制や高度プロフェッショナル制度等労働時間制度の状況、労働時間の

把握及び健康確保措置の状況、休暇・休息の取得の状況、出張（海外出張を含む。）

の頻度等労働時間以外の業務の過重性、また、疾患等の発症後における各職場にお

ける事後対応等の状況、ハラスメント防止措置の状況について、分析対象より収

集・分析を行う。これらの事案の分析に当たっては、必要に応じて、関係団体の協

力を得て実施する。 

また、労災保険に特別加入している自営業者、法人の役員、芸術・芸能従事者及

びフリーランスの過労死等事案についても事案の蓄積状況に応じて分析を行う。 

さらに、労災請求等を行ったものの労災又は公務災害として認定されなかった事

案については、労働者の性、年齢、職種・業種や職場環境等の情報から必要な分析

を行うとともに、どのように活用できるか等について検討を行う。 

 

（２）予防研究・支援ツールの開発 

過労死等のリスク要因とそれぞれの疾患、健康影響との関連性を明らかにするた

め、特定の集団における個々の労働者の健康状態、生活習慣、勤務状況と、その後

の循環器疾患、精神疾患のほか気管支喘息等のストレス関連疾患を含めた疾患の発

症状況及び睡眠状況が過重労働による健康障害へ及ぼす影響について、長期的に追

跡調査を進める。 

 職場環境改善対策について、職種・業種等の特性も踏まえた上で、対策事例の収

集や事業場間の比較等により分析し、過労死等の防止の効果を把握する。また、深

夜勤務、交替制勤務等の勤務形態が過重労働による健康障害へ及ぼす影響について

の調査を実施し、分析を行う。 

 過労死等防止のためのより有効な健康管理の在り方の検討に用いることができ

るようにするため、これまで循環器疾患による死亡との関連性が指摘されている事

項について、安全、かつ、簡便に検査する手法の研究を進めつつ、当該事項のデー

タの収集を行い、脳・心臓疾患との関係の分析を行う。 

これらの調査研究を予防研究として総括するとともに、過労死等事案の分析から

得られる成果及び国内外の最新知見に基づき、関係者と協働して、事業場の規模に

も着目した過労死等防止対策の定着を支援するチェックリスト等のツールの開発

と効果検証等を行う。 

 

（３）過労死等の労働・社会分野の調査・分析 

過労死等の背景要因の分析、良好な職場環境を形成する要因に係る分析等を行う

ため、労働時間、労災・公務災害補償、自殺等、過労死等と関連性を有する統計に

ついて情報収集等を行い、過労死等に関する基本的なデータの整備を図る。その際、

全業種の企業や労働者を対象にする調査では、主要な項目を各年に測定することに
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より、経年的な変化等の比較検証を可能にする。一方、各年の国内外の状況に即し

て、当該年に特化して詳細に検証する項目も考慮に入れる。また、重点業種等に加

え、フリーランス、高年齢労働者、労働時間把握が自己申告制である労働者など、

働き方や就労環境、属性等に焦点を当てた調査や、令和６年４月から時間外労働の

上限規制が適用された工作物の建設の事業、自動車運転の業務、医業に従事する医

師等に関して、時間外労働の上限規制を遵守するための労働時間制度の運用状況、

労働実態、商慣行の変化も把握可能な調査を行うこととし、それらの調査に当たっ

ては、調査が回答者の過度な負担とならないよう配慮し、医学分野の調査研究成果、

社会情勢や雇用労働情勢等を踏まえた上で調査対象を適正に選定する。また、カス

タマーハラスメントによる心理的負荷に関する調査を行う。 

さらに、それぞれの統計の調査対象、調査方法等により調査結果の数字に差異が

生じることに留意するとともに、過労死等が「労働時間が平均的な労働者」ではな

く「長時間の労働を行っている労働者」に発生することにかんがみ、必要な再集計

を行うこと等により、適切な分析を行う。 

これに加え、過重労働を経験した労働者や専門家の意見等も踏まえて調査研究を

行いながら、我が国における過労死等の全体像を明らかにし、今後の取組に活かし

ていく。 

 

（４）結果の発信 

 国は、白書、労災補償状況、公務災害認定状況、調査研究の成果その他の過労死

等に関する情報をホームページへの掲載等により公表するとともに、協議会、審議

会、シンポジウム等の場を活用し広く情報提供していく。また、過労死等防止調査

研究センターは、調査研究の成果やその他の過労死等に関する国内外の最新情報に

ついて、専用ポータルサイト「健康な働き方に向けて」を通じて公表する。 

また、当該調査研究の成果については、毎年白書に掲載し、過労死等防止対策の

推進のための啓発や相談等の際に活用できる情報として効果的な発信に努めると

ともに、簡易版の資料を作成して普及に努める。働く人のメンタルヘルス・ポータ

ルサイト「こころの耳」においても、「健康な働き方に向けて」を通じて公表され

た情報を掲載し、情報発信を行う。 

 

３ 啓発 

（１）国民に向けた周知・啓発の実施 

年間を通じて、インターネット、リーフレット、ポスター等、多様な媒体を活用

し、国民一人ひとりが自身にも関わることとして過労死等及びその防止に対する関

心と理解を深めるよう、広く周知・啓発を行う。遺族等についても苦痛を抱えてい

ることが多いため、精神保健福祉センター等と連携し、遺族等に対する支援に関す

る啓発を行う。 

 特に、１１月の過労死等防止啓発月間を中心として、過労死等の防止のための活

動を行う民間団体と連携して、全ての都道府県で少なくとも毎年１回過労死等防止

対策推進シンポジウムを開催すること等により、集中的な周知・啓発を行う。また、
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事案、公務災害認定事案を継続的に収集・集約し、その分析を行う。 

また、過重労働と関連すると思われる労働災害等の事案についても収集を進める。

分析に当たっては、過労死等が多く発生している又は長時間労働等の実態があると

の指摘がある重点業種等を中心に、若年者、中高年者等各年齢層の状況を踏まえつ

つ、裁量労働制や高度プロフェッショナル制度等労働時間制度の状況、労働時間の

把握及び健康確保措置の状況、休暇・休息の取得の状況、出張（海外出張を含む。）

の頻度等労働時間以外の業務の過重性、また、疾患等の発症後における各職場にお

ける事後対応等の状況、ハラスメント防止措置の状況について、分析対象より収

集・分析を行う。これらの事案の分析に当たっては、必要に応じて、関係団体の協

力を得て実施する。 

また、労災保険に特別加入している自営業者、法人の役員、芸術・芸能従事者及

びフリーランスの過労死等事案についても事案の蓄積状況に応じて分析を行う。 

さらに、労災請求等を行ったものの労災又は公務災害として認定されなかった事

案については、労働者の性、年齢、職種・業種や職場環境等の情報から必要な分析

を行うとともに、どのように活用できるか等について検討を行う。 

 

（２）予防研究・支援ツールの開発 

過労死等のリスク要因とそれぞれの疾患、健康影響との関連性を明らかにするた

め、特定の集団における個々の労働者の健康状態、生活習慣、勤務状況と、その後

の循環器疾患、精神疾患のほか気管支喘息等のストレス関連疾患を含めた疾患の発

症状況及び睡眠状況が過重労働による健康障害へ及ぼす影響について、長期的に追

跡調査を進める。 

 職場環境改善対策について、職種・業種等の特性も踏まえた上で、対策事例の収

集や事業場間の比較等により分析し、過労死等の防止の効果を把握する。また、深

夜勤務、交替制勤務等の勤務形態が過重労働による健康障害へ及ぼす影響について

の調査を実施し、分析を行う。 

 過労死等防止のためのより有効な健康管理の在り方の検討に用いることができ

るようにするため、これまで循環器疾患による死亡との関連性が指摘されている事

項について、安全、かつ、簡便に検査する手法の研究を進めつつ、当該事項のデー

タの収集を行い、脳・心臓疾患との関係の分析を行う。 

これらの調査研究を予防研究として総括するとともに、過労死等事案の分析から

得られる成果及び国内外の最新知見に基づき、関係者と協働して、事業場の規模に

も着目した過労死等防止対策の定着を支援するチェックリスト等のツールの開発

と効果検証等を行う。 

 

（３）過労死等の労働・社会分野の調査・分析 

過労死等の背景要因の分析、良好な職場環境を形成する要因に係る分析等を行う

ため、労働時間、労災・公務災害補償、自殺等、過労死等と関連性を有する統計に

ついて情報収集等を行い、過労死等に関する基本的なデータの整備を図る。その際、

全業種の企業や労働者を対象にする調査では、主要な項目を各年に測定することに
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条第一項の協定で定める労働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事項

等に関する指針」や「労働時間等設定改善指針」に規定された各取組を行うことが

効果的であることについて、周知・啓発を行う。 

 さらに、過半数労働組合がない事業場にあっては、使用者は過半数代表者と３６

協定を結ぶこととされていることから、過半数代表者の適正な選出が行われること

により３６協定が適切に結ばれるよう、３６協定の締結当事者の要件について周

知・啓発を行う。 

その他、調査研究により今後得られる知見を踏まえ、過労死等の発生に共通して

みられる要因やその効果的な防止方法等について周知・啓発を行う。 

仕事と子育てや介護を無理なく両立させるためには、長時間労働を削減し、労働

者の健康を確保することによって、ワーク・ライフ・バランスを改善し、女性や高

齢者も含めて全ての労働者が働きやすい社会に変えていく必要がある。そのため、

３６協定における時間外労働の限度時間は月４５時間かつ年３６０時間が原則で

あることについて周知・啓発を行うとともに、上記限度時間を超える時間外労働や

休日労働が可能な場合においては、労働者の健康及び福祉を確保する措置の実施や、

実際の時間外・休日労働時間の短縮について指導を行う。 

また、「自殺総合対策大綱」において、勤務問題による自殺対策として、長時間

労働の削減が盛り込まれている点にも留意しつつ、周知・啓発を行う。 

 

（４）過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施 

健康障害防止措置について事業者に周知を行うとともに、必要な睡眠時間を確保

することの重要性や、運動等による生活習慣病の予防等健康づくりに取り組むこと

の重要性及び取組手法についても、事業者・労働者を中心に、国民に広く周知・啓

発を行う。 

事業主、労務担当者等を対象として、過重労働防止対策に必要な知識を習得する

ためのセミナーを実施し、企業の自主的な改善を促進する。また、ポータルサイト

「確かめよう労働条件」等を活用し、労働者、事業者等に広く周知・啓発を行う。 

 

（５）勤務間インターバル制度の導入促進 

勤務間インターバル制度は、働く者が生活時間や睡眠時間を確保し、健康な生活

を送るために重要である。働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法

律により改正された労働時間等の設定の改善に関する特別措置法により、平成３１

年４月から勤務間インターバル制度の導入が努力義務となっている。また、勤務間

インターバル制度の普及促進に向けては、EU（欧州連合）加盟国では、労働時間指

令によって、１日２４時間につき最低連続１１時間の休息時間の確保を義務化して

いる（ただし、勤務形態の特殊性等から様々な業務において適用除外がある。）こ

とも参考としつつ、我が国の実情も踏まえながら、勤務間インターバル制度の実態

把握、導入促進を図るための方策等について、有識者と労使関係者からなる「勤務

間インターバル制度普及促進のための有識者検討会」を開催した。 

勤務間インターバル制度の導入を促進するため、一定以上の休息時間を設定して

勤務間インターバル制度を導入する中小企業への助成金の活用、導入している企業
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過労死等を発生させた企業や長時間労働が行われている企業等に対し、シンポジウ

ムへの参加を促す。 

さらに、安全衛生優良企業公表制度により、過重労働対策やメンタルヘルス対策

に取り組んでいる企業が社会的に評価されるよう広く周知する。 

 なお、過労死等の現状やその防止に向けた取組状況について、国際社会に向けて

も積極的に発信する。 

 

（２）大学・高等学校等における労働条件に関する啓発の実施 

 平成２９年及び平成３０年に改訂された学習指導要領において、中学校社会科で

は「社会生活における職業の意義と役割及び雇用と労働条件の改善」、高等学校公

民科の「公共」では「職業選択、雇用と労働問題」について取り扱う際に、ワーク・

ライフ・バランスについても触れることとなっていることや高等学校保健体育の

「労働と健康」で「長時間労働をはじめとする過重労働の防止を含む健康管理と安

全管理が必要であることを理解できるようにする」こととなっていることから、労

働条件に関する理解を深める指導がしっかりと行われるよう、学習指導要領の趣旨

の徹底を図る。その際、各学校の指導の充実を図るため、厚生労働省において作成

した労働法教育のための指導者向け資料も参考として活用されるよう、教材の周知

を図る。また、これから社会に出ていく若年者の過労死等の防止に役立つ労働関係

法令等の普及・啓発を行う。 

厚生労働省において作成した労働関係法令に関するハンドブックを活用しつつ、

生徒・学生等に対して、労働問題や労働条件の改善等について理解を深めてもらえ

るよう、労働問題に関する有識者及び過労死された方の遺族等を講師として学校に

派遣する啓発授業や都道府県労働局において労働関係法令等の講義・講話等を行う。

また、大学生、高校生等の若年者を主な対象とする労働条件に関するセミナーにお

いて、過重労働による健康障害防止を含めた労働関係法令に関する知識について説

明を行う。これらの取組を進めるに当たっては、学校現場においてこれまで以上に

負担が増えないように配慮しつつ、受講する学校数や生徒数が増加するよう努める。 

 

（３）長時間労働の削減のための周知・啓発の実施 

都道府県労働局や労働基準監督署に寄せられた相談等から、過重労働の疑いがあ

る企業等に対しては、監督指導の徹底を図るとともに、労働時間適正把握ガイドラ

インの周知・啓発を行う。 

 また、脳・心臓疾患に係る労災認定基準においては、週４０時間を超えて労働し

た時間が１か月間におおむね４５時間を超えて長くなるほど、業務と発症との関連

性が徐々に強まり、発症前１か月間におおむね１００時間又は発症前２か月間ない

し６か月間にわたって１か月当たりおおむね８０時間を超える時間外労働が認め

られる場合は、業務と発症との関連性が強いと評価できるとされていることに留意

するよう周知・啓発を行う。加えて、第５において掲げる、令和１０年までに週労

働時間４０時間以上の雇用者のうち週労働時間６０時間以上の雇用者の割合を

５％以下とする目標を踏まえ、雇用者の週労働時間を６０時間未満とするよう努め

ることや、休日を確保し、長時間労働を削減する観点から、「労働基準法第三十六
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条第一項の協定で定める労働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事項

等に関する指針」や「労働時間等設定改善指針」に規定された各取組を行うことが

効果的であることについて、周知・啓発を行う。 

 さらに、過半数労働組合がない事業場にあっては、使用者は過半数代表者と３６

協定を結ぶこととされていることから、過半数代表者の適正な選出が行われること

により３６協定が適切に結ばれるよう、３６協定の締結当事者の要件について周

知・啓発を行う。 

その他、調査研究により今後得られる知見を踏まえ、過労死等の発生に共通して

みられる要因やその効果的な防止方法等について周知・啓発を行う。 

仕事と子育てや介護を無理なく両立させるためには、長時間労働を削減し、労働

者の健康を確保することによって、ワーク・ライフ・バランスを改善し、女性や高

齢者も含めて全ての労働者が働きやすい社会に変えていく必要がある。そのため、

３６協定における時間外労働の限度時間は月４５時間かつ年３６０時間が原則で

あることについて周知・啓発を行うとともに、上記限度時間を超える時間外労働や

休日労働が可能な場合においては、労働者の健康及び福祉を確保する措置の実施や、

実際の時間外・休日労働時間の短縮について指導を行う。 

また、「自殺総合対策大綱」において、勤務問題による自殺対策として、長時間

労働の削減が盛り込まれている点にも留意しつつ、周知・啓発を行う。 

 

（４）過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施 

健康障害防止措置について事業者に周知を行うとともに、必要な睡眠時間を確保

することの重要性や、運動等による生活習慣病の予防等健康づくりに取り組むこと

の重要性及び取組手法についても、事業者・労働者を中心に、国民に広く周知・啓

発を行う。 

事業主、労務担当者等を対象として、過重労働防止対策に必要な知識を習得する

ためのセミナーを実施し、企業の自主的な改善を促進する。また、ポータルサイト

「確かめよう労働条件」等を活用し、労働者、事業者等に広く周知・啓発を行う。 

 

（５）勤務間インターバル制度の導入促進 

勤務間インターバル制度は、働く者が生活時間や睡眠時間を確保し、健康な生活

を送るために重要である。働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法

律により改正された労働時間等の設定の改善に関する特別措置法により、平成３１

年４月から勤務間インターバル制度の導入が努力義務となっている。また、勤務間

インターバル制度の普及促進に向けては、EU（欧州連合）加盟国では、労働時間指

令によって、１日２４時間につき最低連続１１時間の休息時間の確保を義務化して

いる（ただし、勤務形態の特殊性等から様々な業務において適用除外がある。）こ

とも参考としつつ、我が国の実情も踏まえながら、勤務間インターバル制度の実態

把握、導入促進を図るための方策等について、有識者と労使関係者からなる「勤務

間インターバル制度普及促進のための有識者検討会」を開催した。 

勤務間インターバル制度の導入を促進するため、一定以上の休息時間を設定して

勤務間インターバル制度を導入する中小企業への助成金の活用、導入している企業
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過労死等を発生させた企業や長時間労働が行われている企業等に対し、シンポジウ

ムへの参加を促す。 

さらに、安全衛生優良企業公表制度により、過重労働対策やメンタルヘルス対策

に取り組んでいる企業が社会的に評価されるよう広く周知する。 

 なお、過労死等の現状やその防止に向けた取組状況について、国際社会に向けて

も積極的に発信する。 

 

（２）大学・高等学校等における労働条件に関する啓発の実施 

 平成２９年及び平成３０年に改訂された学習指導要領において、中学校社会科で

は「社会生活における職業の意義と役割及び雇用と労働条件の改善」、高等学校公

民科の「公共」では「職業選択、雇用と労働問題」について取り扱う際に、ワーク・

ライフ・バランスについても触れることとなっていることや高等学校保健体育の

「労働と健康」で「長時間労働をはじめとする過重労働の防止を含む健康管理と安

全管理が必要であることを理解できるようにする」こととなっていることから、労

働条件に関する理解を深める指導がしっかりと行われるよう、学習指導要領の趣旨

の徹底を図る。その際、各学校の指導の充実を図るため、厚生労働省において作成

した労働法教育のための指導者向け資料も参考として活用されるよう、教材の周知

を図る。また、これから社会に出ていく若年者の過労死等の防止に役立つ労働関係

法令等の普及・啓発を行う。 

厚生労働省において作成した労働関係法令に関するハンドブックを活用しつつ、

生徒・学生等に対して、労働問題や労働条件の改善等について理解を深めてもらえ

るよう、労働問題に関する有識者及び過労死された方の遺族等を講師として学校に

派遣する啓発授業や都道府県労働局において労働関係法令等の講義・講話等を行う。

また、大学生、高校生等の若年者を主な対象とする労働条件に関するセミナーにお

いて、過重労働による健康障害防止を含めた労働関係法令に関する知識について説

明を行う。これらの取組を進めるに当たっては、学校現場においてこれまで以上に

負担が増えないように配慮しつつ、受講する学校数や生徒数が増加するよう努める。 

 

（３）長時間労働の削減のための周知・啓発の実施 

都道府県労働局や労働基準監督署に寄せられた相談等から、過重労働の疑いがあ

る企業等に対しては、監督指導の徹底を図るとともに、労働時間適正把握ガイドラ

インの周知・啓発を行う。 

 また、脳・心臓疾患に係る労災認定基準においては、週４０時間を超えて労働し

た時間が１か月間におおむね４５時間を超えて長くなるほど、業務と発症との関連

性が徐々に強まり、発症前１か月間におおむね１００時間又は発症前２か月間ない

し６か月間にわたって１か月当たりおおむね８０時間を超える時間外労働が認め

られる場合は、業務と発症との関連性が強いと評価できるとされていることに留意

するよう周知・啓発を行う。加えて、第５において掲げる、令和１０年までに週労

働時間４０時間以上の雇用者のうち週労働時間６０時間以上の雇用者の割合を

５％以下とする目標を踏まえ、雇用者の週労働時間を６０時間未満とするよう努め

ることや、休日を確保し、長時間労働を削減する観点から、「労働基準法第三十六
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タルヘルス不調等の場合、職場の上司・同僚だけでなく、家族・友人等も不調のサ

インに気付き、必要に応じて専門家等につなげることが重要であることについて、

メンタルヘルスに関する正しい知識の普及とともに広く周知・啓発を行う。 

さらに、「自殺総合対策大綱」において、勤務問題による自殺対策として、職場

におけるメンタルヘルス対策の推進が盛り込まれている点にも留意しつつ、周知・

啓発を行う。 

加えて、スポーツ等の身体活動には、生活習慣病の予防等のほか、メンタルヘル

スの改善やストレス解消等の効果があることから、「事業場における労働者の健康

保持増進のための指針」において、労働者の心身両面の総合的な健康の保持増進を

図ることが必要であるとされていることも踏まえ、スポーツ等の身体活動を通じた

健康増進にも取り組む。 

 

（８）職場におけるハラスメントの防止・解決のための周知・啓発の実施 

 過労死等に結び付きかねない職場におけるハラスメントの対策として、パワーハ

ラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント及び

育児休業等に関するハラスメントの防止・解決に向けた取組を進めるため、ポータ

ルサイト「あかるい職場応援団」で動画等のコンテンツを掲載するほか、リーフレ

ット、ポスター等、多様な媒体を活用した周知・啓発を行うとともに、長時間労働

が行われている事業場に対する監督指導等の際に、厚生労働省で作成したハラスメ

ント防止対策パンフレット等を活用し、パワーハラスメント対策の取組内容につい

て周知を行うほか、１２月を「職場のハラスメント撲滅月間」と定め、集中的な周

知・啓発を行う。 

 さらに、カスタマーハラスメントへの対策を推進するため、令和４年２月に公表

した｢カスタマーハラスメント対策企業マニュアル｣について広く周知を行うなど

具体的な取組支援を行う。 

また、職場のハラスメントに関する実態調査結果等を参考に、必要な周知・啓発、

企業等への支援、相談対応等のハラスメント防止対策の推進を図る。 

 

（９）多様な働き方への対応 

 適切な労務管理を行うことが求められるテレワークや副業・兼業、発注事業者と

の間の取引の適正化等が求められるフリーランスといった多様な働き方について、

その労働環境の状況に応じて以下の取組を推進していく。 

 

ア．テレワーク 

 使用者が適切に労務管理を行い、労働者が安心して働くことができる良質なテ

レワークの普及・定着促進に向けて、「テレワークの適切な導入及び実施の推進

のためのガイドライン」（安全衛生を確保するためのチェックリストを含む。）や

「テレワークにおけるメンタルヘルス対策のための手引き」の周知を行うととも

に、中小企業への助成金やテレワーク相談センターにおける相談対応等の各種支

援策を推進する。 
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の好事例の収集、職種・業種等の特性を踏まえ導入・運用する際のポイント等を取

りまとめたマニュアルの作成及び周知、シンポジウムの開催等を通じ、企業はもと

より、労働者を含め広く国民にその意義を伝え、同制度の導入の機運を醸成する。

特に時間外労働が長い企業に対しては長時間労働の是正、年次有給休暇の取得促進

とともに、勤務間インターバル制度の趣旨を説明し導入を促す。また、企業におけ

る取組を波及させることを念頭に産業医等に対して勤務間インターバル制度の内

容・効果の周知を図る。さらに、同制度の導入の必要性を感じていない企業に対す

る取組として、同制度の導入が労働者の健康の確保に資することに加え、人材確保

にもつながるなどのメリットがあること等、同制度の意義を訴求するコンテンツを

作成し周知を図る。 

 

（６）働き方の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有給休暇の取得促進 

長時間労働の削減に向けた自主的な取組を促進するため、業界団体や地域の主要

企業の経営陣に対して働き方の見直しを働きかける。 

企業の先進的な取組事例や働き方・休み方の現状と課題を自己診断できるコンテ

ンツを掲載している「働き方・休み方改善ポータルサイト」を通じた情報発信を行

う。 

 さらに、働き方・休み方の改善に取り組む労使の意識高揚のため、シンポジウム

を開催する。 

 一方、年次有給休暇の取得促進については、１０月を「年次有給休暇取得促進期

間」とし、全国の労使団体や個別企業の労使に対し、集中的な広報を実施する。 

 また、国及び地方公共団体が協働し、計画的な年次有給休暇の取得を企業、住民

等に働きかけ、地域の休暇取得促進の気運を醸成する。あわせて、地方公共団体の

自主的な取組を促進するため、地域の取組の好事例を地方公共団体に情報提供する

こと等により、その水平展開を図る。 

 

（７）メンタルヘルス対策に関する周知・啓発の実施 

職場におけるメンタルヘルス対策を推進するため、労働者自身のストレスへの気

付きを促すとともに、労働者のストレスの程度を把握し、集団ごとの分析結果を職

場環境の改善につなげる「ストレスチェック制度」の適切な実施を徹底する。加え

て、中小企業におけるストレスチェック制度を含めたメンタルヘルス対策の推進の

ため、事業主団体等を通じて、メンタルヘルス対策等の産業保健活動に要する費用

を助成する助成金の活用を促進する。また、「労働者の心の健康の保持増進のため

の指針」（メンタルヘルス指針）の普及啓発・指導徹底を図り、産業医等のいない

小規模事業場に対しては、地域産業保健センターの利用を促進する。これらの取組

により、メンタルヘルス対策の充実を図る。さらに、産業保健スタッフ等の理解と

適切な対応が肝要であることから、事業場の規模にかかわらず、産業保健総合支援

センター等において、メンタルヘルスに関する知識の付与、能力の向上等を目的と

した研修を産業保健スタッフ等に対して実施する。また、働く人のメンタルヘル

ス・ポータルサイト「こころの耳」において、電話・メール・SNS による相談窓口

を設置するとともに、メンタルヘルス対策に関する総合的な情報提供を行う。メン
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タルヘルス不調等の場合、職場の上司・同僚だけでなく、家族・友人等も不調のサ

インに気付き、必要に応じて専門家等につなげることが重要であることについて、

メンタルヘルスに関する正しい知識の普及とともに広く周知・啓発を行う。 

さらに、「自殺総合対策大綱」において、勤務問題による自殺対策として、職場

におけるメンタルヘルス対策の推進が盛り込まれている点にも留意しつつ、周知・

啓発を行う。 

加えて、スポーツ等の身体活動には、生活習慣病の予防等のほか、メンタルヘル

スの改善やストレス解消等の効果があることから、「事業場における労働者の健康

保持増進のための指針」において、労働者の心身両面の総合的な健康の保持増進を

図ることが必要であるとされていることも踏まえ、スポーツ等の身体活動を通じた

健康増進にも取り組む。 

 

（８）職場におけるハラスメントの防止・解決のための周知・啓発の実施 

 過労死等に結び付きかねない職場におけるハラスメントの対策として、パワーハ

ラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント及び

育児休業等に関するハラスメントの防止・解決に向けた取組を進めるため、ポータ

ルサイト「あかるい職場応援団」で動画等のコンテンツを掲載するほか、リーフレ

ット、ポスター等、多様な媒体を活用した周知・啓発を行うとともに、長時間労働

が行われている事業場に対する監督指導等の際に、厚生労働省で作成したハラスメ

ント防止対策パンフレット等を活用し、パワーハラスメント対策の取組内容につい

て周知を行うほか、１２月を「職場のハラスメント撲滅月間」と定め、集中的な周

知・啓発を行う。 

 さらに、カスタマーハラスメントへの対策を推進するため、令和４年２月に公表

した｢カスタマーハラスメント対策企業マニュアル｣について広く周知を行うなど

具体的な取組支援を行う。 

また、職場のハラスメントに関する実態調査結果等を参考に、必要な周知・啓発、

企業等への支援、相談対応等のハラスメント防止対策の推進を図る。 

 

（９）多様な働き方への対応 

 適切な労務管理を行うことが求められるテレワークや副業・兼業、発注事業者と

の間の取引の適正化等が求められるフリーランスといった多様な働き方について、

その労働環境の状況に応じて以下の取組を推進していく。 

 

ア．テレワーク 

 使用者が適切に労務管理を行い、労働者が安心して働くことができる良質なテ

レワークの普及・定着促進に向けて、「テレワークの適切な導入及び実施の推進

のためのガイドライン」（安全衛生を確保するためのチェックリストを含む。）や

「テレワークにおけるメンタルヘルス対策のための手引き」の周知を行うととも

に、中小企業への助成金やテレワーク相談センターにおける相談対応等の各種支

援策を推進する。 
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の好事例の収集、職種・業種等の特性を踏まえ導入・運用する際のポイント等を取

りまとめたマニュアルの作成及び周知、シンポジウムの開催等を通じ、企業はもと

より、労働者を含め広く国民にその意義を伝え、同制度の導入の機運を醸成する。

特に時間外労働が長い企業に対しては長時間労働の是正、年次有給休暇の取得促進

とともに、勤務間インターバル制度の趣旨を説明し導入を促す。また、企業におけ

る取組を波及させることを念頭に産業医等に対して勤務間インターバル制度の内

容・効果の周知を図る。さらに、同制度の導入の必要性を感じていない企業に対す

る取組として、同制度の導入が労働者の健康の確保に資することに加え、人材確保

にもつながるなどのメリットがあること等、同制度の意義を訴求するコンテンツを

作成し周知を図る。 

 

（６）働き方の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有給休暇の取得促進 

長時間労働の削減に向けた自主的な取組を促進するため、業界団体や地域の主要

企業の経営陣に対して働き方の見直しを働きかける。 

企業の先進的な取組事例や働き方・休み方の現状と課題を自己診断できるコンテ

ンツを掲載している「働き方・休み方改善ポータルサイト」を通じた情報発信を行

う。 

 さらに、働き方・休み方の改善に取り組む労使の意識高揚のため、シンポジウム

を開催する。 

 一方、年次有給休暇の取得促進については、１０月を「年次有給休暇取得促進期

間」とし、全国の労使団体や個別企業の労使に対し、集中的な広報を実施する。 

 また、国及び地方公共団体が協働し、計画的な年次有給休暇の取得を企業、住民

等に働きかけ、地域の休暇取得促進の気運を醸成する。あわせて、地方公共団体の

自主的な取組を促進するため、地域の取組の好事例を地方公共団体に情報提供する

こと等により、その水平展開を図る。 

 

（７）メンタルヘルス対策に関する周知・啓発の実施 

職場におけるメンタルヘルス対策を推進するため、労働者自身のストレスへの気

付きを促すとともに、労働者のストレスの程度を把握し、集団ごとの分析結果を職

場環境の改善につなげる「ストレスチェック制度」の適切な実施を徹底する。加え

て、中小企業におけるストレスチェック制度を含めたメンタルヘルス対策の推進の

ため、事業主団体等を通じて、メンタルヘルス対策等の産業保健活動に要する費用

を助成する助成金の活用を促進する。また、「労働者の心の健康の保持増進のため

の指針」（メンタルヘルス指針）の普及啓発・指導徹底を図り、産業医等のいない

小規模事業場に対しては、地域産業保健センターの利用を促進する。これらの取組

により、メンタルヘルス対策の充実を図る。さらに、産業保健スタッフ等の理解と

適切な対応が肝要であることから、事業場の規模にかかわらず、産業保健総合支援

センター等において、メンタルヘルスに関する知識の付与、能力の向上等を目的と

した研修を産業保健スタッフ等に対して実施する。また、働く人のメンタルヘル

ス・ポータルサイト「こころの耳」において、電話・メール・SNS による相談窓口

を設置するとともに、メンタルヘルス対策に関する総合的な情報提供を行う。メン
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い取引慣行の遵守を経営責任者の名前で宣言する「パートナーシップ構築宣言」の

作成・公表に向けた周知や働きかけを実施する。 

さらに、国や地方公共団体等の行政機関との取引の中には長時間労働につながっ

ている場合もあるとの声を踏まえ、各府省等に対して、長時間労働につながる商慣

行改善に向けた取組の実施について協力依頼を行う。 

加えて、官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律に基づき作成さ

れている「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に、国等が物件・工事等の

官公需契約の発注を行うに当たっては早期の発注等の取組により平準化を図り、適

正な納期・工期を設定するとともに、常設されている「官公需相談窓口」において、

受注者から働き方改革に関する相談があった場合には、適切な対応に努めることな

どを盛り込み、その徹底に努めてきているところ、引き続きその遵守徹底を図るも

のとする。併せて、国は地方公共団体においても国等の契約の基本方針に準じた取

引が行われるよう要請を行う。 

 また、業種の枠を越えた取組を進めるべく、事業主団体・経済団体による「長時

間労働につながる商慣行の是正に向けた共同宣言」が平成２９年９月に取りまとめ

られた。  

さらに、グローバル・サプライチェーン上の人権尊重への関心が高まる中、政府

として、令和２年１０月に「ビジネスと人権」に関する行動計画を策定し、人権の

保護・促進を図るとともに、令和４年９月に「責任あるサプライチェーン等におけ

る人権尊重のためのガイドライン」を策定し、企業による人権尊重の取組の促進を

図っているところである。 

このような動きにも留意しながら、業種等の分野ごとに以下の取組を推進してい

く。 

 

ア．トラック運送業 

 トラック運送業では、コストに見合った適正な運賃が十分収受できない中、荷

主側の都合による長時間の荷待ち時間が発生するといった問題もみられ、トラッ

ク運転者が長時間労働を余儀なくされている実態がある。トラック運転者の長時

間労働の削減にはトラック運送事業者側のみの努力で解決することが困難な面

もあることから、発注者との取引関係の在り方も含めて、改善を図っていくこと

が必要である。 

学識経験者、荷主、トラック運送事業者、労使団体及び行政から構成される「ト

ラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」において、平成３０年１１

月に「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイ

ドライン」を策定するとともに、令和２年５月には特に荷待ち件数の多い輸送品

目特有の課題を踏まえた輸送品目別ガイドラインを策定しているところであり、

荷主及びトラック運送事業者に対して「自動車運転者の長時間労働改善に向けた

ポータルサイト」等を通じた情報発信を行うことにより、これらのガイドライン

に基づく取組の浸透を図る。また、令和４年１２月に改正された自動車運転者の

労働時間等の改善のための基準（平成元年労働省告示第７号。以下「改善基準告

示」という。）の内容や、中小企業等の価格転嫁と賃金引上げ環境の整備を目的
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イ．副業・兼業 

 副業・兼業については、企業も労働者も安心して取り組むことができるよう使

用者による労働時間の通算管理に当たってのルールの明確化等を行った「副業・

兼業の促進に関するガイドライン」等の周知を行う。 

 労災保険では、働いている全ての就業先の賃金額等を基に保険給付を行い、一

つの就業先で労災認定されない場合は全ての就業先の業務上の負荷を総合的に

評価して脳・心臓疾患、精神障害等の傷病について労災認定の判断をしていると

ころ、副業・兼業を行う方が安心して働くことができるよう適切な制度運営に取

り組む。 

 

ウ．フリーランス等 

 フリーランスが安心して働ける環境の整備のため、令和６年１１月に施行され

る特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（以下「フリーランス・事

業者間取引適正化等法」という。）の周知・広報に取り組むとともに、フリーラ

ンス・事業者間取引適正化等法の施行後は、その履行確保に取り組む。また、内

閣官房・公正取引委員会・中小企業庁・厚生労働省が連名で策定した「フリーラ

ンスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン」についても周知

を図るとともに、同ガイドラインを活用して相談等に対応する。 

 また、令和５年１０月に取りまとめられた「個人事業者等に対する安全衛生対

策のあり方に関する検討会」報告書を踏まえ、「個人事業者等の健康管理に関す

るガイドライン」を令和６年５月に策定した。当該ガイドラインに基づき、個人

事業者等自身による、定期的な健康診断の受診等による健康管理及び個人事業者

等が過度な長時間就業とならないための、注文者等による期日設定等に関する配

慮等の取組を促進する。 

 労災保険の特別加入制度に関しては、フリーランス・事業者間取引適正化等法

の制定等も踏まえ、令和６年１月に省令を改正し、フリーランス・事業者間取引

適正化等法に規定する特定受託事業者が行う事業について、新たに特別加入制度

の対象としたところであり、フリーランスが安心して業務に従事できる環境整備

を図る。 

 

（１０）商慣行・勤務環境等を踏まえた取組の推進 

大企業・親事業者による長時間労働の削減等の取組が、下請等中小事業者に対す

る適正なコスト負担を伴わない短納期発注、急な仕様変更、人員派遣の要請及び附

帯作業の要請などの「しわ寄せ」を生じさせている場合がある。このため、令和元

年６月に取りまとめた「大企業・親事業者の働き方改革に伴う下請等中小事業者へ

の『しわ寄せ』防止のための総合対策」に基づく各種取組のほか、１１月を「「し

わ寄せ」防止キャンペーン月間」と位置付け、厚生労働省が実施する「過重労働解

消キャンペーン」及び公正取引委員会・中小企業庁が実施する「下請取引適正化推

進月間」の各種取組と連携を図りながら、「しわ寄せ」防止に向けた集中的・効果

的な周知・啓発の取組を行うとともに、大企業と中小企業が共に成長できる関係の

構築を目指し、大企業と中小企業の連携による生産性向上に取り組むことや望まし
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い取引慣行の遵守を経営責任者の名前で宣言する「パートナーシップ構築宣言」の

作成・公表に向けた周知や働きかけを実施する。 

さらに、国や地方公共団体等の行政機関との取引の中には長時間労働につながっ

ている場合もあるとの声を踏まえ、各府省等に対して、長時間労働につながる商慣

行改善に向けた取組の実施について協力依頼を行う。 

加えて、官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律に基づき作成さ

れている「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に、国等が物件・工事等の

官公需契約の発注を行うに当たっては早期の発注等の取組により平準化を図り、適

正な納期・工期を設定するとともに、常設されている「官公需相談窓口」において、

受注者から働き方改革に関する相談があった場合には、適切な対応に努めることな

どを盛り込み、その徹底に努めてきているところ、引き続きその遵守徹底を図るも

のとする。併せて、国は地方公共団体においても国等の契約の基本方針に準じた取

引が行われるよう要請を行う。 

 また、業種の枠を越えた取組を進めるべく、事業主団体・経済団体による「長時

間労働につながる商慣行の是正に向けた共同宣言」が平成２９年９月に取りまとめ

られた。  

さらに、グローバル・サプライチェーン上の人権尊重への関心が高まる中、政府

として、令和２年１０月に「ビジネスと人権」に関する行動計画を策定し、人権の

保護・促進を図るとともに、令和４年９月に「責任あるサプライチェーン等におけ

る人権尊重のためのガイドライン」を策定し、企業による人権尊重の取組の促進を

図っているところである。 

このような動きにも留意しながら、業種等の分野ごとに以下の取組を推進してい

く。 

 

ア．トラック運送業 

 トラック運送業では、コストに見合った適正な運賃が十分収受できない中、荷

主側の都合による長時間の荷待ち時間が発生するといった問題もみられ、トラッ

ク運転者が長時間労働を余儀なくされている実態がある。トラック運転者の長時

間労働の削減にはトラック運送事業者側のみの努力で解決することが困難な面

もあることから、発注者との取引関係の在り方も含めて、改善を図っていくこと

が必要である。 

学識経験者、荷主、トラック運送事業者、労使団体及び行政から構成される「ト

ラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」において、平成３０年１１

月に「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間労働の改善に向けたガイ

ドライン」を策定するとともに、令和２年５月には特に荷待ち件数の多い輸送品

目特有の課題を踏まえた輸送品目別ガイドラインを策定しているところであり、

荷主及びトラック運送事業者に対して「自動車運転者の長時間労働改善に向けた

ポータルサイト」等を通じた情報発信を行うことにより、これらのガイドライン

に基づく取組の浸透を図る。また、令和４年１２月に改正された自動車運転者の

労働時間等の改善のための基準（平成元年労働省告示第７号。以下「改善基準告

示」という。）の内容や、中小企業等の価格転嫁と賃金引上げ環境の整備を目的

 

 

資資
料料
編編  

270 

イ．副業・兼業 

 副業・兼業については、企業も労働者も安心して取り組むことができるよう使

用者による労働時間の通算管理に当たってのルールの明確化等を行った「副業・

兼業の促進に関するガイドライン」等の周知を行う。 

 労災保険では、働いている全ての就業先の賃金額等を基に保険給付を行い、一

つの就業先で労災認定されない場合は全ての就業先の業務上の負荷を総合的に

評価して脳・心臓疾患、精神障害等の傷病について労災認定の判断をしていると

ころ、副業・兼業を行う方が安心して働くことができるよう適切な制度運営に取

り組む。 

 

ウ．フリーランス等 

 フリーランスが安心して働ける環境の整備のため、令和６年１１月に施行され

る特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（以下「フリーランス・事

業者間取引適正化等法」という。）の周知・広報に取り組むとともに、フリーラ

ンス・事業者間取引適正化等法の施行後は、その履行確保に取り組む。また、内

閣官房・公正取引委員会・中小企業庁・厚生労働省が連名で策定した「フリーラ

ンスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン」についても周知

を図るとともに、同ガイドラインを活用して相談等に対応する。 

 また、令和５年１０月に取りまとめられた「個人事業者等に対する安全衛生対

策のあり方に関する検討会」報告書を踏まえ、「個人事業者等の健康管理に関す

るガイドライン」を令和６年５月に策定した。当該ガイドラインに基づき、個人

事業者等自身による、定期的な健康診断の受診等による健康管理及び個人事業者

等が過度な長時間就業とならないための、注文者等による期日設定等に関する配

慮等の取組を促進する。 

 労災保険の特別加入制度に関しては、フリーランス・事業者間取引適正化等法

の制定等も踏まえ、令和６年１月に省令を改正し、フリーランス・事業者間取引

適正化等法に規定する特定受託事業者が行う事業について、新たに特別加入制度

の対象としたところであり、フリーランスが安心して業務に従事できる環境整備

を図る。 

 

（１０）商慣行・勤務環境等を踏まえた取組の推進 

大企業・親事業者による長時間労働の削減等の取組が、下請等中小事業者に対す

る適正なコスト負担を伴わない短納期発注、急な仕様変更、人員派遣の要請及び附

帯作業の要請などの「しわ寄せ」を生じさせている場合がある。このため、令和元

年６月に取りまとめた「大企業・親事業者の働き方改革に伴う下請等中小事業者へ

の『しわ寄せ』防止のための総合対策」に基づく各種取組のほか、１１月を「「し

わ寄せ」防止キャンペーン月間」と位置付け、厚生労働省が実施する「過重労働解

消キャンペーン」及び公正取引委員会・中小企業庁が実施する「下請取引適正化推

進月間」の各種取組と連携を図りながら、「しわ寄せ」防止に向けた集中的・効果

的な周知・啓発の取組を行うとともに、大企業と中小企業が共に成長できる関係の

構築を目指し、大企業と中小企業の連携による生産性向上に取り組むことや望まし
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具体的には、①学校における働き方改革の更なる加速化については、働き方改

革の進捗状況の公表等を教育委員会が行う仕組みの検討や勤務間インターバル

確保の必要性、学校における業務分担の見直しや適正化などが提言されている。

また、②教師の処遇改善については、教職調整額の率の引上げや、学級担任の教

師の特別手当の加算などが提言されている。そして、③学校の指導・運営体制の

充実については、教科担任制のための加配定数を含む教職員定数の改善や、教員

業務支援員、部活動指導員を含む支援スタッフの配置拡充などが提言されている。 

また、令和６年６月２１日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針

２０２４」においては、質の高い教師の確保・育成に向け、学校における働き方

改革の更なる加速化、教師の処遇改善、学校の指導・運営体制の充実、教師の育

成支援を一体的に進めるとされている。 

この「審議のまとめ」や「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」を踏まえ、

過労死等防止の観点からは、教職員のこれまでの働き方を見直し、長時間となっ

ている在校等時間を是正することで教職員の健康を守ることはもとより、日々の

生活の質や教職人生を豊かにすること等も重要であることから、各教育委員会に

おける学校の業務の適正化を図る取組の推進や、勤務時間管理の徹底、ストレス

チェックの実施や面接指導体制の整備、衛生管理者等の選任等の労働安全衛生管

理を一層充実するとともに、予防的取組や相談体制の充実、復職支援等のメンタ

ルヘルス対策、ハラスメント対策等を推進する。 

 

ウ．医療従事者 

 これまでの調査研究において、医師の脳・心臓疾患事案に係る長時間労働の要

因の多くが診療業務、管理業務であること、看護師の精神障害事案に係るストレ

ス要因の多くが患者からの暴言・暴力等であることが明らかとなっている。 

 ICT（Information and Communication Technology）等の技術の活用も含めた

タスク・シフティングやタスク・シェアリング等の取組を推進するため地域医療

介護総合確保基金による財政的支援を行うとともに、医療現場の実態を把握する

管理者の意識改革に取り組む必要があることから、病院長等を対象とした医療機

関の労務管理に関するマネジメント研修を実施していく。 

医療従事者の勤務環境改善については、これまで医療法を始めとする関係法令

に基づく取組を進めてきた。特に、医師の働き方の見直しについては、「医師の

働き方改革に関する検討会」において、平成３１年３月に取りまとめられた「医

師の働き方改革に関する検討会報告書」に記載された方向性に沿って、医療機関

における労務管理の適正化、医師の労働時間短縮の促進を図っている。また、同

報告書記載事項の制度化に向けて、「医師の働き方改革の推進に関する検討会」

による令和２年１２月の中間取りまとめを踏まえた医療法改正法が令和３年５

月２１日に成立し、令和６年４月から医師の時間外・休日労働の上限規制が適用

されている。さらに、令和５年１２月には、医師の働き方改革に関する特設サイ

トを開設し、医師の働き方改革について国民向けに広く制度の周知を行う普及啓

発事業を実施している。今後も、更なる労働時間短縮及び健康確保措置の適切な

実施に向け、医療機関の取組事例の周知や医療勤務環境改善マネジメントシステ
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とした「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」

（令和３年１２月２７日閣議了解）に基づく各種取組等について、関係省庁から

広く周知及び理解と協力を呼びかけ、取組の浸透を図る。 

また、令和５年６月に開催された第２回「我が国の物流の革新に関する関係閣

僚会議」において「物流革新に向けた政策パッケージ」が策定され、令和６年２

月に開催された第４回会議において「２０３０年度に向けた政府の中長期計画」

が策定された。これらに基づきながら、政府一丸となって、荷主企業、物流事業

者、一般消費者等の協力の下、商慣行の見直し、設備投資の促進等による物流の

効率化、荷主・消費者の行動変容等を図り、トラック運転者の勤務環境の改善等

に引き続き取り組んでいく。 

令和６年４月から時間外労働の上限規制及び改善基準告示が適用されており、

その遵守徹底に向けて、平成３０年の貨物自動車運送事業法の一部を改正する法

律により時限措置として創設された「荷主対策の深度化」及び「標準的な運賃」

の期限が、令和５年に「当分の間」と延長された。これを受けて、同年７月にト

ラックＧメンを緊急増員し、悪質荷主等への是正指導の大幅強化を行うとともに、

同年１２月には「標準的な運賃」の見直しの方針を発表した。令和６年３月には

「標準的な運賃」を８％引き上げる改定を行うとともに、荷役の対価等を加算し

た新たな運賃を告示するなど、トラック運送事業者の取引環境の適正化に向けた

取組を進めてきた。 

さらに、令和６年４月には、構造的な対策として、物流効率化や賃上げ原資確

保のための適正な運賃導入を進める「流通業務の総合化及び効率化の促進に関す

る法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律」（令和６年法律第２３

号）が成立したことを受け、同法の施行に向けて政省令等の整備を進めていく。 

 

イ．教職員 

 文部科学省が実施した「教員勤務実態調査」（令和４年度）の結果によると、

教師の１日当たりの「在校等時間」は、前回調査（平成２８年度）と比較して、

平日・土日ともに全ての職種で減少し、学校における働き方改革の取組に一定の

進捗がみられた一方で、依然として「在校等時間」の長い教師も多い状況にある。 

 上記調査等も踏まえ、令和５年５月に、「「令和の日本型学校教育」を担う質の

高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について」が中央教育審

議会に諮問された。 

諮問を踏まえ、同審議会に設置された質の高い教師の確保特別部会において検

討が進められ、令和６年５月に「「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師

の確保のための環境整備に関する総合的な方策について（審議のまとめ）」が取

りまとめられた。 

この「審議のまとめ」においては、「全ての子供たちへのより良い教育の実現」

に向けて、教職の魅力を向上し、教師を取り巻く環境を整備するため、①学校に

おける働き方改革の更なる加速化、②教師の処遇改善、③学校の指導・運営体制

の充実を一体的・総合的に推進する必要性が提言されている。 
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具体的には、①学校における働き方改革の更なる加速化については、働き方改

革の進捗状況の公表等を教育委員会が行う仕組みの検討や勤務間インターバル

確保の必要性、学校における業務分担の見直しや適正化などが提言されている。

また、②教師の処遇改善については、教職調整額の率の引上げや、学級担任の教

師の特別手当の加算などが提言されている。そして、③学校の指導・運営体制の

充実については、教科担任制のための加配定数を含む教職員定数の改善や、教員

業務支援員、部活動指導員を含む支援スタッフの配置拡充などが提言されている。 

また、令和６年６月２１日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針

２０２４」においては、質の高い教師の確保・育成に向け、学校における働き方

改革の更なる加速化、教師の処遇改善、学校の指導・運営体制の充実、教師の育

成支援を一体的に進めるとされている。 

この「審議のまとめ」や「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」を踏まえ、

過労死等防止の観点からは、教職員のこれまでの働き方を見直し、長時間となっ

ている在校等時間を是正することで教職員の健康を守ることはもとより、日々の

生活の質や教職人生を豊かにすること等も重要であることから、各教育委員会に

おける学校の業務の適正化を図る取組の推進や、勤務時間管理の徹底、ストレス

チェックの実施や面接指導体制の整備、衛生管理者等の選任等の労働安全衛生管

理を一層充実するとともに、予防的取組や相談体制の充実、復職支援等のメンタ

ルヘルス対策、ハラスメント対策等を推進する。 

 

ウ．医療従事者 

 これまでの調査研究において、医師の脳・心臓疾患事案に係る長時間労働の要

因の多くが診療業務、管理業務であること、看護師の精神障害事案に係るストレ

ス要因の多くが患者からの暴言・暴力等であることが明らかとなっている。 

 ICT（Information and Communication Technology）等の技術の活用も含めた

タスク・シフティングやタスク・シェアリング等の取組を推進するため地域医療

介護総合確保基金による財政的支援を行うとともに、医療現場の実態を把握する

管理者の意識改革に取り組む必要があることから、病院長等を対象とした医療機

関の労務管理に関するマネジメント研修を実施していく。 

医療従事者の勤務環境改善については、これまで医療法を始めとする関係法令

に基づく取組を進めてきた。特に、医師の働き方の見直しについては、「医師の

働き方改革に関する検討会」において、平成３１年３月に取りまとめられた「医

師の働き方改革に関する検討会報告書」に記載された方向性に沿って、医療機関

における労務管理の適正化、医師の労働時間短縮の促進を図っている。また、同

報告書記載事項の制度化に向けて、「医師の働き方改革の推進に関する検討会」

による令和２年１２月の中間取りまとめを踏まえた医療法改正法が令和３年５

月２１日に成立し、令和６年４月から医師の時間外・休日労働の上限規制が適用

されている。さらに、令和５年１２月には、医師の働き方改革に関する特設サイ

トを開設し、医師の働き方改革について国民向けに広く制度の周知を行う普及啓

発事業を実施している。今後も、更なる労働時間短縮及び健康確保措置の適切な

実施に向け、医療機関の取組事例の周知や医療勤務環境改善マネジメントシステ
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とした「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」

（令和３年１２月２７日閣議了解）に基づく各種取組等について、関係省庁から

広く周知及び理解と協力を呼びかけ、取組の浸透を図る。 

また、令和５年６月に開催された第２回「我が国の物流の革新に関する関係閣

僚会議」において「物流革新に向けた政策パッケージ」が策定され、令和６年２

月に開催された第４回会議において「２０３０年度に向けた政府の中長期計画」

が策定された。これらに基づきながら、政府一丸となって、荷主企業、物流事業

者、一般消費者等の協力の下、商慣行の見直し、設備投資の促進等による物流の

効率化、荷主・消費者の行動変容等を図り、トラック運転者の勤務環境の改善等

に引き続き取り組んでいく。 

令和６年４月から時間外労働の上限規制及び改善基準告示が適用されており、

その遵守徹底に向けて、平成３０年の貨物自動車運送事業法の一部を改正する法

律により時限措置として創設された「荷主対策の深度化」及び「標準的な運賃」

の期限が、令和５年に「当分の間」と延長された。これを受けて、同年７月にト

ラックＧメンを緊急増員し、悪質荷主等への是正指導の大幅強化を行うとともに、

同年１２月には「標準的な運賃」の見直しの方針を発表した。令和６年３月には

「標準的な運賃」を８％引き上げる改定を行うとともに、荷役の対価等を加算し

た新たな運賃を告示するなど、トラック運送事業者の取引環境の適正化に向けた

取組を進めてきた。 

さらに、令和６年４月には、構造的な対策として、物流効率化や賃上げ原資確

保のための適正な運賃導入を進める「流通業務の総合化及び効率化の促進に関す

る法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律」（令和６年法律第２３

号）が成立したことを受け、同法の施行に向けて政省令等の整備を進めていく。 

 

イ．教職員 

 文部科学省が実施した「教員勤務実態調査」（令和４年度）の結果によると、

教師の１日当たりの「在校等時間」は、前回調査（平成２８年度）と比較して、

平日・土日ともに全ての職種で減少し、学校における働き方改革の取組に一定の

進捗がみられた一方で、依然として「在校等時間」の長い教師も多い状況にある。 

 上記調査等も踏まえ、令和５年５月に、「「令和の日本型学校教育」を担う質の

高い教師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について」が中央教育審

議会に諮問された。 

諮問を踏まえ、同審議会に設置された質の高い教師の確保特別部会において検

討が進められ、令和６年５月に「「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教師

の確保のための環境整備に関する総合的な方策について（審議のまとめ）」が取

りまとめられた。 

この「審議のまとめ」においては、「全ての子供たちへのより良い教育の実現」

に向けて、教職の魅力を向上し、教師を取り巻く環境を整備するため、①学校に

おける働き方改革の更なる加速化、②教師の処遇改善、③学校の指導・運営体制

の充実を一体的・総合的に推進する必要性が提言されている。 
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カ．その他 

重層下請構造や長時間労働の傾向がみられるメディア業界については、これま

での調査研究において、精神障害事案の多くが若年労働者の事案であること、精

神障害事案の発病に関与したと考えられるストレス要因は長時間労働に関連す

るものが多いことが報告されている。 

そのため、若年労働者が長時間に及ぶ時間外労働を強いられることがないよう

に、時間外労働の削減等ワーク・ライフ・バランスのとれた働き方の促進や、メ

ンタルヘルス不調の発生防止等職場におけるメンタルヘルス対策の充実を図る

等、若年労働者の職場環境を整備していくための取組を推進する。 

長時間労働の傾向がみられ、年次有給休暇の取得率が低い宿泊業については、

今後の訪日外国人旅行者（インバウンド）の増加等に伴い宿泊施設利用者の増加

が見込まれることにより、労働時間の増加が懸念されることから、長時間労働の

削減や年次有給休暇の取得促進に向けた取組を進める必要がある。 

また、外食産業の労働者のうち、顧客からの理不尽な要求・クレームに苦慮す

ることが「よくある」、「たまにある」と回答した者の割合が３７．５％に達する

と報告されている（令和３年版白書による。）。特に、サービス産業を中心に、一

部の消費者及び生活者から不当な要求を受け、日常の仕事に支障が生じ、労働者

に大きなストレスを与える事例も問題となりつつあることから、取組を進めるに

当たってはそうした点に配慮する。 

 

（１１）若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の推進 

業務における強い心理的負荷による精神障害の労災支給決定（認定）件数が多い

若年労働者や、脳・心臓疾患の労災支給決定（認定）件数が相対的に多い高年齢労

働者、個々の特性に応じた雇用管理を求められることが相対的に多い障害者である

労働者等については、心身ともに充実した状態で意欲と能力が発揮できるよう、

各々の特性に応じたきめ細かな配慮を行う必要がある。 

 

ア．若年労働者への取組 

近年増加している若年労働者の心身の健康が損なわれる事案をなくしていく

ことが特に重要である。このため、若年労働者の過重労働の防止に向けて、雇入

時における労働時間等の労働条件の明示を図り、労働者に対する労働関係法令の

周知は事業主の責務であることを踏まえ、新規採用時の研修機会等を捉え、労働

関係法令の基礎的な内容や相談窓口等の周知を図る。また、若年労働者が職場に

定着し、安定的にキャリアを形成していくため、入社間もない若年労働者が長時

間に及ぶ時間外労働を強いられることや、若年労働者が不当な職制の扱いをされ

て長時間労働を強いられることがないように、時間外労働の削減等ワーク・ライ

フ・バランスのとれた働き方の促進や、メンタルヘルス不調の発生防止等職場に

おけるメンタルヘルス対策の充実を図る等、若年労働者の職場環境を整備してい

くための取組を推進する。 
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ムの普及促進、都道府県医療勤務環境改善支援センターによる支援及び同センタ

ーにおけるアドバイザーの支援力強化等を進めていく。 

看護師等については、「看護職員需給分科会 医療従事者の需給に関する検討

会」において、労働時間・勤務環境の改善など看護職員の定着促進策を含めた議

論が行われ、令和元年１１月に中間取りまとめが公表された。さらに、令和５年

１０月に改定した「看護師等の確保に関する基本的な指針」においても、職場に

おけるハラスメントの防止や夜勤負担の軽減に資する方策として病院等が取り

組むべき方向を明記しており、看護師等に対するハラスメントを防止するととも

に、夜勤負担を軽減し、働きやすい職場づくりを進める。 

 

エ．情報通信業 

 これまでの調査研究において、納期が厳しく設定されることや急な仕様変更が

生じることなどクライアントとの関係に起因して長時間労働が生じることが明

らかとなっており、IT 業界については、発注者や事業者の協働により、取引の在

り方の改善と長時間労働の削減を進めることが求められている。また、社会のデ

ジタル化の進展等により、新たなシステムの構築等の受注が重なり、これに対応

するため、労働時間の増加等が懸念される。 

このため、長時間労働削減につながる取引環境の改善に向けた取組が地域ごと

に自律的に推進される環境を整備するとともに、IT 企業、発注者、業界団体、経

済団体等の関係者が一体となって取引環境の改善を推進できるよう、「IT 業界の

働き方・休み方の推進」に関するサイトにおいて、対応策や事例集等を周知し、

職場環境の改善の促進を図る。 

 

オ．建設業 

建設業の働き方改革等を促進し、担い手の確保・育成を図るため、令和元年６

月の新・担い手３法の成立により、施工時期の平準化等を進めるとともに、著し

く短い工期による請負契約を締結してはならないこととし、令和２年７月には、

中央建設業審議会において「工期に関する基準」が作成・勧告された。 

 これも踏まえ、週休２日の推進や長時間労働の削減に向けた工期の適正化を進

めてきたところ、令和６年４月からの建設業の時間外労働上限規制適用を踏まえ、

一層の規制の遵守を図るべく、同年３月に「工期に関する基準」を改定した。 

 さらに、令和５年９月には中央建設業審議会・社会資本整備審議会の基本問題

小委員会において、請負契約の透明化による適切なリスク分担、賃金引き上げ、

働き方改革の３つの観点から、持続可能な建設業に向けた制度の在り方について、

中間取りまとめが策定された。 

これを受け、建設業の担い手を確保するため、労働者の処遇改善に向けた賃金

原資の確保と下請事業者までの行き渡り、資材価格転嫁の円滑化による労務費へ

のしわ寄せ防止、更には、働き方改革や現場の生産性向上を図るための「建設業

法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する

法律」（令和６年法律第４９号）が成立したことを受け、同法による改正後のそ

れぞれの法律に基づく取組を推進する。 
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カ．その他 

重層下請構造や長時間労働の傾向がみられるメディア業界については、これま

での調査研究において、精神障害事案の多くが若年労働者の事案であること、精

神障害事案の発病に関与したと考えられるストレス要因は長時間労働に関連す

るものが多いことが報告されている。 

そのため、若年労働者が長時間に及ぶ時間外労働を強いられることがないよう

に、時間外労働の削減等ワーク・ライフ・バランスのとれた働き方の促進や、メ

ンタルヘルス不調の発生防止等職場におけるメンタルヘルス対策の充実を図る

等、若年労働者の職場環境を整備していくための取組を推進する。 

長時間労働の傾向がみられ、年次有給休暇の取得率が低い宿泊業については、

今後の訪日外国人旅行者（インバウンド）の増加等に伴い宿泊施設利用者の増加

が見込まれることにより、労働時間の増加が懸念されることから、長時間労働の

削減や年次有給休暇の取得促進に向けた取組を進める必要がある。 

また、外食産業の労働者のうち、顧客からの理不尽な要求・クレームに苦慮す

ることが「よくある」、「たまにある」と回答した者の割合が３７．５％に達する

と報告されている（令和３年版白書による。）。特に、サービス産業を中心に、一

部の消費者及び生活者から不当な要求を受け、日常の仕事に支障が生じ、労働者

に大きなストレスを与える事例も問題となりつつあることから、取組を進めるに

当たってはそうした点に配慮する。 

 

（１１）若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の推進 

業務における強い心理的負荷による精神障害の労災支給決定（認定）件数が多い

若年労働者や、脳・心臓疾患の労災支給決定（認定）件数が相対的に多い高年齢労

働者、個々の特性に応じた雇用管理を求められることが相対的に多い障害者である

労働者等については、心身ともに充実した状態で意欲と能力が発揮できるよう、

各々の特性に応じたきめ細かな配慮を行う必要がある。 

 

ア．若年労働者への取組 

近年増加している若年労働者の心身の健康が損なわれる事案をなくしていく

ことが特に重要である。このため、若年労働者の過重労働の防止に向けて、雇入

時における労働時間等の労働条件の明示を図り、労働者に対する労働関係法令の

周知は事業主の責務であることを踏まえ、新規採用時の研修機会等を捉え、労働

関係法令の基礎的な内容や相談窓口等の周知を図る。また、若年労働者が職場に

定着し、安定的にキャリアを形成していくため、入社間もない若年労働者が長時

間に及ぶ時間外労働を強いられることや、若年労働者が不当な職制の扱いをされ

て長時間労働を強いられることがないように、時間外労働の削減等ワーク・ライ

フ・バランスのとれた働き方の促進や、メンタルヘルス不調の発生防止等職場に

おけるメンタルヘルス対策の充実を図る等、若年労働者の職場環境を整備してい

くための取組を推進する。 
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ムの普及促進、都道府県医療勤務環境改善支援センターによる支援及び同センタ

ーにおけるアドバイザーの支援力強化等を進めていく。 

看護師等については、「看護職員需給分科会 医療従事者の需給に関する検討

会」において、労働時間・勤務環境の改善など看護職員の定着促進策を含めた議

論が行われ、令和元年１１月に中間取りまとめが公表された。さらに、令和５年

１０月に改定した「看護師等の確保に関する基本的な指針」においても、職場に

おけるハラスメントの防止や夜勤負担の軽減に資する方策として病院等が取り

組むべき方向を明記しており、看護師等に対するハラスメントを防止するととも

に、夜勤負担を軽減し、働きやすい職場づくりを進める。 

 

エ．情報通信業 

 これまでの調査研究において、納期が厳しく設定されることや急な仕様変更が

生じることなどクライアントとの関係に起因して長時間労働が生じることが明

らかとなっており、IT 業界については、発注者や事業者の協働により、取引の在

り方の改善と長時間労働の削減を進めることが求められている。また、社会のデ

ジタル化の進展等により、新たなシステムの構築等の受注が重なり、これに対応

するため、労働時間の増加等が懸念される。 

このため、長時間労働削減につながる取引環境の改善に向けた取組が地域ごと

に自律的に推進される環境を整備するとともに、IT 企業、発注者、業界団体、経

済団体等の関係者が一体となって取引環境の改善を推進できるよう、「IT 業界の

働き方・休み方の推進」に関するサイトにおいて、対応策や事例集等を周知し、

職場環境の改善の促進を図る。 

 

オ．建設業 

建設業の働き方改革等を促進し、担い手の確保・育成を図るため、令和元年６

月の新・担い手３法の成立により、施工時期の平準化等を進めるとともに、著し

く短い工期による請負契約を締結してはならないこととし、令和２年７月には、

中央建設業審議会において「工期に関する基準」が作成・勧告された。 

 これも踏まえ、週休２日の推進や長時間労働の削減に向けた工期の適正化を進

めてきたところ、令和６年４月からの建設業の時間外労働上限規制適用を踏まえ、

一層の規制の遵守を図るべく、同年３月に「工期に関する基準」を改定した。 

 さらに、令和５年９月には中央建設業審議会・社会資本整備審議会の基本問題

小委員会において、請負契約の透明化による適切なリスク分担、賃金引き上げ、

働き方改革の３つの観点から、持続可能な建設業に向けた制度の在り方について、

中間取りまとめが策定された。 

これを受け、建設業の担い手を確保するため、労働者の処遇改善に向けた賃金

原資の確保と下請事業者までの行き渡り、資材価格転嫁の円滑化による労務費へ

のしわ寄せ防止、更には、働き方改革や現場の生産性向上を図るための「建設業

法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する

法律」（令和６年法律第４９号）が成立したことを受け、同法による改正後のそ

れぞれの法律に基づく取組を推進する。 
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を図るため、「国家公務員におけるテレワークの適切な実施の推進のためのガイド

ライン」の周知徹底を行う。 

 地方公務員についても、国家公務員の取組を参考に、勤務間のインターバル確保

による健康の維持及び仕事と生活の調和がとれた働き方の実現に向けた取組を推

進するよう、総務省から地方公共団体に対して助言を行う。また、適切な勤務時間

管理、時間外勤務の上限規制制度の適正な運用を徹底するとともに、時間外勤務の

状況等を公表し、長時間労働の要因の検証とその結果を踏まえた長時間労働の削減

の取組、メンタルヘルス対策等の推進を働きかける。さらに、地方公共団体におけ

る取組の好事例の情報提供を行う。 

 また、国家公務員、地方公務員の公務災害の実態について職員等への情報提供を

進めるとともに、補償制度や公務災害に関する相談窓口について周知を行う。 

 

４ 相談体制の整備等 

（１）労働条件や健康管理等に関する相談窓口の設置 

労働条件や長時間労働・過重労働に関して、都道府県労働局、労働基準監督署等

で相談を受け付けるほか、電話相談窓口「労働条件相談ほっとライン」で平日夜間・

土日祝日も労働者等からの相談を受け付ける。また、メンタルヘルス不調、過重労

働による健康障害等について、労働者等が相談できるよう、働く人のメンタルヘル

ス・ポータルサイト「こころの耳」において電話・メール・SNS 相談窓口で相談を

受け付ける。 

 健康管理に関しては、全国の産業保健総合支援センターにおいて、産業保健スタ

ッフ、事業者等からの相談に対応するとともに、地域産業保健センターの地域窓口

において、産業保健スタッフ等がいない小規模事業場への訪問等により、労働者か

らのメンタルヘルス等に関する相談に対応できるよう体制の整備を図る。 

 また、都道府県労働局において、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメン

ト、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児休業等に関するハラスメントといっ

た、過労死等に結び付きかねない職場におけるハラスメントや、カスタマーハラス

メントについて、労働者等からの相談への迅速な対応を行う。 

加えて、フリーランス向けの相談体制としては、フリーランスの方々が発注者等

との間のハラスメントや契約等のトラブル等について相談できる相談窓口を設置

しており、本相談窓口において、相談対応や紛争解決の援助を行う。上記「こころ

の耳」におけるメンタルヘルス等の相談窓口については、令和５年度から相談の対

象者を労災保険の特別加入者に拡大しており、労災保険の特別加入者を含めた働く

方への相談対応を行う。 

さらに、労働者等が相談することができる機会を確保するため、ホームページ、

リーフレット等を活用し、上記の窓口のほか、地方公共団体及び民間団体が設置す

る各種窓口の周知を図るとともに、相互に連携を図る。 

各種窓口に相談が寄せられた場合には、その内容に応じ適切に対応する。 
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さらに、若年労働者の過労死等の防止のためには、マネジメントの在り方及び

常態的な長時間労働を是認するような企業文化や職場風土を見直していく企業

側の取組も重要であることから、過労死等防止対策推進シンポジウムや事業主及

び労務担当者等も対象とした過重労働防止対策に必要な知識を習得するための

セミナーを開催し、その参加を促す。 

なお、若年労働者のメンタルヘルスケアに当たっては、労働者の家族の支援を

受けながら進めることが重要であることから、事業場と労働者の家族が連携した

メンタルヘルスケアの取組事例等について、事業主と労働者の家族を含め、広く

周知する。 

 

イ．高年齢労働者への取組 

高年齢労働者が安心して安全に働くことができる職場環境づくりを推進する

ため、「高年齢労働者の安全と健康確保のガイドライン」（エイジフレンドリーガ

イドライン）を周知するとともに、「エイジフレンドリー補助金」により中小企

業における労働災害防止の取組の促進を図る。また、高年齢労働者の労働災害防

止対策を充実させるため、事業者が講ずべき措置（作業環境・作業方法の改善、

健康管理・健康保持増進等）についての検討を行い、必要な措置を講ずる。 

 

ウ．障害者である労働者や傷病を抱える労働者への取組 

障害者である労働者の過重労働防止のため、個々の障害特性や業務内容を十分

考慮し、雇用されている障害者に対する合理的配慮の提供が義務付けられている

こと等も踏まえて取組を推進する。 

また、傷病を抱える労働者の中には、脳・心臓疾患のリスクが高い者もいるこ

とから、治療と仕事の両立支援の取組を推進する。 

さらに、メンタルヘルス不調により休職中の労働者の円滑な職場復帰やメンタ

ルヘルス不調を抱えたまま離職に至った者の再就職のための施策を講ずる。 

 

（１２）公務員に対する周知・啓発等の実施 

 国家公務員、地方公務員については、地震、台風、洪水等の自然災害や非常事態

への対応等により、一時的に長時間勤務が必要となる場合があることも踏まえ、長

時間勤務の削減のための対策、長時間勤務による健康障害防止対策、勤務間インタ

ーバルの確保、メンタルヘルス対策、ハラスメント防止対策に取り組む。 

国家公務員については、勤務間のインターバル確保に係る努力義務規定に基づき

取組を推進するとともに、超過勤務命令の上限規制等の勤務時間制度の適正な運用

を徹底する。また、「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための

取組指針」等に基づき、職員の勤務時間を「見える化」した上で、長時間労働の要

因を分析し、その要因に対応した改善方策に取り組むとともに、的確な勤務時間管

理を含む管理職員による適切なマネジメントの実現に向けて取り組む。さらに、「職

員の心の健康づくりのための指針」等の周知・啓発、管理監督者に対するメンタル

ヘルスに係る研修、ｅラーニング教材を用いたメンタルヘルス講習、ハラスメント

防止講習を行う。その他、各府省におけるテレワークの適正かつ公平な運用の確保
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を図るため、「国家公務員におけるテレワークの適切な実施の推進のためのガイド

ライン」の周知徹底を行う。 

 地方公務員についても、国家公務員の取組を参考に、勤務間のインターバル確保

による健康の維持及び仕事と生活の調和がとれた働き方の実現に向けた取組を推

進するよう、総務省から地方公共団体に対して助言を行う。また、適切な勤務時間

管理、時間外勤務の上限規制制度の適正な運用を徹底するとともに、時間外勤務の

状況等を公表し、長時間労働の要因の検証とその結果を踏まえた長時間労働の削減

の取組、メンタルヘルス対策等の推進を働きかける。さらに、地方公共団体におけ

る取組の好事例の情報提供を行う。 

 また、国家公務員、地方公務員の公務災害の実態について職員等への情報提供を

進めるとともに、補償制度や公務災害に関する相談窓口について周知を行う。 

 

４ 相談体制の整備等 

（１）労働条件や健康管理等に関する相談窓口の設置 

労働条件や長時間労働・過重労働に関して、都道府県労働局、労働基準監督署等

で相談を受け付けるほか、電話相談窓口「労働条件相談ほっとライン」で平日夜間・

土日祝日も労働者等からの相談を受け付ける。また、メンタルヘルス不調、過重労

働による健康障害等について、労働者等が相談できるよう、働く人のメンタルヘル

ス・ポータルサイト「こころの耳」において電話・メール・SNS 相談窓口で相談を

受け付ける。 

 健康管理に関しては、全国の産業保健総合支援センターにおいて、産業保健スタ

ッフ、事業者等からの相談に対応するとともに、地域産業保健センターの地域窓口

において、産業保健スタッフ等がいない小規模事業場への訪問等により、労働者か

らのメンタルヘルス等に関する相談に対応できるよう体制の整備を図る。 

 また、都道府県労働局において、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメン

ト、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児休業等に関するハラスメントといっ

た、過労死等に結び付きかねない職場におけるハラスメントや、カスタマーハラス

メントについて、労働者等からの相談への迅速な対応を行う。 

加えて、フリーランス向けの相談体制としては、フリーランスの方々が発注者等

との間のハラスメントや契約等のトラブル等について相談できる相談窓口を設置

しており、本相談窓口において、相談対応や紛争解決の援助を行う。上記「こころ

の耳」におけるメンタルヘルス等の相談窓口については、令和５年度から相談の対

象者を労災保険の特別加入者に拡大しており、労災保険の特別加入者を含めた働く

方への相談対応を行う。 

さらに、労働者等が相談することができる機会を確保するため、ホームページ、

リーフレット等を活用し、上記の窓口のほか、地方公共団体及び民間団体が設置す

る各種窓口の周知を図るとともに、相互に連携を図る。 

各種窓口に相談が寄せられた場合には、その内容に応じ適切に対応する。 
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さらに、若年労働者の過労死等の防止のためには、マネジメントの在り方及び

常態的な長時間労働を是認するような企業文化や職場風土を見直していく企業

側の取組も重要であることから、過労死等防止対策推進シンポジウムや事業主及

び労務担当者等も対象とした過重労働防止対策に必要な知識を習得するための

セミナーを開催し、その参加を促す。 

なお、若年労働者のメンタルヘルスケアに当たっては、労働者の家族の支援を

受けながら進めることが重要であることから、事業場と労働者の家族が連携した

メンタルヘルスケアの取組事例等について、事業主と労働者の家族を含め、広く

周知する。 

 

イ．高年齢労働者への取組 

高年齢労働者が安心して安全に働くことができる職場環境づくりを推進する

ため、「高年齢労働者の安全と健康確保のガイドライン」（エイジフレンドリーガ

イドライン）を周知するとともに、「エイジフレンドリー補助金」により中小企

業における労働災害防止の取組の促進を図る。また、高年齢労働者の労働災害防

止対策を充実させるため、事業者が講ずべき措置（作業環境・作業方法の改善、

健康管理・健康保持増進等）についての検討を行い、必要な措置を講ずる。 

 

ウ．障害者である労働者や傷病を抱える労働者への取組 

障害者である労働者の過重労働防止のため、個々の障害特性や業務内容を十分

考慮し、雇用されている障害者に対する合理的配慮の提供が義務付けられている

こと等も踏まえて取組を推進する。 

また、傷病を抱える労働者の中には、脳・心臓疾患のリスクが高い者もいるこ

とから、治療と仕事の両立支援の取組を推進する。 

さらに、メンタルヘルス不調により休職中の労働者の円滑な職場復帰やメンタ

ルヘルス不調を抱えたまま離職に至った者の再就職のための施策を講ずる。 

 

（１２）公務員に対する周知・啓発等の実施 

 国家公務員、地方公務員については、地震、台風、洪水等の自然災害や非常事態

への対応等により、一時的に長時間勤務が必要となる場合があることも踏まえ、長

時間勤務の削減のための対策、長時間勤務による健康障害防止対策、勤務間インタ

ーバルの確保、メンタルヘルス対策、ハラスメント防止対策に取り組む。 

国家公務員については、勤務間のインターバル確保に係る努力義務規定に基づき

取組を推進するとともに、超過勤務命令の上限規制等の勤務時間制度の適正な運用

を徹底する。また、「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための

取組指針」等に基づき、職員の勤務時間を「見える化」した上で、長時間労働の要

因を分析し、その要因に対応した改善方策に取り組むとともに、的確な勤務時間管

理を含む管理職員による適切なマネジメントの実現に向けて取り組む。さらに、「職

員の心の健康づくりのための指針」等の周知・啓発、管理監督者に対するメンタル

ヘルスに係る研修、ｅラーニング教材を用いたメンタルヘルス講習、ハラスメント

防止講習を行う。その他、各府省におけるテレワークの適正かつ公平な運用の確保
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５ 民間団体の活動に対する支援 

（１）過労死等防止対策推進シンポジウムにおける連携 

 １１月の過労死等防止啓発月間を中心に開催するシンポジウムのプログラムは、

家族を過労死で亡くされた遺族の方の体験談を聴く機会を設ける等、過労死等を防

止することの重要性について、参加者の自覚を促すものとする。 

 

（２）シンポジウム以外の活動に対する支援 

 民間団体が過労死等防止のための研究会、イベント等を開催する場合、その内容

に応じて、事前周知、後援等について支援する。 

 また、過労死等の防止のための活動を行う民間団体が、過労死で親を亡くした遺

児が集い、互いに励まし合う等の交流会を１５年以上実施しており、また、平成２

８年からは国が民間団体と連携しながら「過労死遺児交流会」として実施している。

過労死で親を亡くした遺児の抱える様々な苦しみを少しでも軽減できるよう、過労

死遺児交流会を毎年開催するとともに、遺児のための相談対応を実施し、それらの

取組状況を白書等において積極的に発信するほか、遺児のニーズを踏まえ必要な対

応を検討する。 

 

（３）民間団体の活動の周知 

地方公共団体、労使、国民等が、民間団体が開設する窓口等を利用したり、協力

を求めること等が円滑に行えるよう、民間団体の名称や活動内容等についてパンフ

レット等による周知を行う。 

 

第４ 国以外の主体が取り組む重点対策 

地方公共団体、労使、民間団体、国民は、法の趣旨を踏まえ、国を含め相互に協力及

び連携し、以下の視点から、過労死等の防止のための対策に取り組むものとする。 

 

１ 地方公共団体 

地方公共団体は、法第４条において、国と協力しつつ、過労死等の防止のための対

策を効果的に推進するよう努めなければならないとされている。 

 このため、国が行う第３に掲げる対策に協力するとともに、第３に掲げる対策を参

考に、地域の産業の特性等の実情に応じて取組を進めるよう努める。対策に取り組む

に当たっては、国と連携して地域における各主体との協力・連携に努める。 

また、地方公務員を任用する立場からの対策を推進し、それぞれの職種の職務の実

態を踏まえた対策を講ずるよう努める。 

 

（１）啓発 

 地方公共団体は、住民が過労死等に対する理解を深めるとともに、過労死等を防

止することの重要性について自覚し、過労死等の防止に対する関心と理解を深める

ため、住民に対する啓発を行うよう努める。 
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（２）産業医等相談に応じる者に対する研修の実施 

 産業医等がメンタルヘルスに関して適切に助言・指導できるようにするため、過

重労働やメンタルヘルスに関する相談に応じる産業保健スタッフ等に対する研修

を実施する。 

さらに、産業保健スタッフ等に対する研修のテキストを公開する等、地方公共団

体や企業等が相談体制を整備しようとする場合に役立つノウハウの共有を図る。 

働きやすくストレスの少ない職場環境の形成に資するため、産業医科大学や産業

保健総合支援センター等を通じた産業保健スタッフ等の人材育成等を行い、事業場

における対応の充実・強化を図る。 

 

（３）労働衛生・人事労務関係者等に対する研修の実施 

 産業保健総合支援センターにおいて、事業者や衛生管理者、労働衛生コンサルタ

ント、社会保険労務士等、労働衛生・人事労務に携わっている者を対象に、産業医

等の活用方法に関する好事例や良好な職場環境を形成する要因等について研修を

実施する。 

 また、事業主が設置するハラスメントに関する相談窓口の担当者が、労働者の相

談の内容や状況に応じて適切に対応できるよう支援する。 

 

（４）公務員に対する相談体制の整備等 

国家公務員については、人事院が主体となって、本人、職場の上司、家族等が利

用できる「こころの健康相談室」について令和４年度からオンライン相談も導入し

ているほか、職場への復帰や再発防止に係る相談について人事当局や本人が利用で

きる「職場復帰相談室」を運営しており、窓口についての周知を一層徹底すること

を通じて、相談しやすい職場環境の形成を図る。 

 地方公務員については、人事委員会等で勤務条件等に関する職員からの苦情・相

談窓口を設置し、面談、電話、電子メール等による相談を実施しているほか、関係

団体においてメンタルヘルス対策を担当する職員向けに無料の相談窓口を設置す

るなどしており、総務省ではこれらの相談事業について地方公共団体に対して助言

し、相談しやすい環境づくり等を促す。さらに、メンタルヘルス不調や健康障害等

に関する地方公務員共済組合の取組の一層の周知を図るとともに、相談窓口の充実

や自然災害等の非常事態時における一層の活用のほか、関係団体が実施する各種相

談事業の周知を図り、活用を働きかける。 

 

（５）過労死の遺児のための相談対応 

過労死で親を亡くした遺児の健全な成長をサポートするために必要な相談対応

を行うとともに、遺児が随時相談できる環境を整える。 
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５ 民間団体の活動に対する支援 

（１）過労死等防止対策推進シンポジウムにおける連携 
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止することの重要性について、参加者の自覚を促すものとする。 
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過労死で親を亡くした遺児の抱える様々な苦しみを少しでも軽減できるよう、過労

死遺児交流会を毎年開催するとともに、遺児のための相談対応を実施し、それらの

取組状況を白書等において積極的に発信するほか、遺児のニーズを踏まえ必要な対

応を検討する。 

 

（３）民間団体の活動の周知 

地方公共団体、労使、国民等が、民間団体が開設する窓口等を利用したり、協力
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レット等による周知を行う。 
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また、地方公務員を任用する立場からの対策を推進し、それぞれの職種の職務の実

態を踏まえた対策を講ずるよう努める。 

 

（１）啓発 

 地方公共団体は、住民が過労死等に対する理解を深めるとともに、過労死等を防

止することの重要性について自覚し、過労死等の防止に対する関心と理解を深める
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（２）産業医等相談に応じる者に対する研修の実施 

 産業医等がメンタルヘルスに関して適切に助言・指導できるようにするため、過
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を実施する。 
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における対応の充実・強化を図る。 
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や自然災害等の非常事態時における一層の活用のほか、関係団体が実施する各種相

談事業の周知を図り、活用を働きかける。 

 

（５）過労死の遺児のための相談対応 

過労死で親を亡くした遺児の健全な成長をサポートするために必要な相談対応

を行うとともに、遺児が随時相談できる環境を整える。 
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（１）経営幹部等の取組 

過労死等の裁判例においては、法人としての安全配慮義務違反や法令の遵守が徹

底されていなかったことが指摘されていることに加え、過労死等を発生させた場合

には、企業価値の観点から企業の信用を失うことにもつながるものであり、企業の

経営幹部等はこうしたことを十分に認識し、過労死等は発生させないという決意を

持って関与し、先頭に立って、労働者の生命を守り、健康を害するような働き過ぎ

を防ぐための対策を行う。具体的な対策として、近年、過労死等は、働き盛りの年

齢層に加え、若い年齢層にも発生していることを踏まえ、自社の労働時間管理の制

度や運用を含めた人事・労務の点検・見直しに取り組むほか、労働者に対する労働

関係法令の周知は事業主の責務であることを踏まえ、管理職等の上司はもとより、

若年労働者自身に対する労働関係法令に関する研修等を通じて、過労死等の未然防

止に努める。また、年次有給休暇の取得促進、勤務間インターバル制度の導入、メ

ンタルヘルス対策等の取組を実情に応じて進めるとともに、ハラスメント防止対策

について義務化されていることを踏まえ、パワーハラスメントの防止等に資するア

ンガーマネジメント研修やコーチング研修を行うなど確実に取り組む。さらに、事

業場において過労死等が発生した場合には、経営幹部や現場の長が自ら、必要な全

社研修の実施、シンポジウムや各種研修会への参加、職場の上司や同僚との関係等

の調査による原因究明を図り、再発防止の徹底に努める。 

 

（２）産業保健スタッフ等の活用 

 事業主は、過労死等の防止のため、労働者が産業保健スタッフ等に相談できるよ

うにする等、その専門的知見の活用を図るよう努める。 

これらのスタッフがいる事業場では、相談や職場環境の改善の助言等、適切な役

割を果たすよう事業主が環境整備を図るとともに、これらのスタッフがいない規模

の事業場では、産業保健総合支援センターを活用して体制の整備を図るよう努める。 

なお、産業保健スタッフ等は、過労死等に関する知見を深めるとともに、職場環

境の確認状況も踏まえて、適切な相談対応等ができるようにすることが望まれる。

したがって、産業保健スタッフ等は、産業保健総合支援センターにおいて研修を受

講するほか、シンポジウム等に参加し、過労死事例等を学ぶよう努める。 

 

３ 労働組合等 

 過労死等の防止のための対策は、職場においては第一義的に事業主が取り組むもの

であるが、労働組合も、職場の実態を最も把握しやすい立場にあることから、労働者

保護の観点で主体的に取り組む必要がある。このため、労働時間の把握・管理、メン

タルヘルス対策、事業主の義務であるハラスメント防止対策が適切に講じられるよう、

職場点検等を実施するとともに、事業主への働きかけや労使が協力した取組を行うよ

う努めるほか、相談体制の整備や組合員に対し労働関係法令の周知・啓発を行うとと

もに、労働時間の過少申告を行っていないか等を含め労働関係法令が適切に運用され

ているか定期的に確認するなど良好な職場の雰囲気作り等に取り組み、組合員から相

談があった場合には、迅速な対応をするように努める。さらに、シンポジウム等、国

及び地方公共団体が実施する過労死等の防止のための対策に積極的に協力する。 
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 若年者に対する労働条件に関する知識の付与については、国と協働して、大学等

での啓発を行うとともに、中学校・高等学校等において、生徒に対して労働に関す

る指導の充実に努める。 

 地域の産業構造や労働時間、年次有給休暇の取得率等の実態に合わせて、地域内

の企業等に対し、過労死等の防止のための啓発を行うよう努める。 

 年次有給休暇の取得促進については、国、労使団体等と連携して、地域のイベン

ト等に合わせた計画的な取得を企業、住民等に働きかけるとともに、地域全体にお

ける気運の醸成に努める。 

 また、過重労働による健康障害の防止、職場におけるメンタルヘルス対策、ハラ

スメントの防止については、国と協働して、周知・啓発を行うよう努める。 

 

（２）相談体制の整備等 

 地方公共団体は、過労死等に関して相談を受け付けることができる窓口の設置や、

国等が設置する窓口との連携に努める。 

 

（３）民間団体の活動に対する支援 

地方公共団体は、民間団体が取り組むシンポジウムについて、協力・後援や事前

周知等の支援を行うよう努める。 

 

２ 事業主等 

 事業主は、法第４条において、国及び地方公共団体が実施する過労死等の防止のた

めの対策に協力するよう努めるものとされている。また、労働契約法第５条において、

使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働する

ことができるよう、必要な配慮をするものとすると規定されており、労働安全衛生法

第３条第１項において、事業者は、職場における労働者の安全と健康を確保するよう

にしなければならないと規定されている。 

 長時間労働の削減や年次有給休暇の取得促進等の積極的な取組は企業価値を高め

ること、また、過労死等を発生させた場合にはその価値を下げることにつながり得る

ことから、企業の規模にかかわらず取組を進める必要がある。 

 これらのことから、事業主は、国が行う第３に掲げる対策に協力するとともに、労

働者を雇用する者として責任をもって過労死等の防止のための対策に取り組む。 

 また、事業主団体・経済団体は、個々の事業主では改善が困難な長時間労働につな

がる商慣行の是正に向けた取組を推進していくとともに、会員企業等に対し過労死等

防止のための必要な支援や情報提供に努める。 

 なお、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に

関する法律、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律及

び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律において、

職場におけるハラスメントについて、事業主は、雇用管理上の措置を講じなければな

らないことや事業主の責務が規定されている。 
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底されていなかったことが指摘されていることに加え、過労死等を発生させた場合

には、企業価値の観点から企業の信用を失うことにもつながるものであり、企業の

経営幹部等はこうしたことを十分に認識し、過労死等は発生させないという決意を

持って関与し、先頭に立って、労働者の生命を守り、健康を害するような働き過ぎ

を防ぐための対策を行う。具体的な対策として、近年、過労死等は、働き盛りの年

齢層に加え、若い年齢層にも発生していることを踏まえ、自社の労働時間管理の制

度や運用を含めた人事・労務の点検・見直しに取り組むほか、労働者に対する労働

関係法令の周知は事業主の責務であることを踏まえ、管理職等の上司はもとより、

若年労働者自身に対する労働関係法令に関する研修等を通じて、過労死等の未然防

止に努める。また、年次有給休暇の取得促進、勤務間インターバル制度の導入、メ

ンタルヘルス対策等の取組を実情に応じて進めるとともに、ハラスメント防止対策

について義務化されていることを踏まえ、パワーハラスメントの防止等に資するア

ンガーマネジメント研修やコーチング研修を行うなど確実に取り組む。さらに、事

業場において過労死等が発生した場合には、経営幹部や現場の長が自ら、必要な全

社研修の実施、シンポジウムや各種研修会への参加、職場の上司や同僚との関係等

の調査による原因究明を図り、再発防止の徹底に努める。 

 

（２）産業保健スタッフ等の活用 

 事業主は、過労死等の防止のため、労働者が産業保健スタッフ等に相談できるよ

うにする等、その専門的知見の活用を図るよう努める。 

これらのスタッフがいる事業場では、相談や職場環境の改善の助言等、適切な役

割を果たすよう事業主が環境整備を図るとともに、これらのスタッフがいない規模

の事業場では、産業保健総合支援センターを活用して体制の整備を図るよう努める。 

なお、産業保健スタッフ等は、過労死等に関する知見を深めるとともに、職場環

境の確認状況も踏まえて、適切な相談対応等ができるようにすることが望まれる。

したがって、産業保健スタッフ等は、産業保健総合支援センターにおいて研修を受

講するほか、シンポジウム等に参加し、過労死事例等を学ぶよう努める。 

 

３ 労働組合等 

 過労死等の防止のための対策は、職場においては第一義的に事業主が取り組むもの

であるが、労働組合も、職場の実態を最も把握しやすい立場にあることから、労働者

保護の観点で主体的に取り組む必要がある。このため、労働時間の把握・管理、メン

タルヘルス対策、事業主の義務であるハラスメント防止対策が適切に講じられるよう、

職場点検等を実施するとともに、事業主への働きかけや労使が協力した取組を行うよ

う努めるほか、相談体制の整備や組合員に対し労働関係法令の周知・啓発を行うとと

もに、労働時間の過少申告を行っていないか等を含め労働関係法令が適切に運用され

ているか定期的に確認するなど良好な職場の雰囲気作り等に取り組み、組合員から相

談があった場合には、迅速な対応をするように努める。さらに、シンポジウム等、国

及び地方公共団体が実施する過労死等の防止のための対策に積極的に協力する。 
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 若年者に対する労働条件に関する知識の付与については、国と協働して、大学等

での啓発を行うとともに、中学校・高等学校等において、生徒に対して労働に関す

る指導の充実に努める。 

 地域の産業構造や労働時間、年次有給休暇の取得率等の実態に合わせて、地域内

の企業等に対し、過労死等の防止のための啓発を行うよう努める。 

 年次有給休暇の取得促進については、国、労使団体等と連携して、地域のイベン

ト等に合わせた計画的な取得を企業、住民等に働きかけるとともに、地域全体にお

ける気運の醸成に努める。 

 また、過重労働による健康障害の防止、職場におけるメンタルヘルス対策、ハラ

スメントの防止については、国と協働して、周知・啓発を行うよう努める。 

 

（２）相談体制の整備等 

 地方公共団体は、過労死等に関して相談を受け付けることができる窓口の設置や、

国等が設置する窓口との連携に努める。 

 

（３）民間団体の活動に対する支援 

地方公共団体は、民間団体が取り組むシンポジウムについて、協力・後援や事前

周知等の支援を行うよう努める。 

 

２ 事業主等 

 事業主は、法第４条において、国及び地方公共団体が実施する過労死等の防止のた

めの対策に協力するよう努めるものとされている。また、労働契約法第５条において、

使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働する

ことができるよう、必要な配慮をするものとすると規定されており、労働安全衛生法

第３条第１項において、事業者は、職場における労働者の安全と健康を確保するよう

にしなければならないと規定されている。 

 長時間労働の削減や年次有給休暇の取得促進等の積極的な取組は企業価値を高め

ること、また、過労死等を発生させた場合にはその価値を下げることにつながり得る

ことから、企業の規模にかかわらず取組を進める必要がある。 

 これらのことから、事業主は、国が行う第３に掲げる対策に協力するとともに、労

働者を雇用する者として責任をもって過労死等の防止のための対策に取り組む。 

 また、事業主団体・経済団体は、個々の事業主では改善が困難な長時間労働につな

がる商慣行の是正に向けた取組を推進していくとともに、会員企業等に対し過労死等

防止のための必要な支援や情報提供に努める。 

 なお、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に

関する法律、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律及

び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律において、

職場におけるハラスメントについて、事業主は、雇用管理上の措置を講じなければな

らないことや事業主の責務が規定されている。 
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３ 年次有給休暇の取得率を７０％以上とする（令和１０年まで）。 

 

４ メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合を８０％以上とする（令和９年まで）。 

 

５ 労働者数５０人未満の小規模事業場におけるストレスチェック実施の割合を５０％

以上とする（令和９年まで）。 

 

６ 自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスがあるとする労

働者の割合を５０％未満とする（令和９年まで）。 

   なお、前大綱の数値目標であった「仕事上の不安、悩み又はストレスについて、職

場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合」についても継続的に注視する。 

 

第６ 推進上の留意事項 

１ 推進状況のフォローアップ 

 関係行政機関は、毎年の対策の推進状況を協議会に報告するものとする。 

 協議会では報告内容を点検し、関係行政機関は点検の状況を踏まえ、その後の対策

を推進するものとする。 

 

２ 対策の見直し 

 法第１４条において、政府は、過労死等に関する調査研究等の結果を踏まえ、必要

があると認めるときは、過労死等の防止のために必要な法制上又は財政上の措置その

他の措置を講ずるものとすると規定されていることから、調査研究等の結果を踏まえ、

この大綱に基づく対策について適宜見直すものとする。 

 

３ 大綱の見直し 

社会経済情勢の変化、過労死等をめぐる諸情勢の変化、この大綱に基づく対策の推

進状況等を踏まえ、また、法附則第２項に基づく検討の状況も踏まえ、おおむね３年

を目途に必要があると認めるときに見直しを行う。 
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また、労働組合及び過半数代表者は、この大綱の趣旨を踏まえた労使協定の締結や

決議を行うなど、長時間労働を削減し、ワーク・ライフ・バランスの実現に努める。

さらに、過労死等の防止のための対策に取り組むに当たって、労働組合は労働組合に

加入していない労働者に対する周知・啓発等にも努める。 

 

４ 民間団体 

 民間団体は、国及び地方公共団体等の支援も得ながら、過労死等の防止のための対

策に対する国民の関心と理解を深める取組、過労死等に関する相談の対応等に取り組

むよう努める。その際、他の主体との協力及び連携にも留意するよう努める。 

 

５ 国民 

 国民は、法第４条において、過労死等の防止のための対策の重要性を自覚し、これ

に対する関心と理解を深めるよう努めるものとされている。 

 このため、毎年１１月の過労死等防止啓発月間を一つの契機としつつ、国民一人ひ

とりが自身の健康に自覚を持ち、過重労働による自らの不調や周りの者の不調に気付

き、適切に対処することができるようにするとともに、睡眠状況を始めとした生活ス

タイルを見直す等、主体的に過労死等の防止のための対策に取り組むよう努める。ま

た、発注者や消費者の立場として、働く方の長時間労働やメンタルヘルス不調等によ

る過労死等を防止することについて理解と協力に努める。 

 

第５ 過労死等防止対策の数値目標 

第１から第４までに掲げられた過労死等の防止のための対策等の趣旨を踏まえ、過労

死をゼロとすることを目指し、労働時間、勤務間インターバル制度、年次有給休暇及び

メンタルヘルス対策について、数値目標を設定する。これらの数値目標については、白

書等により推進状況を確認できるようにするとともに、国、地方公共団体、事業主等の

関係者の相互の密接な連携の下、早期に達成し、過労死ゼロを目指す。さらに、公務員

についても、目標の趣旨を踏まえ、各職種の勤務実態に応じた実効ある取組を推進する。 

 

１ 労働時間については、週労働時間４０時間以上の雇用者のうち、週労働時間６０時

間以上の雇用者の割合を５％以下とする（令和１０年まで）。 

  特に、重点業種等のうち週労働時間６０時間以上の雇用者の割合が高いものについ

て重点的に取組を推進する。 

 

２ 勤務間インターバル制度について、労働者数３０人以上の企業のうち、 

（１）勤務間インターバル制度を知らなかった企業割合を５％未満とする（令和１０

年まで）。 

（２）勤務間インターバル制度（終業時刻から次の始業時刻までの間に一定時間以上

の休息時間を設けることについて就業規則又は労使協定等で定めているものに限

る。）を導入している企業割合を１５％以上とする（令和１０年まで）。 

特に、勤務間インターバル制度の導入率が低い中小企業への導入に向けた取組

を推進する。 
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３ 年次有給休暇の取得率を７０％以上とする（令和１０年まで）。 

 

４ メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合を８０％以上とする（令和９年まで）。 

 

５ 労働者数５０人未満の小規模事業場におけるストレスチェック実施の割合を５０％

以上とする（令和９年まで）。 

 

６ 自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスがあるとする労

働者の割合を５０％未満とする（令和９年まで）。 

   なお、前大綱の数値目標であった「仕事上の不安、悩み又はストレスについて、職

場に事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合」についても継続的に注視する。 

 

第６ 推進上の留意事項 

１ 推進状況のフォローアップ 

 関係行政機関は、毎年の対策の推進状況を協議会に報告するものとする。 

 協議会では報告内容を点検し、関係行政機関は点検の状況を踏まえ、その後の対策

を推進するものとする。 

 

２ 対策の見直し 

 法第１４条において、政府は、過労死等に関する調査研究等の結果を踏まえ、必要

があると認めるときは、過労死等の防止のために必要な法制上又は財政上の措置その

他の措置を講ずるものとすると規定されていることから、調査研究等の結果を踏まえ、

この大綱に基づく対策について適宜見直すものとする。 

 

３ 大綱の見直し 

社会経済情勢の変化、過労死等をめぐる諸情勢の変化、この大綱に基づく対策の推

進状況等を踏まえ、また、法附則第２項に基づく検討の状況も踏まえ、おおむね３年

を目途に必要があると認めるときに見直しを行う。 
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また、労働組合及び過半数代表者は、この大綱の趣旨を踏まえた労使協定の締結や

決議を行うなど、長時間労働を削減し、ワーク・ライフ・バランスの実現に努める。

さらに、過労死等の防止のための対策に取り組むに当たって、労働組合は労働組合に

加入していない労働者に対する周知・啓発等にも努める。 

 

４ 民間団体 

 民間団体は、国及び地方公共団体等の支援も得ながら、過労死等の防止のための対

策に対する国民の関心と理解を深める取組、過労死等に関する相談の対応等に取り組

むよう努める。その際、他の主体との協力及び連携にも留意するよう努める。 

 

５ 国民 

 国民は、法第４条において、過労死等の防止のための対策の重要性を自覚し、これ

に対する関心と理解を深めるよう努めるものとされている。 

 このため、毎年１１月の過労死等防止啓発月間を一つの契機としつつ、国民一人ひ

とりが自身の健康に自覚を持ち、過重労働による自らの不調や周りの者の不調に気付

き、適切に対処することができるようにするとともに、睡眠状況を始めとした生活ス

タイルを見直す等、主体的に過労死等の防止のための対策に取り組むよう努める。ま

た、発注者や消費者の立場として、働く方の長時間労働やメンタルヘルス不調等によ

る過労死等を防止することについて理解と協力に努める。 

 

第５ 過労死等防止対策の数値目標 

第１から第４までに掲げられた過労死等の防止のための対策等の趣旨を踏まえ、過労

死をゼロとすることを目指し、労働時間、勤務間インターバル制度、年次有給休暇及び

メンタルヘルス対策について、数値目標を設定する。これらの数値目標については、白

書等により推進状況を確認できるようにするとともに、国、地方公共団体、事業主等の

関係者の相互の密接な連携の下、早期に達成し、過労死ゼロを目指す。さらに、公務員

についても、目標の趣旨を踏まえ、各職種の勤務実態に応じた実効ある取組を推進する。 

 

１ 労働時間については、週労働時間４０時間以上の雇用者のうち、週労働時間６０時

間以上の雇用者の割合を５％以下とする（令和１０年まで）。 

  特に、重点業種等のうち週労働時間６０時間以上の雇用者の割合が高いものについ

て重点的に取組を推進する。 

 

２ 勤務間インターバル制度について、労働者数３０人以上の企業のうち、 

（１）勤務間インターバル制度を知らなかった企業割合を５％未満とする（令和１０

年まで）。 

（２）勤務間インターバル制度（終業時刻から次の始業時刻までの間に一定時間以上

の休息時間を設けることについて就業規則又は労使協定等で定めているものに限

る。）を導入している企業割合を１５％以上とする（令和１０年まで）。 

特に、勤務間インターバル制度の導入率が低い中小企業への導入に向けた取組

を推進する。 
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◎就業者の脳血管疾患、心疾患等の発生状況 

第１図 就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による死亡数総数のうち、就業者を合計したもの。 

 

第２図 就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数（令和２年度 年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による就業者の死亡数を年齢別に分類。 
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 立正大学経済学部教授 

川人
かわひと

 博
ひろし

 川人法律事務所弁護士 

木下
きのした

 潮音
し お ね

 第一芙蓉法律事務所弁護士 

清山
せいやま

 玲
れ い

 茨城大学教授 

○ 堤
つつみ

 明純
あきずみ

 北里大学医学部教授 

◎ 中窪
なかくぼ

 裕也
ひ ろ や

 獨協大学法学部特任教授 

宮本
みやもと

  俊
と し

明
あ き

 日本製鉄株式会社東日本製鉄所統括産業医 

 

（当事者代表委員） 

工藤
く ど う

 祥子
さ ち こ

 神奈川過労死等を考える家族の会代表 

髙
た か

橋
は し

 幸美
ゆ き み

 過労死等防止対策推進全国センター 

寺西
てらにし

 笑子
え み こ

 全国過労死を考える家族の会代表世話人 

渡辺
わたなべ

 しのぶ 東京過労死を考える家族の会代表 

 

（労働者代表委員） 

青木
あ お き

 哲彦
てつひこ

 情報産業労働組合連合会中央執行委員 

上野
う え の

 友里子
ゆ り こ

  全日本自治団体労働組合中央執行委員 

冨髙
とみたか

 裕子
ゆ う こ

 日本労働組合総連合会総合政策推進局長 

西尾
に し お

 多聞
た も ん

 ＵＡゼンセン副書記長 

 

（使用者代表委員） 

大下
おおした

 英和
ひでかず

 日本商工会議所産業政策第二部長 

神
か み

  尚武
なおたけ

   一般社団法人東京経営者協会総務部長 

佐久間
さ く ま

 一浩
かずひろ

 全国中小企業団体中央会事務局次長・労働政策部長 

鈴木
す ず き

 重也
し げ や

 一般社団法人日本経済団体連合会労働法制本部長 

（敬称略） 

◎＝会長  ○＝会長代理 
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◎就業者の脳血管疾患、心疾患等の発生状況 

第１図 就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による死亡数総数のうち、就業者を合計したもの。 

 

第２図 就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数（令和２年度 年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による就業者の死亡数を年齢別に分類。 
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（当事者代表委員） 
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第５図 60 歳未満の就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数（令和２年度 産業別） 

 
（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による 60 歳未満の就業者の死亡数を産業別に分類。 

 

第６図 60 歳未満の就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数（令和２年度 職種別） 

 

（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による 60 歳未満の就業者の死亡数を職種別に分類。 
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第３図 就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数（令和２年度 産業別） 

 

（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による就業者の死亡数を産業別に分類。 

 

第４図 就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数（令和２年度 職種別） 

 
（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による就業者の死亡数を職種別に分類。 
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第５図 60 歳未満の就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数（令和２年度 産業別） 

 
（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による 60 歳未満の就業者の死亡数を産業別に分類。 

 

第６図 60 歳未満の就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数（令和２年度 職種別） 

 

（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による 60 歳未満の就業者の死亡数を職種別に分類。 
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第３図 就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数（令和２年度 産業別） 

 

（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による就業者の死亡数を産業別に分類。 

 

第４図 就業者の脳血管疾患、心疾患等による死亡数（令和２年度 職種別） 

 
（資料出所）厚生労働省「人口動態職業・産業別統計」 
（注）脳血管疾患、心疾患（高血圧性を除く。）、大動脈瘤及び解離による就業者の死亡数を職種別に分類。 
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 （10） 若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の
推進 

   

  ① メンタルヘルス・ポータルサイトの充実及び過重労働等によ
る健康障害に関するメール相談・電話相談・SNS相談の実施
【再掲３(１)③】 

(286) (305) (19) 

  ② 治療と職業生活の両立支援に係る疾患別サポートマニュア
ル・企業連携マニュアル作成 13  0 ▲ 13 

  ③ 治療と職業生活の両立支援に係る支援者用ツールの作成 0  13 13 
  ④ 中小企業事業者を対象に、高年齢労働者に配慮した施設・設

備等の改善、健康確保のための取組等に要した費用の一部補
助 

642  692  50 

 （11） 公務員に対する周知・啓発等の実施    
  ① 勤務時間・休暇制度の運営(*2) 3 3 0 
  ② 心の健康づくりに係る意識啓発、相談体制の運営等(*2) 1 1 0 
  ③ 幹部・管理職員ハラスメント防止研修、ハラスメント防止対

策担当者実務研修(*2) 7 7 0 
  ④ 国家公務員の働き方改革や管理職の意識の改革のための研修

の実施(*4) 30 36 6 
  ⑤ 管理監督者のためのメンタルヘルスセミナー(*4) 2 1 0 
  ⑥ eラーニング教材を用いたメンタルヘルス講習、ハラスメント

防止講習 (*4) 5 13 8 

  ⑦ 教育委員会における学校の働き方改革推進のための取組状況
の調査分析、都道府県・市町村別公表等や、全国から集めた
優良事例を全国に発信（*4） 

82 82 0 

  ⑧ 地方公共団体における働き方改革に関する先進的な取組事例
の紹介（*1） 2 1 ▲ 1 

小          計 17,149 17,025 ▲ 123 
３ 相談体制の整備等 

 (1) 労働条件や健康管理に関する相談窓口の設置    
  ① 小規模事業場等における産業保健活動への支援事業 3,865 4,437 573 
  ②「労働条件相談ほっとライン」の設置 300 294 ▲ 6 
  ③ メンタルヘルス・ポータルサイトの充実及び過重労働等によ

る健康障害に関するメール相談・電話相談・SNS相談の実施 286 305 19 

 (2) 産業医等相談に応じる者に対する研修の実施    
  ① 過労死等防止対策に係る産業医等人材育成事業の実施 228 228 0 
  ② ストレスチェック及び面接指導を行う医師、保健師等に対す

る研修の実施 131 131 ▲ 1 

 (3) 労働衛生・人事労務関係者等に対する研修の実施    
  ① 産業保健スタッフ及び管理監督者に対してメンタルヘルス研

修の実施 156 156 0 

 (4) 公務員に対する相談体制の整備等    
  ① 専門医等が相談に応じる「こころの健康相談室」及び「ここ

ろの健康にかかる職場復帰相談室」の開設(*2) 8 8 0 

  ②「各府省等カウンセラー講習会」の実施(*4) 1 1 0 
小          計 4,976 5,561 585 

４ 民間団体の活動に対する支援 
 (1) 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催    
  ① 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催 98 100 2 
 (2) シンポジウム以外の活動に対する支援    
  ① 過労死遺児等を対象とした交流会の開催 14 14 0 

小          計 112 114 2 
５ その他 

 (1) 過労死等防止対策推進協議会の開催等 6 6 0 
小          計 6 6 0 
合          計 22,656 23,128 473 

 
（注 1）各事項の予算額はそれぞれ四捨五入しているので、合計や差額と一致しない箇所がある。 
（注２）「0」の表記は、金額が 50万円未満のものである。 

（注 3）【再掲】とした事項の( )内の予算額等については、小計及び合計のいずれにも算入していない。 
（注 4）事項名に付した（*）について、（*1）は総務省所管、（*2）は人事院所管、（*3）は文部科学

省所管、（*4）は内閣官房内閣人事局所管で、（*）を付していない事項は厚生労働省所管のもの
である。 
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3 過労死等防止対策関係予算の状況  

(単位：百万円） 

事                      項 令和５年度 
当 初 予 算 

令和６年度 
当 初 予 算 

対 前 年 度 
増 減 額 

１ 調査研究等 
 (1) 過労死等事案の分析    
  ① 労災事案等行政が保有する情報の調査等 276 277 1 
  ② 過労死等対策に関する調査研究(*1) 8 8 0 
  ③ 公務上及び公務外災害についての分析(*2) 1 1 1 
 (2）疫学研究等    
  ① 過労死等の予防に係る調査研究【再掲（１）①】 (276) (277) (1) 
 (3) 過労死等の労働・社会分野の調査・分析    
  ① 企業及び労働者を対象としたアンケート調査及び研究 62 71 9 
  ② 公立学校教員のメンタルヘルス対策に係る調査研究（*3） 67 65 ▲ 2 

小          計 414 423 9 
２ 啓発 

 （1） 国民に向けた周知・啓発の実施    
  ① 過労死等防止啓発月間等周知・啓発   77 79 1 
  ② 安全衛生優良企業公表制度の実施 0 0 0 
 （2） 大学・高等学校等における労働条件に関する啓発の実施    
  ① 労働法教育に関する教職員等向けの指導者用資料の作成及び

当該資料を活用した授業の進め方に関する指導者向けのセミ
ナーの実施 

41 80 39 

  ② 大学生・高校生等を対象に、労働関係法令に係る知識を付与
するためのセミナー及び講師派遣 41 41 ▲ 1 

  ③ 中高生に対する過労死等の労働問題や労働条件の改善等の啓
発のための講師派遣 23 21 ▲ 2 

 （3） 長時間労働の削減のための周知・啓発の実施    
  ① 長時間労働の是正に向けた法規制の執行強化等の取組 1,308 1,274 ▲ 34 
  ② 労働時間管理適正化指導員の配置 594 635 41 
  ③ 時間外・休日労働協定点検指導員の配置 587 609 22 
  ④ 自動車運転者の労働時間等の改善のための環境整備 5 5 0 
 （4） 過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施    
  ① 過重労働解消キャンペーンの実施 9 9 0 
  ② 労働条件相談ポータルサイトの運営 130 206 76 
 （5） 勤務間インターバル制度の導入促進    
  ① 勤務間インターバル制度を導入した中小企業事業主への助成

金の支給等 6,839 7,100 261 
  ② 勤務間インターバル制度導入促進のための広報事業 68 134 66 
 （6）「働き方」の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有

給休暇の取得促進 
   

  ① 労働時間の縮減、年次有給休暇の取得促進その他労働時間等
の設定の改善に取り組んだ中小企業事業主等への助成金の支
給等【再掲（５）①】 

(6,839) (7,100) (261) 

  ② 働き方改革推進支援センターの設置 3,674 3,142 ▲ 533 
  ③ 働き方・休み方改善指標の効果的な活用・普及等 597 649 52 
  ④ 年次有給休暇取得促進の気運の醸成を図る取組の推進 152 153 0 
  ⑤ 働き方改革に向けた労働時間等のルールの定着 67 62 ▲ 5 
 （7） メンタルヘルスケアに関する周知・啓発の実施    
  ① 啓発セミナーの実施 22 22 0 
  ② 産業保健スタッフ及び管理監督者に対するメンタルヘルス研

修の実施【再掲（３（３）①）】 (156) (156) (0) 
  ③ ストレスチェック及び面接指導を行う医師、保健師等に対す

る研修の実施【再掲（３（２）②）】 (131) (131) (▲ 1)  

 （8） 職場のハラスメントの予防・解決のための周知・啓発の実施    
  ① 職場のハラスメントに関する予防・解決のための周知・啓発 636 671 34 
 （9） 商慣行等も踏まえた取組の推進    
  ① トラック運転者の労働時間改善に向けた荷主等への周知・啓

発 262 176 ▲ 86 
  ② 医療従事者の確保・定着に向けた勤務環境改善のための取組 927 906 ▲ 21 
  ③ 病院長等を対象としたマネジメント研修事業、医療のかかり

方普及促進 250 162 ▲ 88 
  ④ 医療専門職支援人材確保支援事業 10 10 0 
  ⑤ 勤務医等を対象とした働き方改革周知・啓発事業 10 0 ▲ 10 
  ⑥ 長時間労働医師への面接指導の実施に係る研修事業 10 10 0 
  ⑦ 医療従事者勤務環境改善推進事業 19 19 0 

過労死等防止対策関係予算の状況3
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 （10） 若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の
推進 

   

  ① メンタルヘルス・ポータルサイトの充実及び過重労働等によ
る健康障害に関するメール相談・電話相談・SNS相談の実施
【再掲３(１)③】 

(286) (305) (19) 

  ② 治療と職業生活の両立支援に係る疾患別サポートマニュア
ル・企業連携マニュアル作成 13  0 ▲ 13 

  ③ 治療と職業生活の両立支援に係る支援者用ツールの作成 0  13 13 
  ④ 中小企業事業者を対象に、高年齢労働者に配慮した施設・設

備等の改善、健康確保のための取組等に要した費用の一部補
助 

642  692  50 

 （11） 公務員に対する周知・啓発等の実施    
  ① 勤務時間・休暇制度の運営(*2) 3 3 0 
  ② 心の健康づくりに係る意識啓発、相談体制の運営等(*2) 1 1 0 
  ③ 幹部・管理職員ハラスメント防止研修、ハラスメント防止対

策担当者実務研修(*2) 7 7 0 
  ④ 国家公務員の働き方改革や管理職の意識の改革のための研修

の実施(*4) 30 36 6 
  ⑤ 管理監督者のためのメンタルヘルスセミナー(*4) 2 1 0 
  ⑥ eラーニング教材を用いたメンタルヘルス講習、ハラスメント

防止講習 (*4) 5 13 8 

  ⑦ 教育委員会における学校の働き方改革推進のための取組状況
の調査分析、都道府県・市町村別公表等や、全国から集めた
優良事例を全国に発信（*4） 

82 82 0 

  ⑧ 地方公共団体における働き方改革に関する先進的な取組事例
の紹介（*1） 2 1 ▲ 1 

小          計 17,149 17,025 ▲ 123 
３ 相談体制の整備等 

 (1) 労働条件や健康管理に関する相談窓口の設置    
  ① 小規模事業場等における産業保健活動への支援事業 3,865 4,437 573 
  ②「労働条件相談ほっとライン」の設置 300 294 ▲ 6 
  ③ メンタルヘルス・ポータルサイトの充実及び過重労働等によ

る健康障害に関するメール相談・電話相談・SNS相談の実施 286 305 19 

 (2) 産業医等相談に応じる者に対する研修の実施    
  ① 過労死等防止対策に係る産業医等人材育成事業の実施 228 228 0 
  ② ストレスチェック及び面接指導を行う医師、保健師等に対す

る研修の実施 131 131 ▲ 1 

 (3) 労働衛生・人事労務関係者等に対する研修の実施    
  ① 産業保健スタッフ及び管理監督者に対してメンタルヘルス研

修の実施 156 156 0 

 (4) 公務員に対する相談体制の整備等    
  ① 専門医等が相談に応じる「こころの健康相談室」及び「ここ

ろの健康にかかる職場復帰相談室」の開設(*2) 8 8 0 

  ②「各府省等カウンセラー講習会」の実施(*4) 1 1 0 
小          計 4,976 5,561 585 

４ 民間団体の活動に対する支援 
 (1) 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催    
  ① 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催 98 100 2 
 (2) シンポジウム以外の活動に対する支援    
  ① 過労死遺児等を対象とした交流会の開催 14 14 0 

小          計 112 114 2 
５ その他 

 (1) 過労死等防止対策推進協議会の開催等 6 6 0 
小          計 6 6 0 
合          計 22,656 23,128 473 

 
（注 1）各事項の予算額はそれぞれ四捨五入しているので、合計や差額と一致しない箇所がある。 
（注２）「0」の表記は、金額が 50万円未満のものである。 

（注 3）【再掲】とした事項の( )内の予算額等については、小計及び合計のいずれにも算入していない。 
（注 4）事項名に付した（*）について、（*1）は総務省所管、（*2）は人事院所管、（*3）は文部科学

省所管、（*4）は内閣官房内閣人事局所管で、（*）を付していない事項は厚生労働省所管のもの
である。 
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3 過労死等防止対策関係予算の状況  

(単位：百万円） 

事                      項 令和５年度 
当 初 予 算 

令和６年度 
当 初 予 算 

対 前 年 度 
増 減 額 

１ 調査研究等 
 (1) 過労死等事案の分析    
  ① 労災事案等行政が保有する情報の調査等 276 277 1 
  ② 過労死等対策に関する調査研究(*1) 8 8 0 
  ③ 公務上及び公務外災害についての分析(*2) 1 1 1 
 (2）疫学研究等    
  ① 過労死等の予防に係る調査研究【再掲（１）①】 (276) (277) (1) 
 (3) 過労死等の労働・社会分野の調査・分析    
  ① 企業及び労働者を対象としたアンケート調査及び研究 62 71 9 
  ② 公立学校教員のメンタルヘルス対策に係る調査研究（*3） 67 65 ▲ 2 

小          計 414 423 9 
２ 啓発 

 （1） 国民に向けた周知・啓発の実施    
  ① 過労死等防止啓発月間等周知・啓発   77 79 1 
  ② 安全衛生優良企業公表制度の実施 0 0 0 
 （2） 大学・高等学校等における労働条件に関する啓発の実施    
  ① 労働法教育に関する教職員等向けの指導者用資料の作成及び

当該資料を活用した授業の進め方に関する指導者向けのセミ
ナーの実施 

41 80 39 

  ② 大学生・高校生等を対象に、労働関係法令に係る知識を付与
するためのセミナー及び講師派遣 41 41 ▲ 1 

  ③ 中高生に対する過労死等の労働問題や労働条件の改善等の啓
発のための講師派遣 23 21 ▲ 2 

 （3） 長時間労働の削減のための周知・啓発の実施    
  ① 長時間労働の是正に向けた法規制の執行強化等の取組 1,308 1,274 ▲ 34 
  ② 労働時間管理適正化指導員の配置 594 635 41 
  ③ 時間外・休日労働協定点検指導員の配置 587 609 22 
  ④ 自動車運転者の労働時間等の改善のための環境整備 5 5 0 
 （4） 過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施    
  ① 過重労働解消キャンペーンの実施 9 9 0 
  ② 労働条件相談ポータルサイトの運営 130 206 76 
 （5） 勤務間インターバル制度の導入促進    
  ① 勤務間インターバル制度を導入した中小企業事業主への助成

金の支給等 6,839 7,100 261 
  ② 勤務間インターバル制度導入促進のための広報事業 68 134 66 
 （6）「働き方」の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有

給休暇の取得促進 
   

  ① 労働時間の縮減、年次有給休暇の取得促進その他労働時間等
の設定の改善に取り組んだ中小企業事業主等への助成金の支
給等【再掲（５）①】 

(6,839) (7,100) (261) 

  ② 働き方改革推進支援センターの設置 3,674 3,142 ▲ 533 
  ③ 働き方・休み方改善指標の効果的な活用・普及等 597 649 52 
  ④ 年次有給休暇取得促進の気運の醸成を図る取組の推進 152 153 0 
  ⑤ 働き方改革に向けた労働時間等のルールの定着 67 62 ▲ 5 
 （7） メンタルヘルスケアに関する周知・啓発の実施    
  ① 啓発セミナーの実施 22 22 0 
  ② 産業保健スタッフ及び管理監督者に対するメンタルヘルス研

修の実施【再掲（３（３）①）】 (156) (156) (0) 
  ③ ストレスチェック及び面接指導を行う医師、保健師等に対す

る研修の実施【再掲（３（２）②）】 (131) (131) (▲ 1)  

 （8） 職場のハラスメントの予防・解決のための周知・啓発の実施    
  ① 職場のハラスメントに関する予防・解決のための周知・啓発 636 671 34 
 （9） 商慣行等も踏まえた取組の推進    
  ① トラック運転者の労働時間改善に向けた荷主等への周知・啓

発 262 176 ▲ 86 
  ② 医療従事者の確保・定着に向けた勤務環境改善のための取組 927 906 ▲ 21 
  ③ 病院長等を対象としたマネジメント研修事業、医療のかかり

方普及促進 250 162 ▲ 88 
  ④ 医療専門職支援人材確保支援事業 10 10 0 
  ⑤ 勤務医等を対象とした働き方改革周知・啓発事業 10 0 ▲ 10 
  ⑥ 長時間労働医師への面接指導の実施に係る研修事業 10 10 0 
  ⑦ 医療従事者勤務環境改善推進事業 19 19 0 
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